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 別紙３                                                     

令和３年度〜令和４年度厚生労働科学研究費補助金 
（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

総合研究報告書 
 

実践を踏まえた災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）の質の向上、 
構成員、受援者の技能維持に向けた研究 

 
研究代表者 服部希世子 熊本県人吉保健所 所長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究分担者：木脇弘二（熊本県八代保健所長）、

藤内修二（大分県福祉保健部理事兼審議監）、内

田勝彦（大分県東部保健所長）、池邉淑子（大分

県福祉保健部感染症対策課長）、市川学（芝浦工

業大学システム理工学部准教授）、緒方敬子（熊

本県天草保健所長）、小倉憲一（富山県厚生部参

事）、武智浩之（群馬県利根沼田保健福祉事務所

医監（保健所長））、西田敏秀（宮崎県高鍋保健

所長）、藤田利枝（長崎県県央保健所長） 
Ａ．研究目的 
 DHEATの制度化と実災害における活動経験に伴

い、被災地における災害時保健医療福祉活動のマ

ネジメント支援の必要性が広く認識されてきて

いる。実災害におけるDHEATの活動は、状況に応

じた本部運営支援、保健医療福祉調整本部・保健

所・市町村間の連携支援や支援チームとの協働な

研究要旨：本研究班ではより迅速効率的な DHEAT 運用体制の構築、急性期から中長期にかけて

保健医療福祉調整本部・保健所・市町村の３層いずれでもマネジメント支援が可能となる

DHEAT 活動手法の開発や DHEAT 活動に即した情報支援の在り方について、４グループ体制（①

運用体制班、②マネジメント業務班、③情報支援班、④人材育成・受援体制班）で研究を行っ

た。令和３年度は主に、前研究班で提案した新たな DHEAT 運用体制（①都道府県・指定都市に

おける DHEAT 活動体制の強化、②地方ブロック DHEAT 協議会の設置、③全国 DHEAT 協議会の設

置）について具体的な運用方法、保健医療福祉調整本部における統括的な DHEAT の配置や全国

的な事務局設置に関する検討を行い、全国衛生部長会及び厚生労働省地域保健室との協議を経

て、令和４年３月に DHEAT 活動要領の一部改正が行われた。また、過去の災害における DHEAT

活動の整理や中長期におけるマネジメント支援活動の充実について各都道府県災害マニュアル

等を整理し、過去の被災市町村における保健医療福祉活動記録を参考に、業務項目の一部につ

いてタイムラインを作成するなど DHEAT 活動ハンドブックの改訂作業を進めた。さらに、優先

的に介入すべき避難所の検討を行うため、避難所環境と避難者の健康課題について関連する文

献を整理し、施設・避難所等ラピッドアセスメントシートおよび災害時保健医療福祉活動支援

システム（D24H）と連携した、DHEAT 活動に即した避難所情報収集方法等の検討を行った。ま

た、災害時福祉活動に係る指揮系統、災害派遣福祉チームの理解や支援・受援の課題把握のた

め、アンケート調査を企画した。令和４年度は、前年度の研究成果も踏まえ、４グループ合同

で、モデル的な地方ブロック DHEAT 連携訓練および DMAT 実働訓練と連携した DHEAT出動訓練に

取り組み、訓練のなかで新たな DHEAT 運用体制を導入し検証した。モデル的な地方ブロック

DHEAT 連携訓練後のアンケート調査では、統括 DHEAT の役割の明確化、DHEAT 事務局の役割、本

庁本部と保健所本部の連携や派遣された DHEAT 間同士の連携などの課題が抽出された。また、

D24H を用いた避難所アセスメント訓練も実施し、DHEAT による情報収集・整理分析の支援の有

用性や、D24H、保健所現状報告システム（くものいと）等の ITツールの利便性が確認された。

DMAT 実働訓練と連携した DHEAT出動訓練では、DMAT との連携体制の構築、支援者としての技術

力、本庁 DHEAT と保健所 DHEAT の連携や具体的な役割の明確化等、新たな課題を見出すことが

できた。これら訓練の課題も含め、実践的な内容を強化し、「DHEAT 活動ハンドブック（第 2
版）」を作成した。 
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ど確実に進歩しており、DHEAT養成研修や各自治

体で行われている研修の成果が表れている。しか

し、活動経験を重ねるにつれてDHEAT活動要領と

の間にギャップが認められ、より迅速効率的なD

HEAT運用体制の構築が求められている。また、急

性期から中長期にかけて保健医療福祉調整本部・

保健所・市町村の３層いずれでもマネジメント支

援が可能となるような、過去の災害における保健

医療福祉活動のエビデンスに基づくDHEAT活動手

法の開発やDHEAT活動に即した情報支援の在り方

について検討を行い、DHEAT活動要領、DHEAT活動

ハンドブックや研修へ反映させ、DHEAT活動の質

の向上に資することを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
①運用体制、②マネジメント業務、③情報支援、

④人材育成・受援体制構築、の４グループ体制で

研究代表者と研究分担者が協同して研究を行う。

研究成果を全国的な体制整備へ還元できるよう、

全国衛生部長会、全国保健所長会から研究分担

者として加わっていただいている。コロナ禍を

踏まえ、各グループともウェブ会議を活用し研

究を進めている。研究期間は令和３年度から２

年間である。（倫理面の配慮：行政内部の業務研

究であり個人を対象としたものではないため、

倫理面の課題はない。） 
 
C．研究結果 
（１）運用体制班：令和３年度は新たな DHEAT 運

用体制（①都道府県・指定都市における DHEAT 活

動体制の強化、②地方ブロック DHEAT 協議会の

設置、③全国 DHEAT 協議会の設置）について具体

的な運用方法を提言し、全国衛生部長会、全国保

健所長会、厚生労働省と協議を行い、DHEAT 活動

要領一部改正に反映された。令和４年度は、九州

ブロック DHEAT連携訓練および九州沖縄ブロック

DMAT 実働訓練（DHEAT編）をとおして新たな運用

体制を導入、今後の運用体制構築の推進に係る

課題を抽出、整理した。 
 
（２）マネジメント業務班：令和３年度は過去の

災害における保健医療福祉調整本部での DHEAT

活動の整理、中長期におけるマネジメント支援

活動の充実について各都道府県災害マニュアル

等の整理、タイムライン等の作成を行い、令和４

年度に DHEAT 活動ハンドブックを改訂した。初

版から引き続き「災害時保健医療福祉活動タイ

ムライン」、「DHEAT 活動チェックリスト」等を掲

載する他、「DHEAT に期待する役割リスト」を追

加した。初版のエッセンスに加え、①中長期活動

に係る実践的な取組み内容の追加、②令和４年

３月 DHEAT 活動要領一部改正の内容を追加、③

DHEAT 活動の内容を、本部運営活動、災害時公衆

衛生活動、ロジスティック活動に分けた記載、④

派遣前の準備、派遣中の後方支援、派遣後の健康

管理および受援に関する項目を追加、⑤実際の

活動の課題等の紹介、等の工夫を行った。このハ

ンドブック（第２版）は、都道府県、保健所設置

市、特別区や全国の保健所に配布した。また全国

保健所長会および厚生労働省のホームページで

公開された。 
 
（３）情報支援班：令和３年度は、優先的に介入

すべき避難所の検討を行うため、避難所環境と

避難者の健康課題について関連する文献を整理

し、DHEAT 活動ハンドブック改訂に反映した。施

設・避難所等ラピッドアセスメントシートおよ

び災害時保健医療福祉活動支援システム（D24H）

と連携した、DHEAT 活動に即した避難所情報収集

方法等の検討を行った。令和４年度は、九州ブロ

ック DHEAT 連携訓練および九州沖縄ブロック

DMAT 実働訓練（DHEAT 編）をとおして、D24H を

活用し避難所アセスメント等の訓練を実施、

D24H の稼働に向けて課題整理を行った。 
 
（４）人材育成・受援体制班：令和３年度は災害

時福祉活動に係る指揮系統、災害派遣福祉チー

ムの理解や支援・受援の課題把握のため、アンケ

ート調査を企画した。その後、アンケート調査は

コロナ禍のため中止せざるを得なかったが、令

和４年度は九州ブロック DHEAT連携訓練の準備、

実施をとおして、支援受援が共に行う訓練モデ

ルの作成および人材育成に係る課題の整理を行

った。 
 
（５）九州ブロックにおける DHEAT 連携体制と行

政の対応体制検討のための訓練形式による実証

研究事業（九州ブロック DHEAT 連携訓練）の実
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施：全国の地方ブロックの中から九州地方をモ

デルとし、九州の特定地域の被災想定から複数

の DHEAT の派遣が要請されるシナリオに基づく

ロールプレイング形式の訓練を、SIP研究班（研

究代表者 市川学）との共同で企画した。九州全

域 8県 3指定都市から、DHEAT メンバーもしくは

その候補者合計 33 名（職種内訳：医師 14名、歯

科医師 1名、保健師 11 名、薬剤師 2名、臨床検

査技師 1名、管理栄養士 1 名、事務職 3名）の協

力を得て、令和 4年 11月 12日～13 日の 2日間

に渡り集合型で開催した。発災後から 72時間ま

での時間経過に従って、保健医療福祉調整本部

と保健所本部の立ち上げと連携、地方ブロック

内の DHEAT による支援・受援に係る連絡調整、避

難所アセスメント等に関する研究を行った。ま

た、IT ツールとして、災害時保健医療福祉活動

支援システム（D24H）、保健所現状報告システム

（くものいと）を活用した。参加者およびスタッ

フを対象とした訓練後アンケート調査（対象者

46 名、回答者 27 名、回答率 58.7％）から、統括

DHEAT の役割の明確化、DHEAT 事務局の役割、本

庁本部と保健所本部の連携や派遣された DHEAT

間同士の連携などの課題が抽出された。また、

D24H を用いた避難所アセスメント訓練も実施し、

DHEAT による情報収集・整理分析の支援の有用性

や、D24H、保健所現状報告システム（くものいと）

等の ITツールの利便性が確認された。 

 

（６）九州・沖縄ブロック DMAT 実働訓練と連携し

た DHEAT出動訓練（九州沖縄ブロック DMAT 実働訓

練（DHEAT編））：令和４年度厚労科研「DHEAT及

び IHEAT 等の役割の検討と連携体制の再構築に

向けた研究」（研究代表者 市川学）の協力事業

として、九州・沖縄ブロック DMAT 実働訓練（令

和 5 年 1 月 28 日（土）、被災自治体：熊本県）

と連携し、本研究班の分担者・協力者合計 6名が

DHEAT として保健医療福祉調整本部および被災

保健所へ出動する訓練を実施した。リアルタイ

ムでの臨場感のある訓練により、IT 機器を含む

活動環境の整備、情報収集・管理、派遣先や DMAT

等との連携等 DHEAT の支援者としての技術力の

向上、本庁 DHEAT と保健所 DHEAT との連絡調整

方法や具体的な役割の明確化等、机上型訓練で

は得られない課題が多く挙げられた。 

 

Ｄ．考察 
 活動要領の一部改正により、全国的なDHEAT連

携体制が具体化され、今後、本格的に運用が開始

される。迅速な応援体制、支援受援の標準化や支

援チームとの連携等これまでの課題も継続しつ

つ、次の段階に進むためには乗り越えなければ

ならない新たな壁も存在する。以下に今後の課

題について考察する。 
 
（１）DHEATの持続的な成長・発展に向けた、全

国的なDHEAT連携体制の構築 
保健医療福祉調整本部に新たに位置付けられ

た統括DHEATは、DHEAT連携体制の要として期待

されている。今後、実災害の検証や訓練等により、

統括DHEATをはじめDHEAT協議会（全国・地方ブロ

ック）、DHEAT事務局の役割について整理・明確

化し、全国の連携体制を強化・発展させていくこ

とが必要である。今年度、本研究班でモデル的に

実施した地方ブロック訓練は、顔の見える関係

を構築し、実際の災害におけるスムーズな連携

に繋がるため、今後継続的に全国の各地方ブロ

ックで訓練実施することが必要である。また、本

訓練ではDHEAT先遣隊の必要性について意見が

あり、今後、実用に向けた検討を要する。 
 
（２）支援者としての技術力向上 
 DMAT実働訓練との連携訓練において、受援が

出来ることと支援が出来ることはイコールでは

ないことが経験された。具体的には、派遣先での

役割分担や情報通信手段の確保を含む本部体制

の構築や情報収集の方法等、派遣先におけるCSC

Aそのものの技術を身に着ける必要性が挙げら

れた。全国的なDHEAT連携体制のもとで、支援と

受援の歯車がかみ合ってこそ、被災地保健医療

行政組織のマネジメント力が発揮される。現在

のDHEAT養成研修は受援に重点を置かれている

ため、今後はDHEATの支援スキル向上を目的とし

た研修も必要である。 
 
（３）情報支援システムの活用 
 D24H、くものいと等、災害時における情報支援

システムの実用化が進められており、有用性が

高い。今後、DHEATも平時の研修等により習熟度
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を上げておく必要がある。また、収集された情報

の管理、情報を整理し対策の意思決定にまで活

用できる力も身に着ける必要がある。特に避難

所アセスメントについて、DHEATの支援が求めら

れる部分であり、分析評価にかかるノウハウを

標準化し、支援側と受援側の共通理解を図るこ

とが必要である。 
 
（４）福祉分野との連携 
 令和４年７月国通知において、災害時の保健・

医療分野に加え福祉との連携の必要性が明記さ

れ、被災都道府県では「保健医療福祉調整本部」

を設置することとなった。今後、保健医療福祉が

一体となった被災者支援がスタンダードになり、

DHEATも福祉分野の災害対応体制、支援チームの

役割等を理解し、災害時には速やかな連携がと

れることが必要である。また自治体ごとに福祉

部局を含む組織体制が異なるため、平時から保

健医療と福祉とが連携できる手法の確立が望ま

れる。 
 
E．結論 
 今年度、地方ブロックDHEAT連携訓練を実施し、

今後の連携体制のモデルを提示した。また、DMA

T実働訓練と連携した訓練では新たな課題を見

出すことができた。さらにDHEAT活動検証等をも

とに、DHEAT活動ハンドブックを改訂し、実践的

な内容を強化した。近年、DHEATによるマネジメ

ント支援は災害時に欠かせないものとして認識

されている。被災地および支援チームのDHEATに

対する期待は大きく、DHEATの伸びしろも大きい。

今後も、災害の最前線で活動する被災地職員とD

HEATの実戦経験と検証により、DHEATが成長する

組織として発展していくことが望まれる。 
 
F．健康危険情報 
（該当なし） 
 
G．研究発表 
１．論文発表（該当なし） 
２．学会発表 
・第８０回日本公衆衛生学会総会一般演題「令和

２年７月豪雨災害におけるDHEAT活動の現状と

今後の課題」服部希世子、木脇弘二、池邉淑子、

市川学、緒方敬子、小倉憲一、武智浩之、藤内修

二、内田勝彦（2021年12月東京都） 
・第33回日本小児科医会総会フォーラム 地域総

合小児医療検討委員会 災害医療対策シンポジ

ウム「災害時における保健・医療・福祉の連携 

～災害時に小児周産期を守る多職種連携～」服

部希世子（2022年6月香川県） 
・第81回日本公衆衛生学会総会示説演題「近接性

優先の段階を踏んだDHEAT応援派遣体制の構築」

服部希世子、武智浩之、木脇弘二、市川学、緒方

敬子、小倉憲一、西田敏秀、藤田利枝、藤内修二、

内田勝彦（2022年10月山梨県） 
・日本プライマリ・ケア連合学会 第17回九州支

部総会・学術大会 シンポジウム「災害時におけ

る保健・医療・福祉の連携 ～助かった命を守り

抜くために～」服部希世子（2023年2月熊本県） 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得（該当なし） 
２．実用新案登録（該当なし） 
３．その他（該当なし） 
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令和５年 3月

DHEAT
活動
ハンドブック（第２版）

令和４年度 厚労科研補助金事業

（資料）



第２版の発行に寄せて 

全国保健所長会� 会長�

大分県東部保健所� 内田勝彦�

�

� このたび、災害時健康危機管理支援チーム（'+($7）活動ハンドブックが改訂

されることになりました。これまでも災害時対応や研修において役立てていた

だきましたが、その後の '+($7 活動経験から得られた知見や福祉や防災との連

携の必要性等を踏まえ、内容を追加、更新するとともに、さらに使いやすく工夫

を加えています。�

� 平成２９年７月５日に「大規模災害時の保健医療活動に係る体制の整備につ

いて」（厚生労働省大臣官房厚生科学課長、医政局長、健康局長、医薬・生活衛

生局長、社会・援護局障害保健福祉部長連名通知：いわゆるマネジメント通知）

が、平成３０年３月２０日には「災害時健康危機管理支援チーム活動要領につい

て」（厚生労働省健康局健康課長通知）が発出され、災害時健康危機管理支援チ

ーム（'+($7）が制度化されました。平成３０年７月豪雨災害においては１６自

治体から '+($7 が派遣され、これが初めての '+($7 活動となりました。その後、

令和元年佐賀豪雨災害、令和２年７月豪雨災害で実践を重ね、延べ２５自治体か

ら４２班が派遣され被災地の保健医療調整本部及び保健所で活動を行っていま

す。�

� '+($7 は自治体が自治体を支援する枠組みであり平時の体制整備等における

事務局機能をどこが果たすのか当初から課題となっておりました。また、地域間

で災害時健康危機管理に対する取り組みのばらつきもみられ、全ての都道府県

において保健医療調整本部の指揮支援や '+($7 のとりまとめ等を行う人材の確

保が求められています。このような中、令和４年３月２９日に「災害時健康危機

管理支援チーム活動要領（一部改正）ならびに災害時における保健所現状報告シ

ステムの運用について」（厚生労働省健康局健康課長通知）が発出され、統括

'+($7、'+($7 事務局、全国 '+($7 協議会、保健所現状報告システム（くものい

と）といった体制強化が図られました。�

� このハンドブックは初版から、災害派遣経験豊富な当研究班のメンバーが内

容を吟味し、まさに手作りで作成しており、実際の活動に役立つ内容となってお

ります。実際の災害時対応や '+($7 派遣の際はこのハンドブックを手元に置い

ていただきたいと思います。このハンドブックは教材としても非常に優れてお

り、保健所内や連携先との研修等にご活用いただけたら幸いです。�

�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 令和５年３月�



推薦のことば 

 
全国保健所長会� 会長 

青森県弘前保健所� 山中朋子 
 
� 心待ちにしていた災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）活動ハンドブ
ックの初稿が、このたび、発行の運びとなりました。 
� 8年前の 3月 11日は忘れもしません。東日本大震災により、東北から関東地
方にかけての広範な地域が甚大な被害に見舞われました。多くの尊い命が失わ

れ、その中には、たくさんの市町村職員も含まれていました。市職員の 3分の
1の命が失われたところもありました。災害が発生した際には、もっとも、住
民に近いところで、物資の確保、被災者の支援等、たくさんの業務を担ってい

る方々です。 
� この未曾有の震災の教訓から、被災した地方公共団体の災害時保健医療指揮

調整機能等を応援する体制の必要性の機運が高まり、平成 26年 1月には、全
国衛生部長会に災害時保健医療活動標準化委員会が設置されました。標準化と

は、災害時のマネジメントを効果的に行うための標準化と支援・受援に係るマ

ネジメントに必要な情報の標準化をさしています。この委員会では、平成 28
年 1月には、制度化に向けた課題や災害時健康危機管理チーム活動要領(案)を
整理、検討し、厚生労働大臣に DHEAT設置について具体的な検討開始を提言
しました。その後、厚生労働省は、平成 29年 7月にいわゆるマネジメント通
知を都道府県等に発出し、都道府県等における災害時保健医療調整本部の体制

整備を求めたほか、翌 30年 3月には、DHEAT活動要領を発出、さらには、
同年 6月には、防災中央会議において、「防災基本計画」の修正がなされ、
DHEATは正に、「構想から制度」へと大きな一歩を踏み出しました。 
� 一方、具体的な運用については、本研究班において、平成 29，30年度の 2
年にわたり、熱心に検討を重ねてきました。 
� このハンドブックを手に取っていただければすぐにわかりますが、支援と受

援、災害時と平常時からの対応など、災害時保健医療調整機能に関する事項に

ついて、幅広く記載しています。また、ポイントやコラムを入れることによ

り、読む方にとって、具体的でわかりやすいよう工夫がなされております。 
� ぜひ、このハンドブックを全保健所の皆さんが職員の研修のみならず、受援

体制構築や保健所と市町村の連携体制構築にも、積極的に活用いただきますよ

う、切に願っております。 
� 平成 31年 3月 



'+($7 活動ハンドブック改訂の序�

��

「災害は忘れたころにやってくる」。これは、自然災害はその被害の恐ろし

さを忘れたころに再び起こるものだ、という戒めです。しかし近年、地球温暖

化の影響で、甚大な被害をもたらす大規模な豪雨災害が恒常的に発生してお

り、いつからか「災害は忘れる間もなくやってくる」と言われるようになりま

した。また、日本列島には多くの活断層やプレート境界が分布しており、地震

が発生しやすい条件にあります。令和２年度に行われた国土交通省の分析※に

よると、洪水・土砂災害・地震災害・津波災害のいずれかのリスクを抱える地

域（災害リスク地域）に居住する人口は、日本の総人口の �����（���� 年）に

上ります。半数以上の国民がいつ災害を経験してもおかしくない環境です。�

さらに、南海トラフ地震や首都直下型地震といった大規模地震の発生確率が

高まっており、私たち国民のいのちと暮らしに極めて甚大な被害をもたらすこ

とが想定されています。災害は昼夜を問わず、平日・休日に関わらず、全国ど

こでも起こり得ることが当たり前の状況になっており、決して他人事ではな

く、私たちの身近な問題です。�

�

「'+($7 活動ハンドブック」は初版の発行から４年が経過しました。現在、

このハンドブックは、平成３０年７月豪雨、令和元年佐賀豪雨および令和２年

７月豪雨が発生した際に出動した多くの '+($7 の間で活動の参考資料として、

また平時には保健医療行政職員を対象とした訓練の資料として幅広く活用され

ています。�

一方、この４年のあいだに、'+($7 の活動内容の進歩とともに出動体制、支

援のあり方や支援チームとの連携など様々な課題が明確となり、新たな '+($7

体制の整備が進められています。また近年では、保健医療のみでなく福祉や防

災を含めた連携の必要性が増してきており、令和４年３月には '+($7 活動要領

の一部改正が行われました。'+($7 活動の検証および災害対応に関わる体制等

の進歩を踏まえ、このハンドブックを「'+($7 活動ハンドブック（第２版）」



として改訂しました。�

改訂にあたっては、'+($7 として、あるいは被災都道府県・被災保健所の本

部要員として災害対応に当たった研究分担者・研究協力者の方々に、意欲的に

取り組んでいただきました。また、保健医療福祉活動チームの活動内容や取り

組み等も、各団体に詳しく記載いただきました。より実践的な内容がつまった

ハンドブックになっておりますので、ぜひ平時のお取り組みや災害時の活動に

ご活用ください。今後も、様々な災害の経験と検証を踏まえて、改訂を重ねて

いくことが大切だと思います。�

�

過去の災害では、高齢者の被災が多いことが災害関連死の増加に繋がってい

ます。いまは超高齢化社会であると同時に災害が激甚化、頻発化する時代で

す。被災地職員および '+($7 による効果的なマネジメント活動が、防ぎ得た死

と二次健康被害の最小化に繋がります。�

初版に引き続き第２版も、災害対応に携わる多くの保健医療行政職員の皆様

にお役立ていただき、今後、災害が発生した際に、一人でも多くの方々の命と

健康が守られることを願います。�

�

（本書は、令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策

総合研究事業）「実践を踏まえた災害時健康危機管理支援チーム（'+($7）の

質の向上、構成員、受援者の技能維持に向けた研究」班の成果物として配付す

るものです。）�

�

※国土交通省国土政策局「都道府県別の災害リスクエリアに居住する人口について」�

�

�

令和５年２月１０日� 研究代表者� 服部希世子（熊本県人吉保健所）�

�

�



必ずお読みください。�

この「'+($7活動ハンドブック」（本編・資料編）について�

�
本書は、平成 ��・�� 年度� 厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究
事業）「広域大規模災害時における地域保健支援・受援体制構築に関する研究」班（「木脇
班」）＊�の研究成果物として、全国の自治体の関係部署や保健所等に配布するものです。�
�
'+($7�災害時健康危機管理支援チーム；'LVDVWHU�+HDOWK�(PHUJHQF\�$VVLVWDQFH�7HDP�
は、平成��年�月��日� 厚生労働省健康局健康課長通知「災害時健康危機管理支援チーム活
動要領について」＊�により示された「'+($7活動要領」を根拠とし、「都道府県災害対策
本部内に設置される保健医療調整本部及び保健所等の指揮調整機能等が円滑に実施される
よう応援する」ことを任務としています。また、要領は「被被災災都都道道府府県県のの体体制制やや災災害害のの状状
況況にに応応じじてて柔柔軟軟なな活活動動をを行行うう」ことを求めています。活動の内容については「'+($7が支
援する被災都道府県等による災害時保健医療対策及びその指揮調整等の体制と業務」を参
照して実施すること、とされています。このハンドブックは「'+($7活動要領」の十分な
理解を前提に活用されるべく、作成しました。�

これまで、災害対応のための準備について、地方自治体の職員の方から「災害のときに
（保健医療分野で）具体的に何が起こり、行政として何をすればいいのか、何を準備して
おけばいいのか、イイメメーージジをを持持つつここととが難しい。」という声がたいへん多くありました。ま
た、平成��年熊本地震においては、被災自治体の職員から「災害対応業務の中で、保健医
療の支援チーム等にどのようなことをやってもらったらいいのかが、わからなかった。そ
れを考えて、そして、たくさんのチームの方々に“お願い”をすること、そのこと自体が大変
だった。支支援援側側・・受受援援側側のの役役割割ににつついいてて標標準準的的ななももののがあるとよい。」という、切実な意見
がありました。�

このハンドブックは「木脇班」のメンバーのうち、熊本県及び熊本市において行政医師
（公衆衛生医師）として勤務し、それぞれの立場で「平成��年熊本地震」への対応を経験
したメンバーが執筆しています。そのメンバーが研究班としてまず行ったことは、過去の
災害における保健医療分野の対応について、被災自治体等がまとめた数多くの研究や検証
報告等を収集・整理し、そこに「平成��年熊本地震」での経験の詳細を丁寧に整理したも



のを、重ねてみることでした。�

災害はひとつひとつ違います。また被災地の自治体の規模や体制も大きく異なります。
それでも、これまでの経験を重ねてみると、発災後の時間の経過、すなわちフェーズ毎に
対応の必要な業務は共通するところが多く、私どもは研究班として、一定の標準化は可能
であると考えフェーズ毎の「タイムライン」や「チェックリスト」を示しました。一方で、
標準化の作業を詰めていくと、具体的な中身が削ぎ落とされ、対応のイメージを描くこと
が難しくなります。このハンドブックの本文部分やコラムにおいては、そのイメージをつ
かんでいただきたいと考え、執筆メンバーの経験等にもとづいた具体的な記述もしていま
す。このハンドブックの内容は、すべての災害にあてはまるものではなく、やるべきこと
のリストではないこと、被被災災地地のの自自治治体体のの職職員員ととととももにに考考ええ、、確確認認ししてていいくく作作業業ののたためめのの
参参考考材材料料であることをご理解いただき、活用いただきますようお願い申し上げます。�

�

本書には、災害に係る団体・チーム様等から資料等をご提供いただき、編集・整理した
ものも掲載しております。万全を期して確認等おこなっておりますが、もし間違い等がご
ざいましたら、研究代表者までご一報いただきたく、お願いいたします。�

本書の内容は全て「「全全国国保保健健所所長長会会」」ののホホーームムペペーージジにに掲掲載載予定です。トップページ
（KWWS���ZZZ�SKFG�MS�LQGH[�KWPO）にあるバナー「災害時健康危機管理支援チーム」からお
入りください。掲載するファイルのご使用について特に制限はありませんが、ご所属の自
治体の外に広く配布するような場合には、研究代表者までご相談ください。�

�

'+($7は発足後間もない生まれたての制度であり、これから、先達の皆様に学びながら、
経験を積んで成長していくべき制度です。このハンドブックがその足場のひとつとなるこ
と、そして今後の経験と検証・研究を踏まえ、どんどん書き換えられていくことを期待い
たします。�

平成３１年２月１�日�

研究代表者� 木脇�弘二（熊本県菊池保健所長）�

＊� 研究分担者・協力者のお名前を巻末の「謝辞」に掲載しております。�
＊�� 資料編に全文を掲載しております。�



のを、重ねてみることでした。�

災害はひとつひとつ違います。また被災地の自治体の規模や体制も大きく異なります。
それでも、これまでの経験を重ねてみると、発災後の時間の経過、すなわちフェーズ毎に
対応の必要な業務は共通するところが多く、私どもは研究班として、一定の標準化は可能
であると考えフェーズ毎の「タイムライン」や「チェックリスト」を示しました。一方で、
標準化の作業を詰めていくと、具体的な中身が削ぎ落とされ、対応のイメージを描くこと
が難しくなります。このハンドブックの本文部分やコラムにおいては、そのイメージをつ
かんでいただきたいと考え、執筆メンバーの経験等にもとづいた具体的な記述もしていま
す。このハンドブックの内容は、すべての災害にあてはまるものではなく、やるべきこと
のリストではないこと、被被災災地地のの自自治治体体のの職職員員ととととももにに考考ええ、、確確認認ししてていいくく作作業業ののたためめのの
参参考考材材料料であることをご理解いただき、活用いただきますようお願い申し上げます。�

�

本書には、災害に係る団体・チーム様等から資料等をご提供いただき、編集・整理した
ものも掲載しております。万全を期して確認等おこなっておりますが、もし間違い等がご
ざいましたら、研究代表者までご一報いただきたく、お願いいたします。�

本書の内容は全て「「全全国国保保健健所所長長会会」」ののホホーームムペペーージジにに掲掲載載予定です。トップページ
（KWWS���ZZZ�SKFG�MS�LQGH[�KWPO）にあるバナー「災害時健康危機管理支援チーム」からお
入りください。掲載するファイルのご使用について特に制限はありませんが、ご所属の自
治体の外に広く配布するような場合には、研究代表者までご相談ください。�

�

'+($7は発足後間もない生まれたての制度であり、これから、先達の皆様に学びながら、
経験を積んで成長していくべき制度です。このハンドブックがその足場のひとつとなるこ
と、そして今後の経験と検証・研究を踏まえ、どんどん書き換えられていくことを期待い
たします。�

平成３１年２月１�日�

研究代表者� 木脇�弘二（熊本県菊池保健所長）�

＊� 研究分担者・協力者のお名前を巻末の「謝辞」に掲載しております。�
＊�� 資料編に全文を掲載しております。�
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��

���� ここののハハンンドドブブッッククのの目目的的とと使使いい方方

このハンドブックは、'+($7 の構成員および都道府県等の保健医療福祉に関

係する行政職員が、災害時に必要となる活動や '+($7 の支援活動の内容を理解

すること、そして被災地職員と '+($7、受援側と支援側とが共通認識のもと

に、迅速かつ効率的に災害時のマネジメントが行えることを目的に作成されま

した。�

災害は準備や心構えの有無に関わらず、突然起こります。いったん災害が起

こってしまうと、被災地では直後から対応に追われ続け、このハンドブックを

読む時間も取れなくなります。'+($7 も迅速な出動が求められており、派遣調

整や準備に慌ただしく時間をとられます。たとえ、このハンドブックに目をと

おすことができたとしても、その内容はなかなか頭に入らないことが多いもの

です。そのため、平時から、このハンドブックに目をとおしていただき、災害

時に被災都道府県等が行う活動や '+($7 の支援活動の内容、災害フェーズごと

の活動の流れをイメージしていただくことをお勧めします。�

またこのハンドブック（第２版）では、初版から引き続き「災害時保健医療

福祉活動タイムライン」、「'+($7 活動チェックリスト」、「災害業務自己点検簡

易チェックシート」を掲載する他、「'+($7 に期待する役割リスト」では、支援

側・受援側の視点からマネジメントに必要な活動が詳しく確認できるようにな

っています。さらに項目ごとに内容の「ポイント」をまとめていますので、時

間が制約される現場において、被災地職員と '+($7 がともに活動の方針を検討

する際等に活用ください。�

☞☞ポポイインントト

・近年、我が国では様々な災害が激甚化、頻発化しており、いつどこで起こ

ってもおかしくありません。

・平時からこのハンドブックの全編に目をとおし、'+($7 および保健医療行

政職員が行う災害時の活動をイメージしておきましょう。

・慌ただしい災害時には、各項目の「ポイント」に目をとおし、「災害時保

健医療福祉活動タイムライン」により災害フェーズごとの活動内容を確認

し、「'+($7 活動チェックリスト」、「災害業務自己点検簡易チェックシー

ト」、「'+($7 に期待される役割リスト」を用いて漏れのない活動を展開し

ていきましょう。�

ⅠⅠ．．ははじじめめにに��

Ⅰ . はじめに



2

このハンドブック（第２版）では、初版のエッセンスに加え、次のような工

夫をしています。�

⚫ 急性期活動に加え中長期活動についても、実践的な取組み内容の記載を充

実させました。

⚫ 令和４年３月 '+($7 活動要領一部改正の内容を加えました。

⚫ '+($7 活動の内容を、���本部運営活動、���災害時保健医療福祉活動、���

ロジスティックス活動の大きく３つに分けて記載しました。また、活動場

所（保健医療福祉調整本部、保健所、市町村、保健所設置市区）ごとの活

動内容の特徴については、「本部運営活動」と「災害時保健医療福祉活動」

の中で記載しました。�

⚫ '+($7 派遣前の準備、派遣中の後方支援、派遣後の健康管理および '+($7

の受援に関する項目を追加しました。

⚫ 実災害における '+($7 の活動経験（平成３０年７月豪雨、令和元年佐賀豪

雨、令和２年７月豪雨）から、活動の要点や課題を紹介しました。

⚫ このハンドブックの作成に当たり参考とさせていただいた資料について

は、「Ⅸ�資料」中の「参考資料」に一括して掲載しました。

����対対象象とと用用語語のの定定義義

対対�� 象象��

災害の種類�
豪雨、地震、津波、噴火等によって生ずる災害�
（災害対策基本法（昭和 �� 年法律第 ��� 号）第 � 条に規
定する「災害」をいう。）�

災害の規模�
被災者の公衆衛生上の対応等について、被災市町村単独
では対応が困難で、他の市町村、県（保健所）、他の都
道府県等の支援が必要とされる規模とする。�

想定される�
本ハンドブックの
主な活用者�

��� 災害時健康危機管理支援チーム（'+($7）の構成員
��� 被災都道府県、保健所設置市及び特別区（以下「保

健所設置市区」という。）の保健医療行政職員
��� '+($7 派遣元本庁調整担当者

用用語語のの��
定定義義��

災害フェーズ�

【フェーズ �】初動体制の確立：概ね発災後 �� 時間以内�
【フェーズ �】緊急対応期：概ね発災後 �� 時間以内�
【フェーズ �】応急対応期：避難所対策が中心の期間�
【フェーズ �】応急対応期：避難所から仮設住宅入居まで�

Ⅰ . はじめに
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保健医療福祉活動
チーム

（支援チーム）�

令和 �年 �月 �� 日厚生労働省通知「大規模災害時の保
健医療福祉活動にかかる体制の整備について」に記載
の、保健医療活動チーム（災害派遣医療チーム
（'0$7）、日本医師会災害医療チーム（-0$7）、日
本赤十字社の救護班、独立行政法人国立病院機構の医療
班、全日本医療支援班（$0$7）、日本災害歯科支援チ
ーム（-'$7）、薬剤師チーム、看護師チーム（被災都道
府県以外の都道府県、市町村、日本看護協会等の関係団
体や医療機関から派遣された看護職員を含む。）、保健
師チーム、管理栄養士チーム、日本栄養士会災害支援チ
ーム（-'$�'$7）、災害派遣精神医療チーム
（'3$7）、日本災害リハビリテーション支援協会
（-5$7）、その他の災害対策に係る保健医療活動を行う
チーム（被災都道府県以外の都道府県から派遣されたチ
ームを含む。）、災害派遣福祉チーム（':$7）のこと
をいう。�

保健所設置市�
地域保健法施行令（昭和 �� 年政令第 �� 号）第 � 条各号
に掲げる、地域保健法（昭和 �� 年法律 ��� 号）第 � 条の
規定に基づき保健所を設置する市をいう。�

応援要請�

災害対策基本法又は地方公共団体間の相互応援協定等に
基づき、被災地方公共団体が実施する災害時における救
助その他の災害対策に対する応援を他の地方公共団体に
対し要請することをいう。�

応援派遣�

地方公共団体が、被災地方公共団体に対し、応援のため
に職員を派遣することをいう。この場合、派遣期間は短
期で職員の身分の異動を伴わない。�

【短期と長期の職員派遣について】�
災害時の行政職員の人的支援については、期間が短期の
場合と長期にわたる場合があるが、短期の職員派遣を
「応援派遣」、長期の職員派遣を「職員派遣」とそれぞ
れ定義して区別するものとする。�

応援調整�

地方公共団体が実施する'+($7 のチーム編成、応援時
の安全の確保・装備等の準備、応援職員に対する後方支
援など、'+($7の応援派遣に係る諸業務の調整をい
う。�

Ⅰ . はじめに
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受援調整�

'+($7の被災都道府県内における応援先の決定、受援
先での役割の付与又は変更等の、被災都道府県以外の都
道府県からの'+($7の受援に係る諸業務の調整をい
う。�

後方支援�
派遣元本庁調整担当者等が、災害時保健医療活動に当た
る人員及び通信、移動手段、医薬品、生活手段等を確保
することをいう。�

リエゾン
災害が発生、または発生の恐れのある地方公共団体等に
赴き、情報共有が円滑に行われるよう、情報収集、連絡
調整、適切な助言を行う職員のことをいう。�

Ⅰ . はじめに
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��

�� '+($7�災害時健康危機管理支援チーム；'LVDVWHU�+HDOWK�(PHUJHQF\�

$VVLVWDQFH�7HDP�は、一定規模以上の災害が発生した際に、被災都道府県庁の

保健医療福祉調整本部及び保健所が担う指揮・総合調整（マネジメント）機能

等を支援するため、専門的な研修・訓練を受けた都道府県等の職員により構成

される応援派遣チームです。�

���� ''++(($$77 のの設設立立経経緯緯

未曾有の大規模災害となった東日本大震災では多くの自治体職員や施設等も

失われ、行政による公衆衛生活動の展開が困難な状況が各地で発生しました。

この教訓から、被災都道府県の保健衛生部門が担う保健医療活動の指揮調整機

能を支援する体制が必要との認識が広まり、'+($7 構想が生まれました（表

１）。�

平成２６年１月全国衛生部長会は「災害時保健医療活動標準化検討委員会」

を設置し、,&6（,QFLGHQW�&RPPDQG�6\VWHP）の導入について、また情報の取扱

や支援・受援体制等のマネジメント業務を効率的に行うための標準化の検討を

開始、'+($7 制度化に向けて本格的な動きが始まりました。平成２８年１月に

同委員会は '+($7 制度化への課題を整理し、「中間報告」と「活動要領（案）」

を作成、厚生労働大臣に対し '+($7 設置についての具体的な検討開始を提言し

ました。平成２８年度からは、制度立ち上げに先行して、国による人材育成の

ための '+($7 研修が開始されています。�

平成２８年熊本地震の検証結果を踏まえ、平成２９年７月に厚生労働省から

「大規模災害時の保健医療活動の体制整備について」（通称「マネジメント通知」）

が発出され、被災都道府県庁における保健医療調整本部の設置、被災地の保健所

による支援チームの指揮調整等の体制整備が示されました。同年１１月には全

国衛生部長会から「'+($7 活動要領（案）」が提出され、これらの動きを受け、

平成３０年３月に健康局健康課長通知として「災害時健康危機管理支援チーム

活動要領について」が発出、'+($7 の制度化に至っています。制度化からこれま

での間に、'+($7 は平成３０年７月豪雨（派遣先：岡山県・広島県・愛媛県）、

令和元年佐賀豪雨（佐賀県）、令和２年７月豪雨�熊本県�と実践を重ねており、

ⅡⅡ．．総総論論��
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この３災害で延べ２５自治体４２班の '+($7 が被災地で活動しています。�

'+($7 の制度化へ至るまで、全国衛生部長会、厚生労働省、全国保健所長会

が強力に連携し取り組まれてきました。地方からの制度構築の主体である「全

国衛生部長会」の政策提言を受け、「厚生労働省」が活動要領を制定、防災基

本計画等の修正等法的根拠の整備や人材育成の企画立案等を実施、「全国保健

所長会」は人材育成や普及啓発を実際的に推し進め、また、'+($7 の具体的な

活動内容等は「厚生労働科学研究」において実践的な成果を生み出す等、全国

衛生部長会及び全国保健所長会メンバーを中心に全国保健師長会や災害分野の

専門家・研究者、'0$7 や '3$7 等の支援チームの熱心な協力も得て、精力的に

取り組まれてきました。�

'+($7 が、構想から制度へ、そして制度から実践の段階へ進んだ現在も、全国

衛生部長会・厚生労働省・全国保健所長会等の連携と協働により、全国規模で

'+($7 が目的とする活動を効率的に行うことができる体制の整備が進められて

います。�

表 �：災害時健康危機管理支援チーム（'+($7）の歩み�

Ⅱ . 総論
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���� ''++(($$77 のの活活動動理理念念とと役役割割

災害が発生すると、一気に被災地の支援ニーズが膨れ上がる一方で、被災都

道府県等の指揮調整部門は混乱し情報の集約もままならず、限られた支援資源

の有効活用や被災状況に応じた適正な分配が十分にできなくなり、迅速な保健

医療福祉活動の展開が困難になることが、これまでの災害でも経験されてきま

した。指揮調整機能の低下が、防ぎ得た死や二次健康被害の拡大に繋がるので

す。�

� 国による熊本地震の検証から、被災都道府県、保健所、保健医療活動チーム

の間で保健医療ニーズや支援チームの活動状況等について情報連携が行われず

保健医療活動が効率的に行われない場合があったこと等を踏まえ、平成２９年

７月に厚生労働省通知「大規模災害時の保健医療活動に係る体制の整備につい

て」（通称「マネジメント通知」）�が各局長連名で発出され、被災都道府県は

保健医療調整本部を設置し保健所と連携すること、また保健所は市町村と連携

し、支援チームへの活動調整や情報連携等の総合調整を行うこととされ、被災

都道府県・保健所・市町村と３層の連携による総合調整の重要性と体制構築の

必要性が明確に示されました。保健医療調整本部は、保健医療活動の総合調整

を行うために必要な時には、本部機能強化のために人的支援を求めることが望

ましいとされており、この人的支援が '+($7 になります（図１）。�

� '+($7 の活動理念は、被災都道府県等の指揮調整機能の支援（マネジメント

支援）をとおして、防ぎ得た死と二次健康被害を最小限に抑えること、そし

て、被災地の住民ができる限り早く通常の生活を取り戻すこと、にあります。�

なお、平成２９年の「マネジメント通知」発出後も、毎年のように発生する

災害への対応における課題から、厚生労働省は、保健・医療分野に加え福祉分

野との連携が重要とであるとし、令和４年７月「大規模災害時の保健医療福祉

活動に係る体制の整備について」を発出、この中で、平成２９年マネジメント

通知に記載の保健医療調整本部は「保健医療福祉調整本部」とされました。こ

☞☞ポポイインントト

・'+($7 の活動理念は「防ぎ得た死と二次健康被害を最小化すること」、

「（被災地が）できる限り早く通常の生活を取り戻すこと」にあります。

・'+($7 の役割は、被災都道府県庁の保健医療福祉調整本部及び保健所

（保健所支援としての市町村支援を含む。）における指揮調整（マネジメ

ント）機能の支援です。

Ⅱ . 総論
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のハンドブックでも、「保健医療福祉調整本部」を使用しています。�

'+($7 は、被災都道府県からの要請に基づき、保健医療福祉調整本部及び保

健所の指揮調整機能等を支援する役割を担います。また、保健所の指揮のもと

所管する市町村の指揮調整機能等も支援します。�

�

�

�

����''++(($$77 活活動動のの枠枠組組みみ

図 �：災害時健康危機管理支援チームの派遣（出典：「災害時健康危機管理支援チーム

活動要領�一部改正�ならびに災害時における保健所現状報告システムの運用につい

て」令和４年３月２９日�厚生労働省健康局健康課長）�

☞☞ポポイインントト

・'+($7 は、公衆衛生分野の専門職及び業務調整員から５名程度で構成され

ます。

・'+($7 の活動期間は、災害のフェーズ１からフェーズ３（急性期〜避難所

生活から仮設住宅入居への移行期にかけて）です。発災後から概ね１ヶ

月程度になります。

・１班＊あたりの活動期間は１週間以上が標準です。

・活動場所は、被災都道府県庁の保健医療福祉調整本部、保健所、そして

保健所の管轄する市町村です。

・活動の引き継ぎにあたっては、支援活動の一貫性と継続性を意識し、充

分な時間（�日程度）を確保します。

・活動終了の目安として、支援チームの撤退や対策会議開催頻度の減少が

挙げられます。

Ⅱ . 総論
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������構構成成員員

'+($7 は、都道府県及び保健所設置市区に所属する公衆衛生医師や歯科医

師、保健師、薬剤師、獣医師、管理栄養士、臨床検査技師等公衆衛生分野の専

門職及び業務調整員から５名程度で構成されます。'+($7 メンバーは '+($7 研

修を受けていることが望まれます。この５名程度から成る '+($7 の活動単位

を、「班」＊といい、同じ都道府県や保健所設置市区の職員から構成される班

が、交代しながら業務を引き継ぎ活動する一連の単位を「チーム」と呼びま

す。�

� 災害フェーズやその時に起こっている課題に応じて、'+($7「班」を構成す

るメンバーの職種や人数を柔軟に変更できると、より効果的な活動につながり

ます。例えば、発災直後の急性期、体制立ち上げの時期には、まずは医師１

名、保健師２名、業務調整員１名からなる班を迅速に派遣する、避難所支援が

中心のフェーズになったら、食品衛生監視や環境衛生監視のできる職員を入れ

る等の工夫が有用です。被災都道府県の側から必要な職種等を希望される場合

もあります。�

これまでの '+($7 活動検証報告では、応援派遣期間中をとおして班のリーダ

ーとして医師が１名含まれていると、被災自治体や支援チームとのコミュニケ

ーションがとりやすかった、ということが言われています。また、職種に関わ

らず、ロジスティックス活動（連絡調整や情報収集、リソースの確保等）が必

要不可欠であることも示されています。�

� 保健所には「都道府県型（以下「県型」という。）」と「保健所設置市区型

（以下「市型」という。）」があります。両者では通常の業務内容や組織体制、

災害時の体制も大きく異なりますので、県型保健所の保健所職員から構成され

る '+($7 が市型保健所へ支援に入ると、効率的な支援が難しくなるかもしれま

せん。�

“市型保健所には保健所設置市区の職員から構成される '+($7 が入る”、”都

道府県庁の保健医療福祉調整本部には本庁勤務の経験者が含まれる '+($7 が入

る”等のように、'+($7 を派遣先とのマッチングに配慮して配置することは、

効果的な活動を行うために非常に重要であり、被災地職員の負担を軽減するこ

とに繋がります（図２）。�

Ⅱ . 総論
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������活活動動期期間間

「班」の活動期間が２〜３日と短いと、少し被災地に慣れた頃に交代してし

まうことになり、また、被災地側は、ほとんど同じ説明を繰り返さなければな

らないことになります。'+($7 の一班あたりの活動期間は１週間以上が標準と

されています（図３）。��

これまでの活動の検証から、'+($7 の活動は、災害フェーズ１〜フェーズ３

（急性期〜避難所生活から仮設住宅入居への移行期にかけて）において必要

で、この期間を活動期間とすることが適切と考えられています。災害の規模等

にもよりますが、発災から概ね１ヶ月間程度の長さになります。この１ヶ月間

をとおして同じ自治体からの '+($7 を応援派遣（エリアライン制）できると、

引き継ぎがスムーズになり、支援の一貫性・継続性に繋がり被災自治体の負担

も小さくなります。都道府県等にはチームとして１ヶ月間程度の応援派遣が継

続して可能となるように '+($7 人材の育成と確保に努めることが求められてい

ます。�

� また、'+($7 は被災地の業務を増やすことにならないように、交通・通信手

段、宿泊場所、食料等の生活必需品等は自らで確保し、自立して活動すること

が絶対条件です。そのためには、派遣元自治体の後方支援体制が構築され、機

能することが必要です。�

������活活動動場場所所

'+($7 の活動場所は、被災都道府県庁の保健医療福祉調整本部、保健所、そ

して保健所の管轄する市町村です（図１、図３）。'+($7 の配置は、被災都道府

県庁の保健医療福祉調整本部により決定されます。�

図２：応援派遣先とのマッチング�

Ⅱ . 総論
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'+($7 の配置については、都道府県庁の保健医療福祉調整本部を優先しま

す。本庁に入る '+($7 は、統括 '+($7（後述）の補佐、保健所や市町村に配置

される '+($7 との連携、そして、各種の支援チームや '+($7 事務局（後述）等

との連携が主な役割となります。保健所に '+($7 を配置する場合には、それと

セットで本庁に '+($7 を置くことが原則であり、これにより本庁と保健所間の

連携を図りながら効果的に活動を進めることができます。�

� � � �

������活活動動のの引引きき継継ぎぎ・・終終了了

「班」の活動について、同じ自治体の次の班や異なる自治体の '+($7 へ引き

継ぐにあたっては、その時期の活動の方針、関係機関との連携を含む本部の組

織体制、各種支援チームの活動状況等、'+($7 の直接の業務内容や避難所・被

災地の状況等のみではなくフェーズによる方針や組織体制を含む情報を、詳し

く申し送りましょう。この引き継ぎが充分でないと、前の班との活動の連続性

が維持できず、やはり、被災地の負担を増やすことになります。�

� 前の班の活動最終日と次の班の活動初日を一日程度重複させ、引き継ぎ期間

とすることができると、現地で実際に活動を共有する時間を確保でき、スムー

ズな引き継ぎができるでしょう。さらに、事前に日々の '+($7 活動報告等を

前・後の班で共有しておく等の工夫も有用です。�

'+($7 活動の終了時期については、派遣先自治体と十分に協議しましょう。

ライフラインの復旧や避難所の開設運営の状況、地元医療体制の回復状況等を

含め総合的に判断し終了時期を検討することになります。活動終了の具体的な

目安として、支援チームの担っていた役割が被災自治体に移行できつつある

（各種支援チームが撤退できつつある）、本部機能を縮小できつつある（対策

図３：'+($7 活動期間・場所の例�

Ⅱ . 総論
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会議の開催頻度を１日２回から１日１回、さらに隔日等へ減らすことができて

いる）時期になっていること等が挙げられます。�

また、'+($7 が行ってきた活動を被災地に移行するにあたっては、他の各種

支援チームとも協力して、'+($7 の業務内容を縮小整理した上で、その業務を

被災地行政のどの部署等に引き継ぐかを明確にし、業務内容と担当部署、その

連絡先等を整理して関係機関等に配付し、周知する作業が必要です。被災地の

職員に引き継ぐためには一定の時間が必要であり、無理なく作業できるよう

に、この期間も含めて終了時期を検討しましょう。�

����''++(($$77 のの運運用用体体制制

�� これまでの '+($7 活動において、被災地では各種保健医療福祉活動チームが

支援に入る初動の時期ほど、'+($7 によるマネジメント支援と先を見越した助

言が求められること、また顔の見える関係があるとより効果的でスムーズな支

援活動を展開できることが経験されています。�

制度化の前には、'+($7 は急性期後に活動するチームと考えられていまし

た。しかし、実際の災害での活動検証報告から、'+($7 には、迅速に現地の需

要を判断し、発災後早期から体制構築支援を始めとした応援活動を行う役割が

求められていることが明らかになりました。発災後早期から活動するために

は、まずは都道府県内、次に地方ブロック内、そして全国と、近接性を優先し

段階を踏んだ応援の運用体制の構築が必要です（図４、図５）。�

� 令和４年３月に発出された改正 '+($7 活動要領では、新たに、各都道府県庁

での保健医療福祉調整本部における統括 '+($7 の配置、全国 '+($7 協議会及び

'+($7 事務局の設置が示されました。現在、都道府県単位から全国規模での

'+($7 運用体制の強化が進められています。�

☞☞ポポイインントト

・発災後急性期から '+($7 によるマネジメント支援が求められます。

・'+($7 の迅速な応援派遣のため、まず都道府県内からの応援、次に地方ブ

ロック内からの応援、そして全国からの応援と近接性優先の段階を踏んだ

応援体制の構築が進められています。�

・統括 '+($7 は、都道府県庁の保健医療福祉調整本部の指揮調整業務を支援

し、'+($7 の取りまとめや調整を行います。

Ⅱ . 総論
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�

�

図４：近接性を優先し段階を踏んだ '+($7 応援派遣体制（案）�

2XHQQ�

図５：'+($7 の要請・派遣スキーム（出典：「災害時健康危機管理支援チー

ム活動要領�一部改正�ならびに災害時における保健所現状報告システムの

運用について」令和４年３月２９日�厚生労働省健康局健康課長）�
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������都都道道府府県県内内 ''++(($$77 活活動動体体制制のの強強化化

��DD��都都道道府府県県内内応応援援体体制制のの構構築築

災害が発生し、本庁の保健医療福祉調整本部及び保健所への応援が必要な場

合、まず都道府県内からの応援を行います（都道府県内 '+($7 もしくは /RFDO�

'+($7 と呼びます）。平時から、メンバーを登録、班を構成し、出動のルール

（例：被災エリアによって担当班と出動の順番を決めておく）を整理共有して

おく等、都道府県内での体制を構築しておくことが必要です。�

��EE��統統括括 ''++(($$77 のの配配置置

令和４年３月に一部改正された'+($7活動要領には、「今後、災害発生時には、

都道府県庁の保健医療調整本部に必ず統括'+($7を配置して頂く予定である�兼

務可�。」と記載されています。�

� 統括 '+($7 とは、'+($7 養成研修等の専門的な研修や訓練を受け、平時に都

道府県から任命された者（公衆衛生医師等）をいいます。発災後、被災都道府

【【ココララムム：：県県内内 ''++(($$77 応応援援体体制制のの現現況況】】��

令和元年度発生の風水害で災害救助法が適用された都道府県、県型保健

所、保健所設置市を対象としたアンケート調査※（対象数 ��� ヶ所、回答率

�����、令和元年度実施）では、都道府県・保健所設置市・県型保健所とも

に約半数が県内 '+($7 もしくは類似する応援体制を構築していると回答して

います。全国で都道府県内応援体制の構築がさらに進むことが望まれます。�

※厚生労働行政推進調査事業「災害発生時の分野横断的かつ長期的なマネジメント体制構築

に資する研究」（研究代表者�尾島俊之）、厚生労働科学研究「実践を踏まえた災害時健康危

機管理支援チーム（'+($7�）の質の向上、構成員、受援者の技能維持に向けた研究」の合同

調査
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県の統括 '+($7 は（本庁の）保健医療福祉調整本部において、本部機能及び被

災保健所との連携の強化を担います。主な業務は、保健医療福祉調整本部の指

揮調整業務を支援することに加え、'+($7 の取りまとめや調整の窓口となるこ

とです。被災都道府県の統括保健師や災害医療コーディネーター、また、統括

'0$7 を始めとする各種の保健医療福祉活動チームの代表等と連携して活動しま

す。�

� 統括 '+($7 の役割は極めて重要であり、その選定にあたっては職位だけによ

らず、本庁内はもちろん、市町村、関係機関や保健医療福祉活動チームと有効

なコミュニケーションを取ることができ、柔軟な対応ができる人材を置くこと

が望まれます。また、災害が発生するたびに体制や活動内容は進歩していくた

め、統括 '+($7 は継続的に専門的な研修や訓練を受けることも大切です。発災

後、統括 '+($7 には多くの情報や業務が集中するため、統括 '+($7 をサポート

する職員を平時から選定しておき、保健医療福祉調整本部に配置する等の体制

が求められます。�

【【ココララムム：：統統括括 ''++(($$77 のの先先行行的的取取りり組組みみ事事例例（（令令和和元元年年佐佐賀賀豪豪雨雨））】】��

� �一定規模以上の災害が発生した場合、都道府県では「地域防災計画」によ�

り知事をトップとした災害対策本部が立ち上がり、各部局の総力を挙げて対�

策に取り組むことになります。部局の一つである健康福祉部（医療・保健・�

福祉を所管する部局について、名称や所管の範囲は様々ですが、ここでは

「健康福祉部」とします。）の長は、この全体の災害対策本部のメンバー、本�

部員となり、知事や各部局との情報共有と調整、また、国の各省庁との連携�

や報道機関への対応など、たくさんの業務を担うことになります。�

� �健康福祉部内の各課の連携や保健・医療・福祉分野の関係各機関、さらに

都道府県の外からの、この分野の支援チーム等との連携等、いわゆる現場の

指揮と総合調整においても、健康福祉部長は総括的な責務を担う立場です

が、前述のように、健康福祉部長は都道府県行政全体の中で果たすべき役割

が大きいこともあり、現場の指揮と総合調整を担う役割、すなわち「保健医

療福祉調整本部」長には、健康福祉部長の代行的（補佐的）な役職が置かれ

ることがあります。業務には専門性が求められることから、経験豊富な本庁

の医師職が充てられることが多いようです。�

� 「令和元年佐賀豪雨」において、佐賀県は、２チームの '+($7 を要請し、�

１チームを本庁に、もう１チームを被災地の保健所に配置しました。�

� �佐賀県は、制定されて間もない「健康福祉部災害時保健医療活動要領」に

より、健康福祉部長が自らの代行として保健医療調整本部長に医療統括監
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（公衆衛生医師）を予め指名していました※�。また、保健医療調整本部長の�

業務量が多く長時間に及ぶことから、保健医療調整本部長を代行（補佐）す

るものとして、本部長代行（健康福祉部主管課技術監；保健所長と兼務の公

衆衛生医師）が配置されていました※�（図６）。�

� �発災後、本部長代行は、健康福祉部の各課及び被災保健所、県内の保健医

療福祉関係者、災害医療コーディネーター、'0$7 や日赤救護班等の支援チー

ムと連携を取り、'+($7 の取りまとめや調整を行い、対策会議を運営する等、

縦と横の連携の要となり保健医療調整活動の実質的なマネジメントの役割を

担うことで本部長を補佐していました。�

佐賀豪雨において、'+($7 に関する専門的な研修・訓練を受けた公衆衛生医

師が本部長代行として行った活動は、今後の統括 '+($7 のモデルとなる一例

と考えられます。また、「健康福祉部災害時保健医療活動要領」制定のみなら

ず、佐賀県は研修等の積み重ねにより、丁寧に受援体制を構築しており、円

滑に本庁と保健所にセットで '+($7 を迎え入れることができました。この点

でも優れたモデルであると言えるでしょう。�

�� ��詳しくは、令和元年度佐賀県健康福祉部「佐賀豪雨災害における保健医療調整本部活動報

告�KWWSV���ZZZ�SUHI�VDJD�OJ�MS�NLML���������LQGH[�KWPO�をご参照ください。�

※��令和元年度佐賀県健康福祉部「佐賀豪雨災害における保健医療調整本部活動報告書」

※��佐賀県地方防災計画の修正

図 �：�佐賀県健康福祉部�大規模災害時の保健医療活動に係る体制図※��
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������全全国国 ''++(($$77 協協議議会会

全国 '+($7 協議会は「平時における研修・訓練の促進や連携強化ならびに災

害発生時の '+($7 派遣状況の把握・分析を担うもの」（令和４年３月改正 '+($7

活動要領）として設置されます。�

全国 '+($7 協議会の設置により、'+($7 活動に関する情報の集約・一元化、

'+($7 活動の検証・分析結果を研修・訓練の内容や '+($7 体制の強化に反映さ

せることが継続的に行われること等が期待されます。�

� 今後は地方ブロック協議会の設置の検討も予定されています。地方ブロック

における情報共有や地方ブロック単位での訓練の合同実施等をとおした連携体

制の強化が期待されています。特に局所的な災害では、近隣の自治体が迅速に

支援に入ることが有効であり、日頃からの地方ブロック内での顔の見える関係

構築と情報共有が大事になります。�

【【ココララムム：：''++(($$77 にによよるる支支援援をを受受けけてて��〜〜顔顔ののみみええるる関関係係〜〜】】��

� 令和元年佐賀豪雨においては、県庁と保健所それぞれに１チームずつ２ク

ール、全４チームの '+($7 に支援をいただきました。すべて近隣の九州ブロ

ック内のチームによる支援であり、チームリーダーの公衆衛生医師とは日頃

から面識もあったため保健所長としてはとても相談しやすく気持ちも楽で

した。また、県庁と保健所それぞれの '+($7 間の連携もとてもスムーズにい

っているように感じました。地方ブロック内では、会議や研修会など日頃の

行事の中で顔のみえる関係がある程度できていることが多く、近隣でもある

ため可能な限りブロック内での連携体制を構築できるといいのではないか

と思います。� （令和元年佐賀豪雨振り返り）�

地方ブロック内の会議や研修等をとおして、日ごろから顔の見える関係

を構築していくこと、また、顔と名前が分かるだけでなく、信頼関係を築

いていくことで、お互いに連絡がしやすい、人となりが分かっている等に

より、災害時のスムーズな連携に繋がっていくと考えられます。�

写真：地方ブロック '+($7 連携訓練の様子（令和４年１１月）�
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������''++(($$77 事事務務局局

令和４年度に、'+($7 事務局が一般財団法人�日本公衆衛生協会に設置されま

した。�

平時には '+($7 養成研修や訓練の実施の促進、都道府県市の '+($7 所管課と

の連携や全国 '+($7 協議会の事務局等を担います。発災時には、厚生労働省へ

'+($7 派遣要請があった際に、被災都道府県と派遣元都道府県市と派遣調整を

行います。�

� 今後、全国 '+($7 協議会の事務局として、災害時に活動している '+($7 のバ

ックアップ、例えば、派遣元都道府県市の '+($7 所管課からの質問への対応や

応援派遣についての基本的な情報提供、複数の '+($7 が活動している場合の相

互連携の促進、これまでの活動検証等の蓄積からのノウハウ支援（知恵袋的な

支援）等、後方支援的な役割を担うことも期待されています。�

����''++(($$77 活活動動ののあありり方方

������チチーームムととししててのの活活動動・・職職種種をを生生かかししたた活活動動

'+($7 が担う本庁や保健所の本部機能の強化支援においては、「チーム」とし

て対応することが効果的な業務が多くあります。収集された情報の整理・分

☞☞ポポイインントト

・'+($7 の活動は、「チームとしての活動」、「メンバーの職種による専門性

を活かした個としての活動」の両面があります。状況によって柔軟に使

い分けて活動します。

・第三者的な立場を活かせる業務、客観的に俯瞰することが求められる業

務は、'+($7 向きであり、率先して支援することが有効です。法令に基

づく権限の行使や、地域の関係者との信頼関係を要する業務等は、被災

地職員の役割といえます。

・被災地職員は膨大な業務を抱え、心理的・身体的負担が大きくなってお

り、自らの業務を整理することが困難な状況に陥ります。

・'+($7 は常に被災地職員の味方となり、寄り添った支援を行います。

・指導的な態度や指示待ちではなく、提案型で助言し、'+($7 自らそれを

実行する形での支援を心がけましょう。

・被災地職員が連携の中心となり、調整の主体として活動できるように、

支援することが大切です。
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析、本庁から保健所へあるいは保健所から市町村へ出すリエゾン役、会議開催

のための準備と運営及び記録管理、各種保健医療福祉活動チームの配置等の調

整、各論的な保健医療福祉活動への助言、課題対応のためのロードマップ作成

と進捗管理、そして状況やフェーズによる本部自体の構成や役割分担の整理見

直し等が、それらの業務としてあげられるでしょう。'+($7 が保健所支援とし

て市町村本部で活動する場合の、通常業務再開へ向けたロードマップの作成支

援や、戸別訪問の計画支援等も「チーム」として対応することが効果的な業務

といえるでしょう。�

'+($7「班」には必ず、班のまとめ役を担うリーダーを置きます。班の活動

開始時にリーダーは、被災地の状況やフェーズを踏まえた活動期間中の目標を

掲げ班の中で共有します。日々状況が変わりますので、毎日、活動開始前に班

のミーティングをコンパクトに行い、その日の各メンバーの役割と進捗も踏ま

えた活動予定を確認しましょう。班の中でも、良好なコミュニケーションを常

に意識し、メンバーの活動状況を把握しながら、柔軟な配分調整を行います。

メンバー間でのバックアップなどのチームワークが機能しているか、また各メ

ンバーの健康状態に注意を払うのも、リーダーの役割です。

'+($7 班は様々な職種のメンバーで構成されます。'+($7 の医師は医師であ

る被災地の統括 '+($7 や保健所長を、'+($7 の保健師は被災地の統括的な保健

師を支援する、また、食品衛生や栄養管理、環境衛生、動物愛護行政等の分野

に従事している '+($7 メンバーはその分野の被災地の対応体制の強化などのマ

ネジメント支援を担う等、'+($7 の各メンバーがその専門性を活かして個とし

て活動することが有効な場面もあります。'+($7 は災害の規模や被災地の本部

活動状況に応じて、活動体制を個からチームへ、チームから個へと柔軟にシフ

トしながら対応します。

������被被災災地地職職員員とと ''++(($$77 のの役役割割分分担担

'+($7 の活動要領には、災害時の役割分担として、“法令に基づいた権限の行

使や地域の関係者との信頼関係を要する業務は被災地の職員”、“第三者的な立

場が活かされる全体を客観的に俯瞰することが求められる業務や、部外者の立

場のほうがやりやすい業務は '+($7”、という図が示されています（図７）。実

際の活動でも、この図の示す概念を参考に役割分担を検討しますが、もちろ

ん、この通りに分担すべきということではありません。'+($7 は、被災地の職

員とよく話し合いながら、状況に応じて柔軟に業務を進めていきます。�

実際の災害時には、「'+($7 に期待される役割リスト」（Ⅸ�資料参照；保健所
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版）をもとにお互いの役割を検討すると、整理がつきやすくなるでしょう。�

災害の規模・種類や、被災自治体の職員と庁舎の被災状況等にもよります

が、特に発災直後の時期には、情報の整理分析、組織体制や会議体の立ち上げ

と強化といったマネジメント業務の多くを、'0$7 ロジスティックチームや日赤

救護班等、この時期から支援に入っている保健医療福祉活動チームが担うこと

もあります。被災自治体からの包括的な指示を受けての活動になりますが、こ

の場合においても、責務と権限をもって対応を進めるのは被災地の都道府県で

あり、総合的な指揮をする立場には必ず被災自治体の職員が入ります。�

フェーズが進むと '+($7 が「災害業務」を、被災地職員が「通常業務」を担

っているように見える場合もあります。被災地において、通常業務を再開して

いくことは極めて重要な行程であり、そのための準備過程からのロードマップ

の作成支援も '+($7 の役割の一つです。一度止まってしまった業務の再開には

多方面との調整作業が必要となり、被災地職員がこのマネジメントを含む通常

業務の再開を無理なく行えるように、準備の業務を整理し、徐々に移行させて

いく支援が大切です。�

�５．DHEATの活動内容
（２）DHEAT構成員による応援の在り方

法令に基づく
権限行使

地域情報の熟知
や地元関係者と
の信頼関係を要
する業務

受援調整業務
・保健師等支援チーム
・医療等支援チーム

現地ニーズと
乖離のある支
援者への対応

第三者的に俯瞰

指揮調整業務点検項目確認

ロードマップの作成

情報収集・整理
情報分析・見える化

対策の企画

会議資料作成
議事録作成

リエゾン業務

職員健康管理支援

被災都道府県等
の職員

DHEAT構成員

部外者のことは部
外者でも可

地域情報を熟知している職員
と一緒に作業

職員が顔つなぎをした上で連絡調
整業務を担う

部外者では代行でき
ない

第三者的に冷静に
なれることを活か
す

応援元からの
追加支援・物資の調達

部外者の方が
やりやすい

被災地方公共団体の保健医療調整本部及び保健所の職員は、法令に基づく権限の行使のほか、地域情報の
熟知や地元関係者との信頼関係を要する業務を担い、DHEATの構成員はそれ以外の業務及び第三者性を活か
した業務を担うなど、それぞれの特性を活かした業務を担う。

38

図７：被災都道府県等の職員と '+($7 との役割分担�

（出典：「災害時健康危機管理支援チーム活動要領について」平成３０年３月

２０日�厚生労働省健康局健康課長）�

2XHQQ
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被災地職員は、混乱のなかで、'+($7 にどのような業務を依頼したらいいの

か、自分たちは何に困っているのかさえ整理できていないことがほとんどで

す。'+($7 は被災地職員に寄り添い、一番困っていることを一緒に把握するよ

うに努めます。'+($7 は常に被災地職員の味方となり、出来ていないことや出

来ないことを、決して責めてはいけません。冷静になれる立場を生かし、被災

地の状況をよく観察し、なぜ出来ないのかを把握し、出来るためにはどのよう

な支援や連携が有効なのかを検討します。�

地域を一番理解している被災地職員が能力を発揮することにより、支援活動

をさらに効果的に進めることができます。時間の経過とともに、被災地職員が

連携の中心となっていき、調整の主体として活動できるように、支援の内容や

方法を工夫しましょう。�

������被被災災地地職職員員がが ''++(($$77 にに期期待待すするる活活動動

'+($7 には先を見越した助言と提案が求められています。平時から災害の各

フェーズで起こりうる事象を学び、予防的な視点で助言できるように準備して

おきましょう。被災地職員に対して、「それは当たり前」、「〇〇すべき」、「ど

うしてこれをしていないの」、「これ知らないんですか」のような態度や、「何

でもできますよ」、「何でも言ってください」のような指示待ちの姿勢ではな

く、「こういうことも必要だと思いますが、もしよかったら案を作ってみます

よ」、「こういうまとめ方もありますよ」、「私たちにこういうことができます

よ」等の提案型で助言し、'+($7 自らそれを実行するという形での支援をすす

めましょう。�

被災地では、被災地の職員が研修や訓練を重ねていたとしても、実際に災害

が起これば、どうしても一定の混乱が起こることは避けられません。「マニュ

アル」があっても、誰もが実際の災害対応を行えるわけではありません。さら

に、被災地の職員は、直接的にも間接的にも被災者の１人であることを忘れな

いようにしましょう。被災地職員は多くの身体的・心理的負担を抱えているう

えに、住民や、時には支援者からさえも、職員として災害業務に対応するのは

当然、という捉え方をされてしまうことを、'+($7 はしっかり理解しておきま

しょう。�

また、支援者の使命感、過度な意気込みや高揚感が、職員に負担をかけてし

まうことがあるので注意を心がけましょう。支援者は「活動期間」で終わるこ

とができますが、被災地の職員は、出口のなかなか見えない戦いを強いられて
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いるのです。�

������災災害害フフェェーーズズごごととのの活活動動

発災直後はどうしても、救急救命の医療救護活動が中心になります。しか

し、避難所における避難生活も発災直後から始まり、保健・医療・福祉に関わ

る健康被害のリスクが一気に大きくなります。発災直後から、医療対策だけで

なく、保健予防活動、環境衛生対策及び福祉支援活動に着手し、それぞれを連

携させ、効果的に展開していくことの重要性が認識されるようになりました。�

'+($7 は発災直後から中長期までの各フェーズにおいて、どのような健康課

題が起こりうるのか、その課題への対処方法や連携する支援チーム等を理解し

ておくことが重要です。なお、災害の規模が大きいほど、復旧のスピードに差

が出てしまい、同じ被災地でもフェーズの異なる地域が混在することがありま

すので注意しましょう。�

� ここでは、'+($7 の主な活動期間である、発災後から仮設住宅への移行期ま

でを中心に、各フェーズにおける被災地の状況と、保健医療福祉調整本部や保

健所、'+($7 に求められる標準的な活動内容について記載します（表２）。�

【【ココララムム：：''++(($$77（（大大分分県県チチーームム））にによよるる支支援援をを受受けけてて】】��

� 豪雨災害では、最初の '+($7 が発災４日後に保健所支援に入ってくれまし

た。最初のミーティングでは、�

・'0$7 中心の急性期医療を中心とした本部体制から、平時の保健所組織をベ

ースとした本部体制への移行を検討する必要がある。

・今後は、保健活動のボリュームが増大する。中長期的視点を持ちながら、

被災者支援体制を整えていく必要がある（保健師の支援体制の構築が必

要）。

といった先を見据えた助言をいただき、実際に一緒に組織体制図の検討をし

たり、今後の保健活動ロードマップを作成したりしていただきました。�

このような先を見越した助言が、目前のことで混乱している保健所職員に

とっては大変ありがたかったです。また、初めてのことで不安も大きい中、

保健所長、統括保健師に寄り添い、助言や意思決定支援をしていただくあり

がたさを実感しました。�

（令和元年佐賀豪雨振り返り）�
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��DD��フフェェーーズズ００�� 初初動動体体制制のの確確立立（（概概ねね発発災災後後２２４４時時間間以以内内））

被災地の状況�

� 被災地ではライフラインの不通、道路の寸断等が起こり、平時の情報収集ル

ートが機能しなくなるため、災害の規模や人的被害をはじめとした被害状況の

把握が極めて困難になることがあります。救命救助活動、避難活動が最優先さ

れ、'0$7、日本赤十字社救護班、'3$7 や自衛隊をはじめとする医療支援チーム

が一気に入ってきて活動を開始します。発災と同時に各地で指定避難所が開設

されますので、市町村は対応に追われ、混乱も発生します。一定の準備のある

指定避難所ではない、いわゆる「自主避難所」や、「在宅避難」も多く発生し

ます。避難者は備蓄物資等を活用し、自助・共助により当面の避難生活を送る

ことになります。�

保健医療福祉調整本部や保健所の活動�

� 発災後、速やかに災害モードへ切り替えます。本庁の保健医療福祉調整本部

や保健所本部は基準等に従い自動設置となります。登庁できる職員が限られる

中でも、その職員たちにより、アクションカード等を活用し &6&$ に沿って実

効性のある本部体制を整えます。この初動体制をいかに迅速かつ適切に構築で

きるかが一番重要なポイントです。ミーティングを重ねながら、保健医療福祉

調整本部・保健所・市町村による縦の連携と、地元関係機関や '0$7 等をはじ

めとする保健医療福祉活動チームとの横の連携をしっかりと構築、情報収集・

伝達ルートを確認し、対応を進めます。�

� 情報が錯綜し、押し寄せる情報やニーズに対応が追いつかない状況も起こり

ますが、医療支援チームをはじめ様々な支援団体が動き出しますので、都道府

表２：各フェーズにおける被災地の状況、保健医療福祉調整本部・保健所、�

'+($7 の活動�
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県・保健所・市町村の３層のいずれでも、厳しい状況の中で、マネジメント業

務がさらに加わり、増大し続けます。保健医療福祉調整本部は、このフェーズ

で '+($7 や保健師チーム等の人的支援の必要性について検討し、迅速に要請の

判断ができることが求められます。�

'+($7 の活動�

� 非被災地の '+($7 は、応援派遣要請が出された場合に備え、'+($7 主管課や

防災部局等と共に被災地の情報収集（被害情報と地域の基本情報等）に努める

と同時に、班編成の検討と確認を開始し、携行品、移動ルートや移動手段の確

保等出動に備えた準備に着手します。�

��EE��フフェェーーズズ１１�� 緊緊急急対対策策（（概概ねね発発災災後後７７２２時時間間以以内内））

被災地の状況�

� 人的被害、物的被害等被害の状況が把握され始めます。ライフラインは不通

のまま、避難所には避難者が増加し、食料、飲料水や日常生活用品等の救援物

資が不足、避難所の過密が問題になる時期です。避難所の組織的な運営ができ

るまでには時間を要し、トイレ不足をはじめとした避難所環境の悪化による感

染症等の発生が懸念される状況も発生しがちです。在宅酸素療法や透析療法等

医療支援を必要とする避難者や、高齢者や乳幼児、アレルギー疾患患者、妊婦

等要配慮者の処遇調整が、緊急に必要です。避難所の外では、車中泊者の増加

も見られます。引き続き、'0$7、日赤救護班、'3$7、そして -0$7 等を始めと

する医療支援チームが医療機関等での医療救護活動を行います。また、深部静

脈血栓症（'97；'HHS�YHQRXV�WKURPERVLV）への対策、口腔衛生や栄養、リハ

ビリテーション、こころのケア等の分野に対応する被災地域の、様々な職能団

体等が避難所等での支援活動を開始します。�

保健医療福祉調整本部や保健所の活動�

� 職員が参集しはじめ、本部における指揮命令系統が整えられる時期です。被

害情報や避難所等の情報が正確に入り始め、定期的に更新されるようになりま

す。保健所や市町村へリエゾンを送り、情報収集と３層の連携に努めます。１

日２回程度、関係機関を集めた対策会議を開催し、現状の把握と活動方針の共

有を行い、刻々と変わる状況に対し、先手先手の対策を打っていきます。�

� '+($7 をはじめ、様々な保健医療福祉活動チームの受け入れが必要になる時

期です。支援チームへのオリエンテーション、本部における活動スペースの確

保、業務分担等の活動調整、受援体制の構築が求められます。�
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'+($7 の活動�

� 派遣先に到着し、+H/3�6&5($0（Ⅸ�資料；合言葉集を参照）に従って '+($7

活動を開始します。統括 '+($7 や保健所長等の本部運営のキーパーソンだけで

なく、'0$7 や日赤救護班等の保健医療福祉活動チームとコンタクトをとり、連

携と情報収集に努めます。統括 '+($7 や保健所長等とミーティングを行い、

'+($7 の活動方針を共有し、業務分担を行います。派遣先と '+($7 とのミーテ

ィングも１日２回程度実施できると効果的です。保健医療福祉調整本部の

'+($7、保健所の '+($7 と、活動場所が異なる '+($7 同士の連携、情報共有も

しっかりと行います。�

��FF��フフェェーーズズ２２�� 応応急急対対策策（（避避難難所所対対策策がが中中心心のの時時期期））

被災地の状況�

ライフラインが徐々に回復します。道路等主要な交通網の復旧も進んでいき

ます。避難所では運営ルールも浸透し組織運営が機能しはじめます。昼と夜で

避難所の避難者人数の増減が見られるようになります。また、避難の長期化に

よる高血圧や糖尿病等慢性疾患の悪化、食生活・栄養の偏り、生活不活発病、

口腔衛生の悪化、不眠等の問題が顕在化し、保健医療福祉ニーズが増えていき

ますので、様々な保健医療福祉活動チームの避難所への常駐や巡回等により、

保健医療福祉活動が活発に行われます。地元の医療機関等が診療を再開する

等、地元による通常の各種サービスが再開され始める時期です。発災直後の混

乱が収まり、復旧に向かって被災者や支援者の間に連帯感が生まれるようにな

り、被災者が一見元気にみえる時期で、ハネムーン期と呼ばれます。�

保健医療福祉調整本部や保健所の活動�

� '+($7 等の支援を受けて、情報収集、受援調整、対策会議の開催等本部運営

が軌道に乗る時期です。被災地の保健医療福祉機関の復旧状況や稼働状況と照

らし合わせながら、保健医療福祉活動チームの活動終了に向けてのロードマッ

プ作成の検討を始めます。また通常業務再開に向けての調整も必要な時期で

す。発災直後から働き続けている被災地職員の疲労が蓄積しています。職員の

労務管理、健康管理体制をしっかりと整えます。�

'+($7 の活動�

� 情報の整理、対策会議の開催支援、保健医療福祉活動チームの受援調整、市

町村保健活動のロードマップ作成等、本部運営活動を継続すると同時に、外部

支援チームの撤退を見据え、地元関係機関による平時の体制への移行に向け
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て、助言や準備を行います。'+($7 の班が交代しながら支援にあたる時期です

ので、確実な引き継ぎを行い、切れ目のない支援を展開します。�

��GG��フフェェーーズズ３３�� 応応急急対対策策（（避避難難所所かからら概概ねね仮仮設設住住宅宅入入居居ままででのの期期間間））

被災地の状況�

ライフラインや主要な道路等の復旧が進み、社会経済活動も復旧に向かいま

す。避難所から自宅に戻る被災者が増え、避難所の集約と、仮設住宅やみなし

仮設への移動が始まりますので、新たなコミュニティー作りとともに、訪問介

護や訪問看護等在宅高齢者へのサービス提供体制の再構築等も課題となりま

す。生活再建に向かっていく人と遅れる人の格差が広がる等、社会経済的な問

題が顕在化します。長期にわたる避難生活の結果、要介護度が上がる高齢者の

増加も見られます。外部支援チームの活動終了時期であり、地元の保健医療福

祉リソースを中心とした支援体制に移ります。�

保健医療福祉調整本部や保健所の活動�

� 対策会議の回数を減らす等、本部運営の縮小に向けて検討が始まります。通

常業務の再開によって包括できる災害業務と、新たな事業として立ち上げてい

く災害業務の仕分け作業を進めます。'+($7 等の支援チームが活動を終了し、

業務の移行が行われます。発災後から行ってきたマネジメント活動の総括、検

証を行います。本庁および保健所の行政内部の総括・検証はもちろんのこと、

地元関係団体や外部支援チームとも合同で検証を行い、抽出された課題を踏ま

えて、次の災害に備えた体制整備を進めていきます。�

'+($7 の活動�

� 統括 '+($7、保健所長や統括保健師等の被災地の職員の代表と、保健医療福

祉活動チームとともに今後の災害支援活動の見通しをつけ、課題を整理しま

す。'+($7 の活動終了にあたって、'+($7 の業務を無理なく被災地職員へ移行

できるように、支援業務の調整、縮小、地元引き継ぎ先の明確化を行います。�

� 活動を終えた '+($7 は、派遣元自治体をはじめ全国 '+($7 協議会等とともに

活動の検証を行います。検証結果はその後の体制構築、養成研修への反映等に

活用されます。�
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�

�

【【ココララムム：：''++(($$77（（長長崎崎県県チチーームム））にによよるる支支援援をを受受けけてて】】��

'+($7（２クール目）には、主に、平時の体制に向けての保健所本部の縮小、

町の自衛隊による食事支援・入浴支援終了、外部支援チーム撤退に伴う市町

保健活動支援体制の整備等の支援をしていただきました。特に、避難所での

食事・入浴といった外部支援を引くタイミングの判断が難しく、「そろそろ支

援を止めていいと思うけど本当に大丈夫かなあ。地元の保健所からサービス

を止めろというのもなかなか言いづらいなあ。」と思っていましたが、'+($7

が町の会議に同行してくれ、「そろそろ支援を引き上げ、地域の入浴施設や食

事提供店を活用し、平時の生活に近づけていく時期にきている」ということ

をはっきり言っていただきました。このような外部支援収束に向けた支援、

また、外部から冷静な視点ではっきり方向性を示していただいたことは本当

にありがたかったです。

（令和元年佐賀豪雨振り返り）�
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�
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��

�

������平平時時ににおおけけるる応応援援派派遣遣のの準準備備��

��

業業務務担担当当者者（（事事務務分分掌掌担担当当者者））��

都道府県及び指定都市は、本庁内で応援派遣及び受援調整を行う部署を決定

し、他自治体にも公表可能な窓口・担当者を定めます。この担当部署は、保健衛

生部局内で平時に保健所の調整を担っているところが望ましいですが、'+($7 の

構成員は複数の職種にまたがるため、全ての職種をひとつの担当部署で調整で

きない場合には、職種別の担当部署と担当者、部署ごとの役割、連絡ルートを決

めておきます。�

指定都市以外の保健所設置市区等は、都道府県への応援要請及び受援調整を

担当する部署を定め、都道府県へ報告します。都道府県は、'+($7 への参画にか

かる協力が得られるよう指定都市以外の保健所設置市区等と協議し、自治体間

で「災害時の '+($7 編成に関する協定」を締結しておくと調整がスムーズにな

ります。協定には、身分・費用・補償などについても明記しておきます。�

なお、'+($7 と保健師等チームとの一体的で連携した受け入れ及び運用の観点

から、'+($7 と保健師等チームの調整窓口は同一部署であることを推奨します。�

 ポポイインントト��

・応援派遣の調整窓口は一本化して、平時から都道府県内の保健所や設置自�

治体との連携体制を確立しておきましょう。�

・応援派遣のルールを明文化し関係機関と共有するなど、派遣調整がスムー�

ズになるよう工夫しましょう。派遣調整のシミュレーションもしてみまし�

ょう。�

・応援派遣に必要な物品の調達は、平時に計画的に行っておきましょう。�

・応援調整では、人員調整はもちろんのこと、活動内容にも影響するため�

迅速適確なロジ調整（移動手段や宿泊場所の確保等）が重要です。�

・派遣可能な人材の把握とリスト化、派遣ルールの作成で調整がスムーズに�

進みます。�

・2$ 機器は、派遣先ですぐに使えるかを含め、定期的に動作確認をしておき�

ましょう。検索や情報共有など、派遣先でのインターネットへの接続は必�

須です。�

・派遣先での紛失等を防ぐために、物品にはすべて所属名等を記載しておき�

ましょう。�

�

�

ⅢⅢ���� ''++(($$77 のの応応援援派派遣遣��

�
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�
�

� 応援派遣は、発災後に被災自治体（都道府県）が厚生労働省に対して派遣要請

を行うところから始まります。要請を受けた後、'+($7 事務局から各都道府県の

窓口に派遣先、日数、チーム数、構成メンバーの職種、業務内容などが示されま

す。対応の可否については、提示された回答期限までに返答することとなります

が、派遣先が複数ある場合にはどのチームをどこに派遣するのかなどの調整も

必要となるため、可能な限り早く返答することが求められます。そのため、要請

があった場合どのようにして派遣メンバーを選出するかをあらかじめルール化

し各所属にも理解を得ておくなど、スムーズな人選ができるよう準備し、調整及

び回答に要する時間の短縮を図るよう努めてください。�

� '+($7 が派遣された近年の大規模自然災害を参考に、国内での自然災害発生時

に派遣要請への対応シミュレーションを行い、メンバーの選定、派遣中に不在と

なる期間の業務の調整など準備に要する手順や日数を把握しておきましょう。

調整や手続きの簡素化が必要な場合には、平時にそのルールを見直し、派遣調整�

に要する時間の短縮を図るよう努めてください。�

�

� 令和２年７月豪雨では、被災地の近隣県で情報交換を行い '+($7 派遣要請が

あった場合の対応の可否を検討していたため、厚生労働省からの派遣要請に対

して速やかに返答が可能でした。災害時には道路の遮断が多数発生し移動手段

も限られることから、迅速な派遣のためには交通アクセスのよい近隣県による

対応が望ましいことも考えられます。平時から近隣都道府県の担当者間での情

報交換や机上訓練を行うなど、連絡や相談のしやすい関係性を作っておきまし

ょう。�

�

� '+($7 の派遣には、人員の調整だけでなく、ロジ調整が重要となります。特に

移動手段と宿泊の確保は土地勘のない状況で、道路事情なども含めて情報収集

を行い複数日に及ぶ活動に適するよう確保することが求められます。被災地近

隣での宿泊先の確保が困難な場合も多く、活動場所と宿泊地が離れている場合

には、距離だけではなくできるだけ移動しやすいところや、移動手段・経路が複

【【急急なな予予定定変変更更をを受受けけ止止めめるる心心構構ええをを】】��

・豪雨災害後に降雨が継続する場合や、大地震後に比較的大きな余震が継続�

する場合などには、派遣決定後に日程が変更される可能性があります。ま�

た、派遣要請を遅れて出した自治体に、より大きな被害が見られた場合な�

どには、派遣先が当初の予定から変更となる可能性もあります。�

・予定が変わることも含めて派遣の準備であることを理解しておきましょ�

う。�

Ⅲ . DHEAT の応援派遣



30

�

数あるところを選定します。発災から日数が経つにつれて支援者が増え宿泊先

の確保が困難となることも多いため、派遣が正式に決定する前に準備を始める

ことも必要です。第 � 班以降の派遣となる場合には、先行して派遣された都道

府県の窓口担当者から情報を得るなどして、支援者が活動しやすい環境を整え

ます。�

� '+($7 の活動に必要な物品は、あらかじめ調達しておくことが必要となるため、

担当部署において、計画的な購入のための予算確保を行います。必要物品につい

ては、本ハンドブックの資料を参考に構成員とも協議し準備を行います。�

� 要請時に派遣に向けての準備を短期間で行うために、メンバー調整担当者と

ロジ調整担当者を分けることも検討してください。�

�

� 人事異動などにより担当者が変更になるため、年度末に次年度の窓口担当者

を決め庁内で共有します。同様に近隣自治体間においても、年度末あるいは年度

当初に窓口担当者の連絡先を共有し、確実に連絡が取れる体制を確保しておき

ます。�

�

指定都市以外の保健所設置市区等は、自組織内でのチーム編成ができない場

合に、都道府県の構成員との混成チームを編成することも可能です。都道府県で

は、市区保健所に対し、構成員の職種や人数の調査を毎年度行い把握しておくと

ともに、混成チーム編成の可否を確認します。合同訓練などを定期的に実施した

り、マニュアルを共有することは、混成チームでの活動がしやすくなる効果も期

待できます。自治体間で「災害時の '+($7 編成に関する協定」を締結しておくと

調査や調整がスムーズです。協定には、身分・費用・補償などについても明記し

ておきます。�

�

構構成成員員のの登登録録��

� '+($7 の構成員を登録制にし、その中から派遣者を選定する場合、登録内容の

更新を毎年度行います。また、登録にあたっては、派遣時には所属の協力体制が

必要となることの承諾を得ておきます。派遣の順番や派遣者の組み合わせにつ

いて、派遣経験者を �名以上含む、ロジは本庁の事務職員が担うなど、独自のル

ールがあれば明記しておきます。�

� '+($7 構成員が登録制でない場合には、どのようにして派遣者を選定するか、

ルール化しておくことが望ましいです。ルールは、個人指名、所属指定、手上げ

などできるだけ具体的にし、各庁内外組織とも共有しておきます。派遣者が所属

する組織は、派遣の準備期間も含め、職員が不在となる期間の業務を組織として

分担し、派遣に協力する必要があります。�
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�
�

� 登録制の有無に関わらず、'+($7 のメンバーになり得る職員については、'+($7

に関する訓練や研修会の受講履歴、過去の派遣経験の有無、食品衛生、廃棄物、

感染症対策など災害時に求められることの多い業務経験の有無などをリスト化

しておきます。リストは毎年度更新し、訓練への定期的な参加の確認、メンバー

の組み合わせを検討する際の参考にします。�

�

物物品品管管理理��

� 派遣先で '+($7 の活動に必要な物品は、可能な限り持参することが基本とな

ります。派遣が決まってからでも揃えることができるもの、事前購入が必須なも

のなど、資料を参考に派遣経験者からの意見も取り入れながら平時から準備を

進めておきます。高額な物品は、担当部署において購入計画をたてて予算を確保

します。使用期限等の理由で入れ替えや再購入が必要な物品がある場合は、それ

らも計画に含めておきます。�

必要物品は、派遣や訓練時にしか使用しないもの、普段から使用しているもの

などが混在しているため、保管場所を決め派遣決定後に速やかに準備ができる

ようにしておきます。年に � 回以上は、在庫確認と消耗品等の使用期限の確認

を行います。パソコン・プリンターなどの 2$ 機器は、普段使用しているものと

仕様が異なるため、必要に応じてマニュアルなども準備しておくとともに、定期

的な動作確認を行います。物品管理の担当者を決め、保管・管理を確実に実施し

ます。�

� 派遣時には、支援者間の情報共有にクラウドを使うことが想定されます。これ

までの災害時支援でも *RRJOH クラウドなどが用いられてきました。円滑で確実

な情報やデータのやり取りのためにも、パソコンはクラウドが使用できるもの

があると望ましいです。業務用パソコンはセキュリティの観点からクラウドへ

のアクセスができないものもあるため、業務用ネットワーク使用機器とは異な

るタブレットやパソコンを１人 � 台準備する、レンタルも含め :L�)L がすぐに

使えるようにしておくなど、オンライン環境について平時から検討・準備してお

きます。�

�

�

�

�

�
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�

������応応援援派派遣遣調調整整のの開開始始��

��

� 厚生労働省防災業務計画に基づく '+($7 事務局からの、あるいは地方公共団

体の相互応援協定等に基づく各自治体からの応援派遣の依頼を受け、都道府県

の担当部署は派遣調整を行います。�

派遣調整窓口は '+($7 派遣候補者を選定し、所属長に対して、派遣概要（派

遣する都道府県名、派遣予定場所、派遣期間、派遣都道府県等の連絡先及び担

当者名、移動手段など）を伝えます。所属長は、'+($7 派遣候補者本人に派遣

概要を伝達し、本人の体調や仕事、家庭の協力体制などを改めて確認し、内諾

を得ます。所属長は、組織として派遣の受諾を決定し、応援調整窓口に回答し

ます。各個人や所属の意向を確認した際にスムーズな回答を得るために、平時

から派遣の考え方、取り扱いを整理しておくことが必要です。�

都道府県等は自らの自治体の職員だけで '+($7 が編成できない場合は、保健

所設置市区等の応援調整窓口に連絡し、派遣概要（派遣する都道府県名、派遣

予定場所、派遣期間、派遣都道府県等の連絡先及び担当者名、移動手段や参集

場所など）を伝え、派遣職員の選定を依頼します。指定都市においては、自ら

の自治体の職員だけで '+($7 が編成できない場合は都道府県を通じて保健所設

置市区等に照会し、回答を得ます。都道府県から照会を受けた保健所設置市区

等では、上記同様に内部調整を行い、結果を都道府県に回答します。�

 ポポイインントト��

・派遣チームの活動期間は �班 �日間程度として人員を確保することが望ま�

しいですが、第 �班を早く出すために４～５日程度として調整し、第２班�

目以降を７日間程度の活動ができるように人員を組むことも検討してくだ�

さい。�

・近隣の自治体からの派遣調整の状況も確認しながら進めると、第 �班の調�

整が必要か否か、第２班以降での調整が必要かどうかなども考えながら調�

整を行うことができ、効率的です。他の都道府県の派遣調整担当窓口を平�

時から相互に把握しておくと、よりスムーズに情報共有ができます。�

・遠方からの派遣では、移動に時間を要し、初日と最終日の活動時間が短く�

なりがちで、チーム間の引き継ぎができなくなることも想定されます。�

事前に分かっている場合には、移動日を前後にずらすなど余裕を持った派�

遣日程を組むことを検討してください。�

調整ができず、班やチーム間の引き継ぎが対面でできない場合には、オン�

ラインの活用も検討し、受援側の負担とならないようにします。�

�
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�
�

�

大規模災害時や通信手段が喪失した被災自治体では、現地の情報が集約でき

ず、派遣依頼の必要性を判断することが難しくなります。ニーズがあるにも関わ

らず派遣要請を出すまでに時間を要した場合、要請からできるだけ短期間で支

援に入ることが求められます。これまでの派遣事例を参考にしながら、被災地が

地理的に近い都道府県等においては、要請がある前から派遣人員探しをスター

トし、要請を受けた後に迅速に派遣ができるように整えておくことも必要です。�

� �

要請時には、�班当たりの人数、職種ごとの人数、特定業務への対応が可能な

人員などが具体的に指定されることもあります。指定がない場合には、被災状況

の概況及び被災地の保健医療福祉ニーズの分析、公衆衛生における現状から課

題の想定を行い、それらを解決するために必要となる資機材、必要な職種の選定

を行います。依頼内容に応じて、各都道府県のルールに従って人選を行い、でき

るだけ迅速に回答することが求められます。�

職種指定に応じられない場合でも、被災自治体で求められる業務に対応でき

る場合には、'+($7 事務局に確認の上で人員調整を行います。できる限り指定に

応じられるよう、要請があったら速やかに職種別に活動可能な人員とその日程

を把握しておきます。�

�

� 派遣が正式に決定したのち、出発前にメンバー全員でミーティングを行いま

す。継続的な派遣が決まっていれば、後続班のメンバーも含めて行えると良いで

す。ミーティングでは、被災地の状況、班やチームの方針、各人が不安に思って

いる事、必要な資料や準備状況などを共有します。出発前にメンバー間や後方支

援担当者、後続班との連絡方法と連絡先を共有しますが、使用が可能であれば

/,1( のグループ機能などは活動中の状況なども伝わり便利です。�

�

受援体制が整っていないと思われる場合、第 � 班には、派遣経験や被災地勤

務経験のある者（特にリーダー）を充てることが望ましいです。また第２班以降

【【派派遣遣にに悩悩んんだだらら】】��

平時から人員に余裕がある中で業務をしているのではないため、所属内か

ら派遣員が指名されると、正直断りたくなるのが心情です。しかし、被災地

での実働をとおして、受援体制強化やマニュアルの見直しなど自組織の災害

対応力アップという良い影響がもたらされます。所属の『今』ではなく『い

つか』のために、災害時に頼りになる共助・互助であれ、それが '+($7 です。

ぜひ、派遣員を気持ちよくエールで送り出してください。�
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�

も、派遣経験のある者がメンバー内に含まれるように調整できると望ましいで

すが、ベストな人選にこだわらず、早く支援に入ることを優先し調整します。�

第２班以降、派遣経験のない者がリーダーとなる場合には、班の活動開始日の

１日前に被災地入りして前班と活動を一緒に行って１日の流れを経験するか、

前班のリーダーが１日残って一緒に活動を行うと、引継ぎもスムーズになり、被

災自治体の負担も軽減されます。�

�

�

������活活動動中中のの後後方方支支援援��

��

健健康康管管理理��

� 派遣中は勤務時間が長くなりやすいため、十分な睡眠が確保できるよう、勤務

時間や休憩場所のコントロールが必要です。チーム内で、メンバーの健康管理に

配慮する職員を指名しておき、気づいた点はリーダーへ報告を求めるとともに、

派遣元へも報告します。支援者同志では遠慮して言い出しにくいこともあるた

め、派遣元が各人に連絡をとり体調等を確認することも必要です。被災地では、

受診や薬品購入ができないこともあるため、体調不良時に使える医薬品を携行

しておきます。�

�

ロロジジ支支援援（（移移動動手手段段のの利利便便性性やや不不足足物物品品のの確確認認））��

� ロジスティックスは、軍隊においては物資の補給や資材機器の管理、部隊の展

開や維持などに係る後方支援活動を意味します。'+($7 活動では、都道府県担当

部署において、派遣までに必要な準備と、派遣先での活動が円滑に進むための支

援を行います。�

�

①①派派遣遣前前��

交交通通経経路路のの決決定定��

被災地に入るまでの交通経路は、警察・国土交通省・道路公団・運航会社の情

報などを収集し、最適なルートを検討します。レンタカーや公用車などで移動す

る場合、緊急通行車両等申請が必要となる場合があるため、事前に都道府県警察

等に手続きを照会しておきます。また、被災地に近づくほどガソリンの供給量が

不足することが想定されるため、予備のガソリンの要否なども検討します。�

�

宿宿泊泊先先のの確確保保��

宿泊は安全と休息が確保できる場所が望ましいですが、宿泊先が活動場所と

離れている場合は、移動に時間を要し休息時間が十分に確保されないことや慣

Ⅲ . DHEAT の応援派遣
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�
�

れない環境での長時間の運転による疲労を生じることが想定されるため、宿泊

地の選定については被災地の復興状況に合わせて、その時点で最適な場所を検

討します。�

�

②②派派遣遣中中��

調調整整とと物物資資確確保保��

随時変化する現地の状況を共有し、確保した宿泊施設が活動場所から予想外

に遠すぎるなど、派遣中の活動に支障がある場合や派遣後に生じた課題に、班の

ロジ担当者と協議し対応します。継続班を出す場合には、不足している物品の有

無を確認し、後続班が持参できるよう準備します。�

�

派派遣遣元元かかららのの情情報報やや資資料料提提供供��

� 支援活動中には、対応マニュアルや啓発用のチラシなどが必要になりますが、

検索する時間を確保できないことも多いため、派遣元で検索し、派遣先にメール

や共有サーバーで送ると効率的です。また、他に派遣チームを出している自治体

の担当者や'+($7事務局とも情報交換を行い、必要な情報は班員と共有します。�

支援先で整理すべきデータ量が多く処理が困難な場合には、遠隔でデータ整

理の支援を行うこともあります。�

�

''++(($$77 事事務務局局かかららのの情情報報やや資資料料提提供供��

� '+($7 事務局では、複数の被災地に様々な自治体から派遣されている場合に、

各 '+($7 の活動について情報収集し、共有をはかります。さらに派遣チームか

らのニーズに応じて、各職能団体や学会が作成しているマニュアルや 4$ 集など

の資料の提供、過去の被災地支援における報告書から好事例の情報などの紹介

をします。�

また、現地で活動している各支援チームの特徴や '+($7 との連携、活用方法な

どについて助言を行います。�

複数の都道府県からチームが派遣される場合には、派遣元都道府県担当者か

らの情報を元に、次の派遣自治体に向けた効率的な情報提供を行います。�

�

�

������派派遣遣後後のの健健康康管管理理��

��

派遣元都道府県等の本庁は、派遣メンバー全員に対して応援派遣を労い、休ん

だ期間を埋めようと過重労働になることのないよう、休暇を取得して心身とも

にリフレッシュすることの重要性などについて周知を行います。日常生活及び

Ⅲ . DHEAT の応援派遣
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�
�

通常業務に復帰するにあたり切り替えを行うことや、派遣先では緊張状態にあ

るため疲れを感じにくいが、終了後に体調を崩すこともあることなども説明し

ます。376' やうつ症状などの兆候がないかについても派遣後１～３か月間の確

認が必要であることについてメンバー及び所属長の理解を得ます。�

� メンバーの所属先では、心身の不調がないかを注意して観察し、気になること

があれば声をかけるように心がけます。派遣により予定変更となった業務等の

進捗は所属全体でフォローする体制を整えます。�

都道府県の窓口担当者を含め、メンバー全体での反省会を含めた意見交換の

場を持ち、つらいと感じた事や、派遣終了後にも気になっている事などがあれば

共有し、不安な事があれば職場の上司や職員向けの相談窓口、産業保健担当保健

師などに早めに相談するよう促します。�

� �

Ⅲ . DHEAT の応援派遣
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�
�

��

��

��

������平平時時ににおおけけるる受受援援体体制制のの構構築築��

��

業業務務担担当当者者（（事事務務分分掌掌担担当当者者））��

都道府県及び指定都市は、本庁内で応援派遣及び受援調整を行う部署を決定

し、他自治体にも公表可能な窓口・担当者を定めます。この担当部署は、保健衛

生部局内で平時に保健所の調整を担っているところが望ましいです。厚生労働

省への応援要請を行うのは都道府県であるため、指定都市以外の保健所設置市

区等は、応援要請及び受援調整を担当する部署を定め、緊急時の連絡先を含め都

道府県へ報告します。また、自治体間での協定等による応援のスキームがある場

合には、当該自治体の連絡窓口を把握しておきます。�

なお、'+($7 と保健師等チームとの一体的で連携した受け入れ及び運用の観点

から、'+($7 と保健師等チームの受援調整窓口は同一部署とすることを推奨しま

す。�

'+($7 の活動は本庁保健医療福祉調整本部、保健所、市町村と多岐にわたるこ

とが想定されるため、都道府県は平時に、'+($7 や保健師等チームの受け入れを

想定した準備として、指定都市および指定都市以外の保健所設置市区における

保健所機能や人的資源の現状を把握し、災害受援に関する連携の検討やシミュ

レーションをしておきます。また、都道府県と保健所設置市区等の合同訓練を実

施したり、相互のマニュアルを確認するなど連携を深めておくことが必要です。�

�

資資料料等等のの整整備備��

市町村人口・世帯数・高齢化率・出生率等の統計データや地形などの概要や交

通網、保健所単位での医療福祉施設等の立地や地域防災計画における指定避難

所などの情報をまとめた防災マップなどを整理し、応援に来る被災地外の地方

公共団体へ情報提供するために常に最新のものを準備しておきます。各保健所

や市町村のデータは、クラウドや共有サーバーに保管し、年度当初に更新してお

きます。資料はデータ化、3') 化しておくと、ホームページや '+($7 事務局を通

じて支援者に事前配布することもできます。�

 ポポイインントト��

・庁舎の倒壊、停電、水没などどのような想定でも資料が使えるように、複�

数の方法で用意しておくことが重要です。すぐに使えるように、各種資料�

がどこにあるか、職員全員が把握しておきましょう。�

ⅣⅣ���� ''++(($$77 をを受受けけ入入れれるるたためめにに��

�
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'+($7 および各支援団体に記入・提出を依頼する登録票や活動報告、アセスメ

ントシートなどの様式は、クラウド機能が利用できないときのために、配付可能

な記憶媒体での配付なども検討します。通信手段が使えないときのために、印刷

したものも用意しておきます。必要になった時にすぐに使えるように、各種資料

がどこにあるか、職員全員が把握しておきましょう。�

�

場場所所とと物物品品のの確確保保��

'+($7 および各支援団体の活動場所や対策会議用の場所が必要となるため、ス

ペースの割り当てやシミュレーションを行います。執務室以外の会議室や共有

スペースなどの活用が考えられますが、建物の損壊やライフラインの状況によ

ってはそれらが利用できないことも想定し、複数箇所を選定します。'+($7 およ

び各支援団体が使える駐車場の確保も重要なポイントです。'+($7 および各支援

団体が自立して装備できない机やイス、電源、冷暖房なども調達の方法を確認し、

本庁と各保健所それぞれで保管場所や調達先の一覧を作成します。�

�

%%&&33 整整理理とと業業務務整整理理��

� 災害時の都道府県庁および保健所の業務について %&3 を整理し、その中で支

援チームに依頼可能な業務をリストアップしておきます。被災自治体が実施す

べきものは自治体内部や地元団体との調整など、'+($7 には各支援団体の配分や

会議資料の作成などがあげられます。�

�
�

������応応援援派派遣遣調調整整のの開開始始��

�

被災地の保健医療福祉調整本部は、医療福祉施設等の被災状況や避難者数、復

旧の目途などから、都道府県内の相互支援で対応できる規模であるかを検討し

ます。被災地保健所が把握した管内市町村の保健医療福祉に関する状況や市町

村からの情報などをもとに、本庁の保健医療福祉調整本部、現地調整本部（保健

所）のそれぞれについて検討します。これまでの災害において、保健所の通信手

段がすべて喪失し本庁との連絡・情報共有ができない状況もあったため、複数の

手段を用いての積極的な情報収集が求められます。�

� 保健所でのニーズも十分に確認したうえで、都道府県内の相互支援では保健

医療福祉活動の総合調整が困難と予想される場合、'+($7 の応援要請を決定しま

す。厚生労働省への正式な要請にあたっては、派遣チーム数、日数、メンバーの

職種、大まかな業務内容などを整理し報告します。さらに、保健師等チームの調

整窓口と一体的に、被災市町村（指定都市を含む。）の状況を集約して厚生労働

省と情報を共有することが必要です。�
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�
�

保健所設置市区が応援派遣を要請する場合は、都道府県を通じて要請を行い

ます。被災都道府県の指定都市や市町村が相互応援協定によって、'+($7 の応援

要請を行う場合は、事前に被災都道府県と情報を共有します。�

�

� 要請するチーム数については、まずは保健医療福祉調整本部および被災地保

健所のうち本部調整機能に人員が不足しているところ、としますが、保健所から

管轄市町村へ派遣する保健師数の不足状況などに応じて増減します。派遣期間

は災害の規模によって、２週間以上となることが予想されますが、復旧の状況を

見ながら期間延長を要請できるため、当初から長期間にわたる要請をしないよ

う留意します。�

�

�

������''++(($$77 のの受受けけ入入れれ��

�

応援要請後、派遣予定の決定に伴い '+($7 の所属やメンバーなどが事前に通

知されるため、派遣元窓口を通じて連絡先等を確保します。複数チームを要請し

た場合にはその配置先を検討します。同じタイミングで複数自治体からのチー

ムが派遣される場合、必要に応じて出発前に派遣元も入って派遣先を検討する

のも、チームの特性を理解し適切な配置になる一つの方法です。支援開始日がず

れている場合には、最初のチームは被災の大きい保健所に配置する、最初のチー

ムは本庁に配置するなど、状況に応じて判断します。�

各チームの配置先の決定後、配置される機関にチームの所属およびメンバー、

派遣スケジュール、連絡先等を通知し、受け入れ体制を確認します。活動開始前

に都道府県庁で受入時のオリエンテーションができるように担当者を決め、配

付用資料等の準備を行います。各チームの到着時間を派遣元に確認の後、オリエ

ンテーションの場所、日時を調整し連絡します。本庁から現地への移動が必要な

場合には、現地到着時間を計算し配置先に通知します。この時、現地での対策本

部会議開催時間に間に合うように移動するなどの調整も必要です。�

� これらの業務は、'+($7 が保健医療福祉調整本部での活動を開始した後は、

'+($7 に対応を依頼しても良いでしょう。�

オリエンテーションには、管内地図およびハザードマップ、庁内および管内

関係機関（病院等医療機関・医師会・歯科医師会・薬剤師会・看護協会等）の

連絡先、危機管理に関する指揮命令系統図・保健医療調福祉整本部組織図、情

報収集に関する各種帳票類、発災後のライフライン、道路状況、情報ツール、�

避難所・避難者数などの資料を準備します。また必要に応じて、支援を得るた

めに有用な既存の現地情報を整理、準備します。�
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������''++(($$77 のの受受援援調調整整��

�

本本庁庁��

都道府県内に派遣される '+($7 の配置について、保健所設置市区との調整を

行いますが、自治体間の相互応援協定に基づく '+($7 及び保健師等チームの情

報を共有した上で、当該各チームの配置を調整します。配置先は、県のチーム

は県の組織、指定都市のチームは指定都市など、業務や組織を理解した組み合

わせであることが望ましいです。�

派遣期間の延長・短縮の検討のために、現地対策本部および各 '+($7 から情報

収集を行い、'+($7 事務局とともに延長の必要性・可否などについて検討します。�

�

保健医療福祉調整本部での '+($7 の配置と役割分担を必要に応じて随時調整

します。全班員を一つとしてマネジメント支援活動をするのが基本ですが、職種

別に職能支援活動に回る、現地へのリエゾンとして派遣するなどをメンバーの

意見も参考にしながら調整します。�

�

保保健健所所��

'+($7 の派遣決定後、事前に想定していた活動場所が使用可能か、チーム数に

対して広さや資材は十分かを確認します。事前に準備していた '+($7 に依頼す

る業務について、所内で再確認し修正が必要であれば本庁にも報告し、活動開始

日までに調整します。�

'+($7 にオリエンテーションを行い、活動方針の共有を行います。複数のチー

ムで本庁からの具体的な配置指示がない場合には、'+($7 も交えて業務内容・役

割分担を検討します。管内の市町村へ '+($7 を派遣する場合には、市町村の特

徴、キーパーソン、連絡窓口等を説明するとともに、派遣の目的や支援のゴール

を '+($7 と共有しておきます。また、復旧の状況や課題の変化に応じ、'+($7 も

交えて活動場所や業務内容を再検討することが必要です。�

�
【【ココララムム：：''++(($$77 要要請請ににああたたっってて】】��

� � 令和元年佐賀豪雨では、'+($7 養成研修のシナリオほど大規模な災害規

模ではなく、初めての経験で今後の展望も描けないなかで、保健所長の立

場として保健所本部に '+($7 を要請するかどうか大変迷いました。結果的

には、県内支援の体制が十分整っていない、複数の保健医療チームの応援

が入ってくることが予測される、経験の乏しい現場だけで災害対応をマネ

ジメントする自信はないことなどから '+($7 の支援をいただくこととしま

した。県内支援体制を準備しておくことはもちろんですが、'+($7 支援を

要請すべきかどうかの決断を支援する（相談できる）体制があるといいな

あと感じています。� � � � � � � � � � � （令和元年佐賀豪雨振り返り）�
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��

ここでは、実際の '+($7 活動を振り返り、その内容を見ていきます。�

「平成３０年７月豪雨（西日本豪雨）」では、'+($7 は被災地の保健所、そし

て保健所支援として市町で活動しています。活動検証報告では、'+($7 は本部

の運営活動の支援に加え、保健師等による戸別訪問の計画作成の支援等の各論

的な活動も行っており、受援側からは「専門的な知識や経験の求められる業務

への有効な支援であった」と高く評価されていたことが示されています。報告

が挙げている活動内容は以下になります。�

【平成３０年７月豪雨時の '+($7 の活動】�

①保健所の機能強化（保健師活動の支援、町統括保健師の業務整理、保健医療活動へ

の助言、県や市へのリエゾン等）

②会議の資料作成、運営と進行

③保健医療チームの活動調整�（主に保健師チーム、多職種公衆衛生チームについて）

④戸別訪問計画（必要な訪問チーム数の算出などを含む）の作成支援

⑤通常の保健業務再開と支援チームの撤収へ向けた「ロードマップ」作成支援

⑥情報収集と整理分析（避難所情報の収集・評価・報告、保健師活動のまとめ、訪問

記録のまとめや入力作業等）

⑦ニーズがない、あるいは不適切な支援者への対応

⑧被災地職員の健康管理への助言

「令和２年７月豪雨（熊本豪雨）」でも、'+($7 は保健所と市町村で活動を行

なっています。このときのアンケ

ート調査では、行なった支援内容

として、「被災情報等の収集・分析

評価」が一番多く、「対策会議の開

催・運営」、「対策の企画立案」、

「受援調整」等が続き、そして、

その他として「避難所の運営支

援」、「要配慮者支援」、「戸別訪

問」、「災害廃棄物への対応」が挙

がりました（図 �、表 �）�

�図 �：令和２年７月豪雨における主

な '+($7 活動内容（複数回答）�

ⅤⅤ．．''++(($$77 活活動動のの実実際際��

Ⅴ．DHEAT 活動の実際
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二つの災害で見られたように、'+($7 は本部運営活動の支援とともに、職種

等による専門性を活かした各論的な内容の支援活動を行い、受援側から有効な

支援であったと評価されています。�

各論的な活動においても、災害のどのフェーズにあるのかによって、その

「目的」は変わってきますし、方針や内容も違うものになるでしょう。全体の

中でその活動にどのくらいのリソースを割り当てることができるのか、優先順

位はどうか、今必要な活動なのか、等も判断にあたって必要な要素になりま

す。それぞれの活動について、フェーズに応じて目的を明らかにし方針や内容

を関係者間で協議する、その中では、活動により期待できる結果と合わせて、

生じうる問題についての検討も必要でしょう。'+($7 の活動に求められている

「全体を俯瞰し先を見越した助言や提案」ができるためには、実際の災害での

活動の分析・検証を積み重ね、共有することが重要になると考えられます。

'+($7 の活動だけに限らず、様々な支援チームの体制や活動内容を学ぶことも

有効でしょう。�

�

�

�

表 �：令和２年７月豪雨における、その他の '+($7 活動�

☞☞ポポイインントト

・'+($7 は、本部運営活動とともに、専門性を活かした各論的な活動への助

言・支援も行います。

・各論的な活動においても、フェーズや全体の中での位置を見極め、目的を

明らかにした上で方針や内容を検討しましょう。これまでの経験から得ら

れた各支援活動のノウハウ、流れを理解しておくことも役に立つでしょ

う。

Ⅴ．DHEAT 活動の実際
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����本本部部運運営営活活動動

「初動が何より重要」です。災害が発生すると、被災地の都道府県庁では保

健医療福祉調整本部を立ち上げ、保健所や市町村では現地本部を立ち上げま

す。発災後、都道府県庁�保健所�市町村の３層それぞれが実効性のある本部を

迅速に立ち上げ、３層による縦の連携と、それぞれの層での横の連携をしっか

り作ったうえで本部運営を進めていくこと、これがその後の災害対応に大きく

影響することが、これまでの経験から認識されています。発災直後から、マネ

ジメント業務は一気に膨らみます。急性期からの本部運営活動は、訓練を受け

た '+($7 の最も重要な役割であり、被災地が最も必要とする支援です（図 �）。�

������健健康康危危機機管管理理組組織織のの立立ちち上上げげとと指指揮揮調調整整体体制制・・情情報報共共有有ラライインンのの構構築築

図 �：'+($7 が支援する指揮調整業務（本部運営活動）�

（災害時保健医療活動タイムライン等から抜粋）�

☞☞ポポイインントト

・'+($7 は統括 '+($7 や保健所長を補佐し、災害モードへの切り替え、

,&6�&6&$�++++ に沿った本部立ち上げを支援します。

・本部設置時に、保健医療福祉調整本部�保健所�市町村の３層による縦の

連携、保健医療福祉の関係機関との横の連携がしっかり取れていること

が大事です。連携のために、'+($7 は関係各所へのリエゾン業務を担う

こともあります。

・「'+($7 活動チェックリスト」を使って、本部の場所は適切か、本部運�

営に必要な人員や物品が確保されているか、連絡窓口が設置されている�

か、本部立ち上げが関係機関に周知され、定期的にミーティングが開催�

されているか、等について確認します。�

Ⅴ．DHEAT 活動の実際
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��DD��,,&&66・・&&66&&$$��++++++++ にに沿沿っったた本本部部立立ちち上上げげ

災害が発生すると、平時の組織体制そのままで対応することがむずかしくな

ります。速やかに通常モードから災害モードに切り替えます。参集できた職員

により、,&6（,QFLGHQW�&RPPDQG�6\VWHP）と &6&$�++++（&RPPDQG�	�&RQWURO

（指揮と統制）、6DIHW\（安全確保）、&RPPXQLFDWLRQ（連絡・連携）、

$VVHVVPHQW（評価）、+HOS�保健医療行政によるマネジメントの補佐的支援�、

+XE�IRU�&RRSHUDWLRQ�	�&RRUGLQDWLRQ（多様な官民資源の連携・協力のハブ機

能）、+HDOWK�FDUH�V\VWHP（急性期～亜急性期～復旧期までの切れ目のない医

療提供体制の構築）、+HDOWK�	�+\JLHQH（避難所等における保健予防活動と生

活環境衛生の確保によ

る二次健康被害の防

止�（図３）の合言葉

を参考に、本部を立ち

上げ、指揮命令系統を

確立し、保健医療福祉

調整本部�保健所�市町

村の３層による縦の連

携と関係機関との横の

連携体制、情報共有ラ

インを構築します。

�

�

特に、保健医療福祉調整本部�保健所�市町村の３層がまずしっかりと連携す

ることが重要です。通信の遮断等によりお互いに連絡が取れない時は、それぞ

れの本部から職員をリエゾンとして派遣します。このリエゾン役も '+($7 活動

のひとつです。�

発災直後には、アクションカード等に沿って、参集した職員で役割を分担

し、%&3 を発動し業務の優先順位をつけ、遅滞なく必要な対応を進めます。１

日のうちに数回、定期的にミーティングを開催し、情報収集・現状の把握に基

づく活動方針の決定（優先課題の抽出、最適資源の配分、不足する資源の調達

等）のサイクルを回し、刻々と変化する状況に対処していきます（図４）。�

図３：'+($7 の役割の共通概念（出典：平成２８年度厚生労�
働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事�
業�「広域大規模災害時における地域保健支援・受援体制構�
築に関する研究」総括研究報告書（研究代表者��古屋好美）�

Ⅴ．DHEAT 活動の実際
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速やかな本部設置のためには、平時の準備が必要です。本部場所の選定にあ

たっては、建物の耐震性、海抜◯◯メートルにあるのか、交通アクセス、自家

発電設備等のライフライン遮断への備え、駐車場スペース、会議スペース等を

考慮します。様々な災害を想定し、地域の防災マップも活用して複数箇所選定

しておくとよいでしょう。また、職員用の飲料水、食料、寝具や簡易トイレ等

の生活用品の備蓄と発電機（と燃料）などを確認しておきます。災害対応体制

の組織図や役割分担表を事前に作成し、クロノロジーの準備（ホワイトボー

ド、ライティングシート、マーカー、付箋紙、筆記具、地図等）もしておきま

す。関係機関との連絡体制（コンタクトリスト）も事前に作成しておきます。

災害時には組織の代表電話は繋がりにくくなりますので、特に関係機関のキー

パーソンについては、災害時に連絡が取れる携帯番号やメールアドレスを整理

しておくことが有効です。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

図４：,&6・&6&$ を用いた本部立ち上げと対応の流れ�

<DNXZDUL�

【【ココララムム：：被被災災当当日日のの動動きき】】��

� 被災当日に県庁保健医療調整本部に '0$7、日赤災害医療コーディネートチ

ームが参集し、被災地保健所長（道路冠水により現地へ行けず登庁）を含む

本部関係者と被災状況等の共有、今後の方針決定のためのミーティングを開

催しました。役割分担として、'0$7 は浸水し孤立した病院対応を、日赤は避

難所アセスメント（医療ニーズの把握等）を行う方針としました。日赤チー

ムは、全国保健師長会の避難所アセスメント様式も持参されており、同様式

を用いてアセスメントを行うこと、現地保健所に設置されている本部を拠点

に活動することなどを確認しました。たまたまでしたが、保健所長が県庁に

登庁していたことで早期に支援チームと対面で情報共有をできたことがそ

の後のスムーズな活動につながりました。�

（令和元年佐賀豪雨振り返り）�

Ⅴ．DHEAT 活動の実際
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��EE��本本部部連連絡絡窓窓口口のの一一元元化化（（ワワンンスストトッッププ窓窓口口））

重要なポイントは、本部の連絡窓口を明確化、一元化することです。これが

できていないと、特に組織の大きな都道府県庁（保健医療福祉調整本部）へ保

健所や市町村から情報を上げたり相談をしたりするにあたって、本庁のどの課

が適切なのか迷うことになりますし、非常時の新たに生じる問題が多い状況下

では、相談の先々で他の部署に問い合わせるように伝えられた結果、現場にお

ける対応の意思決定が遅れるなどの影響を与えることになります。� �

本部窓口の一元化、ワンストップ窓口の設置（図５）は、特に対応のスピー

ドが要求される初動期において重要です。増大したニーズに迅速に対応するた

め、本部では必要十分な本部要員を確保し、連絡窓口係を配置して、対応にあ

たります。窓口職員の負担は増加しますので、災害対応経験者や災害研修受講

経験者等を複数名配置することもよい方法です。�

��FF��本本部部立立ちち上上げげににおおけけるる統統括括 ''++(($$77 のの役役割割とと ''++(($$77 のの支支援援

統括 '+($7 や保健所長等の公衆衛生医師のリーダーシップが、速やかな本部

立ち上げ、被災市町村や被災地内外の関係機関との円滑な連携に繋がります。

「令和元年佐賀豪雨」では、佐賀県における指揮命令系統が明確であり、保健

医療調整本部の本部長代行に指名された公衆衛生医師が、'0$7 や日赤救護班等

と協働して、被災保健所と密に連携をとりながら中心となってマネジメントの

実務を担われており、効果的な活動に繋がっていました。�

'+($7 は、統括 '+($7 や保健所長を補佐し、本部の場所は適切か、本部運営

に必要な人員や物品が確保されているか、連絡窓口が設置されているか、本部

立ち上げが関係機関に周知され定期的にミーティングが開催されているか、な

どについて「'+($7 活動チェックリスト」を使って確認し、本部立ち上げを支

援します。�

図５：本部連絡窓口の一元化�

Ⅴ．DHEAT 活動の実際
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��GG��市市町町村村ににおおけけるる本本部部運運営営活活動動支支援援

【【本本部部体体制制のの確確立立】】��

発災後、速やかに保健所�市町村間の連携体制を確立すること、被災者に最

も近い立場である市町村保健衛生部門の本部機能をしっかり保つことが、効率

的な保健医療福祉活動に繋がります。�

市町村の地域防災計画に基づき、市町村災害対策本部の下に保健衛生部門の

対策班等が設置されます。保健医療福祉のマネジメントでは、統括的な保健師

の役割が重要になります。保健所は、発災直後から市町村統括保健師と連携を

とり、統括保健師１人に負担がかからないよう、必要に応じて保健所職員また

は '+($7 を市町村に送り出し支援します。�

市町村における被害情報や避難所情報等は市町村対策本部に集約され、対応

方針や支援の要請等が決定されます。そのため、市町村対策本部と保健衛生部

門の連携がとれていることが重要です。保健衛生部門の組織体制、指揮命令系

統、市町村対策本部や他部署との連携、情報の流れ等を確認し、本部体制の確

立を支援します。�

【【対対策策会会議議のの開開催催】】��

市町村の保健衛生部門の担当者が、保健所で定期的に開催される対策会議に

参加することが一般的ですが、市町村における災害の規模が大きく、多くの支

援チームが活動している場合は、市町村レベルで対策会議を開催することが有

効です。この場合、市町村保健師等の業務負担が大きくなりますので、保健所

もしくは '+($7 が会議運営の支援を行います（「（�）対策会議」参照）。�

☞☞ポポイインントト

・発災後、速やかに市町村保健衛生部門の状況を把握し、保健所�市町村

間の連携体制を確立しましょう。

・被災者に最も近い立場である市町村保健衛生部門の本部機能を支えるこ

とが重要です。必要に応じて、'+($7 がリエゾンとして市町村へ入り、

支援を行いましょう。

・市町村統括保健師は、市町村における保健医療福祉活動の要です。市町

村統括保健師に負担がかかりすぎないよう、統括保健師を補佐し、情報

の整理分析、支援チームの受援や対策会議の運営等を積極的に支援しま

す。
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【【通通常常業業務務のの再再開開】】��

� 災害フェーズが進み中長期になると、一時中止していた通常業務を可能な限

り再開する必要があります。市町村業務である乳幼児健診は、その実施時期や

期間に制限がありますし、乳幼児健診の再開により対象の子どもだけでなく母

親等家族の被災後の様子を把握できる場となります。また、特定健診・特定保

健指導の再開は、災害によって食生活や生活環境が変化した被災住民の健康状

態をチェックすることに繋がります。�

� 業務の再開にあたっては、ロードマップの作成が効果的です（Ⅸ�資料「災

害に係る災害時保健活動の中長期計画（ロードマップ）�案�」参照�※保健所

版）。今後必要となる災害対応業務と併せ、通常業務再開の見通しをつけて計画

を立てます。フェーズ２（避難所対策が中心の時期）の時期から作成に着手す

るといいでしょう。ロードマップ作成の際には、災害対策本部の動きを踏ま

え、災害対応業務については予測される健康課題とそれに対する支援活動を検

討する、通常業務については業務項目ごとに休止や再開の判断を行い、全体像

を把握すること、支援チームの撤退を見越したマンパワーをもとに作成するこ

と等がポイントです。作成したロードマップは自治体内だけでなく支援チーム

とも共有し、支援活動の方針について共有しましょう。�

��HH��市市型型保保健健所所ににおおけけるる本本部部運運営営活活動動支支援援

☞☞ポポイインントト

・県型保健所と市型保健所では担っている業務内容、組織体制、管轄する人

口規模が異なります。

・'+($7 が市型保健所へ支援を行う際には、平時の組織体制を確認したうえ

で災害時の対応体制、指揮命令系統を把握します。

・組織体制が大きく複雑なので、保健所内あるいは他部所との連携が十分に

取れるよう支援します。

・都道府県と保健所設置市区との連携が図られにくい場合には、相互に情報

共有ができるよう支援します。

【【ココララムム：：令令和和２２年年７７月月豪豪雨雨�� ''++(($$77 活活動動経経験験かからら】】��

令和２年 �月豪雨では、新型コロナウイルス感染症の危惧により保健師

チームが入れず、戸別訪問はもとより避難所巡回も難しい状況でした。町

保健師の思いを組みつつ、無理のないようまずは地元医師会チームと協議

し、避難所の巡回計画を立て、新型コロナウイルス感染症の対策を加味し

た既存の感染症予防シートと '97 受診フローチャートを可視化しました。�
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�
�

【【市市型型保保健健所所のの特特徴徴をを踏踏ままええたた支支援援】】��

保健所には大きく、都道府県が設置する「県型保健所」と、政令指定都市、中

核市、政令が定める市、特別区が設置する「市型保健所」があり、業務内容、組

織体制や職員規模が異なっています。�

市型保健所では、県型保健所固有の感染症、食品衛生、医事・薬事、生活衛生

関連業務等の専門的な業務に加え、市区の業務である母子保健、予防接種、特定

検診等の生活習慣病対策、高齢者保健対策やがん対策等も担います。また、市型

保健所は、その設置主体によって、人口規模が県型保健所と大きく異なります。�

�

�

�

このように、市型保健所では県型保健所よりもさらに多くの業務を実施する

必要があるため、業務が細分化され、組織体制が複雑化していることが特徴です

（図６）。�

�

保健衛生部局以外の部署が保健所業務を管轄している場合もありますし、保

健所ではなく市区役所等が業務の中心となっていることもあります。�

�

� '+($7 が市型保健所へ応援派遣される際には、派遣先保健所の平時の組織体制

と業務内容を把握し、そのうえで、災害対応がどのような体制で、どの部署で行

われているか確認するようにします。市区災害対策本部の方針等にも留意する

ことが必要です。また、組織体制が細かく分かれているぶん、担当課間の連携が

図６：県型保健所と市型保健所（指定都市）で対比する業務比較（例）�
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�
�

取りにくく、被災者支援が効率的に行われないことがあります。'+($7 は、被災

自治体内での連携体制の構築を支援し、各担当課と支援チームとの連携にもあ

たります。'+($7 が支援に入る本庁以外に、市区役所等でのマネジメント支援が

必要になる場合があることも想定して、必要に応じ '+($7 追加応援要請の検討

も行いましょう。�

� 一方で、市型保健所において、福祉や防災などの市区の他部局と連携した取り

組みは、県型保健所と比べ、高い機動力で、柔軟かつ迅速に実施できるケースも

あるなど、市型保健所が行う災害対応の利点も多くあります。�

�

【【都都道道府府県県とと保保健健所所設設置置市市区区ととのの連連携携】】��

� これまでの災害では、保健医療調整本部設置後の都道府県と保健所設置市区

との保健医療体制における関係性について、しばしば連携不足が指摘されてき

ました。人口規模の違いから、保健所設置市区内に医療資源が集中していること

が考えられ、保健所設置市区の医療体制や医療スタッフなどの人的資源の状況

が、周辺自治体の医療救

護活動にも影響を及ぼ

す可能性があります。こ

の災害時の医療調整に

ついては、平時における

都道府県と保健所設置

市区の関係性によると

ころも大きいことから、

事前に都道府県と保健

所設置市区の間で十分

な協議を行い、体制を整

え、発災直後から増大す

る医療ニーズに迅速に

対応することが必要で

す。�

� �

�

�

都道府県と保健所設置市区の関係は、保健所設置市区単独で医療圏を形成す

る場合や、県型保健所と同一医療圏内にある場合など複数のパターンがありま

す。連携にあたって、特に課題が多いと考えられるのは、保健所設置市区が県型

保健所と同一医療圏にあるパターンです。平成３０年厚生労働科学研究費補助

�

�

図 �：保健所設置市区が県型保健所と同一医療県内にある
場合の連携体制図（例）（出典：平成３０年厚生労働科学研
究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「広域
大規模災害時における地域保健支援・受援体制構築に関す
る研究」分担研究報告書（研究代表者�木脇弘二））�
�
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�
�

金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「広域大規模災害時における地域保

健支援・受援体制構築に関する研究」（研究代表者� 木脇弘二）において、この

パターンの時に望ましいと考えられる体制図が示されています（図７）。�

保健所設置市区は県型保健所と十分連携しながら、都道府県保健医療福祉調

整本部と情報連携を行い対応にあたることとされており、平時の体制作りの参

考になります。�

�

�

�

� �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

��

��

��

��

��

【【ココララムム：：柔柔軟軟なな現現地地本本部部体体制制のの構構築築事事例例（（令令和和元元年年佐佐賀賀豪豪雨雨））】】��

時間の経過とともに状況は大きく変わっていきますので、本部の組織体制

もそれに合わせて変化させる必要があります。「令和元年佐賀豪雨」時の杵藤

保健福祉事務所では、支援にはいった '0$7 ロジスティックチーム・日赤救護

班・'+($7 と協議し、そのフェーズでの重要課題・業務による班分けや係を置

く等、組織体制を変えながら本部運営が行われました。�

�

佐賀県杵藤保健医療調整本部組織体制の変遷※�

�

※「令和元年８月佐賀豪雨災害における杵藤保健医療調整本部活動報告書」�

令和２年３月佐賀県杵藤保健医療調整本部（佐賀県杵藤保健福祉事務所）� �

一部改変�

�
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������情情報報収収集集・・分分析析評評価価、、対対策策のの企企画画立立案案

��DD��災災害害時時のの情情報報

発災直後から、膨大な量のさまざまな「情報」が発生します。

'+($7 の活動においても、活動期間をとおして情報の収集整理・分析評価は、

大きなウェイトを占めることになります。�

扱うべき情報量が膨大であること、さらにその情報の内容が状況の変化と対

応により刻々と変化し増加していくこと、通信インフラも被災すること、等に

より、必要な情報を的確に得ることが難しくなります。また、状況が悪いとこ

ろほど、支援が必要なところほど、情報を発信できない、626 を出せない、と

いうことが起こり得ます。�

初動時からの都道府県庁・保健所・市町村「３層」のタテ・ヨコの組織体

制、指揮調整系統の構築が重要であることを、このハンドブックでは繰り返し

述べていますが、この体制は、情報の伝達系統でもあります。組織図で引かれ

る各機関等を結ぶ線は、指示と情報伝達の通り道であり、組織図のどことどこ

を結ぶかが重要となり、確実に結ばれ機能する必要があります。（Ⅸ�資料；

「災害時に必要な情報共有ラインの実例集」参照）�

特に発災直後、被災地の保健所や市町村からの情報収集が困難な場合には、

要請がなくても、本庁調整本部から保健所へ、あるいは保健所から市町村へ

『リエゾン』（つなぐ、橋渡しという意味で「災害対策現地情報連絡員」と訳

されることもある。/LDLVRQ�2IILFHU の略として /2 と表記されることも。）と

☞☞ポポイインントト

・情報収集・分析評価への支援業務は '+($7 活動期間をとおして大きなウェ

イトを占めます。積極的に情報の取りまとめと見える化を支援します。

・'+($7 が自立して現地でのネット環境に接続等できるように、人数分の端末

機器や :L�)L ルーター、プリンター等を携行品として準備することが望ま

れます。

・被害が大きいところほど情報が得られにくくなります。'+($7 はリエゾン役

を担う等、情報収集を支援します。

・災害関連死の原因として循環器疾患と呼吸器疾患が多くを占めています。

このような二次健康被害を防ぐため、'+($7 は迅速な避難所アセスメントと

それによる保健医療福祉活動を支援します。

・全国的な情報収集のための統一様式と運用について '+($7 は、養成研修等

により理解し使えるようになっておきましょう。

。
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して職員をプッシュ的に派遣し、情報を取りに行くことが必要です。通信イン

フラがダウンした場合に限らず、現地の混乱や職員の不足等により、調整等が

困難と想定される場合にも積極的に送ります。'+($7 がこのリエゾンの役割を

直接担うこともあります。�

地方自治体は地域防災計画等により、各種災害時の地域ごとの被害想定や防

災マップを公表しており、特に被害状況が把握される前には、これらの事前情

報が支援における貴重な判断材料になります。�

災害時の情報は、次のように分類して考えるとよいでしょう。�

⚫ 災災害害事事象象そそののもものののの情情報報

自然災害においては、地震における地域ごとの震度情報や津波（リスクを含

む）に係る情報、台風や大雨・洪水における風速や降雨量、浸水状況等の情報

になります。これらにより人的・物的被害の内容と規模を地域ごとにある程度

予想できます。�

地方自治体の災害対策体制は、気象庁による震度階級や特別警報等の発出

を、本部設置や職員参集等の基準に用いています。これらは当然、発災初期に

'+($7 を含む支援チームを動かすか（プッシュ的に出すか、あるいは被災地側

からは要請するかどうか）の判断にも重要な要素になります。�

� これらの情報を被災地入りした後も継続して入手することは、'+($7 自身の

活動における安全確保の面でもきわめて重要です。リーダーは常に意識してお

きましょう。毎日の活動前ミーティングの場で共有できるとよいでしょう。�

⚫ 被被害害のの情情報報

人的被害、物的被害に分けられます。人的被害の情報は、緊急の対応が必要

なものが含まれるため、被災地において、その時点での組織体制でどこにつな

ぐのかを、常に明確にしておきましょう。避難者については後述します。�

� 物的被害は幅が広く、'+($7 に直接関わるものとしては、交通（道路、鉄

道、空路等）、通信（携帯電話（音声通信とパケット通信で状況が異なる。）、

固定電話、防災行政無線、/*:$1、インターネット等）、電気・水・ガス等のラ

イフライン、住家、公共施設（医療機関や福祉施設、指定避難所、行政庁舎等

を含む。）等があげられます。�

� これらの被害の情報は、自衛隊や消防・警察、国・都道府県・市町村の所管

部局等はじめ、各種の災害対応チーム、報道機関等に集まり、「３層」の系統

を使って収集することになります。「３層」各層の「災害対策本部」に重要な

情報は整理・集積されます。�
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国の各省庁等が同じプラットフォームで情報を収集・集積・整理・分析、そ

して共有する体制が内閣府の主導で進められています。�

� このプラットフォームは、6,3�'�6KDUHG�,QIRUPDWLRQ�3ODWIRUP�IRU�

'LVDVWHU�0DQDJHPHQW�エスアイピィフォーディ�と呼ばれます。内閣府の「戦

略的イノベーション創造プログラム」（通称：6,3）の一環として、国立研究開

発法人防災科学技術研究所（防災科研）と株式会社日立製作所が、���� 年より

共同で研究開発を進めてきた、基盤的防災情報流通ネットワークのことです。

災害時には様々な情報が、多数の組織から、異なる形式で発信されます。これ

らを集約し、必要としている組織がすぐに利用できる形式に加工・変換して提

供するのが、6,3�' の機能です。（出典：6,3�' 情報公開サイト

KWWSV���ZZZ�VLS�G�MS）�

被災地とその周辺の同じ地図上に、道路、地震の震度や降雨量、避難所や病

院、保健所の情報を同時に示すことも、技術的にはすでに可能な状況です。�

（コラム「,687※による災害情報の「集約・重ね合わせ・地図化・共有」参

照）

⚫ 対対応応体体制制とと支支援援のの情情報報

「３層」における保健医療福祉の本部の立ち上げとその組織体制、設置場所

や連絡窓口の情報、そしてそれぞれの層での会議等の場所や開催時刻の情報

は、本部立ち上げの主体から関係者に発信され、速やかに共有される必要があ

ります。また、どのような保健医療福祉の支援チームが、どこに、いつ、どの

くらいの数入っているのか、入る予定なのか、派遣要請は出ているのか、活動

状況は、といった支援の情報も合わせて共有されます。�

これらの情報についても、通信やリエゾンによる伝達が行われますが、支援

チーム等も含めて「組織図」として共有されるとわかりやすいです。(0,6（後

述）上でも組織体制の情報共有が可能です。�

【【ココララムム：：,,668877※※にによよるる災災害害情情報報のの「「集集約約・・重重ねね合合わわせせ・・地地図図化化・・共共有有」」】】��

「令和２年７月豪雨」では、被災地の保健所に配置される '+($7 の班に、原�

則県庁の調整本部に立ち寄っていただき、簡単なオリエンテーションに加�

え、,687 に提供いただいた地図の情報と、高速道路の通行証（救急や災害対�

応車両以外は原則通行止め）を渡していました。�

「平成２８年熊本地震」の発災２ヶ月後の梅雨期には、熊本県のリクエスト�

を受け防災科研が、同一の地図上に交通規制と避難所の位置情報等を掲載し

継続的に県へ提供されていました。�

,687 は、ほかにも、市町村や支援チームとやりとりをしながら、戸別訪問�
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調査に活用できるデータベースツールを提案いただく等、災害の現場でその

状況に合わせて具体的な情報面での支援活動ができる、たいへん貴重な存在

です。大規模災害時には本庁等の本部に入られますので、'+($7 は積極的に�

連携を図っていきましょう。�

※,687（アイサット）：災害時情報集約支援チーム�,QIRUPDWLRQ�6XSSRUW�7HDP

大規模災害時に被災情報等のあらゆる災害情報を集約・地図化・共有して、自治

体等の災害対応を支援する現地派遣チームのことです。内閣府防災担当、国立研究�

開発法人防災科学技術研究所、委託する民間企業から �チーム５名程度のメンバー�

で構成されます。�

（出典：内閣府防災情報のページ、,687（災害時情報集約支援チーム）�

KWWSV���ZZZ�ERXVDL�JR�MS�R\DNXGDFKL�LVXW�JDL\R�KWPO）�

⚫ 避避難難者者・・避避難難所所等等のの情情報報

'+($7 の活動理念から、この情報を的確に収集整理分析し対策に繋げること

の支援が、最も重要な業務になります。�

避難所の開設等は、市町村が行う自治事務ですが、災害により多数の者が生

命・身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じているとして、都道府県知事

が災害救助法の適用を判断した場合には、避難所の運営（食事、生活環境の整

備、衛生及び暑さ対策、避難所の設備に関すること等）への国による応急的な

財政支援を受けることができます。被災地の自治体のさまざまな部局等が避難
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所に関わりますので、対策に漏れが生じないように常に連携を意識する必要が

あります。自治体に加え種々の団体・機関等も必要な活動を行いますが、これ

らの行政や民間の多数の組織が、対策のための情報収集として「避難所アセス

メント」をそれぞれで行うことで調査が繰り返されることになり、避難者の生

活の場である避難所にとって負担となってしまう（「アセスメント疲れ」）こと

があります。効率的な支援のためにも、集められた避難所と避難者の情報を、

関係する組織で上手に共有する必要があります。（「�G�避難所アセスメントと

二次健康被害の予防」①施設・避難所等ラピッドアセスメントシート参照）�

また、避難所や避難者、要配慮者の情報については、国、都道府県、保健

所、市町村のレベルで必要となる項目や内容が異なります。都道府県レベルで

は保健所圏域や市町村など地域ごとに整理して比較を行い、人的・物的支援の

配分調整等を行いますので、個別事例の情報が必要になることは、特別な場合

を除きありません。災害救助法適用下では、国による財政支援を受けるために

も、都道府県にはニーズの情報を的確に継続して収集・整理・分析することが

求められます。保健所や市町村レベルでは、避難所１つ１つごとに対応が求め

られ、さらに要配慮者等の個別ケースの処遇を直接調整することも少なくあり

ません。このように、情報収集にあたっては３層のそれぞれで対応・解決すべ

き課題が異なるため、伝達・共有すべき情報も変わってくることを、'+($7 は

理解しておきましょう。避難所や避難者の情報収集のためのツール（統一様

式）については後述します。�

'+($7 は、活動場所において無線 /$1 ネットワーク等で接続し、インターネ

ットやプリンターが使用できる環境を自ら立ち上げます。人数分の携帯電話

（スマホ）やモバイルノート 3&、そして :L�)L ルーター、プリンター等を携行

しましょう。特にスマホや 3& といった端末は１人１台の装備品とすることが

望まれます。被災地では、携帯キャリア各社が端末や回線を一定数無償提供す

る場合もありますが、現場ではやはり不足しがちであり、移動手段や宿泊場所

等と同様に自己完結できる準備をしておきましょう。'+($7 訓練の一環とし

て、実際に携行する機器でネット環境への接続等を確認しておくとよいでしょ

う。被災地ではインターネット上のアプリや、クラウドストレージが、特に支

援チーム間の情報共有に広く用いられており、接続が必要不可欠な状況になっ

ています。国は、保健所の通信回線が途絶えた場合に備えて、衛星回線インタ

ーネットが利用できる環境の整備を進める観点から、保健所における衛星携帯

電話の新規購入に係る財政支援について案内しています�令和４年１月１９日

付け厚生労働省健康局健康課地域保健室事務連絡�。�
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��EE��情情報報収収集集ににおおけけるる統統一一様様式式のの活活用用

情報の収集整理・分析評価にあたっては、各分野の部局・機関・チームが同

じ様式を使用することで、重複や漏れを減らすことができ、また効率的な分

析・評価が可能となるため、平時から統一様式を定めて、誰が、どの情報を、

【【ココララムム：：''++(($$77 活活動動にに必必要要なな情情報報】】��

「令和２年７月豪雨」で被災地に入った '+($7 へのアンケート調査では、

活動に必要な発災後の情報として「交通状況」、「ライフライン状況」、「通信

状況」、「被災状況」、「災害対策本部会議等」、「保健医療活動チームの活動状

況」、その他として、専門職種ごとに必要となる情報（平時の保健活動内

容、災害廃棄物関係等）が挙げられました（図８）。��

また、発災前の基本情報として必要なものとして「被災自治体の災害対応

マニュアル」、「被災保健所管内の地図・人口・医療機関を含む社会資源等」

が挙げられました。�

これらの必要な情報について '+($7 は、会議やミーティング、派遣元自治

体や他の保健医療活動チームからの提供、そして被災地や避難所の巡回によ

り直接収集していました（図９）。�

その他、広域災害救急医療システム（(0,6；(PHUJHQF\�0HGLFDO�

,QIRUPDWLRQ�6\VWHP）や、本部で記録されているクロノロジーを活用した情

報収集も有用です。�

図８：「令和２年７月豪雨」における

'+($7 活動に必要な情報の種類（複数

回答）�

図９：「令和２年７月豪雨」における

'+($7活動に必要な情報の収集方法（複

数回答）�
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どのルートで収集して、どのように集約・整理（見える化）・共有し、対策に

結びつけてフィードバックするのか、という「統一様式の運用スキーム」を作

っておくことが、極めて重要です。「統一様式の運用スキーム」を平時の訓

練・研修で実際に動かし、慣れておくとよいでしょう。「統一様式の運用スキ

ーム」があっても、災害時に発生する情報量は膨大で、想定していない状況も

発生しますので、情報の収集整理の業務にはやはり大きな労力を要します。十

分な人員配置が必要です。'+($7 は積極的に情報の整理・見える化を支援しま

す。�

現在、国の通知※では、以下の情報収集様式が、全国的な統一様式の参考と

して挙げられています。�

・被災者アセスメント調査票

・施設・避難所等ラピッドアセスメントシート（2&5 対応様式）（後述）

また、被災者の診療録の様式については「災害診療記録 �����平成３０年１１

月、災害時の診療録のあり方に関する合同委員会��」、避難所の状況等に関する

記録の様式については、「避難所日報�避難者状況�（「災害時の保健活動推進マニ

ュアル」�令和元年、日本公衆衛生協会・全国保健師長会�）」が挙げられていま

す。�

※令和４年７月厚生労働省通知「大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備

について」�

��FF��保保健健所所現現状状報報告告シシスステテムム（（通通称称：：くくももののいいとと））

発災後、二次医療圏におけるマネジメントの拠点は保健所です。保健所が本

部機能を発揮し継続できるかが、被災地域における保健医療福祉活動を左右す

ることになります。都道府県庁の保健医療福祉調整本部は、発災直後から迅速

に保健所の被害状況等を把握し、必要な支援を行います。�

保健所の被害状況や職員の参集状況を即時に把握する方法として、令和４年

度に「保健所現状報告システム」（通称：くものいと）が開発され、'+($7 基礎

編研修で使用されています。�

災害時、保健所は本システムから緊急時情報を入力・送信します。入力され

た情報は「災害時保健医療福祉活動支援システム（'��+）」（後述）上に表示さ

れます。本庁の調整本部は '��+ から保健所の状況を確認し、職員のリエゾン

派遣や '+($7 の応援派遣、通信機器、食料や寝具等の職務環境整備の支援、ま

た保健所建物倒壊の恐れがある場合には、新たな本部場所の確保等を行います
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（図 ��）。発災直後以降も、本庁調整本部と保健所の連携強化に本システムを

活用することができます。�

�

�

�

�

��GG��避避難難所所アアセセススメメンントトとと二二次次健健康康被被害害のの予予防防

'+($7、そしてすべての保健医療福祉関係者にとって、「避難所アセスメン

ト」は最も重要な情報源の１つです。

熊本地震における災害関連死の数は直接死の４倍以上となりました。その多

くが高齢者であり、原因として地震そのものの影響に次いで２番目に多かった

のが「避難所等生活の肉体的・精神的負担」です（表２）。災害関連死を発災

から死亡までの期間で見ると、��週間以内が約２６�、３カ月以内が全体の８

割を占め、発災後の比較的早い時期に発生していることが分かります。�

人的・物的資源が限られるなかで、初動から多数の避難所の環境整備等の二

次健康被害予防対策について優先順位をつけ実施していくためには、速やかな

避難所アセスメントの実施と結果に基づく活動が必要です。�

図 ��：保健所現状報告システム（くものいと）�

【【ココララムム：：くくももののいいとと】】��

通称「くものいと」は、このシステムをとおして、全国の保健所同士が、

細く強い糸で網の目のようにつながっていることを表す「蜘蛛の糸」と、ク

ラウドを通じてつながっていることを示す「&ORXG 雲」の２つ意味を込め

て、厚生労働省地域保健室により名付けられました。�
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①① 施施設設・・避避難難所所等等ララピピッッドドアアセセススメメンントトシシーートト

ラピッドアセスメントは発災後早期に行われ、生命に関わる事項と迅速性を

重視し、必要な情報を効率的に収集しアクションにつなげるツールです。�

令和４年７月厚生労働省通知「大規模災害時の

保健医療福祉活動に係る体制の整備について」�

では、保健医療福祉活動に関する情報連携とし

て、保健医療福祉調整本部および保健所は、避

難所等での保健医療活動の記録および報告のた

めの統一的な様式を示すこととされ、各分野の

関係者が共通で把握しなければならない事項に

ついて「施設・避難所等ラピッドアセスメント

シート」（図 ��）を参考にすることが望ましい、

としています。�

このラピッドアセスメントシートを含む災害

時の情報共有システムとして、市川らが開発し

た「災害時保健医療福祉活動支援システム�

（'��+）」�図 ���があります。現在、'��+ の稼働

に向けた準備が進められています。'��+ では、

被災地の交通やライフライン、医療機関等の施�

設の被災状況、避難所の状況など、保健医療福祉に関する情報を統合して扱い

ますので、被災自治体や各種の支援チームなどの保健医療福祉関係者が、異な

る場所から同じ情報を共有することが可能です。�

表２：災害関連死の状況�

図 ��：施設・避難所等ラピッ

ドアセスメントシート�
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「施設・避難所等ラピッドアセスメントシート」は、避難所の基本情報、ラ

イフラインや環境等に関する必要最小限の項目から構成されており、主に発災

後急性期から亜急性期にかけて使用します。本シートを用いた情報収集体制に

ついては、保健所や市町村における対策会議で関係者と検討し、自治体職員や

支援チームなど、その時に情報収集できるチームが協働・役割分担して避難所

等を巡回、アセスメントを行います。アセスメント結果は '��+ に集約され、

本庁の調整本部・保健所・市町村、そして支援チームが同時に共有できます

（図 ��）。�

� '��+ の活用により、迅速で効率的な避難所支援が展開できるだけでなく、

様々な支援者等による情報収集の重複が回避され、被災者のいわゆる「アセス

メント疲れ」を無くすこともできます。

この「施設・避難所等ラピッドアセスメントシート」・「'��+」は、令和３年

度から '+($7 基礎編研修において重要な内容として扱われています。'+($7 は

もちろんですが、全国の自治体や支援団体等においても、使用方法等について

研修を行っておくことが望まれます。�

図 ��：災害時保健医療福祉活動情報支援システム（'��+）�

（芝浦工業大学システム理工学部環境システム学科� 市川学准教授�

市川研究室�KWWSV���ZZZ�GV�VH�VKLEDXUD�LW�DF�MS�"SDJHBLG ��）�
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②② 避避難難所所のの生生活活環環境境とと二二次次健健康康被被害害のの関関連連

アセスメントシートを使って情報収集される避難所の生活環境と二次健康被

害の関連性については、これまでに様々な研究報告があります。一部を要約し

て紹介します。�

� 災害関連死の原因上位２つは、循環器疾患と呼吸器疾患です（表２）。�

災害において身体的・精神的ストレスから心血管疾患が増加することが知られ

ています。阪神淡路大震災では、心疾患（心筋梗塞）の発症リスクが平時の約

���倍、脳梗塞の発症リスクは���倍であったと報告されています。災害時には

不眠や精神的ストレスから交感神経が優位となり、食塩感受性が亢進し血圧上

昇傾向となり、また避難環境に伴う寒さ、水分摂取不足や身体活動不足により

血栓傾向が促進され、この血圧上昇と血栓傾向により循環器疾患が発症すると

考えられています（図��）。�

� 実際、東日本大震災では、震災前後において高血圧患者の収縮期血圧は有意

に上昇（＋����PP+J）していたことが示されています。東日本大震災における�

各疾患の週別発生数の報告（宮城県）では、震災後に心不全、急性冠症候群や

脳卒中等の発生が有意に増加しています。熊本地震では、静脈血栓症および心

不全が有意に増加したことが報告されています。�

図 ��：施設・避難所等ラピッドアセスメントシートの運用（例）�
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循環器疾患同様、大規模災害後には呼吸器疾患の発症・増悪も見られていま

す。東日本大震災では、宮城県気仙沼市内の３つの病院から肺炎入院患者数の

週ごとの推移が報告されていますが、震災後は���倍に増加していました。�

� 災害時には主に以下の３つの原因により呼吸器疾患が発生すると考えられて

います。�

① 災害による直接的な呼吸器疾患（粉塵、アスベストやヘドロ暴露、津波に

よる溺水、火災による気道熱傷等）

② 生活環境の悪化等に伴う呼吸器障害（寒冷暴露による感冒・肺炎、口腔内

衛生環境悪化に伴う誤嚥性肺炎、生活環境の悪化に伴う呼吸器感染症、寒

冷・疲労・ストレスによる既存呼吸器疾患の悪化、車内生活等による下肢

静脈血栓症と肺塞栓症）

③ ライフライン、医療提供体制の途絶による慢性疾患の悪化（在宅酸素療法

や人工呼吸器療法の継続不能、受診困難、医薬品入手困難に伴う慢性呼吸

器疾患の悪化）

避難所における切れ目ない医療提供体制の構築・維持とともに、感染症や呼

吸器疾患、循環器疾患予防を意識した生活環境の評価と対策、歯科口腔保健の

対策、そして車中泊者への対策等に、災害の急性期から取り組むことが二次健

康被害の防止につながります。�

図 ��：災害時循環器疾患の発症機序�出典：「���� 年版災害時循環器疾患の
予防・管理に関するガイドライン」日本循環器学会�日本高血圧学会�日本心
臓学会合同ガイドライン（��������� 合同研究班報告）��
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� 避難所生活に伴う健康課題は多岐にわたります。発災後早い時期からすべて

の避難所で、ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチの両方を進

め幅広く対策を展開していくことが望まれますが、特に発災直後から急性期に

かけては物や人の資源が限られ、収集できた避難所情報をもとに優先順位をつ

けて対応せざるを得ない状況も起こり得ます。避難所の規模（人数や過密度）

が、循環器疾患や呼吸器疾患の発症に影響を及ぼしているとする報告もあり、

特に情報が充分でない時期には、避難所の規模も優先度の判断材料のひとつに

なると考えられます。�

【【ココララムム：：東東日日本本大大震震災災ににおおけけるる避避難難所所環環境境とと二二次次健健康康被被害害のの関関連連】】�

〇避難所の人数と発災後１２週間の急性非代償性心不全による入院数に関連�

が認められました※�。�

〇過密度の高い避難所（�人当たりの平均スペース ��� ㎡未満）に急性呼吸�

器感染症患者数が有意に多く※�、混雑した避難所（〃���� ㎡未満）と非混�

雑の避難所（〃���� ㎡以上）の比較では、混雑した避難所で �日当たりの�

睡眠障害発生率が増加していました※�。�

〇避難所における清潔な水道水の供給が、呼吸器症状や消化器症状の有病率�

と負の相関を示し、また水道の復旧とトイレの衛生状態改善は相関関係が�

あり、いずれも消化器症状の有病率低下と関係していました※�。�

〇避難所の衛生管理の中で健康に影響を及ぼしていたものは、①避難所の規�

模、②水供給の状況、③保健担当者の配置でした。避難者数５０人以下の�

避難所では、保健担当者配置の有無で消化器症状の有病率に有意差が出て�

います（宮城県、発災２週間後）。この報告は、避難者数の調整や水の供�

給はすぐにはできないので、速やかに保健担当者を配置することが現実的�

かつ効果的であると述べています※�。�

※��0RWR\XNL�1DNDPXUD�HW�DO��&RPSDULVRQ�RI�WKH�LQFLGHQFH�RI�DFXWH�GHFRPSHQVDWHG�KHDUW
IDLOXUH�EHIRUH�DQG�DIWHU�WKH�PDMRU�WVXQDPL�LQ�1RUWKHDVW�-DSDQ��$P�-�&DUGLRO�������'HF�
��������������������
※��7��.$:$12�HW�DO��6KHOWHU�FURZGLQJ�DQG�LQFUHDVHG�LQFLGHQFH�RI�DFXWH�UHVSLUDWRU\
LQIHFWLRQ� LQ� HYDFXHHV� IROORZLQJ� WKH� *UHDW� (DVWHUQ� -DSDQ� (DUWKTXDNH� DQG� WVXQDPL��
(SLGHPLRO��,QIHFW������������������–�����
※�� 7DNDKLVD� .DZDQR� HW� DO�� $VVRFLDWLRQ� EHWZHHQ� VKHOWHU� FURZGLQJ� DQG� LQFLGHQFH� RI
VOHHS�GLVWXUEDQFH�DPRQJ�GLVDVWHU�HYDFXHHV��D�UHWURVSHFWLYH�PHGLFDO�FKDUW�UHYLHZ�VWXG\��
%0-�2SHQ��������H��������
※�� 7HWVX\D� $NDLVKL� HW� DO�� 5HVWRUDWLRQ� RI� FOHDQ� ZDWHU� VXSSO\� DQG� WRLOHW� K\JLHQH
UHGXFHV� LQIHFWLRXV� GLVHDVHV� LQ� SRVW�GLVDVWHU� HYDFXDWLRQ� VKHOWHUV�� $� PXOWLFHQWHU�
REVHUYDWLRQDO�VWXG\��+HOL\RQ����������H�������
※��.RLFKL�7RNXGD�HW�DO��$�VXUYH\�FRQGXFWHG�LPPHGLDWHO\�DIWHU�WKH������*UHDW�(DVW
-DSDQ�(DUWKTXDNH��HYDOXDWLRQ�RI�LQIHFWLRXV�ULVNV�DVVRFLDWHG�ZLWK�VDQLWDU\�FRQGLWLRQV�
LQ�HYDFXDWLRQ�FHQWHUV��-�,QIHFW�&KHPRWKHU�������$XJ����������������
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������受受援援調調整整

発災後、被災地域の行政を含む保健・医療・福祉分野の関係機関が一時的に

機能低下する一方で、これらの分野の被災者のニーズは増大するため、様々な

職能団体等による支援チームの協力がなければ対応は極めて困難になります�

（図 ��）。�

�

近年では、医療救護の支援チームだけでなく、保健衛生や福祉分野のチーム

等による支援も早くなっており、急性期に活動を開始されることが増えていま

す。また、被害が甚大な場合ほど、被災地からの要請を待たずに、先遣隊的に

図 ��：熊本地震における保健医療福祉活動チーム�出典：「第９回救急・災害医療
提供体制等の在り方に関する検討会」平成３０年１０月３１日）�

☞☞ポポイインントト

・被災者の二次健康被害予防のために、様々な保健医療福祉活動チームの協

力は必要不可欠です。

・本部には「受援調整窓口」を設置し、支援チームの受付と登録、名簿作

成、オリエンテーション、対策会議の案内等を行います。この受援調整窓

口業務は '+($7 が積極的に支援する活動の１つです。

・'+($7 は各支援チームの特徴、活動内容、組織体制などの知識や被災自治

体との協定の有無などの情報を事前に備えておきます。
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支援チームが入り活動を開始することがあります。�

【【受受援援調調整整窓窓口口のの設設置置、、受受援援計計画画のの事事前前作作成成】】��

� 支援チームを受け入れるために、都道府県・保健所・市町村のいずれの本部

においても、本部設置と同時に「受援調整窓口」を設置し、受け入れ体制を整

えることが必要です。「受援調整窓口」では、支援チームの受付と登録、名簿

作成、オリエンテーション、それぞれの対策会議への案内等を行います。この

受援調整窓口業務も、'+($7 が積極的に支援する活動のひとつです。'+($7 が

各種支援チームの特徴や活動内容、組織体制などの知識、さらに被災自治体と

の協定の有無などの情報を事前に備えておき、被災地職員と支援チームとの橋

渡し役を担うことで、被災地は円滑に支援チーム受け入れることができます。�

� 受援調整業務を円滑に進めるために、自治体が平時から準備しておくことと

しては、災害時にどの業務をどのように支援者に支援してもらうのかを明確化

しておくことです。市町村向けに「市町村のための人的応援の受入れに関する

受援計画作成の手引き」が内閣府から示されており、参考にできます。�

また、都道府県内における支援チームの登録ルールを作っておくことも有用

です。原則として都道府県外からの支援チームは、都道府県庁の保健医療福祉

調整本部により活動調整が行われ、保健所や市町村へ配置されますが、直接市

町村へ応援に入る団体もあります。そのような場合、どのように支援チームを

受付け登録し、情報を共有するかなど、ルールを作っておきます。また、受付

名簿（氏名、派遣元、派遣期間、派遣先、活動内容、引き継ぎの有無、滞在

先、移動手段、代表者連絡先等が記載できるシート：Ⅷ�様式参照）や、被災

地管内の地図や本部の組織概要等の資料を準備しておきます。�

������対対策策会会議議

�

☞☞ポポイインントト

・災害時に支援活動をする保健・医療・福祉チームが多様化し増加してい

ます。効率的な連携・協働をするための調整が重要なポイントです。

・効果的な調整の場とできるのが、都道府県・保健所・市町村の各保健医

療福祉調整本部が開催する対策会議です。

・この対策会議において被災地内・外のチーム・団体が直接、活動内容等

を共有することで、支援の漏れや重複を防ぎ効率的な支援が展開できま

す。

・対策会議の開催にあたって、'+($7 は会議場所や物品の確保、関係者への

連絡調整、会議の運営、会議資料や会議録の作成・送付などについて支援

します。
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保健・医療・福祉それぞれの領域において、地元関係者と外部の支援チーム

等との連携と協働がなければ、特に発災後急性期から亜急性期にかけてニーズ�

が大きく増大する時期に適切に対処できず、二次健康被害の増大を招くことに

なります。支援チームが多様化し増加するなかで、いかに効率的に連携・協働

するのかが重要なポイントになります（図 ��）。�

官民合わせた多職種による連携と協働を達成するために、最も効果的な調整

の場となるのが、都道府県・保健所・市町村の各本部がそれぞれ開催する対策

会議です。可能な限り発災当日、遅くとも翌日中には開催します。対策会議に

おいて、意思決定に必要な情報を保健医療福祉関係者と共有し、現状と課題を

把握、対策の優先順位付と方針等について協議し、決定します。対策会議の開

催頻度は、発災直後から急性期は１日２回程度、その後は１日〜数日間に１回

と調整していきます。�

対策会議の開催にあたって、'+($7 は会議場所や物品の確保、関係者への連

絡調整、資料や会議録の作成・送付などについて支援します。関係者との協議

時間が長く必要になるフェーズもありますが、毎回、対策会議が長時間になる

のは避けたいところです。会議開始時に、時間を設定することが有効ですし、

支援チーム側から受援側である行政への依頼や要望の割合が多くなりがちなの

で、参加者が会議の目的に立ち返り、それぞれの責任と役割を発揮できるよ

図 ��：災害時の主な保健医療福祉活動と関係団体（例）�
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う、'+($7 が進行役を担い調整をすることもよいでしょう。�

平時の準備として、自治体は、あらかじめ会議開催場所の候補を複数選定し

ておきましょう。会議のスペースだけでなく、駐車場スペースも考慮します。

また関係者のコンタクトリストが事前にあると便利です。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

��DD��対対策策会会議議ののあありり方方とと統統合合指指揮揮（（88QQLLIILLHHGG��&&RRPPPPDDQQGG））

この対策会議のあり方について参考になる考え方が、,&6 の原則である「統

合指揮（8QLILHG�&RPPDQG）」です。統合指揮とは、主要な対応組織すべての現

場指揮者たちを一堂に集める構造のことです。それぞれが責任を果たしなが

ら、同時に効果的な危機対応を調整することができるようにするものです。こ

の統合指揮は災害対応を行う諸組織と連携し、またそれらの組織間で合意に基

づいて意思决定が下せるように、そのための場を提供します。災害対応期間中

はこの統合指揮の元で、様々な行政区、そして諸機関や非組織政府の対応者た

ちが混合し、統合された１つの対応チームを作り、共同で指揮を取ります。こ

の統合指揮には、目的を統一し協働的な戦略が展開できること、また、情報の

流れを整理し、支援の届かない地域や支援の重複を回避し、支援を有効活用で

きる、という利点があります。�

【【ココララムム：：経経験験がが活活かかさされれたた対対策策会会議議のの開開催催】】��

熊本地震において、被災地保健所に実効性のある本部が設置され対策会議

が開催されたのは、発災４日目以降でした。発災直後から避難所、在宅や施

設等における被災者への保健医療福祉活動が始まることを経験し、保健所の

初動体制をいかに速やかに構築できるかがその後の二次健康被害の予防に直

結することが認識されました。そこで、保健所職員誰もが速やかに本部を立

ち上げることができるよう、熊本県の各保健所では ,&6�&6&$ をベースとし

た「災害時アクションカード」の作成に取り組み、所内研修や地域関係団体

との訓練などが行われました。�

その後、令和２年７月豪雨では、３つの保健所圏域で大きな被害が発生し

ましたが、３保健所全てにおいて、発災直後に本部が立ち上がり、発災翌日

には関係機関や支援チームとの対策会議が開催され、多職種による保健医療

福祉活動が速やかに展開されました。�
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本部が開催する対策会議では、官民関わらず、被災地内外に関わらず、災害

対応に関わる関係者をもれなく集め、１つのチームを作り、情報を共有し、課

題に対する協議を行い、被災地と支

援者同士の合意に基づいて対策を展

開します。対策会議における協議の

結果を対策に活かすために、つまり

対策会議が有効に機能するために

は、地域や支援チームのなかで中心

的な役割を果たす関係者に加わって

もらうこと、そして、各組織が責任

をもって活動することが大切です。�

統統合合指指揮揮（（88QQLLIILLHHGG��&&RRPPPPDDQQGG））ととはは��

・主要な災害対応組織すべての現場指揮者を一同に集める構造のこと。

統合指揮のもとで、官民合わせた様々な機関が１つの対応チームを作

り、協働で指揮を取る。

・組織間の連携と合意に基づき、災害対応の方針について意思決定が下せ

るようにする。

・メリットとして、①目的を統一し、協働的な戦略が展開できる、②情報

の流れを整理できる、③支援を有効活用できる（支援の届かない地域や

支援の重複を回避）。

写真：令和２年７月豪雨時の水俣・�

芦北地域保健医療対策会議�

【【ココララムム：：段段ボボーールルベベッッドド】】��

� 発災３日後にＡ町避難所へ段ボールベッドが届く予定との情報を保健所会

議で共有した際、外部支援チームから、「過去の経験から段ボールベッド設

置はそう簡単ではなく現場の混乱も予想される。」との助言があり支援チー

ムを配置することとなりました。まず、外部支援チームから、避難所レイア

ウト、区画整理などの計画についての助言をいただき、その後、避難者、外

部支援チーム、県保健師などが共同して段ボールベッドの設置を行いまし

た。また、段ボールベッドの導入と同時にどの避難者がどこにいるかという

情報をまとめたベッドマップを作成することで、避難者数を正確に把握でき

る体制が構築されました。��

（令和元年佐賀豪雨振り返り）�
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【【ココララムム：：''++(($$77 とと支支援援チチーームムととのの連連携携】】��

令和２年７月豪雨における

'+($7 活動アンケート調査で

は、「'0$7」、「保健師チー

ム」、「日赤救護班」との関わ

りが多く、「災害支援ナー

ス」、「地元医師会」、「-0$7」、

「'3$7」、「-5$7」が続いてい

ます（図 ��）。特に「'0$7」

は、一番連携を必要としたチ

ームとなっています。その他

「自衛隊」や 132 団体である

「70$7」、「+X0$」、「$0'$」が

挙がりました。�

これら '+($7 と関わりの多か

ったチームについては、平時

に合同で研修などを実施でき

ると、災害時の連携もスムー

ズに進むものと思われます。�

�

��

������応応援援要要請請・・資資源源調調達達

発災間もない時期の被災地自治体では、情報収集もままならない中、どの業

務を応援してもらうべきか、どのくらいの人数が必要なのか等の判断ができ

図 ��：「令和２年７月豪雨」における '+($7 活動中に関わりがあった�

関係機関、保健医療活動チーム（複数回答）�

☞☞ポポイインントト

・膨大な業務を抱える被災地の職員は、応援要請の判断すらも負担に感じる

場合があります。

・'+($7 は全体を俯瞰できる立場を活かし、情報を整理し可視化する等し

て、必要な応援について検討し、被災地職員へ助言・提案をします。
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ず、またほとんどの場合、外部からの応援を受けた経験がないこともあり、応

援の要請が出せない状態に陥ることが考えられます。特に現場に近い保健所や

市町村では、職員数が不足し、参集した職員だけで災害対応を続けることはま

ず困難です。さらに、外部支援チームがプッシュ型で応援派遣される場合に

は、都道府県はもちろん、保健所や市町村におけるマネジメント業務が増える

ことになります。被害の全体像を見渡すことのできる立場にある都道府県庁

（保健医療福祉調整本部）において、躊躇なく迅速に応援要請の判断をするこ

とが必要です。�

� 膨大な災害業務を抱え、昼夜を問わず対応にあたっている被災地の職員は、

応援要請の判断すらも負担に感じ、自分たちだけで業務を処理しようとする傾

向があります。'+($7 には全体を俯瞰し、情報を整理・可視化して、必要な応

援について検討し、被災地職員へ助言や提案することが求められます。�

��DD��''++(($$77 のの応応援援要要請請

'+($7 活動検証では、被災地職員から、どういう場合にどのタイミングで

'+($7 を要請すればいいか分からない、という意見がありました。'+($7 の活

動開始時期は、'+($7 の役割が本部運営活動の支援であること、そして各種支

援チーム等の災害時の活動状況等から、発災後早期であるほど有効である、と

言えます。被災地の都道府県庁では、都道府県内 '+($7 の状況も踏まえ発災当

日中に要請を決定し国へ応援派遣の調整依頼を行う、そして発災後３日目まで

には '+($7 が被災地に入り活動を開始できる、ことが望ましいと考えられてい

ます。�

被災都道府県が発災後速やかに '+($7 派遣要請の判断を行うことができるよ

う、内閣府「戦略的イノベーション創造プログラム（6,3）国家レジリエンス

（防災・減災）の強化；保健医療福祉活動支援の需要算出・最適供給技術の研

究開発」（共同研究者：尾島俊之）では、以下のような '+($7 必要チーム数の

目安を示しています。�

�

�

�

�

''++(($$77 必必要要チチーームム数数（（下下記記のの合合計計））��

・'0$7 が派遣される都道府県の数及び派遣地域の保健所の数のチーム数

・保健所、市町村保健センターが機能不能となった場合は、それぞれに

�チーム

・避難者比率が ���以上の市町村にはそれぞれ �チーム（可能であれば

状況により �％以上の市町村にもそれぞれ �チーム）
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被害状況、保健所や市町村における職員の被災状況、避難所の設置状況等に

よっては、１つの保健所に複数の '+($7 を入れる方法も考えられます。�

なお、特に被害が甚大な場合に、被災都道府県よる派遣要請そのものが行え

ない場合も想定され、'+($7 の先遣隊的な体制の検討も、今後必要と考えられ

ています。� �

������広広報報・・渉渉外外業業務務

行政から住民に向けて、医療機関の稼働状況の情報提供や避難生活における

二次健康被害予防のため、感染症対策、'97 対策、食中毒予防、熱中症対策な

ど、各フェーズに応じた様々な周知啓発や相談窓口設置の情報提供など、報道

機関とも協力して広報活動を行う必要があります。一方で、避難所や医療機関

等を対象とした報道機関による過度な取材等が、被災者の負担になる場合もあ

ります。�

都道府県や保健所、市町村間で広報業務の役割分担を行うこと、それぞれ報

道対応の窓口を決めておくこと、報道機関と取材対応のルールを共有しておく

ことが大切です。報道対応のルールとしては、例えば、定時に報道発表を行

い、原則個別取材等へは対応しない、本部スペース等への立ち入りを制限す

る、等が挙げられます。�

また、災害時には様々な外部有識者や研究者が被災地を訪れます。訪問の目

的が現場の状況と合わない場合もあるため、被災地職員では対応に苦慮する場

面も見られます。外部からの来訪者に対しては、まず '+($7 が対応するなどの

支援が有効です。�

☞☞ポポイインントト

・住民への情報提供（医療機関の稼働状況や避難生活で必要な注意点の周

知啓発等）を積極的に行う必要があります。'+($7 は住民向け周知啓発の

資料作成等、広報活動を支援します。

・報道対応のルールづくりについて助言します。

・特に現地ニーズと乖離のある支援者の訪問は被災地職員の負担になる場

合があります。'+($7 は被災地職員の代わりとなり、窓口対応をします。
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������職職員員のの安安全全確確保保・・健健康康管管理理

メンタルヘルスが悪化しやすい集団のひとつが、被災自治体の職員です。被

災自治体職員は、自らが被災者であり、悲惨な状況を目の当たりにしながらも

災害対応という公務に継続して従事することがもとめられます。発災直後から

しばらくは長時間勤務を余儀なくされ、慣れない業務を膨大に抱えること、意

思決定の連続であること、懸命に対応しているにも関わらず、厳しい意見を受

けやすい立場であること等から、メンタルヘルスの問題を抱えがちになりま

す。�

� 被災直後に生じるストレス反応の１つに、急性ストレス反応（突然怖い体験

を思い出す、不安や緊張が続く、現実感がない、眠れない、頭痛がする、等）

がありますが、多くの場合は一過性で自然と回復します。しかし、自治体職員

のように、被災直後から不眠不休で職務に従事し続け休息も取れないことでス

トレスを受け続けると、長期的に 376' や抑うつを発症しやすくなることが知

られています。�

� 「平成２８年熊本地震」及び「平成３０年７月豪雨」において対応に従事し

た自治体職員へのアンケート調査等の報告によると、４割近くの職員がゆっく

り休むこともできず体力的にきつい状態であったことや、調査時点で約１割の

職員が被災による 376' 症状を、１割弱の職員が気分障害・不安障害を抱えて

いる可能性があることが明らかになっています。�

発災後急性期が過ぎて外部支援チームが活動を終えたあとも、被災自治体職

員は、住民への支援を行い続ける立場にあります。地域の長期的な復旧復興の

ためにも、被災自治体職員の心身の健康は、きわめて重要です。�

☞☞ポポイインントト

・被災地職員はメンタルヘルスが悪化しやすい集団であるといえます。

・被災自治体は、発災直後から組織として速やかに対策をとる必要がありま

す。

・'+($7 は産業保健スタッフと連携し、勤務ローテーション体制が整ってい

るか、休日が確保できているか、休憩スペースはあるか、特定の職員に負

担がかかっていないか等を確認し、組織のトップへ助言します。職員の業

務量を把握し、必要に応じて業務負担が大きな部署への人員配置の要請を

支援します。
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職員の健康管理のために、被災自治体は組織として速やかに対策を実施する

必要があります（図 ��）。発災直後から %&3 を発動し、勤務ローテーション体

制を確立します。発災直後からしばらくは２４時間体制の状態が続きますが、

統括 '+($7 や保健所長等のリーダーも含めて、特定の職員に過重な負担がかか

らないようにします。職場には休憩スペースを確保し、職員が住民や支援者等

の視線に触れずに、安心して休息をとることができるようにします。そして、

職員が定期的に休日を取れるようにし、最低週に１日は完全に災害業務から離

れる時間を作ります。�

職員１人１人の業務量を把握し、業務負担が大きな部署に人員を配置しま

す。組織体制や人員の配置は時間の経過とともに定期的に見直します。�

'+($7 は、産業保健スタッフと連携し、被災自治体職員の健康管理体制につ

いて確認を行い、必要に応じて組織のトップへ助言するなど強力に支援を行い

ます。�

自治体の職員の健康管理に関する平時の準備として、%&3 を策定し非常時優

先業務を決めておくこと、職員が災害時のセルフケアについて知識を持ってお

くことなどが挙げられます。�

図 ��：被災地方公共団体職員のタイムラインと組織としてのストレスケアの例�

（出典：「災害時における地方公務員のメンタルヘルス対策マニュアル」地方公務員災

害補償基金）�
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���� 災災害害時時保保健健医医療療福福祉祉活活動動

発災後は速やかに市町村で指定避難所や福祉避難所が開設されるほか、自主

避難所や車中泊、在宅避難、縁故避難と様々な避難形態をとるようになります。�

ライフラインの途絶や医療機能の低下により、避難生活に伴う健康課題は、深

部静脈血栓症、低体温症、熱中症、高血圧・糖尿病・喘息・精神疾患など慢性疾

患の悪化、生活不活発病、感染症、食中毒、栄養不足や食物アレルギー、口腔衛

生・口腔機能の低下、メンタルヘルスなど多岐にわたり、また、近年多発する災

害の経験から被災者に対する福祉的視点、生活支援の重要性が高まっています。

被災者１人１人が抱える健康課題は、保健・医療・福祉分野と広くまたがってお

り、そのニーズは膨大となるため、保健医療福祉活動チームの協力を得て、分野

横断的な支援体制を構築する必要があります。�

保健医療福祉調整本部・保健所・市町村の本部が連携し、速やかに避難所アセ

スメント等による情報収集を行い、避難所等で起こりうる健康被害のリスクに

ついて分析・評価し、地域の保健医療福祉関係者や保健医療福祉活動チームの活

動調整を行って、先手で予防対策を講じます。�

'+($7 は平時から、災害時に必要となる保健医療福祉活動について、各活動

内容及び対応する支援チームを把握しておくことが必要です。発災後は避難所

アセスメント等の情報収集・分析と見える化を支援し、避難所等において各活

動が的確に実行されているかどうか確認し、本部に対して不足する活動や保健

医療福祉活動チームの応援要請について助言を行い、保健医療福祉活動チーム

の応援要請や活動調整を支援します。亜急性期以降には、支援チームによる活

☞☞ポポイインントト

・避難生活に伴う二次健康被害は、深部静脈血栓症、慢性疾患の悪化、生活

不活発病、感染症、食中毒、栄養不足、口腔衛生・口腔機能の低下、など

多岐にわたります。

・これら二次健康被害の予防対策を実施するにあたっては、保健医療福祉活

動チームの協力は必要不可欠です。

・'+($7 は平時から、災害時に必要となる保健医療福祉活動について、それ

ぞれの活動内容及び対応する支援チームを把握しておきます。

・'+($7 は災害時には避難所アセスメント等の情報をもとに、避難所等で起

こりうる健康被害のリスクに関する分析・評価を支援し、必要な活動につ

いて助言を行い、保健医療福祉活動チームの応援要請や活動調整を支援し

ます。
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動が地域の関係者による活動へスムーズに移行できるよう、ロードマップの作

成を支援します。�

������医医療療対対策策

発災後、被災地では多数の傷病者が発生し、災害拠点病院を中心に医療提供

がなされますが、多くの医療機関が被災することで地域の対応能力が低下しま

す。速やかに災害医療コーディネーター等が都道府県庁に参集し、災害医療体

制を整え、'0$7、日赤救護班、'3$7，自衛隊等を中心とした医療救護活動が開

始されます。急性期を過ぎると医療救護班を含めた体制へ、その後地域の医療

機関が診療を再開すれば、通常の医療体制へ移行していきます。�

��DD��医医療療救救護護活活動動

急性期（フェーズ０〜１）�

発災後、災害医療コーディネーター、災害時小児周産期リエゾン、日赤災害

医療コーディネーター等が都道府県庁に登庁します。'0$7 及び '3$7 は発災後

数時間程度でそれぞれの都道府県調整本部や被災地域の活動拠点本部を立ち上

げます。保健医療福祉調整本部等において、広域災害救急医療情報システム�

（(0,6；(PHUJHQF\�0HGLFDO�,QIRUPDWLRQ�6\VWHP）を用いて医療機関の被災状

況など必要な情報を収集し、地域災害医療コーディネーターや関係機関と連携

して '0$7、日赤救護班、'3$7 等の派遣調整体制を整え、本部運営支援、病院

支援、広域医療搬送、医療救護所支援などの活動を開始します。�

保健医療福祉調整本部や保健所では医療機関、薬局、歯科医院等の被災状況

について把握し、医薬品や資機材、医療施設のライフラインの確保に係る連絡

調整を行います。市町村では医療救護所を設置し、必要となる医療救護班や医

薬品等は保健所をとおして都道府県へ要請します。�

保健医療福祉調整本部は市町村と情報を共有、連携し、報道機関の協力を得

て、住民に対し診療可能医療機関や医療救護所等の情報を提供します。�

亜急性期（フェーズ２〜３）�

� -0$7、医療救護班や 132 団体等の医療チームの活動が本格化してきます。

'0$7 撤収以降に医療救護活動や避難所等における巡回診療が滞りなく行われる

よう、後続の医療チームへ円滑な引き継ぎを行い、災害医療コーディネーター

を中心に被災地の医療ニーズに応じた派遣調整を行います。本部運営支援等は

'0$7 ロジスティックチーム等によって継続されます。�

� 巡回診療や医療救護所の診療における統一様式は災害診療録です。この災害

診療録の電子システムとして、災害時診療概状報告システム（-�63(('���
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-DSDQ�6XUYHLOODQFH�LQ�3RVW�([WUHPH�(PHUJHQFLHV�DQG�'LVDVWHUV）がありま

す。医療チームが -�63((' に診療日報を入力することで、診療を必要とした患

者の疾患の種類に関するデータが蓄積され、被災地にどのような疾患が多いか

等被災地域の医療ニーズを迅速に集計し、医療資源配置・分配に関する指揮を

支援することができます。-�63((' には一般医療版、精神保健医療版、外傷版

があります。�

ライフラインが復旧して、地域の医療機関や薬局等が徐々に再開し、医療機

能が回復してきたら、保健医療福祉調整本部、保健所や市町村では患者の通院

手段を確保し、医療チームや医療救護所における診療活動から通常の医療体制

への移行に向けた支援を行います。�

��EE��医医薬薬品品等等のの確確保保、、供供給給

保健医療福祉調整本部や保健所では、医療機関や避難所等における巡回診療

において不足する医薬品等について把握し、備蓄医薬品の供給や医薬品卸業者

等からの調達を行います。また災害薬事コーディネーターと連携して、医療救

護所や避難所等における医薬品等の仕分け、管理、処方支援等を行う薬剤師を

派遣します。また、必要に応じてモバイルファーマシーの要請も行います。�

【【ココララムム：：自自家家用用車車浸浸水水等等にによよるる医医療療機機関関へへののアアククセセスス問問題題】】��

令和元年佐賀豪雨においては、地元医療機関の被災は限定的で、多くが通

常診療を行っていましたが、車の浸水などによるアクセス障害が心配され、

会議の中でマイクロバスの運行などによる受診手段の確保の提案等もあり

ました。しかし、困っている方がどの程度いるかもわからなかったため、救

護所は設置せず、まずは避難している方、避難所に食事をとりにこられる方

などに相談先電話番号を記したパンフレットを配布しニーズ把握を行いま

した。��

� 結果的には、町による生活支援を目的としたタクシー券の配布（実際配布

したのは 1*2 団体）、レンタカーの無料貸与などの対策もとられ、保健所へ

の相談はありませんでした。�

� また、急性期の通院手段の限られた状況下において、外部支援の医療従事

者が避難所を巡回することが、不要な受診や救急搬送を減じることにつなが

りました。�

（令和元年佐賀豪雨振り返り）�
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������避避難難所所運運営営支支援援

避難所の運営は発災直後から始まります。避難所における食料、水やトイレ

等の確保及び生活環境衛生の向上は、被災者の二次健康被害予防に繋がりま

す。避難所の運営・管理体制をしっかり整えたうえで、保健医療福祉活動チー

ムやボランティア等と連携し、効率的で円滑な保健医療福祉活動を行うことが

大切です。�

指定避難所の開設・運営は市町村が行い、自治体職員が避難所管理責任者と

なりますが、自治体職員が中心となって避難所運営を続けると、避難所対応だ

けで手一杯となり、他の災害対応業務の実施に支障が生じ、被災地の復旧・復

興が進まなくなります。ボランティアや 132 団体等の協力を得て、早期に自治

体職員から地域住民による避難所運営に移行することが重要です。�

��DD��避避難難所所運運営営委委員員会会のの設設置置、、避避難難所所運運営営ルルーールル、、運運営営ササイイククルルのの確確立立

発災当日までに、避難所運営委員会を設置します。自治会や自主防災組織の

代表者など、住民であり地域のことをよく知っている避難者が中心となり組織

します。様々な視点から避難所運営が実施されるよう、女性や様々な年齢層の

委員会への参画に配慮します。避難所運営委員会の設置により、行政と地域住

民との役割分担を行います。�

住民代表、市町村災害対策本部との連絡調整を行う行政担当者、施設管理者

が連携し、対策班を設置して運営にあたります。�

避難所運営委員会� 対策班（例）�

班� 役割�

総務班� 市町村災害対策本部との連絡調整�

避難所運営委員会の事務局�

避難者管理班� 避難者名簿の作成、把握�

情報班� 情報収集、伝達、発信�

施設管理班� 避難所の安全確認、防火・防犯�

物資・機材班� 物資・機材の調達や受け入れ�

物資等の管理・配布、炊き出し�

保健衛生班� 救護所、保健師や医療チームとの連携�

要配慮者の状況把握・処遇調整�

避難所の衛生環境の管理�

ボランティア班� ボランティアの受け入れ、管理�

避難所運営委員会において、避難所の運営体制と方針・生活ルール（点灯や
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消灯時間、食料や物資の配布、ゴミ出し、飲酒や喫煙、ペットなど）を決定

し、避難者・支援者の全員で共有します。�

避難所運営で特に配慮が必要なこととして、トイレ、生活スペース、医療の

確保、感染症対策、食事、物資、相談窓口の設置、プライバシーの保護、授乳

室や更衣室の確保、支援団体等の把握が挙げられます。�

��EE��健健康康管管理理

避難者の健康相談票を統一化し、医療チームや保健師等と共有します。避難

者のプライバシーにも配慮し、医師や保健師等の巡回チームの活動スペースを

確保します。�

避難所での集団生活はノロウイルス、インフルエンザ等の感染症が発生しや

すくなりますので、感染症対策の実施は必須です。適切な換気の実施、手洗

い、手指消毒、マスクの着用など基本的な感染対策を周知し、蔓延する可能性

のある感染症の早期発見に努めます。感染症患者が発生した場合は、感染拡大

防止のため居室を分けることを検討し、下痢や嘔吐物の処理を迅速かつ確実に

実施します。�

また避難生活ではライフラインの途絶、不規則な食事等により口腔衛生管理

がおろそかになります。高齢者では特に誤嚥性肺炎など呼吸器感染症を起こし

やすくなります。歯磨きが行えるように口腔衛生物品を確保し、歯磨きができ

ない場合もうがい等の代替手段の周知を行います。�

生活不活発病対策として体操を実施したり、深部静脈血栓症予防のため水分

摂取を促したり、定期的に身体を動かすように周知します。�

いずれの健康管理も、保健医療福祉活動チームと連携し、実施します。�

��FF��避避難難所所環環境境のの確確保保

トイレの確保と使用環境の改善は、避難者の健康管理および避難所生活の質

の向上に繋がります。下水処理能力が確保できないなど施設のトイレが使用で

きない場合はその旨を掲示し、周知します。簡易トイレは原則男女別とし、そ

の他、要配慮者トイレ、仮設トイレと複数のトイレ使用環境を整えます。併せ

て、手指消毒剤の確保と手洗い方法やトイレ使用ルールの周知も大切です。ト

イレ掃除用品を確保し、運営委員会においてトイレ責任者とトイレ掃除当番を

決め、役割分担を行います。�

� 土足禁止エリアの確保と徹底、ゴミ集積場所の確保と収集体制の確立、衛生

的な食品の管理も大切です。避難所の掃除当番を決め、避難者自身で身の回り

の整理整頓を実施するなど、避難者自ら掃除に携わるようにします。また、暑

さ・寒さ対策も重要です。冷暖房器具の確保、空調の早期復旧を検討します。�
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������歯歯科科保保健健医医療療対対策策��

�� 発災直後は義歯の紛失、外傷等による歯牙損傷など緊急的な歯科医療対応が

必要となります。また、ライフラインの途絶、口腔衛生物品の不足により歯磨

き等の口腔ケアが不十分となり口腔衛生が低下し、むし歯や歯周病等に罹患し

やすくなります。特に高齢者等のハイリスク者は口腔機能の低下が起きやす

く、誤嚥性肺炎等の呼吸器感染症を起こしやすくなり、災害関連死につながる

場合もあります。口腔機能を保つことは、食べること、つまり食支援に繋がり

ます。発災後早期からの歯科保健医療活動は、被災者の二次健康被害を予防す

るだけでなく生活の質の向上にも繋がる、とても重要な活動です。�

�

��DD��急急性性期期（（フフェェーーズズ００〜〜１１））のの活活動動��

� 義歯の紛失や不具合、外傷等により歯科的応急処置が必要になります。保健

医療福祉調整本部等では連絡体制を構築し、避難所等において緊急的に歯科的

応急処置が必要な対象者を把握するよう努め、歯科医師会等と連携し、巡回歯

科診療体制を構築して対応に当たります。口腔ケアに必要な衛生物品を調達

し、配布します。�

� 日本歯科医師会が事務局となり、地域歯科保健医療専門職により構成される

日本災害歯科支援チーム（-'$7；-DSDQ�'HQWDO�$OOLDQFH�7HDP）が発災後概ね

【【ココララムム：：避避難難所所運運営営体体制制のの構構築築～～外外部部支支援援チチーームムとと連連携携ししたた市市町町支支援援～～】】��

豪雨被害を受けたＡ町では規模の大きな避難所が保健センターに設置さ

れたため、センターの保健師が避難者の健康管理の他、一般相談、ボランテ

ィアの受援調整、物資の調整等に対応することとなり大きな負担となってい

ました。このような状況の中、保健所で開催した会議の中で次のような議論

が交わされました。�

・「ボランティアの受付対応・支援物資の受付事務等で保健師が忙殺されて�

いて、体制整備ができていない。」�

・「物資の対応等他の人に振れないのか？」�

・「きちんとつかめていないが、町の体制が取れていないように感じる。（中�

略）保健師の役割の確認ができていない。」�

� これを受け、会議にも参加していた避難所運営のノウハウを持った 132 団�

体等の支援により避難所運営体制が構築され、町の部局をまたいだ避難所�

運営組織体制が確立し、定期的な会議も開催され、町保健師も本来の保健�

活動に専念することができるようになりました。�

（令和元年佐賀豪雨振り返り）�

�

�
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７２時間以内に派遣されます（図１）。-'$7 の主な活動は、緊急災害歯科医療

や避難所等における口腔衛生を中心とした公衆衛生活動、地域歯科医療の復旧

の支援活動です。発災後は地域の歯科診療所も大きな被害をうけて診療機能が

低下していますので、速やかに -'$7 等の支援を要請することが重要です。�

��EE��亜亜急急性性期期（（フフェェーーズズ２２〜〜３３））のの活活動動

亜急性期は主に避難所、福祉避難所、高齢者施設等における口腔衛生を中心

とした歯科保健活動が主になります。口腔ケア、むし歯予防・歯周病予防や誤

嚥性肺炎予防のため、避難者に対する口腔衛生教育を行い、口腔衛生や誤嚥性

肺炎予防のための普及啓発を行います。地域の歯科診療所の機能が回復してき

たら、-'$7 等の歯科支援チームの撤収時期について保健医療福祉調整本部内で

検討を始めます。�

������感感染染症症対対策策

災害後、感染症の発生リスクに最も影響を与える因子は生活環境です。発災

直後から、密集した環境におかれ、安全な飲料水や衛生的なトイレが確保でき

ず、手洗いが出来ない、マスクや消毒薬などの衛生物品が不足するなどにより

図１：災害時の歯科対応・歯科支援チームと役割の推移�

（出典：「-'$7�-DSDQ�'HQWDO�$OOLDQFH�7HDP�日本災害歯科支援チーム�活

動要領」���� 年 �� 月第 �版、公益社団法人日本歯科医師会、日本災害歯

科保健医療連絡協議会）�
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基本的な感染対策ができなくなるなど、避難生活における衛生状態の悪化が、

感染症発生のリスクを高めます。感染症の流行は、発災後数日から数ヶ月後ま

で起こり得ます（図２）。�

新型コロナウイルス感染症対策として、換気、密集を避ける、マスクの着用

や手指消毒など基本的な感染対策が日常的になりました。これらの対応は災害

時において新型コロナウイルス感染症以外の多くの感染症にも有効です。災害

時の感染症発生予防のため、避難所等の環境整備に努め、基本的な感染対策を

周知徹底するのはもちろんのこと、感染症の発生を早期に探知し、感染経路を

遮断するなど迅速に対応を取り、感染拡大を防ぐ取り組みが大切です。�

� 災害時感染制御チーム（',&7；'LVDVWHU�,QIHFWLRQ�&RQWURO�7HDP）は、日

本環境感染学会が主体となり、,&' や ,&1 等の感染制御の実務経験者から構成

される支援チームです。発災後概ね４８時間以内に活動を開始し、保健医療福

祉調整本部の要請に基づき、被災地の感染制御活動支援を行います。�

��DD��情情報報収収集集・・分分析析評評価価

発災後迅速に、避難所等の人数と内訳（要配慮者数など）、ライフラインの

図２：災害後に問題となる感染症と発症時期�
（出典：「大規模⾃然災害の被災地における感染制御マネージメントの手引き」
一般社団法人日本環境感染学会）�
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状況、飲料水・食事・衛生的なトイレの充足状況、過密の程度、暑さや寒さ、

手洗い環境の有無、簡易ベッドの有無、土足禁止の有無など避難所の環境に関

する情報に加え、発熱や呼吸器症状、消化器症状など有症状者の有無などの避

難所の状況について、「施設・避難所等ラピッドアセスメントシート」を用い

て情報収集を行います。情報収集は、避難所運営者や地元関係者、支援チーム

などが協力して実施し、'��+ をとおして保健医療福祉調整本部・保健所・市町

村および支援チーム間で共有します。避難所の状況を把握した後、感染症発生

のリスク評価に基づいて、優先する感染症対策を検討し、速やかに実行しま

す。被災地や避難所の状況は時間の経過によって変化していくため、アセスメ

ントを随時更新します。

��EE��感感染染症症ササーーベベイイラランンスス

通常のサーベイランスによる発災直前の感染症流行状況が、被災地における

発災後の感染症対策を考えるうえでも有用です。一方、通常のサーベイランス

は災害時に医療機関の被災等により機能しないことがあるので、避難所等にお

ける臨時のサーベイランスを実施することがあります。�

� 臨時のサーベイランスの１つが、「イベントベースサーベイランス（(%6；

HYHQW�EDVHG�VXUYHLOODQFH）」です。(%6 とは、「体調不良を訴えている人が非

常に多い」、「１例だが重症者や死亡者が出た」など、普段と異なる現場の情報

をもとに早期介入を可能とするサーベイランスです。�

� 臨時のサーベイランスとしてもう１つ、確定診断がつく前に発熱や咳、下

痢・嘔吐など症状を検知し早期対応を開始する仕組みとして、「症候群サーベ

イランス」があります。前述の -�63((' は、電子システムを用いて医療チーム

の診療日報のデータを収集し、被災地域ごとに集計・還元する仕組みです。診

療日報様式には、発熱や急性呼吸器感染症、消化器感染症など症状の項目が含

まれており、症候群サーベイランスの１つとして活用されています。�

� 平時のサーベイランスが回復するまで、これらの臨時サーベイランスを実施

し、感染症発生を早期に探知し、介入することで、避難所等における感染症の

感染拡大を最小限にします。�

平時における感染症対策の中心は都道府県や保健所の役割ですが、災害時の

対応では情報源となる避難所や救護所等の設置主体である市町村及び支援チー

ムと連携して、感染症発生に関する情報の流れや患者搬送等についてフローを

作成し共有しておくことが重要です。またサーベイランスの情報をもとに、都

道府県・保健所・市町村が連携して、感染症の発生動向について住民に広報・

周知します。� �
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��FF��患患者者管管理理

避難所等で感染症が発生した場合、感染者は一時的に専用ゾーンに移動しま

す。感染者専用ゾーンでは他の被災者とトイレや生活の動線を分けることが必

要です。感染者に対して、保健師や医療チームが巡回するなどして健康状態を

確認するようにします。平時からどの部屋を感染者専用ゾーンにするかなど、

避難所のレイアウトを決めておくと効率的です。感染者は一時的に他の被災者

と分けられたことで、症状回復後も専用ゾーンから出にくいという事態も起こ

り得ますので、本人や周囲への丁寧な説明と配慮を行います。�

� 感染者の専用ゾーン滞在期間については、「学校、幼稚園、認定こども園、

保育所において予防すべき感染症の解説」（日本小児科学会�予防接種・感染症

対策委員会����� 年５月改訂版）のうち、「登校（園）基準」が参考になりま

す。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

������食食支支援援・・栄栄養養指指導導

災害時の食支援・栄養指導活動は、避難生活の長期化に伴う低栄養や慢性疾

患の悪化を防ぎ、被災者の健康を保つために重要な活動です。また、災害時こ

そ温かい食事の提供が被災者の生きる力、元気の源になり、通常の生活に戻る

一歩となります。発災後の早い時期から、迅速に活動を展開する必要がありま

す。�

� 食支援・栄養指導活動は、食の要支援者（乳幼児、高齢者、食物アレルギー

のある方、�高齢者等の咀嚼・嚥下が困難な方、慢性疾患で食事制限が必要な

【【ココララムム：：地地域域ででののネネッットトワワーーククづづくくりり～～感感染染症症ネネッットトワワーークク～～】】��

� 避難所でノロウイルスによる感染性胃腸炎患者の集団発生があった際、県

内の ,&'、,&1 や保健所長等で構成される県の感染症ネットワークに支援を

依頼したところ、依頼から２時間弱でかけつけていただき、環境清掃・消毒

作業、有症状者への対策、環境衛生チェック・フィードバック、外部環境の

調整等幅広い支援をいただきました。本災害を経験後、今後の災害時の対応

を検討するなど感染症専門家と行政との顔のみえる関係がさらに深化して

おり、避難所衛生環境チェックリストも作成いただきました。この関係性は

新型コロナウイルス感染症対応でも生かされています。感染症ネットワーク

に限らず、地域の関係団体等と平時からの関係づくりが大切であることを痛

感しました。�

（令和元年佐賀豪雨振り返り）�

）
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方等）に対する個別支援活動と、被災者全体の栄養・食生活を支援する活動と

に分けられます。�

市町村の管理栄養士・栄養士と市町村へ応援派遣される行政栄養士が被災者

に対する個別支援と集団支援を行いますが、市町村の行政栄養士数は限られて

おり、特に発災後初動の時期には管轄保健所や都道府県からの積極的な支援が

必要です。�

日本栄養士会災害支援チーム（-'$�'$7；7KH�-DSDQ�'LHWHWLF�$VVRFLDWLRQ�

'LVDVWHU�$VVLVWDQFH�7HDP）は、被災地内の医療・福祉・行政栄養部門と協力

して、緊急栄養補給物資の支援、個別支援や集団支援など栄養・食生活支援活

動を行うチームです。大規模災害時には躊躇なく、-'$�'$7 の応援要請を行い

ます（図３）。�

�

��DD��急急性性期期（（フフェェーーズズ００〜〜１１））のの活活動動

発災後、避難所では備蓄や支援物資の主食（おにぎりやパン）中心の食事に

なります。水分の補給とエネルギーの確保、食の要支援者への配慮が必要で

す。�

市町村では被災状況を確認し、避難所等における食料や飲料水の確保に努め

ます。�保健所は市町村の食支援活動を積極的に支援します。都道府県では情報

収集や状況把握を行い、市町村や保健所と調整し、国や栄養士会へ管理栄養士

図３：大規模災害時の栄養・食生活支援体制（出典：「大規模災害時の栄養・食生活

支援活動ガイドライン」平成３１年３月日本公衆衛生協会� 分担事業者� 久保彰子）�
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の応援派遣を要請します。�

しばらくすると、避難所等において弁当の配布や自衛隊、ボランティアによ

る炊き出しが始まります。保健所や市町村は炊き出し献立を提供するなどし

て、被災者の栄養補給ができるよう、炊き出し業者と連携します。また、食物

アレルギーや高齢者、特別食が必要な慢性疾患の方など避難所の食事を食べる

ことができない避難者に対し、必要な特殊栄養食品の確保や食べ方の助言等を

行います。�

��EE��亜亜急急性性期期（（フフェェーーズズ２２〜〜３３））のの活活動動

被災者自身による食料調達も可能になる時期です。エネルギーの過剰摂取、

野菜や果物の摂取不足、ビタミンやミネラル不足が懸念されます。また生活の

不安や生活環境の変化による食欲の低下が見られます。食品の管理や保存など

衛生管理の徹底も求められます。�

� 避難所の食事提供が安定してきた時期に、保健医療福祉調整本部・保健所・

市町村では行政栄養士チームや -'$�'$7 等と連携して被災者へ必要な栄養素が

提供できているかどうかアセスメント調査を実施し、栄養の過不足等の評価結

果をもとに、食事改善案を検討し、食料提供部門へ提案します。調理環境が整

っている避難所では自炊を促すなど自立に向けた助言を行います。また、巡回

栄養相談を実施し、栄養や健康づくりに関する周知啓発を行います。�

� 生活の復旧状況、避難所の状況、被災者のニーズに応じて支援活動計画を見

直し、行政栄養士チームや -'$�'$7 等の活動調整を行い、通常業務再開に向け

て準備を進めます。�

������生生活活不不活活発発病病対対策策

避難生活では不慣れな環境で動き回ることが少なく、またそれまで自分で行

っていた掃除や買い物ができなくなったりすることで、生活が不活発になりま

す。このような状況が続くと、心肺機能や消化機能の低下、骨粗鬆症、関節拘

縮、筋力低下により動けなくなり、知的活動の低下などをきたし、生活不活発

病を発症します。特に高齢者は生活不活発病を起こしやすく、発災直後だけで

なく中長期にわたって進行し、生活機能低下の悪循環を招きます。�

これまでの災害において、避難所だけでなく仮設住宅や自宅において、高齢

者や障がい者の孤立や生活不活発病が大きな問題となり、発災直後から迅速か

つ組織的、継続的な災害リハビリテーション支援活動の重要性が認識されてい

ます。生活不活発病対策も発災後早期から行われるべき重要な活動です。�

東日本大震災後、���� 年７月に大規模災害リハビリテーション支援関連団体
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協議会（-5$7；-DSDQ�'LVDVWHU�5HKDELOLWDWLRQ�$VVLVWDQFH�7HDP）が結成さ

れ、高齢者や障がい者等のリハビリテーション・生活支援、生活不活発病予防

に向けた支援活動を行っています。なお、���� 年４月に「一般社団法人日本災

害リハビリテーション支援協会」として法人化され、名称を変更しています。�

��DD��避避難難者者のの生生活活状状況況のの把把握握、、避避難難所所等等のの環環境境評評価価・・整整備備

前述の「施設・避難所等ラピッドアセスメントシート」を用いたアセスメン

ト結果も含め、避難者のセルフケア（表１）に適切な生活環境かどうか評価

し、優先順位を決めて必要な対処を行います。�

項目� 留意事項�

食事� 食料、飲料水の状況、誤嚥リスク者の把握、義歯の有無など�

排泄� 排泄場所、便器の種類、衛生状況、手すりの確認、おむつや

生理用品、尿便の処理など�

更衣� 衣類の確保、毛布などの確保、更衣室の確保など�

清潔� タオルや石鹸、洗濯場所の確保、手指消毒剤の確保、歯ブラ

シなど口腔衛生用品の確保

睡眠� スペースや寝具の確認、簡易ベッド・衝立など

移動� 避難所内外の動線の確保、土足域との区別、必要箇所への簡

易手すりなどの設置、靴や杖・車椅子などの確保など�

避難者の生活動線の工夫、食事や物資受け取り方法の工夫、寝食の分離や地

域コミュニティと外部支援者とのコミュニケーションの機会を提供する場の確

保なども必要です。炊き出しや物資の運搬など、避難所運営において避難者が

何らかの役割を担うことも対策となりえます。�

� 対策の基本は、生活の活性化です。避難者が自立した生活を送ることができ

るように支援します。外部から必要以上の支援を行うことは、かえって生活不

活発病を悪化させますので注意します。�

��EE��避避難難所所等等ででののリリハハビビリリテテーーシショョンン支支援援

避難所の環境調整と併せて、活動量が維持できるように、散歩や体操、レク

リエーションなどが行えるようにします。避難所等において生活不活発病に関

する周知啓発を行い、生活不活発病が予測される要配慮者を把握し、個々にあ

表１：セルフケアに関する留意点（一部抜粋）（出典：「災害リハビリテーション標準

テキスト」医歯薬出版株式会社� 大規模災害リハビリテーション支援関連団体協議会）
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った指導を行い継続的に関わります。�

地域におけるリハビリテーション提供機関（病院、診療所、通所リハ、訪問

リハ、など）がサービスを再開しはじめたら、地域包括ケアシステムを見据え

た平時の取り組みにつながるよう、-5$7 から地域リハ提供機関へ支援活動を移

行します。�

��FF��仮仮設設住住宅宅のの環環境境整整備備

避難所から仮設住宅へ移動するにあたり、要配慮者は環境因子の変化により

活動等が低下し、身体機能低下を引き起こす可能性が高くなります。仮設住宅

入居者の身体能力に応じた環境整備を行うことが大切です。この点でもリハビ

リテーション専門職の助言・支援が有用です。

������車車中中泊泊・・深深部部静静脈脈血血栓栓症症（（''9977））対対策策

平成２８年熊本地震において、入院を必要とした深部静脈血栓症�肺塞栓症

の患者数は５４名（平成２９年３月まで）であり、そのうち車中泊者は４３人

（�����）に上りました。発災当日から深部静脈血栓症�肺塞栓症の入院が見ら

れ、発災翌日に入院数のピークを認めました。同じく、熊本地震発災後約 �ヶ

月の間に実施された '97 検診で陽性になるリスクが高い者は、高齢者（７０歳

以上）・眠剤使用者・下腿腫脹や下肢表在静脈瘤を認める者であったと報告さ

れています。�

� 車やテント、自宅軒下など指定避難所以外の避難の実態の把握にも努め、車

中泊対策、'97 対策を発災後速やかに開始する必要があります。�

��DD��車車中中泊泊のの実実態態把把握握とと ''9977 予予防防対対策策のの周周知知啓啓発発

保健医療福祉活動チーム、被災市町村の自治会や自主防災組織、消防団、警

察、132、ボランティア等と連携して、指定避難所以外の避難者に関する情報

収集、把握を行います。車中泊者には、パンフレットを渡すなどして '97 発症

のリスクを説明し、同じ姿勢を取り続けないこと、足首の運動や水分の十分な

摂取など '97 予防対策を周知します。同時に避難所等の情報提供を行い、避難

可能な人には避難所への避難を勧めます。�

� '97 予防対策には報道を活用した予防啓発が効果的です。発災直後から積極

的に幅広い周知啓発に努めます。�

��EE��避避難難所所環環境境のの整整備備、、''9977 検検診診

避難所においても '97 発症予防が大切です。'97 は高齢になるほど発症しや
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すいと言われています。避難所でトイレに行くのが不便だと水分摂取を控える

ようになり、'97 発症のリスクが高まりますので、十分な数のトイレを設置

し、清潔を保ちます。高齢者にはトイレに行きやすい場所を確保するなど環境

を整えます。また、段ボールベッドの使用を進め、生活不活発病予防の観点か

らも、歩行したり、体操したり、体を動かすようにします。避難所が過密であ

る場合には、別の避難所への移動を検討し災害対策本部へ依頼します。�

� 下肢エコーを用いた '97 検診によるスクリーニングは静脈血栓塞栓症の予防

に有効です。医療チームによる検診の際には避難所等にスペースを確保する、

避難者に検診受診を呼びかけるなど協力します。�

������在在宅宅被被災災者者支支援援

高齢者、障がい者（児）や乳幼児等の要配慮者だけでなく、犬や猫などのペ

ットを飼養する被災者のなかには、避難所のハード面の問題や他の避難者との

関係などから避難所へ避難しにくく、ライフラインが途絶した中で在宅での避

難生活を余儀なくされることも少なくありません。避難所に避難した被災者の

みならず、在宅被災者に対しても二次健康被害を防止し、生活が困窮すること

のないように健康調査を実施し、支援が必要な者を把握したうえで、保健・医��

療・福祉サービスや情報を届ける必要があります。�

在宅被災者に対する健康調査の実施主体である市町村が、被災状況に応じた

調査の実施計画を策定し、迅速に調査を実施できるよう、保健所では以下のポ

イントを参考に積極的な助言及び支援を行います。

��DD��健健康康調調査査実実施施目目的的のの明明確確化化、、対対象象者者のの把把握握

何を目的に被災者宅を訪問し、健康調査を実施するのかを明確にし、関係者

間で共有します。避難所における二次健康被害予防活動と同様に、在宅被災者

に対しても多職種による支援活動が必要になります。迅速かつ効率的に在宅被

災者の健康課題を把握するためには、各専門分野が別々に調査を行うのではな

く連携して実施することが大切です。�

また、必ずしも全戸訪問の必要はなく、被災状況を総合的に判断し実施地域

を特定したうえで、要配慮者のいる世帯から訪問するなど優先順位を決めて、

対象者の漏れがないよう効果的に実施します。仮設住宅入居後においては、環

境の変化による健康状態の悪化や孤立化を防ぐために、仮設住宅入居者全員を

対象に再度実施する必要があります。�
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��EE��実実施施時時期期おおよよびび期期間間、、調調査査実実施施者者のの確確保保

二次健康被害予防の観点から、可能な限り早い時期から実施することが求め

られますが、二次災害の危険性がなく調査が安全に実施できることを確認する�

ことも必要です。また、健康調査の結果をもとに課題を把握し迅速な対応に繋�

げるためには、できるだけ短期間で調査を終えるように計画を立てます。�

� 災害の規模にもよりますが、過去の災害事例においても調査の多くは保健師

等チームを中心に行っています。実施期間、対象世帯数をもとに全体の調査実

施者数および１日あたりの必要人数を確保します。目的に応じた調査票を作成

し、調査実施者に対して、目的・対象者・実施体制・調査手順・調査結果の報

告、とりまとめ方法等についてオリエンテーションを行い、十分に周知するこ

とが大切です。�

��FF��調調査査結結果果ののととりりままととめめ、、対対応応策策のの検検討討

調査の結果から把握した要配慮者および地域の健康課題などを取りまとめ、

関係者が集まって対応策を検討し、必要な支援が実施できる体制を整えます。�

������要要配配慮慮者者支支援援

平成２５年度の災害対策基本法の改正により、高齢者や障がい者、難病患

者、乳幼児、妊産婦、外国籍の方などは、防災施策において特に配慮を要する

要配慮者とされました。要配慮者の方々は、災害が発生した場合に、情報の把

握、避難、生活手段の確保などの活動が円滑かつ迅速に行いにくい立場に置か

れています。また、社会的な支援やこれまで利用していたサービスが限定され

てしまうおそれがあります。�

� それぞれの状況に合わせた「事前の準備」を十分に行うことが重要であり、

要配慮者のうち、災害発生時の避難等に特に支援を要する方を避難行動要支援

者といい、市町村において名簿や個別避難計画の策定が進められています。�

� 東日本大震災以降、災害時における福祉支援体制の構築を推進するため、都

道府県において、福祉施設関係団体や介護福祉士等の職能団体、社会福祉協議

会等からなる災害福祉支援ネットワークの構築と、避難所で災害時要配慮者に

対する福祉支援を行う「災害派遣福祉チーム（':$7；'LVDVWHU�:HOIDUH�

$VVLVWDQFH�7HDP）」の設置に向けた取り組みが進められています。':$7 を避難

所等へ派遣すること等により、避難所の環境整備、相談支援など福祉的な視点

から支援を行い、二次健康被害を予防し、安定的な日常生活への移行を目指し
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ます。�

災害発生後は、要配慮者の特性に応じ、ニーズに寄り添った支援活動が必要

になります。ここでは、高齢者、母子、障がい者への支援について記載しま

す。�

��DD��高高齢齢者者

高齢者は慢性疾患を有する人が多く、自身では服薬管理が十分ではないた

め、お薬手帳を確認する、かかりつけ医や調剤薬局と連携し、治療が継続でい

るよう支援します。避難所内では高齢者が落ち着ける環境や地域コミュニティ

の維持に配慮し、認知症やうつ病の予防と早期発見に努めます。ベッドや椅

子、食べやすい食事など食生活環境を整えます。生活リズムを整え、日中の活

動の場や介護予防運動を取り入れるなど配慮します。�

� 義歯や補聴器、杖など普段使用している補装具を携帯していない場合には、

それらの確保について地域の関係者と調整します。�

��EE��母母子子

避難生活では、乳幼児の泣き声などで迷惑をかけないよう、避難所を出て車

中で生活する人などもいます。妊産婦や乳幼児の状況を理解し、積極的に声を

掛け、行動することが大切です。妊婦や乳幼児とその同居家族を優先して受け

入れる母子避難所の設置も検討します。�

被災した妊婦、じょく婦は身体的にも精神的にも大きなストレスを抱えま

す。医療の提供、環境整備、清潔保持、食生活の改善等について優先的に支援

し、心理社会的ケアも提供します。�

都道府県が任命する災害時小児周産期リエゾンは、発災後、保健医療福祉調

整本部のもとで '0$7 等と連携し、小児周産期医療の支援調整を行いますが、

地域への支援活動として、妊婦の健康のアセスメントや避難所の乳幼児向けの

環境整備、子どもの遊び場設置などの支援も行います。�

平時には様々な母子保健サービスが展開されており、発災後も関係者による

継ぎ目のない支援の展開が必要です。平時の母子保健サービスのうち、特に予

防接種や乳幼児健診はできるだけ早期の再開を目指します。�

��FF��障障ががいい者者

障がい者には情報が正確に伝わりにくいことがあります。分かりやすい言葉

や文字、絵などによる情報伝達に配慮します。集団生活になじみにくい傾向が

あるため、自宅や車中泊など不適切な環境での生活を選ぶことがありますの
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で、避難所等では家族と一緒に、周囲の人に障害の特徴や対応について説明し

理解を求めます。�

��������こここころろののケケアア

�� 災害に直面すると、人は日常と異なった心の動きをすることが知られていま

す（表２）�。災害に直面した人々への支援を行う際に、被災者の心の動きを

正しく知ることが欠かせません。�

�� 発災後、大部分の被災者に一過性のストレス反応が生じますが、心理的応急

処置（3)$；3V\FKRORJLFDO�)LUVW�$LG）（後述）のような初期対応を行い、適

切な支援を提供すると、被災者自身の回復力を促進することが期待できます。�

こころのケアのレベルは被災者の特性に応じて「一般の被災者」レベル、

「見守り必要」レベル、「疾患」レベルの�３段階に分けられます（図４）。被

災者のこころのケアの必要性に応じて、適切な支援者によるケアが受けられる

ことが重要です。都道府県においてはこころのケアに関わる支援者間の連携が

とれよう配慮し、地域の医療資源やコミュニティへの引き継ぎが適切に行われ

るようにします。�

表２：災害後の時期別の被災地域の心理的変化�

（出典：令和２年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）「自治

体の災害時精神保健医療福祉活動マニュアル」災害派遣精神医療チーム（'3$7）と

地域精神保健システムの連携手法に関する研究）（研究代表者� 太刀川弘和）�
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災害派遣精神医療チーム（'3$7��'LVDVWHU�3V\FKLDWULF�$VVLVWDQFH�7HDP）

は、発災後４８時間以内に活動を開始し、本部機能の立ち上げ、急性期の精神

科医療ニーズへの対応や被災地での精神科医療の提供、精神保健活動への専門

的支援、被災した医療機関への専門的支援、支援者への専門的支援等の役割を

担います（図５）。

��

��

図４：３段階のこころのケアレベル（出典：「被災者のこころのケア� 都道府県対

応ガイドライン」平成２４年３月内閣府）�

図５：広域災害時の '3$7 指揮命令系統と役割の例�

（出典：「'3$7 活動マニュアル 9HU����」厚生労働省委託事業 '3$7 事務局）�
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��DD��こここころろののケケアア活活動動

急性期（フェーズ０〜１）�

� 誰もが大きなショックを受け、茫然自失の状態になります。災害の混乱の

中、救急救命、安全の確保、災害復旧等が優先される時期です。災害や安全に

関する情報の提供や被災者の相談などを通じ、住民の不安の軽減を図っていき

ます。�

� 市町村や保健所では、避難所等における要援護者やこころのケアを要する対�

象者の状況を把握し、必要時には '3$7 への支援依頼や医療機関への受診を助�

言します。また、継続支援が必要になる場合があるので支援者間で情報を共有�

するようにします。�

都道府県では '3$7 派遣要請を検討するとともに被災状況に関する情報を収

集・把握し、こころのケア対策についての方針や活動計画を協議し決定しま

す。�

報道の取材における侵入的な態度は、避難者の二次的なトラウマを招くおそ�

れがあるため、報道機関に対し、取材活動に係る避難住民への配慮を要請しま�

す。また、報道機関により心の健康管理に関する広報・周知を行います。�

亜急性期（フェーズ２〜３）�

主要な社会生活基盤の復旧が進みますが、避難所生活の長期化に伴い、過�

労やストレスにより心身の不調が起こりやすくなり、治療の中断による持病の

悪化や支援者の疲労も心配されるようになります。生活再建が進む人と進まな

い人の二極化が起きます。�

� 保健師等が避難所を巡回するなどして、引き続き、こころのケアを要する対

象者の把握に努め、こころのケアに関するパンフレットを配布するなど周知啓

発を行います。都道府県では避難所生活が安定し、相談体制が整備された段階

からこころの電話相談を開始します。市町村では被災者の健康支援計画策定の

ため、こころのケアのスクリーニング調査（7KH�.HVVOHU���,WHP�3V\FKROR�

JLFDO�'LVWUHVV�6FDOH（.�）、376'� 簡易項目スクリーニング等）も含めた健康

調査の実施について検討を始めます。�

� 地域の精神科医療機関の回復状況に応じて、'3$7 活動の終了時期を想定し、

こころのケア活動に関して、通常の精神保健業務の中で実施できるよう体制を

整備していきます。�

また、この時期は支援活動に携わり、気を張り詰めた生活を続けている支援

者（行政職員、消防隊など）は、心的外傷後ストレス障害（376'；3RVW�

7UDXPDWLF�6WUHVV�'LVRUGHU）や「燃えつき」などから様々な心理的問題を抱
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�

えてしまうこともあります。保健所は市町村や産業保健関係者と連携し、支援

者向けの研修会を開催したり、健康調査を実施して健康指導を行います。また

職員に対し交代の勤務体制や休暇の取得を徹底するなど、十分な休養を確保し

ます。�

��EE��ササイイココロロジジカカルル・・フファァーースストトエエイイドド（（33))$$����33VV\\FFKKRROORRJJLLFFDDOO��))LLUUVVWW��$$LLGG））

3)$ とは、災害や戦争などの危機的な出来事の影響を受け、苦しんでいる

人、助けが必要かもしれない人に行う心理的な支援のことで、支援活動が被災

者にとって有害であったり、押し付けがましいものとならないように配慮しな

がら、実際に役立つ支援を提供するための指針です。:+2 版 3)$ と米国版 3)$�

があります。3)$ は、発災直後から急性期にかけて、多くの被災者に生じる一

過性の心理的反応の回復を促進します。�

��

��

��

��

��

【【ココララムム：：33))$$ 活活動動のの原原則則】】��

�:+2 版 3)$ の基本的な活動の原則は、活動前の「準備」と、活動中の「見

る」・「聞く」・「つなぐ」です。これらの活動の原則は、災害状況の理解と安

全な現地への入り方、人びとに寄り添いニーズを把握する方法、人びとの実

際に役立つ支援や情報へのつなぎ方の指針になります。�

✓ 「準備」とは、被災地に入る前に、可能な限り状況について正確な情報

を収集することを指します。どこで何が起こったのか、人的被害状況な

どの被災状況をはじめ、被災地で利用できるサービスや支援の状況、危

険な場所の有無などを確認しておきます。

✓ 「見る」とは、安全を確認し、明らかに急を要するニーズがある人や深

刻なストレス反応を示す人がいないかどうか確認することです。

✓ 「聞く」とは、支援が必要と思われる人びとに寄り添い、耳を傾け、必

要なものや気がかりなことについて尋ね、気持ちを落ち着かせる手助け

をすることです。

✓ 「つなぐ」とは、生きていくうえで基本的なニーズが満たされ、サービ

スを受けることができるようにすること、正確な情報を提供すること、

被災者を大切な人や社会的支援と結びつけることです。�

3)$ は心理の専門家にしか出来ないことではありません。被災地住民の気

持ちに寄り添い、支えるスキルが記されていますので、災害対応に関わる関

係者は身につけておくようにしましょう。�

（出典：世界保健機関、戦争トラウマ財団、ワールド・ビジョン・インターナショナル心理

的応急処置（サイコロジカル・ファーストエイド：�3)$�）フィールド・ガイド������）世

界保健機関：ジュネーブ��（訳：（独）国立精神・神経医療研究センター、ケア・宮城、公

益財団法人プラン・ジャパン�����）�
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�
�

��������衛衛生生環環境境対対策策��

災害は人々の生活環境に大きな負の影響を与えます。大規模災害発生時には、

避難生活を余儀なくされる地域も広く期間も長期化しますが、生活環境の悪化

から感染症等の集団発生や持病の悪化等健康被害が生じるリスクが高まるため、

災害時における衛生的な生活環境の維持は大変重要です。�

ここでは、避難所等における衛生環境対策を中心に記載する他、災害廃棄物対

策と毒物劇物対策についても簡単に記載します。�

�

【【避避難難所所等等ににおおけけるる衛衛生生環環境境対対策策】】��

��DD��飲飲料料水水のの衛衛生生管管理理��

避難所内で使用する水は、飲料水や生活用水の用途に応じて、明確に区別して

使用します。�

断水当初、飲料水用の水は、原則として救援物資として届くペットボトルを使

用します。ペットボトル水はできるだけ冷暗所に保管し、開栓後は長く保存しな

いよう注意します。ペットボトルが確保できない場合は、給水車の水を利用する

ことを基本とします。給水車による水道水を毎日運搬することが可能な場合、ポ

リタンク等で保管する水は、毎日入れ替えて使用し、�日以上保管された水は飲

料水以外の用途に使用しますが、当該水を数日間使わざるを得ない状況の場合、

遊離残留塩素濃度を測定し安全性を確認する必要があります。その場合には、各

避難所に '3' 試薬及び遊離残留塩素濃度測定器を配置し、定期的に（�日３回程

度）水質を確認します。塩素が検出されない場合はそのまま飲料せず、煮沸して

飲用するか、煮沸が困難な場合は別の用途に使用します。�

�

��EE��トトイイレレ対対策策��

①トイレの確保�

発災直後に避難所等では、施設内の給水設備や下水設備の損傷、断水の有無を

早急に調べ、施設内のトイレが使用可能かどうかを判断し、使用不可時にはトイ

レを使用禁止として施錠し、張り紙などして周知します。既存トイレが使用でき

ない場合には、速やかに備蓄トイレ（携帯トイレ、簡易トイレ等）を確保し避難

所等に配置します。一方、各避難所等における仮設トイレ等の必要数の把握と設

置場所の決定を迅速に行い、必要数を要請するなどして避難所等への配置を行

います。仮設トイレ等の設置後は、定期的に設置状況を把握し、必要に応じてト

イレの不足数の把握や追加設置を行います。また、トイレの設置・管理にあたっ

ては、すべての被災者の方が安心してトイレを利用できるよう、要配慮者の方専

用のトイレや男女別トイレを確保するほか、安全性や使い易さ、プライバシーへ

の配慮、防犯対策等、多面的な視点からの確認も必要です。�
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【【仮仮設設トトイイレレのの設設置置ににつついいててのの留留意意事事項項】】��

避難所のトイレが使いにくい場合、飲食や水分を控えるなどにより二次

健康被害（脱水症、血栓症等）や、トイレ以外の場所をトイレとして使用�

してしまう等の問題の発生につながる可能性があります。そのため、仮設

トイレの設置に当たっては、衛生的な環境の確保のほか、使い易さやプラ

イバシー等への配慮が必要となります。

 トイレの数

 設置場所

・衛生的に問題のない場所（給水・食品を取り扱う場所から離す）

・生活区域の風下に設置する等、被災者に匂いや音、視覚的に不快

な思いをさせない配慮も必要

・し尿収集車が入ることが出来る場所

 構造等

・感染防止のため手洗設備や消毒薬を設置する

・可能な限り男女別に設置し、プライバシーに配慮する

・転倒等の防止のために通路の手すりや夜間照明の設置に配慮する

・高齢者や足が不自由な方のために洋式トイレの設置に配慮する

【【トトイイレレのの必必要要数数のの目目安安ににつついいてて】】��

◆ 市町村は、過去の災害における仮設トイレの設置状況や、国連等にお

ける基準を踏まえ、

・災害発生当初は、避難者約５０人当たり１基

・その後、避難が長期化する場合には、約２０人当たり１基

・トイレの平均的な使用可数は、１日５回

を一つの目安として、備蓄や災害時用トイレの確保計画を作成するこ�

とが望ましい。�

（出典：内閣府（防災担当）「避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン」�

平成２８年４月（令和４年４月改定））�

◆ マンホールトイレの１基あたりの使用想定人数は、５０～１００人を

目安とする。

避難者数とトイレの必要数の目安�

避難者数� ��� 人� ��� 人� ����� 人�

マンホールトイレ数 １～２基� ５～１０基� １０～２０基�

（出典：国土交通省�水管理・国土保全局�下水道部�

「マンホールトイレ整備・運用のためのガイドライン」平成２８年３月）�
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②トイレの衛生管理

トイレの衛生管理を適切に行うことは、感染症の蔓延、ねずみ・衛生害虫等の

発生を防止し避難所の衛生的な環境を確保するために重要です。そのため、避難

者に対し、トイレの清潔な使用方法や手洗いの徹底についてポスター等を活用

し十分に周知するとともに、トイレの定期的な清掃・消毒を実施します。�

�衛生資材、トイレ用品等の確保!�

トイレの入り口等には、手洗い用の水、ハンドソープ等の石けん、消毒液等

を確保する他、トイレットペーパーや生理用品、おむつ、フタつきの専用汚物

入れ（足踏み開閉式が望ましい。）を確保します。また、トイレの汚染を生活

区域等に持ち出さないためトイレ用の履物を用意します。�

�トイレ使用に関するルールの徹底!

避難者に対して、トイレ使用に関するルールについて周知徹底します。

�手洗いの徹底!�

流水式の手洗いを設けトイレの後の手洗いを徹底します。手洗い時にはハン

ドソープなどの石鹸と流水を使用し、手洗い後は消毒用アルコール等で消毒し

ます。�

・トイレの近くに流水式の手洗いがない場合は、手洗い用の水（飲料水用を使�

用）を貯めておくための蛇口のついたポリタンクを用意します。その際には�

ポリタンク内の手洗い用の水は１日１回、空にして入れ替えます。�

・手洗い用の清浄な水が確保できない場合は、ウェットティッシュや速乾性の�

消毒用アルコール等を用い手指消毒します。�

�トイレの定期的清掃・消毒!

トイレは継続的な衛生維持のため、定期的に清掃・消毒を行い、常に清潔を保

つよう心掛けます。その際、避難者やボランティア等によるトイレの清掃・消毒

の実施はトイレをきれいに使うことの動機付けにもなるため、避難所の管理者

はできるだけ多くの担当者にトイレの清掃の割振りをするようにします。清掃・

消毒の回数は、例えば午前 �回、午後 �回、夕方 �回実施し、トイレの汚れが目

立つようなら清掃・消毒回数を増すことを検討します。�

③し尿の管理

携帯トイレででるし尿（便袋）の他、簡易トイレや浄化槽式トイレにおいて

も、し尿が満杯となった場合、し尿の一時保管が必要となります。�
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一時保管場所は、生活区域からできるだけ離れた場所として、できるだけ密

閉した状態での保管に努め、定期的に回収を行います。�

また、し尿が保管される場合はハエの発生等にも注意が必要です。保管が長

引くときは、必要に応じて、消石灰等の散布による消毒も検討します。�

��FF��ゴゴミミのの衛衛生生管管理理

①ゴミ集積所の設置・管理

ゴミ集積所は、臭気により不快な思いにさせないよう生活区域から離れた、

被災者が捨てやすい場所、また、ゴミ収集車が入りやすい場所に設置します。

ゴミ集積所の管理・運営にあたっては、管理方法を明確に定め、ルールとして

定着させることが重要です。�

②ゴミの廃棄

ゴミは市町村の指示に従い種類ごとに分別収集します。具体的なゴミの捨て

方についてポスター等で周知します。生ごみはハエの発生源となるため、袋や

密閉容器に入れる等、衛生的管理に留意した上で長期間放置しないようにしま

す。�

また、ゴミが定期的に収集されているか避難所運営担当者に確認し、ゴミ収

集がない場合、密閉された倉庫内や屋外軒下の容器内で、拡散しないよう適切

な保管状態を確認します。�

【【ゴゴミミ集集積積所所のの設設置置・・管管理理ににつついいてて】】��

 ゴミ集積所の設置については次のことに留意する。

・収集車が出入り可能な場所

・居住空間からある程度以上離れ、臭気など影響が及びにくい場所

・調理場所など、衛生に関して十分注意を払わなければならない場所

から離れた場所

・直射日光が当たりにくく、なるべく屋根のある場所

・害獣・害虫への対応がなされた構造であることが望ましい

 ゴミ集積所の使用ルールを作成し、周知する。

・ゴミの分別収集を徹底する

・危険物（空のカセットボンベなど）分別には特に注意を払う

 ゴミは住居スペースにため込まず、こまめに集積所に捨てること

・個人や世帯で出たゴミは、各自で責任を持って捨てること

・分別や密封を行い、清潔に保つこと� など
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��GG��ねねずずみみ・・衛衛生生害害虫虫等等対対策策

避難所でみられるねずみ、ゴキブリ、蚊、ハエ、ダニ等は感染症を媒介した

り、刺傷、咬傷により皮膚炎やアレルギーの原因となる可能性がある他、大量

に発生すると不快であるばかりでなく、衛生的な環境を保つことが難しくなる

ため、施設内の衛生的環境を保つためには、適切なねずみ・衛生害虫等への対

策を行う必要があります。�

①ねずみ・衛生害虫等の生息場所の把握

厨房や食品の保管場所、トイレ、ゴミ集積所、排水槽の周辺等は、ねずみ・

衛生害虫等が発生しやすい場所です。発生場所を特定することで的確な発生予

防対策を講じることができます。�

②発生場所周辺の清掃

食べ物や残飯等を衛生的に管理することで、ねずみ・衛生害虫等の発生を防

止します。生活区域やトイレ、ゴミ集積所、排水槽の周辺等は定期的に清掃を

行い、常に整理整頓を行うようにします。�

③侵入の防止

避難所内にハエ、ねずみが侵入しない構造になっているか確認するととも

に、生活区域に蚊やハエ等が侵入するのを防ぐために、出入口や窓に網戸を設

置します。�

④ねずみ・衛生害虫等発生時の防除対策

感染症発生の恐れがある場合は関係部局と協議し対応します。ねずみ・衛生

害虫等の発生時には、被災者の健康に十分配慮した上で防除対策を行います。

特に、スプレー式殺虫剤などの薬剤を用いた防除を行う場合には、化学物質過

敏症の患者がいる可能性があるため、避難所内に作業実施日時、作業方法等に

ついて十分周知するとともに、使用後は必要に応じて強制換気、清掃等を行い

ます。�

��HH��生生活活区区域域のの環環境境管管理理

発災当初から避難所内は原則土足禁止とし、外からの汚れを持ち込まないよ

うにします。また、発災後１週間以内に、避難所に段ボールベッド等の簡易ベ

ッド、エアコン、パーテーション等の生活環境を整える備品が入るよう調達を

行います。�
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①避難所内の清掃

清掃方法、担当者、清掃頻度を決め、清掃方法は作業を標準化し、ポスター

の掲示等により周知します。月に１回程度、生活区域のすべての物を片付ける

等して大掃除を実施することを助言します。�

②暑さ対策

エアコンの設置等による避難所屋内の室温管理の他、脱水症や熱中症を予防

するため、こまめな水分補給とともに、水分と塩分が効率的に補給できるスポ

ーツ飲料等があれば優先的に補給するようにするよう助言します。また、避難

所内は風通しをよくし、生活区域が日陰になるよう工夫します。また、日中、

屋外で作業をする場合の留意事項（作業前と作業中に定期的に水分と塩分を補

給すること、作業で具合が悪くなった場合は直ちに作業を中止し屋内で休息を

とること等）についても助言します。�

③寒さ対策

冬季には避難所の室温は低くなりやすく、特に高齢者や乳幼児は寒さで体調

を崩す恐れがあります。大型の暖房器具（エアコン、石油ストーブ等）の設置

等により避難所屋内の室温を確保する他、簡易ベッドやマットの使用、毛布や

身体を加温する資機材（使い捨てカイロ、湯たんぽ、電気毛布等）の配付等を

確認します。また、暖房器具を長時間使用する場合、避難所屋内の空気環境が

悪化する恐れがあるため、室温に加え、室内の湿度や二酸化炭素濃度、定期的

な換気等にも留意する必要があります。�

④空気環境（化学物質）対策

空気環境については、建築物衛生法の空気環境基準（温度１８〜２８℃、相対

湿度４０〜７０％、二酸化炭素；�����SSP 以下等）を参考にします。各避難所

に温度湿度計を配置し、日常の温度湿度の測定と記録を避難所運営担当者等が

行うよう指導する他、避難所の空気環境の測定と評価を実施します。�

避難所屋内が密集した状況下で換気が不足すると、ほこりや二酸化炭素の増�

加によって被災者が体調を崩す恐れがある他、インフルエンザ、新型コロナウ

イルス感染症などの感染症の集団発生を惹起するリスクがあるため、窓を開け

る等定期的な換気を行います。石油ストーブ等の暖房器具を使用する際は、不

完全燃焼により屋内の一酸化炭素濃度が高まり生命に危険を及ぼすリスクがあ

るため、使用に当たっては換気を十分に行うように助言します。�

また、化学物質過敏症について啓発用ポスター類を手配し、各避難所に掲示す

る他、必要に応じて化学物質の除去などの対応を行います。�
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��II��簡簡易易ベベッッドドのの確確保保・・寝寝具具等等のの衛衛生生管管理理

避難所等において床に直接寝ることは、快適性を阻害する要因となるだけで

なく、埃の吸入等によるアレルギーや喘息の悪化や深部静脈血栓症の発症にも

つながるリスクがあるため、段ボールベッド等の簡易ベッドの導入が推奨され

ています。�

また、寝具にこもった熱や汗はダニやかびの発生の要因になります。ダニや

かびはアレルギーの原因物質となり健康上の問題が発生する恐れがあるため、

寝具等についても適切な管理が必要です。�

①寝具等の清潔保持

屋外に寝具を干す場合の必要物品（ブルーシート、パイプ椅子等）を調達す

るとともに、晴れた日には定期的に寝具の日光干しや通風乾燥を行います。最

低、�週間に �回の頻度で布団干し（又は布団乾燥機�乾燥車による乾燥）を心

掛けます。また、シーツ等は定期的に洗濯を行い交換します。洗濯ができない

場合はできるだけ新しいものと取り換えるようにします。シーツの交換は曜日

を決めるなど計画的に実施します。�

②寝具等の保管

新たに支給された寝具や日光消毒済みの寝具等は、使用済みのものと区分し

て衛生的に保管します。避難所等で避難者が使用する自治体所有の毛布やシー

ツ等、クリーニングの提供を必要とするものについては、都道府県等に支援を

要請します。連絡を受けた都道府県等は、「生活衛生同業組合との災害時にお

ける被災者支援に関する協定」に基づき支援を要請するなど、被災者の公衆衛

生の確保に努めます。�

��JJ��入入浴浴のの確確保保

入浴は、身体の清潔を保つために役立つばかりでなく、避難所の被災者にと

って生活上の大きな楽しみともなります。被災者が平等かつ快適に入浴の機会

を得ることが出来るよう、入浴のルールをあらかじめ定めておき、衛生面に十

分配慮しながら入浴機会を提供することが必要です。�

避難所内に入浴環境が整っていない場合は、身体の清潔を保つために清拭が

できるよう配慮するとともに、地域内に公衆浴場がある場合は、開設状況を把

握し利用を呼びかけます。�

①入浴ルールの設定

男女別に利用時間を設定し、生活グループ単位で利用するようにします。
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（入浴券の発行や利用時間の設定、入浴順（要配慮者の方を優先するなどの配

慮も必要です。）特に、女性の入浴時間帯には、入り口に当番が常駐するなど

プライバシーに配慮します。�

②入浴設備の衛生管理

�浴槽水の衛生管理!�

自衛隊が設置する仮設浴場の他、支援団体等から浴槽水の循環処理式の仮設

浴場が提供されることがあります。入浴施設の設置中は多くの被災者が利用す

ることから、レジオネラ症対策として、毎日の換水とともに、定期的に浴槽水

の遊離残留塩素濃度を測定し、遊離残留塩素濃度 ���PJ�/ 以以上の維持を徹底

する必要があります。�

�入浴施設の清掃!�

共同で行う入浴施設の清掃は、生活グループ単位等当番を決めて交代で行い

ます。浴室や脱衣室内の入浴者が直接触れる場所（浴槽、浴室や脱衣室の床・

壁など）や器具類等は常に清潔を保つように管理する他、浴室や脱衣室内は十

分な換気に留意します。�

③地域内の公衆浴場等の利用

地域内の公衆浴場等の営業状況を把握し、被災者に利用を呼び掛けます。市

町村は、被災者に対し入浴のサービスを提供する場合は都道府県等に支援を要

請し、要請を受けた都道府県は、「生活衛生同業組合との災害時における被災

者支援に関する協定」に基づき支援を要請します。�

��KK��生生活活衛衛生生ササーービビススのの確確保保

避難所で理容・美容のサービスを提供する場合、必ず理容師・美容師に依頼

して実施します。市町村は、被災者に対して理容・美容のサービスを提供する

場合は都道府県等に支援を要請し、要請を受けた都道府県は、「生活衛生同業

組合との災害時における被災者支援に関する協定」に基づき支援を要請しま

す。避難所でサービスを提供する場合は、実施場所等の衛生管理に注意しま

す。�

【【災災害害廃廃棄棄物物対対策策】】��

災害時には大量の廃棄物処理が必要となります。その種類は、通常の生活ご

みに加え、避難所ごみ、仮設トイレ等のし尿、片づけや損壊家屋の撤去等に伴
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い排出される災害廃棄物など多岐にわたりますが、廃棄物処理の停滞は、被災

者の生活環境衛生を脅かす他、中長期的に被災地の復旧・復興の遅れにもつな

がることから、災害時の廃棄物対策は重要な施策の一つです。�

災害廃棄物の処理主体は市町村です。市町村は平時に、国が策定する「廃棄

物処理施設整備計画」、「災害廃棄物対策指針」等を踏まえ、都道府県が策定す

る「災害廃棄物処理計画」とも整合を図りながら「災害廃棄物処理計画」を策

定しますが、本計画に示す具体的事項として、生活ごみ・避難所ごみ・仮設ト

イレのし尿等を含めた処理体制、仮置場の確保・運用方針、周辺地方公共団体

との連携・協力のあり方等があります。�

平時の廃棄物処理体制では対処できない規模の災害（以下「非常災害」とい

う。）が発生した場合、市町村は「災害廃棄物処理計画」に基づき被害の状況

等を速やかに把握し初動対応を実施するとともに「災害廃棄物処理実行計画」

を策定しますが、これには、災害廃棄物の発生量、処理体制、処理方法・処理

フロー・処理スケジュール等、災害の規模に応じた具体的な内容を記載します

（図１）。�

一方、都道府県は、市町

村が行う災害廃棄物対策に

対し技術的支援を行いま

す。�

非常災害時には被害状況

を踏まえ、関係機関団体と

の連絡調整を積極的に図り

ながら、災害廃棄物処理の

ための実行計画を必要に応

じて速やかに策定するとと

もに、関係機関団体と連携

して、域内の処理全体の進

捗管理に努める他、市町村

から事務委託を受け、災害

廃棄物処理の一部を実施す

る場合もあります。�

（参考：環境省環境再生・

資源循環局�災害廃棄物対策室

「災害廃棄物対策指針（改訂

版）平成３０年３月」）�
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�
�

【【毒毒物物劇劇物物対対策策】】�� ��

��DD��毒毒物物劇劇物物事事故故にに係係るる情情報報等等のの収収集集・・連連絡絡��

発災時、毒物劇物による大規模な事故が発生した場合、毒物劇物営業者等�

� から連絡を受けた都道府県は国（厚生労働省医薬・生活衛生局）に連絡しま�

す。国は、当該毒物劇物の特性、取扱い上の注意事項等、応急対策の実施に�

あたり必要な情報等を都道府県に連絡し、都道府県は、当該情報を関係市町�

村、関係機関等に連絡します。�

� � 毒物劇物事故発生直後、都道府県は、人的被害の発生状況等の情報を収集�

� するとともに、毒物及び劇物取締法の規定に基づく毒物劇物営業者等からの�

� 届出、従前実施していた立入検査の結果、被災した毒物劇物営業者等に対す�

� る問い合わせ等の情報から、被害規模に関する概括的な情報を把握し国に連�

� 絡します。また、その後も継続して、当該毒物劇物事故の被害状況に関する�

� 情報等を把握する他、立入検査等により把握した毒物劇物営業者等の応急対�

� 策の活動状況や対策本部の設置状況等の情報を国に連絡します。�

��

��EE����毒毒物物劇劇物物事事故故にに係係るる拡拡大大防防止止活活動動��

都道府県は、必要に応じ市町村等の協力を得つつ、毒物劇物の流出・拡散�

防止、流出した毒物劇物の除去、住民等に避難など適切な応急対策を講じる�

� とともに、毒物及び劇物取締法の規定に基づき、毒物劇物営業者等に対し、�

� 保健衛生上の危害を防止するために必要な応急の措置を講ずるよう指導しま�

す。（出典：厚生労働省防災業務計画（令和３年９月修正）� � � � � � � � � �

�

��

�

�

�

�

�

�

��

��

��������食食品品衛衛生生対対策策��

大規模災害発災時、家屋の浸水や倒壊等により多くの被災者が避難所に避難

する他、ライフラインの被害により断水や物流の停滞が発生することで、避難

所等での衛生上のリスクは高まり食中毒も発生しやすくなります。避難所等で

の食中毒を防止するためには、自治体、食品衛生に係る関係団体、保健医療福

【【化化学学物物質質のの危危険険有有害害性性情情報報ににつついいてて】】��

～インターネットで得られる情報源の例～�

◆ 化学物質総合情報提供システム（1,7(�&+5,3）；�

� � � � � � � � � � � � � � �（独法）製品評価技術基盤機構�

◆ 化審法データベース��-�&+(&.�；（独法）製品評価技術基盤機構�

◆ 職場のあんぜんサイト；厚生労働省�

◆ 化学物資の安全対策サイト����厚生労働省�

�
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祉活動チームが連携して、災害のフェーズを通して継続的に巡回指導や周知啓

発に取り組む必要があります。�

��DD��情情報報収収集集

発災直後から、開設された避難所数や避難者数、避難所のライフラインの状

況や衛生状況等の把握を開始します。特に、ライフラインの被災等により衛生

状況が悪化している避難所については的確に把握し、速やかな衛生指導につな

げます。�

また、被災地保健所の被災状況についても把握する他、管内の大規模製造施

設や食品検査機関の被災状況等についても情報収集を行います。�

��EE��物物資資調調達達・・人人的的支支援援

発災後、保健所に備蓄されている衛生資材を速やかに避難所等に提供し、不

足する場合は速やかに都道府県庁の備蓄資材を提供します。本庁の備蓄資材が

不足する場合は、速やかに購入手続きを行うとともに、「食品衛生協定」に基

づき、都道府県内の食品衛生協会（以下「都道府県食協」という。）や、都道

府県食協を通して公益財団法人日本食品衛生協会（以下「日食協」という。）

等の関係団体に衛生資材の調達を依頼します。�

被害規模が大きく保健所の食品衛生監視員だけでは衛生指導が困難な場合

は、必要に応じて「食品衛生協定」に基づき、都道府県食協を通して日食協等

の関係団体に支援を依頼するとともに、都道府県組織内の支援だけでは対応で

きない場合は、国や自治体等からの支援を要請します。�

��FF��周周知知啓啓発発・・広広報報

発災直後から保健所等を介して、避難者や避難所運営管理者等に対し、食中

毒防止や消毒の徹底に係るチラシ等の資材を活用した食中毒防止の啓発を実施

するとともに、都道府県のホームページに掲載する等広く周知を行います。ま

た、各保健所に対し、確実に食中毒防止対策を実施するための通知を発出しま

す。�

発災後概ね１週間を過ぎる頃から、避難所での炊き出しボランティアが増加�

します。食品の調理や保存の衛生的な実施や弁当等の保管等に関するチラシを

作成し、保健所、市町村、保健医療福祉活動チーム等と連携し効果的な食中毒

防止の啓発を図ります。また、避難所運営が長期化し気候の変化に伴う食中毒

の発生リスクが高まる場合には、当該リスクを考慮したチラシを作成し注意喚

起を図ります。�

仮設住宅への入居が始まるフェーズにおいては、仮設住宅入居者向けの食中
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毒防止の啓発チラシを作成し配付するとともに、出前講座等の実施も検討しま

す。�

��GG��避避難難所所ででのの衛衛生生指指導導��巡巡回回指指導導��

①避難所等への衛生指導

発災直後から保健所は、都道府県本庁、関係団体、保健医療福祉活動チーム

等と連携し各避難所への衛生指導を実施します。巡回指導を通して、特に衛生

状況の悪化が報告された避難所に対してはできるだけ速やかに監視指導を実施

します。仮設住宅への入居が始まるフェーズにおいては、集会場や共同施設に

対し、これらの施設での食中毒防止を図るために必要な監視指導を実施しま

す。�

②炊き出しボランティアへの衛生指導

保健所は、管内避難所での炊き出しボランティアに対して監視指導を実施し

ます。巡回指導を通して、特に衛生状況の問題が報告された炊き出しボランテ

ィアに対しては、できるだけ速やかに監視指導を実施します。�

避難所数が多い場合などでは、全ての炊き出しボランティアに対して食品衛

生講習会を実施することが困難なため、「炊き出しチェック表」等を活用し、

効率的な衛生状況の把握・指導を行います。�

③弁当等の適正表示の確認・指導

保健所は、避難所等で配布される弁当等の表示が適切であるかを確認し、適

切でない場合は速やかに改善指導を行います。�

大規模災害時に、食品表示法を所管する消費者庁から食品表示の弾力的運用

について提案がある場合は、食品製造業者の状況を確認し、適正な運用につい

て消費者庁と協議をします。食品表示に弾力的運用が適用される場合は、避難

所運営管理者や関係事業者に情報提供するとともに、基準が緩和されていない

表示が適正になされているかを確認します。�

��HH��食食中中毒毒発発生生時時のの対対応応

避難所等で食中毒が発生した場合は、所定の検査を実施するとともに、食中

毒の原因食品、原因施設等の調査を実施し被害の拡大防止に努めます。�

食中毒被害が拡大する懸念がある場合は、国（厚生労働省医薬・生活衛生

局）に報告し、国は、食中毒の被害が甚大で都道府県のみでは対応が困難と認

められる場合には、都道府県の要請に基づき、近隣都道府県等への支援要請

等、必要な助言・支援を行います。�
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��II��給給食食施施設設・・食食品品製製造造施施設設へへのの指指導導助助言言

①給食施設への助言等の実施

被災した学校の給食施設から、再開に向けての衛生管理について助言依頼が

あった場合は、必要に応じて使用水の状況や施設の状況を確認し、適切な助言

指導を実施します。�

②食品製造施設への衛生指導

関係保健所に対し、管轄の弁当製造施設の監視指導を実施する旨の通知を行

うとともに、必要に応じて、都道府県食協に対し弁当製造施設への巡回指導を

依頼します。保健所は管内の弁当製造施設の監視指導を実施し、巡回指導の結

果、特に問題がある旨の報告を受けた施設に対して速やかに監視指導を行いま

す。�

��������被被災災動動物物対対策策

災害時における被災動物対策は、人への危害防止及び動物愛護、生活環境の

保全等の観点から実施されます。被災動物対策の活動は、避難所等におけるペ

ット対策の他、放浪動物への対応、特定動物（危険動物）の逸走への対応等と

多岐にわたりますが、このような被災動物対策活動を円滑に遂行するために、

動物救護本部（仮称）（以下「本部」という。）を設置し指揮調整を行います。�

��DD��被被災災動動物物対対策策ににおおけけるる指指揮揮調調整整業業務務

①被災動物対策に係る体制の構築

大規模災害発生後、可及的早期に被災動物対策のための初動体制を立ち上

げ、関係機関団体との情報伝達共有ラインを構築し連絡調整を開始するととも

に本部設置の検討を開始し、早期に本部を設置します。本部は行政や地域の獣

医師会等関係機関団体から構成され、本部設置後対策会議を開催し統合指揮調

整を図ります。�

②情報収集・分析評価・対応の企画立案

発災直後から、地域の被災状況の把握とともに、保健所等の動物収容施設や

特定動物飼養施設の状況の確認等の情報収集を行います。�

一方、開設された避難所等へのペット同行避難の状況の把握を開始し、避難

所等においてペット同行避難状況調査（避難所等でのペットの飼養状況及びニ

ーズの把握）を実施します。また、応急対応期（フェーズ３）には、ペット同

行被災者が応急仮設住宅に入居する際にも、飼い主への支援に資するため、ペ
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ット同行入居状況調査（応急仮設住宅でのペットの飼養状況及びニーズの把

握）を実施します。�

収集された情報を整理・分析評価することにより課題を抽出し、対策会議に

おいて課題解決に向けた対応方針を決定する体制を確立します。�

③物資調達・義援金事務

被災動物対策のための物資が不足する場合には、災害協定を締結している関

係団体等へ支援を要請するとともに、届いた救援物資を必要とする場所へ円滑

に供給するために、物資の仕分けのための要員確保や保管場所・搬送手段の確

保等供給体制を整備します。�

被災動物のための義援金の受付窓口を設置するとともに、義援金振込先口座�

の開設、ウェブサイト等への義援金募集の告知を行います。また、集まった義

援金の収支管理報告や使途の公表等を行います。�

④応援要請・受援調整

被災動物対策を円滑に遂行するための人材が不足する場合には、被災動物対

策に係る関係部局、国（環境省）、他自治体等に応援を要請するとともに、動

物愛護推進員への協力を要請します。�

また、必要に応じて、ボランティアの募集（社会福祉協議会が実施主体とな�

る災害ボランティア受付窓口との連携が望ましい。）を行い、参集したボラン

ティアに対しては配置調整や管理を行います。

⑤広報・渉外業務

発災早期に避難動物や放浪動物に関する相談窓口を設置し、ペットに関する

相談窓口を一元化します。また、被災動物に関する情報発信も一元化し、ウェ

ブサイト等を活用した情報発信を開始し、飼い主によるペットの迷子情報の掲

示の設定や避難所等におけるペットの飼養等に関する周知等を行います。�

��EE��避避難難所所等等ににおおけけるるペペッットト対対策策

①避難所等におけるペットの救護・同行避難体制の支援

発災時、ペット同行避難者の指定避難所への避難誘導等ペットの避難・救護

は市町村が行う活動に含まれますが、都道府県は市町村が行うペットの避難・

救護に対し助言や支援を行います。�

また、避難所等においては、市町村等と協力し動物の適正飼養について指導

する他、飼い主に対し避難所管理者が行う、ペットの飼養スペースや飼養方法

（ルール）等の決定・周知等に対する助言や、飼い主による自助グループの立
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ち上げ支援等、ペット同行避難体制を支援します。� �

また、飼い主が入院等のやむを得ない事情により自力ではペットを飼養する

ことができない場合には、飼い主からの依頼に基づくペットの一時預かりを支

援します。�

応急対応期（フェーズ２）には、新たな飼い主が必要なペットのための譲渡

体制を構築し、応急仮設住宅へのペット同行入居者受入れについて市町村に助

言を行う他、応急仮設住宅入居の際には、応急仮設住宅での飼養方法（ルー

ル）等の決定等において仮設住宅設置者等を支援します。

②避難所等における飼い主への支援（避難所等における具体的活動）

避難所等では次のような活動が行われます。

・負傷動物の救護（獣医療の提供）

・飼い主からの依頼に基づくペットの一時預かりの実施（必要に応じて広域

連携による一時預かりの実施）

・指定避難所等でのペット同行避難状況調査（ペットの飼養状況やニーズ等

の把握）

・避難所等での情報提供（掲示、配付資材、ウェブサイト等の活用）

・避難所等での定期巡回・相談コーナーの設置・相談会の実施

（ペットの適正飼養や健康管理、動物由来感染症防止等に係る指導助言）

・避難所での飼い主相互協力による衛生管理等の活動の支援（自助グループ

の立ち上げ支援）

・避難所等でのニーズに応じた備蓄品や必要物資（ペットフード、ケージ

等）の配付

・（必要に応じて）飼養専用施設の設置�

また、応急対応期（フェーズ３）に応急仮設住宅では次のような活動が行わ

れます。�

・応急仮設住宅でのペット同行入居状況調査（ペットの飼養状況やニーズ等

の把握）

・応急仮設住宅での情報提供

・応急仮設住宅での定期巡回（ペットの適正飼養や健康管理、動物由来感染

症防止等に係る指導助言）

・応急仮設住宅での飼い主（ペット飼養者）相互協力による活動の支援

・応急仮設住宅入居に際し必要な物資（ケージ、ペット表札等）の支援
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�
�

��FF��放放浪浪動動物物へへのの対対応応��

災害時には放浪動物（逸走したペット、放し飼い状態の動物等）への対応が

必要となることがあります。放浪動物に対しては保護・収容し、預かり先の確

保調整を行う他、負傷している場合には獣医療を提供します。また、必要に応

じて、動物救護施設を設置運営することもあります。�

また、速やかに放浪動物（ペット）を飼い主に返還することができるよう、

関係機関団体と連携し、保護した場所での保護カードの掲示や公示を行う他、

飼い主に返還できない放浪動物については、公示等により新たな飼い主探しを

行い譲渡につなげます。�

� � �

��GG��特特定定動動物物のの逸逸走走にに係係るる対対応応��

発災時には特定飼養施設等から特定動物（危険動物）の逸走が発生するリス

クがあります。発災時、特定飼養施設の破損状況や特定動物の逸走状況等を確

認し、逸走を探知した場合には、関係部局及び警察や消防等関係機関団体と連

携し、地域住民への情報提供、捜索・捕獲対応といった一連の対応を行いま

す。�

�

�

��������御御遺遺体体のの取取扱扱いいにに係係るる対対応応��

御遺体の取扱いにあたっては、常に死者への尊敬を念頭に置き、亡くなられた

方のプライバシーの保護、そして大切な方を失われた御遺族の気持ちに十分配

慮し対応することが必要です。�

�

【【被被災災市市町町村村等等がが実実施施すするる対対応応】】��

��DD��情情報報収収集集��

被災市町村（以下「市町村」という。）は発災後速やかに区域内の死亡者数、

火葬場の被災状況等について、また、火葬場設置者は火葬場の被害状況、火葬要

員の安否・出勤の可能性、火葬能力、応援の必要性等について把握し、それぞれ

都道府県に報告します。�

��

��EE��遺遺体体収収容容所所のの設設置置・・運運営営��

発災後、速やかに遺体収容所設置を準備し、順次開設します。�

また、迅速かつ的確な検視・検案活動が実施できるよう、都道府県や警察等�

と連携し、速やかに検視・検案体制を確保するとともに、遺体収容所における各

業務（御遺体の搬出入、保存等）を円滑に遂行するために、遺体収容所への管理

責任者の配置をはじめ、遺体収容所における業務体制を整備・決定します。�
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��FF��資資機機材材・・遺遺体体搬搬送送手手段段のの確確保保

棺、ドライアイス等、御遺体の保存に必要な資機材、搬送手段を調達・確保し

ます。特に棺、ドライアイス、遺体搬送用車両の確保は迅速に（発災後２４時間

以内に）行いますが、確保が困難な場合は、都道府県や関係機関等に応援を要請

します。�

火葬場設置者は、火葬に必要な燃料や資機材の確保が困難な場合は、都道府県

に手配を要請しますが、都道府県は要請を受けて、関係事業者や関係団体（表１）

に応援・協力を依頼します。�

表１：御遺体の埋火葬・保管に係る資機材、搬送に関する関係団体�

物質等� 関係団体（関係省庁）�

棺、納体袋等� 全日本葬祭業協同組合連合会（経済産業省）�

全日本冠婚葬祭互助協会（経済産業省）�

搬送手段� 全日本葬祭業協同組合連合会（経済産業省）�

全日本冠婚葬祭互助協会（経済産業省）�

全国霊柩自動車協会（国土交通省）�

全国トラック協会（国土交通省）�

ドライアイス� ドライアイスメーカー会（経済産業省）�

（出典：「大規模災害時における御遺体の埋火葬等の実施のための基本的指針の策定につい�

て」（平成２６年７月３０日付け健衛発第 �号厚生労働省健康局生活衛生課長通知））�

��GG��業業務務要要員員のの確確保保

遺体収容所の業務要員の確保にあたって、必要に応じて都道府県に支援を要

請します。��

火葬場設置者は、火葬要員の被災のため火葬場が稼働できない場合は、都道府

県に手配を要請します。都道府県は、他の火葬場設置者や近隣の都道府県に対し

火葬要員の派遣を依頼するとともに、国にその旨を報告します。�

【【遺遺体体収収容容所所ととししててのの施施設設条条件件のの例例】】��

・屋内施設

・避難所や救護所など他の用途と競合しない

・検視・検案も確保可能な一定の広さを有する

・身元不明者の一時保存場所として使用可能

・水、通信、交通手段を確保できる

・（検視・検案場所）御遺体が外部から遮断される（覗かれない）�
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��HH��広広報報

遺体安置所の所在地や名称、収容した御遺体に関する情報等について、都道

府県、警察等と連携し、市町村の庁舎や遺体収容所等に掲示する他、報道機関へ

の情報提供、問い合わせ窓口の開設などにより住民等へ周知します。また、火葬

相談窓口を設置し、遺族等に対し火葬等に係る事務手続き方法の周知、火葬場や

搬送等に関する情報等の提供を行います。�

II��遺遺体体収収容容所所ににおおけけるる対対応応

①御遺体の搬送

捜索により発見された御遺体を遺体収容所に搬送する他、遺族等が御遺体を

搬送できない場合にも搬送手段を調整します。�

②検視・検案

検視は警察が行います。検案は、監察医、警察協力医、救護班等の医師が警察

の協力を得て行います。�

③御遺体の安置（一時保存）

検視・検案終了後、必要に応じて御遺体の洗浄、縫合、消毒等の処置を行いま

すが、当該措置にあたっては環境汚染、衛生に留意し、また、御遺体は感染症を

保持している可能性もあることから適切な感染予防対策を講じます。また、納棺

にあたっては、御遺体の氏名、番号を記載した「氏名札」を棺に添付する他、腐

敗防止対策を徹底します。（�御遺体あたりのドライアイスの必要量は１０㎏�日

（夏季の使用量は３０㎏�日が大まかな目安）��

④御遺体の身元確認・引渡し

身元不明の御遺体については、御遺体や所持品の写真撮影、御遺体の人相や特

徴、着衣等の記録を行う他、必要に応じて歯科医師の応援の下、歯の特徴の把握

や歯型の採取を行うなど身元確認に努めます。�

警察は、検視・検案が終了し身元が明らかになった御遺体を遺族等に引き渡し

ます。引渡しにあたっては、検案医が作成した「死亡届兼死体検案書」を必ず受

領させ、市町村の死亡届受付窓口に提出のうえ火葬許可をとるよう指導します。�

身元不明の御遺体は市町村に引渡されます。また、遺族等身元引取者が明らか

でない御遺体については、市町村が御遺体の氏名等を掲示するなどしてその早

期発見に努めます。一定期間（御遺体の引継ぎから概ね �週間程度）経過した身

元不明の御遺体は市町村が火葬します。�
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��JJ��火火葬葬許許可可事事務務

検視・検案を終え、遺族等に引き渡された御遺体について死亡届を受理し、死

亡届受理後速やかに火葬許可証を発行します。��

�火葬に係る特定的取扱い!�

市町村及び火葬場設置者は、迅速な火葬許可事務の実施が困難であると認め

られる場合には、戸籍確認の事後の実施等、状況に応じた事務処理を行います。�

��KK��御御遺遺体体のの火火葬葬

策定した火葬スケジュールに基づき火葬場の割振りを行い、受入れ先の火葬

場設置者と火葬の実施方法について詳細な調整を行うとともに、遺族に対し火

葬場所・日時、搬送手段等について情報提供を行います。また、身元不明の御遺

体の搬送を行う他、遺族等が搬送できない場合には搬送手段を調整します。�

��LL��引引取取者者ののいいなないい遺遺骨骨等等のの保保管管

引取者のいない遺骨や遺留品については、引取者が現れるまでの間等遺骨保

管所等を設け保管します。�

【【広広域域火火葬葬のの実実施施】】��

大規模災害により被災市町村の火葬場の火葬能力だけでは御遺体の火葬を行

うことが不可能となった場合、「広域火葬計画」等に基づく都道府県の調整のも

と、都道府県内外の火葬場を活用して広域的に火葬を行います。�

��DD��広広域域火火葬葬実実施施体体制制のの整整備備

大規模災害が発生し、広域火葬が必要であると判断した場合、都道府県は広域

火葬の専属班等の設置をはじめ、迅速で的確な広域火葬実施体制を整備します。�

��EE��被被災災状状況況のの把把握握・・報報告告

都道府県は、死亡者数や火葬場の被災状況等に係る市町村、火葬場設置者から

の報告をとりまとめ、速やかに国に報告します。�

また、火葬場設置者は広域火葬が終了するまでの間、火葬の状況を集計し日報

として都道府県に報告しますが、都道府県は当該報告をとりまとめ国に報告し

ます。�
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��FF��広広域域火火葬葬のの実実施施にに係係るる調調整整

市町村は、広域火葬が必要と判断した場合には、速やかに都道府県に広域火葬

の応援・協力を要請します。�

都道府県は、市町村からの応援要請や被災状況等に基づき広域火葬の実施を

決定し、受入れ可能な火葬場設置者や近隣県に対し広域火葬の応援・協力を依頼

するとともに国に報告します。また、広域火葬の実施について、都道府県内の市

町村、火葬場設置者等に周知するとともに、住民に広域火葬体制にあることを周

知し理解と協力を求めます。�

都道府県は火葬場設置者や近隣県等からの応援承諾状況を整理し、市町村ご

とに応援火葬場の割振りを行います。�

市町村は、広域火葬を行う必要がなくなった場合は都道府県に連絡します。都

道府県は、市町村からの連絡や火葬状況の報告から判断して支障がないと認め

る場合には広域火葬を終了し、関係する市町村及び火葬場設置者等に周知する

とともに国に報告します。�

��GG��火火葬葬にに係係るる特特定定的的取取扱扱いい

大規模災害発生時、市町村と火葬場設置者は、迅速な火葬許可事務の実施が困

難と認められる場合には、実態に応じた特定的取扱いについて都道府県と協議

をします。都道府県は国に照会等を行い、その結果を市町村と火葬場設置者に連

絡します。当該結果を踏まえ、市町村及び火葬場設置者は、戸籍確認の事後の実

施等、状況に応じた事務処理を行います。�

���� ロロジジスステティィッッククスス活活動動

災害時に活動を効率的に行うためにはロジスティックスに関する識能が必要

とされます。'+($7 では、活動に必要な連絡・調整及び情報収集と管理、活動に

関わる通信や移動手段、装備品、生活手段の確保などが求められます。ロジステ

ィックスはチームの活動に必要不可欠な役割となるため、各自治体での訓練へ

の参加および (0,6 や '��+ などの情報ツールが使えるようになることが求めら

れます。'+($7 は自立性が求められますが、ロジスティックスにおいても可能な

限り自立し、被災地への問合せや要求は必要最低限であることが求められます。�

チーム内にロジスティックス担当が専従として人員確保できない場合には、

班員の一人あるいは複数人がその役割を担う必要があります。派遣前に班内で

役割分担を行い、ロジ担当者を決めておきます。�

ロジ担当者は、派遣前に、都道府県庁担当者から移動手段および宿泊先の情報
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を得ておきます。さらに都道府県庁担当者とともに、交通事情の把握と代替え手

段の検討、資金確保と管理、機材の準備などを行います。通信手段の確保は重要

となりますので、持参するパソコンが現地で使える仕様となっているか、公用携

帯電話が利用可能かなどを確認します。�

� 自チームの情報管理としては、自チームの活動状況の記録（クロノロジーの記

載、写真や動画撮影）が重要です。クロノロジーは各班員が自身のノートなどに

記載したもの、本部活動をホワイトボードなどに記載したものを指し、日時や記

載者がわかるように整理し、派遣先や派遣元に情報共有します。特に写真や動画

は後の資料や活動報告として有用なため、幅広い場面で撮影します。�

チームの活動に必要な情報やデータは、他の支援団体等が既に入手していな

いか、オリエンテーション資料を活用できないか等を確認し、'+($7 事務局への

問合せ、インターネットなど複数の方法で検索します。有用なデータは対策本部

で共有するほか、後続チームへも引継ぎます。�

� 課題や改善状況を示すデータを見える化し、次の活動の参考となるよう対策

本部や市町村へ提供します。対策（本部）会議の資料や議事録、報告書の作成を

タイムリーに行い、本庁や '+($7 事務局にも共有します。

移動手段や生活手段の確保としては、災害時緊急通行許可証の管理、ガソリン

スタンドの探索、飲食店やコンビニエンスストアの検索、資金と領収証の管理な

どが具体例としてあげられます。派遣中に宿泊先の変更が必要となった場合に

は、派遣元の協力も得ながら、より活動しやすい場所に確保します。�

活動中に資機材の不足が生じた場合には、同等のものを確保・購入するか、代

替手段を用いることを検討します。資機材の過不足は活動終了前に確認のうえ、

本庁担当者に報告し次の派遣準備に生かされるようにします。�

【【ココララムム：：令令和和２２年年７７月月豪豪雨雨�� ''++(($$77 活活動動経経験験かからら】】��

組織図や役割分担の変更、クロノロをすぐにパソコンに入力し、本部に

送る作業は '+($7 の役割になります。'+($7 には訓練したロジスティック

ス人員が必要です
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区分 品名 数量 備考

DHEAT活動ハンドブック（本書）　* 1

記録様式のコピー(内訳は別シート）　* 適宜 データ、紙どちらも準備

啓発用パンフレット、リーフレットなど　* 適宜 データ、紙どちらも準備

被災地の医療圏情報がわかるもの　* 2組

物品リスト　* １個

資金 現金（紙幣・硬貨バランス良く） 適宜 移動距離、日数に応じて

公用携帯電話 2台

モバイルパソコン　* 各自1台 プリンター、オンライン会議システムにつながるものを1台以上

 　　パソコン用予備バッテリー 1個

 　　パソコン用ＡＣアダプター 1式

 　　モバイルWi-Fi ／ データカード 2個 チームが分散することもあるため複数準備

 　　LANケーブル 2本

オンライン会議用カメラ 1個

ＵＳＢメモリースティック　* 各自1個 １Ｇ程度、PC台数と同数

モバイルプリンター　* 1台 プリンタードライバー付、PCとの接続確認

 　　プリンター用ケーブル 1組

 　　プリンター用ＡＣアダプター 1式

 　　プリンター用紙 500枚 

プリンターインクカートリッジ 2組

マウス、マウスパッド １式

デジタルカメラ　* 1台 スマートフォンでの代用可

 　　デジタルカメラ用充電器 1個

 　　パソコン接続ケーブル 1組

拡声器 １台

テーブルタップ　* 1個以上 3口（アース付）

電源プラグ変換器（3P-2P変換） 2個

車載用ＡＣコンセント（インバーター） 1個

小型プロジェクター　 １台

 　　接続ケーブル １式

衛星携帯電話（データ通信対応機種） 1台 BGAN・ワイドスターⅡ等、通常の携帯電話が利用可能であれば不要

 　　衛星携帯電話用予備バッテリー 1個

 　　衛星携帯電話用ＡＣアダプター 1式

 　　衛星携帯電話用外部アンテナ 1台

 　　衛星携帯電話アンテナ用延長ケーブル 1式

 　　衛星携帯電話用パソコン接続ケーブル １式

トランシーバー 5台 可能であれば簡易業務用無線

 　　トランシーバー用充電器 5個

連絡先一覧　* １冊 随時追加記載

ノート 5冊 チームの人数分

フラットファイル 5

記録用板 5

簡易白板用シート（模造紙等でも可）　* 1箱 ポリオレフィン製

 　　ホワイトボードマーカー 10本 黒・赤・青

被災地域地図（広域：都道府県地図） １冊

被災地域地図（詳細：市町村地図）　* １冊

緊急車両証明　* 1枚

ETCカード 1枚

電波時計 1個

携帯ラジオ（可能であればワンセグＴＶ） 1台

車載カーナビ（可能であればＴＶ対応） 1台

ゴミ袋 20枚

ガムテープ 1個

トラテープ 1個

ロープ（10m程度） 1本

ティッシュペーパー 5箱

ウェットティッシュ 5個

荷造り紐 1個

毛布 5枚

寝袋 5個 冬季・寒冷地

アルミマット 5枚

虫よけスプレー 2個 夏季

ポリタンク（折りたたみビニール製） 1個

バケツ 2個

簡易トイレ 5個

懐中電灯 2個

道路地図 1冊

被災地近隣地図　* １冊

ブルーシート 1枚

万能ナイフ 1個

ビニールカッパ 5個

ごみ箱（針捨てBOX） 1個 感染性廃棄物用

タイヤチェーン １組 冬季・寒冷地（スタットレス可）

ミネラルウオーター（500ml×24入り） 2箱

非常食（例：パン缶・惣菜缶等） 20食

インスタントコーヒー・お茶・味噌汁 1箱

カセットコンロ（簡易ストーブ） 1式

カセットコンロ用ボンベ 2個

やかん 1個

簡易食器 1式

紙コップ 20個

割り箸 50膳

※収納にあたっては、コンパクトで機能的なケース等を用いたパッキングをおこなうこと。

DDHHEEAATT標標準準資資機機材材  （（例例））　　　　　　（（＊＊））はは必必須須

調理器具

非常食

生活用品　・
雑　品

活動
マニュアル等

（筆記用具ほか）　*
文房具(はさみ　のり　油性ペン（赤青黒各2本）、ボールペン、蛍光マーカー、ホッチキスと針、ガム
テープ2本、セロテープ3本、付箋、穴あけパンチ、クリップ、消しゴム、単３電池12個、マグネット

車両用

被災地の状況に応じて準備

通信機器
＆

記録機器
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区分 品名 数量 備考

DHEATジャケット（ビブス） 1着 派遣時着用

帽子 1着 派遣時着用

手袋・軍手 1組

安全靴 1足 屋外活動時着用

上靴 1足 避難所で着脱しやすいもの

長靴 1足 屋外活動時着用

災害服（上下） 1着 派遣時着用

ヘルメット 1個

ヘッドランプ 1個

 　　　ヘッドランプ用乾電池 2組

ゴーグル 1個

肘あて・膝あて 1組

感染防護衣 1着

ウエストバック 1個 救護対応必要時

防塵マスク 1個

レインコート・ポンチョ・カッパ 1着 雨具

防寒着 1着 冬季

自動車運転免許証 １枚 免許所有者

腕時計（秒針付き） 1個

携帯電話 1台

携帯電話充電器 1個

着替え、洗濯洗剤 1式 速乾素材、概ね3日分

タオル 1式

洗面道具 1式 必要ならドライシャンプー

ボディ用ウェットシート 1P

常備薬、日焼け止め 1式 必要に応じて

現金（小銭を含む） 1式 別にチームとして必要額

名刺 20枚～

水筒 保温効果のあるもの

お菓子

ティーバッグ、インスタントコーヒー

ホットアイマスク／アイリフレッシャー

区分 品名 数量 備考

ペンライト、乾電池 １個

サージカルマスク 5枚

固定用テープ（2.5㎝） １個

包帯 １個

三角巾 １枚

使い捨てガウン １枚

サインペン・ボールペン １個

はさみ １個

ガーゼ １個

携帯用手指消毒剤（50～250ml） 1本

軍手 １個

プラスティック手袋 5組

携帯用血圧計 1

飲料水 1本

DDHHEEAATT個個人人装装備備（（例例））

DDHHEEAATT個個人人装装備備２２

ウエストバッ
ク内装備

急性期で、救護対応が必要な時には
ウエストバックにて常に携行

服装

持参品

リラックス用
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区分 品名 数量 備考

DHEATジャケット（ビブス） 1着 派遣時着用

帽子 1着 派遣時着用

手袋・軍手 1組

安全靴 1足 屋外活動時着用

上靴 1足 避難所で着脱しやすいもの

長靴 1足 屋外活動時着用

災害服（上下） 1着 派遣時着用

ヘルメット 1個

ヘッドランプ 1個

 　　　ヘッドランプ用乾電池 2組

ゴーグル 1個

肘あて・膝あて 1組

感染防護衣 1着

ウエストバック 1個 救護対応必要時

防塵マスク 1個

レインコート・ポンチョ・カッパ 1着 雨具

防寒着 1着 冬季

自動車運転免許証 １枚 免許所有者

腕時計（秒針付き） 1個

携帯電話 1台

携帯電話充電器 1個

着替え、洗濯洗剤 1式 速乾素材、概ね3日分

タオル 1式

洗面道具 1式 必要ならドライシャンプー

ボディ用ウェットシート 1P

常備薬、日焼け止め 1式 必要に応じて

現金（小銭を含む） 1式 別にチームとして必要額

名刺 20枚～

水筒 保温効果のあるもの

お菓子

ティーバッグ、インスタントコーヒー

ホットアイマスク／アイリフレッシャー

区分 品名 数量 備考

ペンライト、乾電池 １個

サージカルマスク 5枚

固定用テープ（2.5㎝） １個

包帯 １個

三角巾 １枚

使い捨てガウン １枚

サインペン・ボールペン １個

はさみ １個

ガーゼ １個

携帯用手指消毒剤（50～250ml） 1本

軍手 １個

プラスティック手袋 5組

携帯用血圧計 1

飲料水 1本

DDHHEEAATT個個人人装装備備（（例例））

DDHHEEAATT個個人人装装備備２２

ウエストバッ
ク内装備

急性期で、救護対応が必要な時には
ウエストバックにて常に携行

服装

持参品

リラックス用

必要物品や個数は例示（現地の活動状況により判断）
物品名 個数

1 塩素系漂白剤（次亜塩素酸ナトリウム液）1.5ℓ 3

2 アルコール性手指消毒剤（詰め替え用）1ℓ　　　 1

3 ベンザルコニウム塩化物液 600ml 3

4 エタノール500ml 4

5 次亜塩素酸ナトリウム6%消毒剤 600ml 1

6 携帯用手指消毒剤（50～250ml） 10

7 ラップ 2

8 ホイル 2

9 非常用トイレ10回分×10セット 100回分

10 ケアバッグ20枚入り（非常用トイレ） 2

11 ハンドソープ 2

12 ハンドタオル100枚入り 4

13 キッチンペーパー箱入り 5

14 ウェットティッシュ　筒型90枚入り 4

15 ウェットティッシュ　携帯用 2

16 ポケットティッシュ 20

17 舌圧子　 50

18 カット綿　100g 2

19 ガーゼM(10枚入り) 2

20 ガーゼS(12枚入り) 3

21 絆創膏L(14枚入り) 2

22 絆創膏M（25枚入り） 4

23 綿棒（20本入り） 3

24 傷用殺菌消毒剤 5

25 ゴーグル 5

26 使い捨てガウン　不織布製 20

27 感染症対応用ガウン 20

28 ごみ袋（大） 50

29 ポリ袋　45㍑ 10

30 キッチンパック　100枚入り 2

31 ビニル袋　小(12cm×17cm）チャックつき 200

32 紙コップ 150

33 使い捨てカイロ（10枚入り） 10

34 手袋L(100枚) 150

35 手袋M（50枚) 10

36 中厚手手袋M 1

37 冷却シート大人用(16枚入り） 4

38 冷却シート小人用(16枚入り） 2

39 サージカルマスク 3

40 N95マスク 20

41 軍手 10

42 蚊駆除用製品（電池式等） 1

43 懐中電灯 10

44 イヤホン 2

45 ラジオ 3

46 LEDライト 1

47 ポケットコート 3

48 電子血圧計 4

49 水銀血圧計 1

50 携帯血圧計 1

51 聴診器 1

53 水1.5ℓ×8本 適宜

54 缶詰類 適宜

現地で配付してよいものと持ち帰りが必要なものを区別しておくこと

DDHHEEAATT活活動動資資機機材材（（例例））
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�

発災後、保健医療福祉対策に係るニーズは増大するため、様々な保健医療福

祉活動チームによる支援は必要不可欠です。災害対応の専門性が高く実践的な

ノウハウを持つ支援チームと行政組織の基本的な仕組みを理解している '+($7

との協働が、効率的な被災者支援に結び付きます。そのため、平時から支援チ

ームの役割、活動内容や組織体制などを理解しておくことが大切です。�

� ここでは、災害時に活動する主要な保健医療福祉活動チームをご紹介します。�

��

������保保健健医医療療福福祉祉活活動動チチーームム一一覧覧��

チーム名称� チーム略称�

災害派遣医療チーム� '0$7�

日本赤十字社（日赤災害医療コーディネートチーム、�

医療救護班、こころのケア班）�

�

日本医師会災害医療チーム� -0$7�

災害派遣精神医療チーム� '3$7�

日本環境感染学会災害時感染制御支援チーム� ',&7�

一般社団法人日本災害リハビリテーション支援協会� -5$7�

日本栄養士会災害支援チーム� -'$�'$7�

日本災害歯科支援チーム� -'$7�

日本看護協会�災害支援ナース� �

災害支援福祉チーム� ':$7�

特定非営利活動団体�70$7� 70$7�

特定非営利活動法人�$0'$� $0'$�

認定特定非営利活動法人�災害人道医療支援会�+X0$� +X0$�

特定非営利活動法人�ジャパンハート� ジャパンハート�

特定非営利活動法人（認定 132 法人）�

全国災害ボランティア支援団体ネットワーク�

-92$'�

�

�

������保保健健医医療療福福祉祉活活動動チチーームムのの概概要要��

� 上記の「保健医療福祉活動チーム一覧」に掲載された各支援チームの概要は

次のとおりです。�
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�
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�
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�
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�

�
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次のとおりです。�

ⅥⅥ．．保保健健医医療療福福祉祉活活動動チチーームム��

��

�

災災害害派派遣遣医医療療チチーームム��

''LLVVDDVVWWHHUU��00HHGGLLFFDDOO��$$VVVVLLVVWWDDQQFFHH��77HHDDPP（（''00$$77））��

�

１１．．''00$$77ととはは��

災害派遣医療チーム（'0$7）とは、大地震及び航空機・列車事故等の災害時

や、新興感染症等のまん延時に、地域において必要な医療提供体制を支援し、

傷病者の生命を守るため、厚生労働省の認めた専門的な研修・訓練を受けた災

害派遣医療チームが日本'0$7である。��

阪神淡路大震災以降、広域医療搬送などの災害医療の担い手として、整備の

必要性が指摘されていたが、平成１６年の新潟県中越地震の教訓から災害時の

医療支援を行うための訓練された医療チームの必要性が強く認識され、国によ

る'0$7の整備が開始された。��

'0$7は「日本'0$7隊員養成研修」の修了者により構成される。'0$7の活動

は、通常時に都道府県と医療機関との間で締結された協定及び厚生労働省、文

部科学省、独立行政法人国立病院機構等により策定された防災計画等に基づく

ものである。'0$7１隊あたりの活動期間は、その機動性を確保する観点から、

初動のチーム（１次隊）は移動時間を除き概ね４８時間以内を基本とする。な

お、災害の規模に応じて、'0$7の活動が長期間（１週間など）に及ぶ場合に

は、'0$7２次隊、３次隊等の追加派遣で対応することを考慮する。このような�

２次隊、３次隊や、'0$7ロジスティックチームの活動期間は、４８時間に限定

せず、柔軟に対応する。��

�

２２．．''00$$77のの活活動動����

'0$7の活動は、平時における医療機関と都道府県との協定に基づき、被災都

道府県からの要請を受けて行われる。初動期における派遣要請の連絡について

は、厚生労働省を介して、広域災害救急医療情報システム（(0,6）により、各

医療機関に携帯や3&へのメールにより連絡される。��

'0$7は����年に発足し、それ以降、中越沖地震を皮切りに東日本大震災、熊

本地震、西日本豪雨など、発足以降の大規模な災害で活動した。しかし、これ

らの活動の中で、大規模な救命医療提供の支援が実施されたことはなく、実際

に行われたのは、ライフライン支援の調整、搬送支援、とりわけ大規模な病院

避難の支援が中心となった。�

需要拡大の原因である災害により発生した患者の救命、これは阪神淡路大震

災で課題となったものである。その一方、災害時のライフライン破損により病

院への電気・水の供給が妨げられ、その結果、医療継続困難となった入院患者

の救命、これが東日本大震災等それ以降の災害で課題となった。首都直下地
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震、南海トラフ地震での被害想定では、確かにこれらの大震災において新規の

重症患者は多く出るものの、その都県には数倍から��倍程度の病床の入院患者

の命が危険にさらされる。このことが'0$7発足以降対応した災害時に被災地医

療機関の機能継続支援が中心となった理由であると考えられる。また、その一

方、被災地医療機関の機能を全く失ってしまうと新規重症患者の救命も期待で

きない。従って、被災地医療機関の機能継続は、既存・新規の患者双方を救命

するために必須である。�

そのため、まず、都道府県、災害拠点病院に本部を設置し、医療機関等の被

害状況を集約することを通じて、災害医療体制を確立する。被害状況の集約を

通じて、被害がありそうな医療機関等が明らかになれば、そこを訪問し、困り

ごと（ニーズ）を正確に聞き取り、分析する。ライフライン・診療継続確保等

のためインフラ・物資が課題であれば、まず物資支援調整を行う。それでも、

その施設内で診療継続が困難な患者がいれば搬送支援、これが大規模であれば

病院避難、広域であれば広域医療搬送が実施される。これらの活動を通じて診

療支援のニーズがあれば実施する。�

'0$7活動の優先順位は図１に示す。�

�

�
�

�
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�

�
�

�

３３．．''00$$77活活動動のの指指揮揮、、調調整整��

'0$7は、医療機関と都道府県との協定に基づき、被災都道府県からの要請を

受けて行われる。従って、被災都道府県に入る前は、派遣都道府県の指揮下と

なり、被災地に入った後は、被災都道府県の指揮下に入る。被災地都道府県に

おいては、都道府県災害対策本部のもと、当該都道府県における'0$7の指揮に

関わる調整を行う都道府県'0$7調整本部が置かれる。その調整本部の下に、

'0$7活動拠点本部、'0$7指揮所がおかれ、各'0$7はこれら本部の指揮、調整の

もと活動する。（図�）��

'0$7 本部における指揮、調整においては、統括 '0$7 登録者が重要な役割を果

たす。総括 '0$7 登録者は、'0$7 の運用に関する専門的知見を持ち、厚生労働省

に認定されたもので、平時は、'0$7 研修において講師となるなど指導的役割を

果たしている。'0$7 ロジスティックチームについては、被災都道府県に設置さ

れる保健医療調整本部等の本部業務において、統括 '0$7 登録者、災害医療コー

ディネーター等をサポートし、また主に病院支援や情報収集等のロジスティク

スを専門とした活動を行う。�

�

�

�

�
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４４．．''00$$77のの情情報報共共有有��

'0$7の情報共有は、広域災害・救急医療情報システム（(0,6）で行われる。

このシステムは、厚生労働省等関係省庁、都道府県関係部局、災害拠点病院等

の関係医療機関をインターネットで結ぶ情報ネットワークである。災害派遣医

療チーム（'0$7）にかかわる機能としては、通報、情報提供、情報共有のため

の掲示板などのツールがある。通報機能としては、厚生労働省、都道府県など

から'0$7指定医療機関、要員への一斉通報による情報提供が行える。これは、

厚生労働省や都道府県から'0$7隊員個人の携帯メールへの連絡が可能なシステ

ムである。'0$7の派遣要請や待機要請にも用いられる。��

'0$7からの情報提供としては、派遣の可否、活動状況、参集拠点、活動種

別、現在地等である。�

これらの機能により、'0$7は災害初動期に厚生労働省などから迅速な情報を

得られる。そして、'0$7の活動状況はインターネットに集約された情報として

提供されることになる。'0$7の活動に関わる調整は(0,6�を一つの重要なツー

ルとして行われることとなっている。��

�

５５．．''00$$77がが対対応応ししたた主主なな災災害害����

図３に示す。�

�
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これらの機能により、'0$7は災害初動期に厚生労働省などから迅速な情報を

得られる。そして、'0$7の活動状況はインターネットに集約された情報として

提供されることになる。'0$7の活動に関わる調整は(0,6�を一つの重要なツー
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�

５５．．''00$$77がが対対応応ししたた主主なな災災害害����

図３に示す。�

�

日日本本赤赤十十字字社社��

�

� 日本赤十字社では、災害時の応援派遣チームとして、日赤災害医療コーディ

ネートチーム、医療救護班、こころのケア班等があります。１チームの派遣期

間は３〜７日間であり、活動場所は、救護所、避難所、各都道府県保健医療福

祉調整本部、都道府県の日赤支部、医療施設などです。�

�

１１．．日日赤赤災災害害医医療療ココーーデディィネネーートトチチーームム��

��

（１）主な構成員�

災害医療コーディネーター（医師）１名、コーディネートスタッフ（看護

師、薬剤師、事務職員等）３名�

�

（２）活動内容�

日赤支部災害対策本部が医療救護及びこころのケアなどの救護業務を実施す

る場合に、被災地の医療ニーズを把握し、都道府県保健医療福祉調整本部や関

係機関との協議・調整を行うとともに、日赤の医療救護班の活動計画の検討、

活動場所の調整、活動内容の検討、活動期間・収束時期の検討・調整等を専門

的な見地から実施する。�

�

２２．．医医療療救救護護班班��

��

（１）主な構成員�

医師１名、看護師長１名、看護師２名、主事（事務職員、コメディカル等）

２名を基本とし、必要に応じて助産師、薬剤師等を追加する。�

�

（２）活動内容�

超急性期から中長期的な活動を見据えた医療救護を実施する。地域の医療・

保健・衛生を補完するため、救護所及び避難所等における診療や巡回診療を行

う。状況に応じて、医療ニーズ等のアセスメント、避難所での感染症予防及び

エコノミークラス症候群予防などの衛生面の助言、関係機関との連絡調整等を

実施する。�
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�

３３．．こここころろののケケアア班班��

��

（１）主な構成員�

�超急性期は救護班要員の一員としてアセスメント等を行い、それ以降は、こ

ころのケアチームとして、こころのケア要員（看護師、臨床心理士等）３名程

度、主事（事務職員、コメディカル等）１名を基本に活動する。�

�

（２）活動内容�

災害時のこころのケアとして、主に心理社会的支援を実施する。研修を受け

た要員が、避難所や巡回によって悩みなどに傾聴するとともに、ストレスやそ

の対処法などを伝える支援を行う。専門家の介入が必要とされた場合には、Ｄ

ＰＡＴや精神科の医師に引き継ぎを行う。�

�

【団体概要】�

応援派遣チーム名称：日赤災害医療コーディネートチーム、医療救護班、�

こころのケア班等�

所在地：本社（東京都港区芝大門 �����）�

�

�

�
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�

�

�

日日本本医医師師会会災災害害医医療療チチーームム��

--DDSSDDQQ�� 00HHGGLLFFDDOO��$$VVVVRRFFLLDDWWLLRRQQ��77HHDDPP（（--00$$77））��

�

１１．．ＪＪＭＭＡＡＴＴととはは��

日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ：-DSDQ�0HGLFDO�$VVRFLDWLRQ�7HDP）

は、被災者の生命及び健康を守り、被災地の公衆衛生を回復し、地域医療や地域

包括ケアシステムの再生・復興を支援することを目的とする災害医療チームで

ある。�

東日本大震災の前年、日本医師会の会内委員会より創設が提言され、震災直前

まで研修方法の検討がなされていた。震災の発生にともない、ＪＭＡＴの結成・

派遣の決定が行われた。�

２０１４年、日本医師会は災害対策基本法上の指定公共機関に指定され、指定

公共機関の義務として防災業務計画を作成している。日本医師会の防災業務計

画の災害医療支援業務の中では、ＪＭＡＴの派遣を一番に置いている。�

ＪＭＡＴへの参加は日本医師会員の資格の有無を問わず、医師としてのプロ

フェッショナル・オートノミーに基づく使命感を拠り所とする。また同様に、事

務職（ロジスティックス担当者）も含めＪＭＡＴに参画する各職種についても、

職業上の使命感に基づく行動が求められる。�

ＪＭＡＴは、「被災地ＪＭＡＴ」と「支援ＪＭＡＴ」という内外のＪＭＡＴが、

フェーズにそって相互連携しあいながら活動を進めていく。「被災地ＪＭＡＴ」

とは、被災地内の医師会による組織的な活動として、災害時に備えた計画にのっ

とり、医療救護活動に従事するＪＭＡＴである（自院の診療を継続する場合、避

難先等で個人的に診療活動する場合は除く）。また「支援ＪＭＡＴ」は、被災地

以外の医師会による組織活動として被災地に派遣するＪＭＡＴである。被災地

の医師会と全国の医師会による協働が重要である。�

またＪＭＡＴには、災害発生後、被災地の医師会を支援しながら、情報の把握、

評価を行って日本医師会に発信するとともに、現地においてＪＭＡＴ活動を統

括する「統括ＪＭＡＴ」や、「統括ＪＭＡＴ」のうち災害発生直後に出動し、Ｊ

ＭＡＴ派遣の必要性や被災地で求められる機能、派遣量などの情報把握や評価

を行い、日本医師会へ発信する「先遣ＪＭＡＴ」機能を定めている。�

さらに、災害の甚大さや広域性等により医療へのアクセス悪化や被災地の医

療資源不足の深刻化が起きた場合において、避難所生活長期化の問題点（仮設住

宅での孤独死、心のケア等）に充分な配慮を行い、災害関連死などを未然に防ぐ

ことを最大の目標とする「ＪＭＡＴⅡ」を、被災した都道府県医師会の要請に基

づいて派遣する。�

�
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２２．．派派遣遣ススキキーームム��

大規模災害が発生すると、日本医師会内に会長を本部長とする「日本医師会災

害対策本部」が設置され、ＪＭＡＴを派遣する場合は「ＪＭＡＴ本部」を設置し、

本部がＪＭＡＴ派遣、活動支援、広報などの活動を行う。�

被災地では、都道府県医師会には、発生直後から都道府県庁の災害対策本部等

へ要員を派遣していただき、行政担当者、ＤＭＡＴ調整本部との三者で連携する

ことを依頼している。また、保健医療福祉調整本部が立ち上げられた後は、要員

の常駐も依頼しており、被災地のコーディネート機能の中心となっていただき、

ＪＭＡＴは、そのコーディネート機能の下で活動することを原則とする。�

ＪＭＡＴは都道府県単位で活動する。災害発生時、被災地の都道府県医師会の

要請に基づく日本医師会からの依頼により、全国の都道府県医師会が、郡市区医

師会や医療機関などを単位として編成する。�

ＪＭＡＴのチーム編成の例としては、医師１名、看護師２名、事務職員・業務、

調整を行うロジスティクス担当者１名などであるが、現地のニーズなど、状況に

応じて柔軟に対応する。�

ＪＭＡＴの参加者の安全確保として、日本医師会の傷害保険への加入、都道府

県医師会、都道府県知事との間の協定に基づく二次災害時の補償、必要に応じて

予防接種などを行う。�

ＪＭＡＴでは、ＪＭＡＴ本部サイト等を利用して、全国・被災地の医師会と、

被災地の医療・健康管理のニーズ、これから予想されるニーズ、現地の情報共有

を行う。また、被災地では朝夕のミーティング等への参画、災害診療記録、Ｊ－

ＳＰＥＥＤなどで情報共有を行う。「統括ＪＭＡＴ」は、その情報をもとに今後

のＪＭＡＴ支援の内容を検討し、関係者とともに情報共有し、必要な対応を行う

こととなる。�

�

３３．．ＪＪＭＭＡＡＴＴのの活活動動内内容容��

ＪＭＡＴの役割は、主に災害急性期以降における避難所、救護所での医療や健

康管理で、災害前からの医療を継続することである。さらに、被災地の医療機関

への円滑な引き継ぎに至るまで多様かつ広範囲に及ぶ。�

具体的には（１）医療支援と健康管理、（２）公衆衛生支援、（３）被災地医師

会支援、（４）被災地行政支援、（５）検視・検案支援（可能な場合）、（６）現地

の情報の収集・把握、及び派遣元都道府県医師会等への連絡、（７）その他、被

災地のニーズに合わせた支援に大きく分類される。�
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�

図表１� ＪＭＡＴの段階的活動内容�

�

�

図表２� ＪＭＡＴ活動の概念図（大規模災害のイメージ）�

�
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図表１はＪＭＡＴの段階別活動内容である。また、図表２は、大規模災害時の

時間的経過に沿ったＪＭＡＴ活動の概念図である。発災直後に「統括ＪＭＡＴ」

の中から「先遣ＪＭＡＴ」として現地に派遣し、情報収集、評価を行い「支援Ｊ

ＭＡＴ」の要否判断を依頼する。�

被災地外からの「支援ＪＭＡＴ」は、近隣医師会やブロック等の派遣から始ま

り、その後、ＤＭＡＴの撤収時期、もしくは撤収目処が立ったときと前後して、

全国から多数のチームが一挙大量に派遣される。�

その後、被災地の避難所数の推移などの状況をもとに、被災地の都道府県医師

会の参画する保健医療福祉調整本部などで派遣調整を行い、ＪＭＡＴの派遣体

制の再構築がされる。�

被災地に「統括ＪＭＡＴ」が派遣されているときは、被災地の派遣調整拠点で

のミーティング後、ＪＭＡＴのミーティングが行われ、ＪＭＡＴの各メンバーは

派遣調整拠点や「統括ＪＭＡＴ」のコーディネート機能のもとで活動を行う。�

被災地の医療機関や医師会機能の復旧を踏まえ、被災地のコーディネート機

能のもとで今後の医療ニーズの見極めを行い、地元の医師会や医療機関への引

き継ぎを行いながら活動範囲の縮小、撤収をしていき、最終的には日本医師会に

おいて、ＪＭＡＴ派遣の終了を決定する。�

ＪＭＡＴ派遣終了後の中長期的医療支援を行うのが、「ＪＭＡＴⅡ」である。

こちらは、災害関連死などの未然防止を最大の目的として、特に仮設住宅孤独死、

心のケアの必要性等に十分配慮を行う。ＪＭＡＴの派遣終了後、医師等の不足、

住民の医療ニーズの高まりや、医療へのアクセス困難の深刻化が起きた地域で

あって、外部からの医療支援が必要な場合に派遣を行う。「ＪＭＡＴⅡ」は、被

災地の都道府県医師会からの要請が原則であり、現地のニーズに応じた専門外

来も行う。�

�

４４．．ＤＤＨＨＥＥＡＡＴＴにに求求めめるるこことと��

ＪＭＡＴ活動において、ＤＨＥＡＴとの連携は不可欠である。災害時の連携は

もちろんのこと、平時からの連携についてもお願いしたい。�

これまでも、日本医師会で行っているＪＭＡＴ研修に日本公衆衛生協会から

インストラクターを派遣いただくなど、多大なご協力を頂いている。�

新たに避難所における感染対策等を目的とした研修を計画しており、今後、各

都道府県医師会にも展開していきたいと考えている。各地域におられるＤＨＥ

ＡＴ�関係者・保健所関係者の方々にもご協力をお願いすることもあると思われ

るので、各地域における顔の見える関係作りも含めて、引き続きご知見・ご助力

を頂きたい。�

�
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災災害害派派遣遣精精神神医医療療チチーームム��

''LLVVDDVVWWHHUU��33VV\\FFKKLLDDWWUULLFF��$$VVVVLLVVWWDDQQFFHH��77HHDDPP（（''33$$77））��

�

１１．．''33$$77 のの設設立立のの経経緯緯��

���� 年 � 月 �� 日に発災した東北地方太平洋沖地震（以下、東日本大震災）に

おいて、精神科医を中心としたメンバーで構成される精神科医療及び精神保健

活動の支援を行う専門的なチームが「こころのケアチーム」として活動しました。

岩手県、宮城県、福島県及び仙台市から、厚生労働省に対して災害対策基本法に

基づくこころのケアチームの派遣斡旋の要請があり、全国の都道府県等と派遣

の調整を行い、���� 年 � 月までに延べ ����� 人��� チーム�が被災地にて活動し

ました。厚生労働省が斡旋した �� チーム以外にも、大学、医療機関、医師会等

が主体となり、さらに多くのこころのケアチームが被災地で活動しました。�

東日本大震災におけるこころのケアチームにおいて、最も大きな課題であっ

たと挙げられたことの一つに、急性期支援の必要性が挙げられます。致命的な被

害を受けた精神科医療機関が孤立し、機能停止した精神科病院からの患者搬送

をはじめ、人員・物資等の支援に困難が生じました。また、急性期に精神科医療

機関、避難所等における精神保健医療に関するニーズを把握することが難しく、

効率的な活動の組立に困難が生じました。次に、阪神・淡路大震災でも学んだこ

とではありますが、東日本大震災におけるこころのケアチームにおいても、指揮

命令系統の確立が出来ていなかったことが大きな課題として挙げられました。

こころのケアチームを効率的にコーディネートすることが難しく、情報が分散

したため、被災県全体での、こころのケアチームの活動状況を把握することが難

しい状況となりました。震災後 � ヶ月未満の１班 � 日あたりの平均相談対応延

人数を集計したところ、班によっては �日に ��人近い相談を受けていた一方で、

�日数人の相談にとどまっていた班を認めました。さらには、他機関にとって連

携をする場合の窓口が分からず、災害対策本部、災害医療本部等との連携が効果

的に行われませんでした。これらの問題から、こころのケアチームにおいても統

括者の必要性は重要課題であるとの結論に至りました。�つ目の課題としては平

時の準備の必要性が挙げられます。平時から、全国の行政機関と医療機関が蜜な

連携をとれているケースはまれだと思いますが、災害時には、平時に輪をかけて

意思疎通が測れず、要請を受けてからチームの編成を行ったために、人員・資機

材の確保等に時間を要するといった問題が生じました。当時、災害時の精神保健

医療に関する継続的な研修体制がなく、専門性を持ったチームの質の担保が難

しい状況でした。�

そこで、厚生労働省では '0$7（'LVDVWHU�0HGLFDO�$VVLVWDQFH�7HDP）の名称

や活動要領も参考に、災害派遣精神医療チーム '3$7（'LVDVWHU� 3V\FKLDWULF�
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$VVLVWDQFH�7HDP）の名称や定義を以下のように定めることとし、平成 �� 年 � 月

� 日に厚生労働省から '3$7 活動要領（厚生労働省社会・援護局精神・障害保健

課長通知）が発出され、「自然災害や犯罪事件・航空機・列車事故等の集団災害

が発生した場合、被災地域の精神保健医療機能が一時的に低下し、さらに災害ス

トレス等により新たに精神的問題が生じる等、精神保健医療への需要が拡大す

る。このような災害の場合には、被災地域の精神保健医療ニーズの把握、他の保

健医療体制との連携、各種関係機関等とのマ�ネージメント、専門性の高い精神

科医療の提供と精神保健活動の支援が必要である。このような活動を行うため

に都道府県によって組織される、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣精神医療

チームが�'3$7 である。」と定義されました。�

�

�

�

２２．．''33$$77 のの活活動動内内容容��

平成 �� 年 � 月の広島県豪雨での活動を皮切りに、令和 � 年９月現在まで、

'3$7 は計 �� 都道府県において様々な活動をしてきました。その中でも、平成 ��

年熊本地震は、'3$7 にとって �回目の実働となりましたが、全国への '3$7 派遣

要請および被災した精神科病院からの患者搬送の � 点においては、制度創設以

来初の活動となり、派遣自治体および派遣隊数は �� 都道府県、延べ ����� 隊と

なりました。平成 �� 年 � 月 �� 日の前震後、熊本県内の � つの精神科病院が倒

壊の恐れのために病院避難となり、'3$7 は '0$7 や自衛隊と連携のもと入院患者

の避難を行いました。しかしその２日後に本震が起き、さらに倒壊の恐れやライ

フラインの断絶などにより病院避難のニーズが一気に増大しました。熊本地震
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で病院避難となった �� カ所の医療機関のうち、７カ所が精神科病院でしたが、

'0$7 と自衛隊と連携し、計 ��� 名（県内 �� 病院に ��� 名、県外 �� 病院に ���

名）の患者搬送を行うことができました。東日本大震災の教訓は生かされ､被災

した精神科病院内や搬送中の死亡事例が一人もいませんでした。メンタルヘル

スの問題としては、発災 �日目頃から、避難所での緊急対応事例が多発、保健師

と情報共有の上、避難所活動を開始しました。具体的な事例としては、自殺企図、

妄想状態による他害行為等で入院事例が数例、避難所、介護施設での認知症の周

辺症状への対応等、精神科救急医療の領域が主でした。発災約 � 週間後頃から

は、当初に比べ、急性ストレス反応（不眠、不安、抑うつ症状の増悪）への対応

が多くなり、徐々に地域精神保健活動へシフトしていきました。また、疲弊状態

にあった行政職員への支援者支援や被災した精神科病院の診療補助等の復旧支

援も行いました。� 月からは九州・沖縄 '3$7 による支援活動、� 月からは熊本

'3$7 による支援活動に集約し、�� 月下旬に活動を終了。それ以降は、開設され

た「熊本こころのケアセンター」による支援活動に引き継いでいきました。�

反省すべきは、急性期からの指揮命令系統・組織連携が不十分であったことが

挙げられました。活動拠点本部を立ち上げることができたとはいえ、'0$7 側の

用いている救急医療の用語等について、平時、精神科医療に特化している多くの

'3$7 にとっては認識不足であり、平時から精神科医療者が当たり前のように用

いている精神保健福祉法に基づいた入院形態や移送等の知識を '0$7は有してい

ないといった課題も挙げられました。災害時にいかにその溝を埋めるかという

事を考えるためには、平時の連携・訓練等の準備がいかに大切であると再認識さ

れました。�

その後も毎年のように起きる豪雨災害や地震災害等に対して活動を続けてい

ますが、令和２年２月１日、厚生労働省医政局地域医療計画課が、武漢からのチ

ャーター便帰国者である千葉県および埼玉県の宿泊者に対して、「診療、健康管

理、心のケア等」の活動に向けて、'3$7 の派遣を依頼したことをはじめとして、

イギリス船籍のクルーズ船ダイヤモンド・プリンセス号内の乗客対応や、新型コ

ロナウイルス感染症によるクラスターが生じた精神科病院での活動など、いわ

ゆる災害対応だけではなく、新興感染症下においても様々な活動を求められて

きている現状があります。�

�

�

３３．．''++(($$77 とと ''33$$77 のの連連携携��

�上記でも述べたように、熊本地震を経て、'3$7 では急性期からの指揮命令系

統が不十分であるという反省をし、'3$7 先遣隊研修や統括者研修において、指

揮命令系統の重要性を強化するとともに、活動要領上も、「'3$7 先遣隊は発災か
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ら概ね� ��� 時間以内に、被災した都道府県において活動�できる隊のことであ

る。」と明記を変えました。しかしもう一つの課題である、組織間連携の不十分

さの問題は、ますます取り組んでいくべき課題です。�

災害時は、すべての被災者が辛い想いをされ、不安になり、不眠がちとなり、

メンタルヘルスに影響が及びます。そしてそれは支援者にとっても同じことで

す。その方が専門的な精神科医療支援を必要としているのか、もしくは孤独や不

安を誰かに聞いてもらう事で楽になることができるのかの見極めをすることが、

限りある医療資源しかない災害時にはとても大切なことです。�

平成 ��年 �月 �日に発生

した北海道胆振東部地震で

は、保健所健康相談班が避

難所を巡回し、こころのト

リアージを行い、'+($7 を通

して日赤こころのケア調整

班、もしくは北海道庁の

'3$7 調整本部と連携をとっ

て、医療ニーズを '3$7 に繋

げるという体制を構築しま

した。�

今後は、'3$7 研修を重ね、

'+($7�'0$7 や日赤、-0$7 等

の各医療関係団体や、その

他から派遣される医療チー

ムや保健師、他省庁等との

合同訓練・研修を積極的に

行い、平時から顔の見える

関係を構築していくことで、

'3$7 の体制整備の拡充を図

っていきたいと考えていま

す。�

�

�

�

�

�
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日日本本環環境境感感染染学学会会災災害害時時感感染染制制御御支支援援チチーームム��

--66,,33&&��''LLVVDDVVWWHHUU��,,QQIIHHFFWWLLRRQQ��&&RRQQWWUURROO��77HHDDPP（（'',,&&77））��

�

�

１１．．活活動動根根拠拠��

厚生労働省防災業務計画（平成 �� 年 � 月）第 �篇第 �章 �節より抜粋した以

下の文章が、',&7 の活動根拠となります。�

�

（�）�被災都道府県・市町村は、避難所等における衛生環境を維持するため、

必要に応じ、日本環境感染学会等と連携し、被災都道府県・市町村以外の都道

府県及び市町村に対して、感染対策チーム（,&7）の派遣を迅速に要請するこ

と。�

�

２２．．活活動動目目的的��

� ',&7 の活動目的は以下のとおりです。�

�

�� 被災自治体の災害対策本部に対する感染制御に関する学術情報提供�
�� 被災自治体の感染制御実務担当者および避難施設に対する技術的支援�
�� 被災自治体の感染制御実務者チームを補完する感染対策チーム（,&7）の派

遣�

�� 被災自治体の感染制御実務者チームに特化した衛生関連物資の斡旋提供�
�

３３．．活活動動体体制制��

� １チームあたり、医師、看護師、薬剤師、検査技師、その他の職種、それぞ

れ �～�名から構成されます。�チームの派遣は �～�日程度、�日あたりの活

動時間は �時間以内、最大数週間の活動を想定しています。�

�

４４．．活活動動内内容容��

（１）災害対策本部機能支援チーム（+47）�

被災自治体の要請を受けて、災害対策本部あるいは調整本部に対する感染制御

関連の技術支援を行います。支援は人員の派遣または域外から通信等を用いて

実施します。支援の内容は、避難所の緊急リスクアセスメント、感染症流行時
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の特殊な感染対策に関する相談、および実務支援要望への対応を含みます。�

�

（２）フィールド支援チーム（フィールド ',&7）�

以下の �つを対象として技術支援を行います。�

D� 被災地の感染制御職能組織（現地医療機関感染対策チームの協議会等）
による感染対策活動�

E� 行政及び保健師等による感染制御関連業務�
F� 被災医療機関の感染制御機能維持�
G� 避難所における集団感染の防止対策�

�

（３）ロジスティック支援チーム（/67）�

医療用個人防護具、手指衛生薬、消毒薬および隔離�排泄管理関連機材等の専

門性の高い衛生物品等の斡旋供給を行います。こちらは学会賛助会員の協力に

より、オンデマンドで ',&7 担当者を通じて提供するもので、被災者向けの一

般的支援とは区別されます。�

�

【団体概要】�

応援派遣チーム名称：日本環境感染学会災害時感染制御支援チーム（',&7）�

所在地：〒��������� �

東京都品川区東五反田 �������池田山パークヒルズ ��� 号室�

一般社団法人� 日本環境感染学会事務局内�

7(/���������������（)$;��������������）�

メールアドレス：MVSLF#NDQN\RNDQVHQ�RUJ�

代表者：泉川� 公一（日本環境感染学会災害時感染制御検討委員会� 委員長）�

�

�
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の特殊な感染対策に関する相談、および実務支援要望への対応を含みます。�

�

（２）フィールド支援チーム（フィールド ',&7）�

以下の �つを対象として技術支援を行います。�

D� 被災地の感染制御職能組織（現地医療機関感染対策チームの協議会等）
による感染対策活動�

E� 行政及び保健師等による感染制御関連業務�
F� 被災医療機関の感染制御機能維持�
G� 避難所における集団感染の防止対策�

�

（３）ロジスティック支援チーム（/67）�

医療用個人防護具、手指衛生薬、消毒薬および隔離�排泄管理関連機材等の専

門性の高い衛生物品等の斡旋供給を行います。こちらは学会賛助会員の協力に

より、オンデマンドで ',&7 担当者を通じて提供するもので、被災者向けの一

般的支援とは区別されます。�

�

【団体概要】�

応援派遣チーム名称：日本環境感染学会災害時感染制御支援チーム（',&7）�

所在地：〒��������� �

東京都品川区東五反田 �������池田山パークヒルズ ��� 号室�

一般社団法人� 日本環境感染学会事務局内�

7(/���������������（)$;��������������）�

メールアドレス：MVSLF#NDQN\RNDQVHQ�RUJ�

代表者：泉川� 公一（日本環境感染学会災害時感染制御検討委員会� 委員長）�

�

�

一一般般社社団団法法人人日日本本災災害害リリハハビビリリテテーーシショョンン支支援援協協会会��

--DDSSDDQQ��''LLVVDDVVWWHHUU��55HHKKDDEELLOOLLWWDDWWLLRRQQ��$$VVVVLLVVWWDDQQFFHH��77HHDDPP（（--55$$77））��

�

ⅠⅠ��災災害害時時連連携携のの現現状状��

�

-5$7 は、Ⅲ項の本会の概要の「活動目的」にあるように「被災者・要配慮者

の生活不活性発病や災害関連死等の予防に関する適切な対応を可能とすること

で被災者が早期に災害を乗り越え、自立生活を再建、復興できることを目指し、

活動を行なっています」�

災害時の具体的な連携した活動としては、Ⅱ項の「令和 �年 �月豪雨における

熊本 -5$7 の活動」と「令和 � 年 � 月熱海土砂災害における静岡 -5$7 の活動」

があります。保健師が、発災直後から急性期にかけての医療救護活動のほか、避

難所や在宅の要配慮者の安否健康確認・処遇調整を関係者と協力しながら行い、

その中から、住民の

保健医療福祉ニー

ズを的確に把握さ

れていることから、

避難所における要

配慮者の災害医療

活動をご支援して

いただいています。�

本会の中では、これ

らの事例の災害医

療という面に加え

て、高齢者や障害者

の福祉用具につい

ても -5$7 隊員に対

して「災害時の福祉用具の調達」の考察と具体的手順をマニュアル化して教育し

ようとしているところです。特に制度利用は、「介護保険制度」「障害者総合支援

法」等の制度を利用し、被災者に必要な福祉用具等を調達しますが、地域の福祉

用貸与具事業所や補装具販売登録事業所が対応するため迅速で、生活環境や身

体状況の変化に合わせて福祉用具等の変更・解約も可能。被災者の避難生活の終
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了後も、福祉用具等と共に在宅に戻ることができ、在宅生活で適さない福祉用具

等は、速やかに変更・解約することができます。これにより、-5$7 隊員は、依

頼と調達された福祉用具等のチェックに集中することができます。�

� 一方で、制度利用は原則として自己負担が発生するため、安易に福祉用具等を

選定し、被災者の同意なしに進めることはトラブルの原因にもなります。避難所

での制度利用における減免、免除もあり得るため、正式な利用の開始にあたって

は保健師やケアマネジャーに同席してもらい、手続き進める必要があります。ま

た、避難前は制度を利用していなかった被災者についても、被災や避難生活を通

じて心身機能が低下し、前倒しで制度利用を受けられる場合もあるため、まずは

保健師やケアマネジャーに相談が必要です。特に保健師を始めとする関係者は、

被災状況によって著しく業務が増えてしまう場合もあります。関係者の過度な

負担にならないように、配慮が必要と考えております。�

このような連携もお願いしたいところです。�

� （-5$7 事務局� 古澤文夫）�

��

�

ⅡⅡ������令令和和 �� 年年 �� 月月豪豪雨雨ににおおけけるる熊熊本本 --55$$77 のの活活動動��

�

１．被災概要�

令和 � 年 � 月 � 日未明から朝方にかけて降り続いた局地的な大雨により、球

磨川水系が氾濫・決壊し、熊本県南部を中心に浸水被害が相次ぎました。本災害

では、河川氾濫により交通が寸断され、被災地域が①人吉･球磨地域、②八代地

域、③芦北地域に分断されました。各地域の避難所数と避難者数は、�� 日時点

で①35 カ所 ���� 人、②25 カ所 ��� 人、③20 カ所 ��� 人、人的被害は死者 ��

名、行方不明者 �名、住家被害は全壊 ����� 件、半壊 ����� 件でした。�

�

２．活動概要及び支援実績�

熊本 -5$7 は事務局を中心に、�日早朝より情報を収集し、熊本 -5$7 の活動準

備を開始しました。被害地域は県南広域に渡っていましたが、最も被害が甚大で

あった人吉･球磨地域へ支援チームを派遣することにしました。&29,'��� 対策の

ため県保健医療調整本部には常駐せず、当院に設置した熊本 -5$7 本部から球磨

地域振興局内の現地 -5$7 本部を遠隔で支援しました。&29,'��� によりチームの

派遣調整や集団体操等に影響をきたしましたが、� 月 �� 日から継続的に避難所
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了後も、福祉用具等と共に在宅に戻ることができ、在宅生活で適さない福祉用具

等は、速やかに変更・解約することができます。これにより、-5$7 隊員は、依

頼と調達された福祉用具等のチェックに集中することができます。�

� 一方で、制度利用は原則として自己負担が発生するため、安易に福祉用具等を

選定し、被災者の同意なしに進めることはトラブルの原因にもなります。避難所

での制度利用における減免、免除もあり得るため、正式な利用の開始にあたって

は保健師やケアマネジャーに同席してもらい、手続き進める必要があります。ま

た、避難前は制度を利用していなかった被災者についても、被災や避難生活を通

じて心身機能が低下し、前倒しで制度利用を受けられる場合もあるため、まずは

保健師やケアマネジャーに相談が必要です。特に保健師を始めとする関係者は、

被災状況によって著しく業務が増えてしまう場合もあります。関係者の過度な

負担にならないように、配慮が必要と考えております。�

このような連携もお願いしたいところです。�

� （-5$7 事務局� 古澤文夫）�

��

�

ⅡⅡ������令令和和 �� 年年 �� 月月豪豪雨雨ににおおけけるる熊熊本本 --55$$77 のの活活動動��

�

１．被災概要�

令和 � 年 � 月 � 日未明から朝方にかけて降り続いた局地的な大雨により、球

磨川水系が氾濫・決壊し、熊本県南部を中心に浸水被害が相次ぎました。本災害

では、河川氾濫により交通が寸断され、被災地域が①人吉･球磨地域、②八代地

域、③芦北地域に分断されました。各地域の避難所数と避難者数は、�� 日時点

で①35 カ所 ���� 人、②25 カ所 ��� 人、③20 カ所 ��� 人、人的被害は死者 ��

名、行方不明者 �名、住家被害は全壊 ����� 件、半壊 ����� 件でした。�

�

２．活動概要及び支援実績�

熊本 -5$7 は事務局を中心に、�日早朝より情報を収集し、熊本 -5$7 の活動準

備を開始しました。被害地域は県南広域に渡っていましたが、最も被害が甚大で

あった人吉･球磨地域へ支援チームを派遣することにしました。&29,'��� 対策の

ため県保健医療調整本部には常駐せず、当院に設置した熊本 -5$7 本部から球磨

地域振興局内の現地 -5$7 本部を遠隔で支援しました。&29,'��� によりチームの

派遣調整や集団体操等に影響をきたしましたが、� 月 �� 日から継続的に避難所

支援を行いました。� 月末まで延べ �� 隊 ��� 名を派遣し、支援避難所数は � 市

町村延べ ��� カ所、避難者への個別指導延べ ��� 名、集団体操 �� 回、避難所環

境調整等への福祉用具対応は �� 件でした。�

�

３．保健所�師�との連携�

� 天候不良により漸く現地入りできたのは、発災 � 日目でした。第 � 回人吉球

磨地域災害時保健医療対策会議に出席し、当時人吉保健所長であった剱先生を

はじめ保健師との連携を開始しました。発災 �日目には、保健所より「今後は長

期に渡って健康的に生活できる避難所整備が必要」という方針が示されました。

-5$7 の活動において、避難所担当保健師との連携は必須です。人吉市役所内で

行われていた保健師ミーティングにも積極的に参加し情報収集と提供を行い、

出来る限り保健所の意向に沿った支援を展開しました。-5$7 の活動は他の支援

団体と比べ中長期的な活動となります。現地保健医療調整本部が撤収後も、保健

所内に熊本 -5$7 のミーティングを行う場所を提供して頂きました。熊本地震の

活動実績により、-5$7 は県内保健師に認知されており発災初期から円滑に活動

へ参加できました。一方で，建設型応急住宅に対する初期改修等の具体的な支援

内容については、保健師への啓発が不十分であると感じています。�

�

（熊本 -5$7 事務局� 山鹿温泉リハビリテーション病院� 佐藤� 亮）�

�
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�

ⅡⅡ������令令和和 �� 年年 �� 月月熱熱海海土土砂砂災災害害ににおおけけるる静静岡岡 --55$$77 のの活活動動��

�

１．被災概要�

熱海市伊豆山地区逢初川において、令和３年７月３日����時����分頃、土石

流の第１波が発生し、その後も正午過ぎまで数度の土石流が発生し、家屋等が押

し流され、甚大な被害が生じました。この災害により、死者は����名、災害関連

死１名、全壊家屋����戸を含む住宅等被害数は�����戸に及びました。�

�

２．活動概要及び支援実績�

静岡 -5$7 事務局は �日より情報収集を開始しました。それまで県内での活動

実績がなかったため、初期からの支援活動は困難でした。５日に県庁へ訪問し、

その後は現地保健医療福祉合同調整本部の :(% 会議に参加し活動の準備を整え

ていました。県医師会との調整が必要であったため、正式に活動できたのは発災

から �週間以上経過した �月 �� 日で '0$7 撤退後を引き継ぐ形で -5$7 が現地入

りしました。�月 �日までの活動で延べ �� 名（医師：�� 名、37：�� 名、27：��

名、67：� 名）を派遣しました。避難所ホテル �カ所に対して、保健師ラウンド

への同行、生活環境評価、健康体操と医師講話、ダンボールベッド評価、福祉用

具評価、訪問リハ対象者リストアップ等を担当しました。これらの活動は -5$7

撤退後も静岡県リハ専門職団体協議会が引き継ぎ、� 月 �� 日まで継続支援しま

した。�

�

３．保健所�師�との連携�

-5$7 派遣隊は �〜� 日程度連続が基本ですが、今回は局所災害かつ避難所が

ホテルであったこともあり、毎日交代していく形を取りました。そのため、まず

は早朝の保健師ミーティングに参加し、現地の現状や課題を把握した上で避難

所ホテルに向かうことをルーティン化しました。そこで毎朝配布される要援護

者リストの情報は毎日アップデートされており、大変多くの情報が盛り込まれ

ておりました。はじめて参加する派遣隊が活動前に保健師の皆様と顔合わせす

る機会をいただけたことは、大変重要であったと振り返ります。保健師とのラウ

ンドでは、部屋から応答がない方、空調が管理できていない方などホテルならで

はの課題が多くみられ、情報共有の大切さを実感しました。我々の課題は明確

で、派遣隊によって統括保健師へ報告する内容や量に差が生じていたことです。
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�

ⅡⅡ������令令和和 �� 年年 �� 月月熱熱海海土土砂砂災災害害ににおおけけるる静静岡岡 --55$$77 のの活活動動��

�

１．被災概要�

熱海市伊豆山地区逢初川において、令和３年７月３日����時����分頃、土石

流の第１波が発生し、その後も正午過ぎまで数度の土石流が発生し、家屋等が押

し流され、甚大な被害が生じました。この災害により、死者は����名、災害関連

死１名、全壊家屋����戸を含む住宅等被害数は�����戸に及びました。�

�

２．活動概要及び支援実績�

静岡 -5$7 事務局は �日より情報収集を開始しました。それまで県内での活動

実績がなかったため、初期からの支援活動は困難でした。５日に県庁へ訪問し、

その後は現地保健医療福祉合同調整本部の :(% 会議に参加し活動の準備を整え

ていました。県医師会との調整が必要であったため、正式に活動できたのは発災

から �週間以上経過した �月 �� 日で '0$7 撤退後を引き継ぐ形で -5$7 が現地入

りしました。�月 �日までの活動で延べ �� 名（医師：�� 名、37：�� 名、27：��

名、67：� 名）を派遣しました。避難所ホテル �カ所に対して、保健師ラウンド

への同行、生活環境評価、健康体操と医師講話、ダンボールベッド評価、福祉用

具評価、訪問リハ対象者リストアップ等を担当しました。これらの活動は -5$7

撤退後も静岡県リハ専門職団体協議会が引き継ぎ、� 月 �� 日まで継続支援しま

した。�

�

３．保健所�師�との連携�

-5$7 派遣隊は �〜� 日程度連続が基本ですが、今回は局所災害かつ避難所が

ホテルであったこともあり、毎日交代していく形を取りました。そのため、まず

は早朝の保健師ミーティングに参加し、現地の現状や課題を把握した上で避難

所ホテルに向かうことをルーティン化しました。そこで毎朝配布される要援護

者リストの情報は毎日アップデートされており、大変多くの情報が盛り込まれ

ておりました。はじめて参加する派遣隊が活動前に保健師の皆様と顔合わせす

る機会をいただけたことは、大変重要であったと振り返ります。保健師とのラウ

ンドでは、部屋から応答がない方、空調が管理できていない方などホテルならで

はの課題が多くみられ、情報共有の大切さを実感しました。我々の課題は明確

で、派遣隊によって統括保健師へ報告する内容や量に差が生じていたことです。

我々も日報を作成していましたが、そこに明記された重要な情報が、統括保健師

にも共有されていたのかどうかの確認はできておりませんでした。この点は今

後の課題として精査していきたいと考えています。�

（静岡 -5$7 事務局� 常葉大学� 村岡健史）�

�

ⅢⅢ��本本会会のの概概要要��

�

１．組織体制�

� 本会は、東日本大震災リハビリテーション支援１０団体（２０１１年４月１

３日設立）の活動経験を基に、新たに他団体も加わり２０１３年７月に「大規

模災害リハビリテーション支援関連団体協議会（-DSDQ�'LVDVWHU�

5HKDELOLWDWLRQ�$VVLVWDQFH�7HDP；-5$7）」へ名称変更を行い、新たな組織と

なりました。その後、２０２０年４月１日に「一般社団法人日本災害リハビリ

テーション支援協会」として法人化・名称変更をして活動をしております。�

� 全国各都道府県においても、地域-5$7として設立されており、２０２３年１

月３１日現在４７都道府県中４５の都道府県で、私ども-5$7と連携して活動し

ています。�

� �

２．活動目的�

� 平時から加盟団体が相互に連携し、各地域において地域住民とともに災害に

立ち向かう仕組みづくりに寄与すると同時に、発災時には災害リハビリテーシ

ョン支援チームを発足させ、被災者・要配慮者の生活不活性発病や災害関連死等

の予防に関する適切な対応を可能とすることで被災者が早期に災害を乗り越え、

自立生活を再建、復興できることを目指し、活動することを目的としています。�

�

３．活動体制�

� １チームあたりの主な構成員及び人数は、医師１名、理学療法士１名、作業

療法士１名、その他専門職１名の合計４名です。標準的な活動期間は、１チー

ムあたり４日間になります。活動場所は、県庁内本部、保健医療福祉調整本部、避

難所、仮設住宅などです。�

�

�
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４．活動内容�

� -5$7 の活動内容は以下のとおりです。�

���発災後のリハビリテーション支援活動に関すること��

���災害リハビリテーション支援チームの組織化��

���災害リハビリテーション支援活動に資する人材育成��

���災害リハビリテーションに関する普及、啓発��

���関連諸団体との関係構築��

���災害関連諸制度の改善に関わること��

���その他、災害支援に関すること��

・都道府県を単位（地域�-5$7�と称す）とする全国規模のネットワークの構築�

・他の災害救助チームとの連携�

・発災時に組織的かつ直接的な災害リハビリテーション支援�

・リハビリテーショントリアージ・避難所の住環境評価と整備�

・動きやすい居住環境のアドバイスや応急的環境整備�

・避難所支援物資の適切な選定と設置�

・生活不活発病予防（避難所や施設でのリハビリテーション支援活動）�

・健康支援（地域に根付いたリハビリテーションへの移行支援）�

・その他、目的を達成することに関連した活動�

�

【連絡先】�

応援派遣チーム名称：一般社団法人日本災害リハビリテーション支援協会

�-5$7��

所在地：東京都千代田区神田紺屋町 �� 千代田寿ビル �階�

7(/����������������

メールアドレス：MUDW�RIILFH#MUDW�MS�
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４．活動内容�

� -5$7 の活動内容は以下のとおりです。�

���発災後のリハビリテーション支援活動に関すること��

���災害リハビリテーション支援チームの組織化��

���災害リハビリテーション支援活動に資する人材育成��

���災害リハビリテーションに関する普及、啓発��

���関連諸団体との関係構築��

���災害関連諸制度の改善に関わること��

���その他、災害支援に関すること��

・都道府県を単位（地域�-5$7�と称す）とする全国規模のネットワークの構築�

・他の災害救助チームとの連携�

・発災時に組織的かつ直接的な災害リハビリテーション支援�

・リハビリテーショントリアージ・避難所の住環境評価と整備�

・動きやすい居住環境のアドバイスや応急的環境整備�

・避難所支援物資の適切な選定と設置�

・生活不活発病予防（避難所や施設でのリハビリテーション支援活動）�

・健康支援（地域に根付いたリハビリテーションへの移行支援）�

・その他、目的を達成することに関連した活動�

�

【連絡先】�

応援派遣チーム名称：一般社団法人日本災害リハビリテーション支援協会

�-5$7��

所在地：東京都千代田区神田紺屋町 �� 千代田寿ビル �階�

7(/����������������

メールアドレス：MUDW�RIILFH#MUDW�MS�

（団体組織図）�
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日日本本栄栄養養士士会会災災害害支支援援チチーームム  
TThhee  JJaappaann  DDiieetteettiicc  AAssssoocciiaattiioonn--DDiissaasstteerr  AAssssiissttaannccee  TTeeaamm（（JJDDAA--DDAATT））  

�

ははじじめめにに��

近年、地震や水害等の大規模災害が国内各地で頻発しており、避難所等での食事制限や摂取できる栄養素の偏り、

避難所格差等が課題として顕在化しています。発災直後は、人命救出・救助活動、救急医療活動が優先されますが、時

間の経過とともに健康・栄養課題が顕在化し、被災者に対する栄養と食生活支援ニーズへの活動が求められます。�

�（公社）日本栄養士会では、東日本大震災における災害支援活動をきっかけに、「日本栄養士会災害支援チーム〈（The 
Japan Dietetic Association-Disaster Assistance Team：JDA-DAT（以下、JDA-DAT））」を発足し、被災者に対す
る支援活動を持続的かつ効率的に行う体制整備を進めており、厚生労働省から各都道府県知事に発出された「大規模

災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備（2022年7月 22日）」では、JDA-DATが保健医療活動チームの１つ
として新たに追加されています。 

 
JJDDAA--DDAATTのの組組織織とと派派遣遣ススキキーームム  
� JDA-DATは、日本栄養士会が育成する「JDA-DATリーダー（以下、リーダー）」と都道府県栄養士会（以下、県
栄養士会）が育成する「JDA-DATスタッフ（以下、スタッフ）」で構成されています。JDA-DATは、県栄養士会の
協力のもと各地から災害支援チームが派遣され、関東東北豪雨災害、熊本地震、大阪北部地震、平成30年7月豪雨災
害、北海道胆振東部地震など多くの被災地で支援活動を行ってきました（図１）。2022年7月には、日本栄養士会内
に災害対策事業部を創設し、JDA-DATにかかる事業を所掌するなど更なる体制強化を図っています。 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
JJDDAA--DDAATTのの活活動動（（災災害害時時））  
災害時の栄養・食生活支援活動は、被災者の栄養状態や慢性疾患の悪化を最小限にとどめるだけでなく、被災者の

心の安定をもたらし、被災者が自分自身や家族の生活の復旧・復興への意欲を高め、より早く平常時の生活に戻るた

めに非常に重要な活動です。災害発生直後は、行政機能も麻痺していることが想定され、県栄養士会は被災自治体と

連携し、支援ニーズを速やかに把握し、優先順位を決定して支援計画を策定、推進するとともに、外部からの支援に

図１ JDA-DATの支援活動イメージ 
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対し被災の程度や支援要求を伝えることが求められます。�

支援活動は、①食事に配慮が必要な要配慮者（高齢者、障がい者、乳幼児、その他の特に配慮を要する者（妊婦、摂�

食嚥下が困難な者、慢性疾患患者等））に対する個別支援と、②被災者全体の栄養・食生活の環境整備に分けられ、被

災自治体栄養士と連携した避難所巡回や、医療救護班との帯同、在宅避難者への訪問、保健医療班とのミーティング

への参加、福祉避難所における食事提供、物資集積場所の整理と特殊栄養食品ステーションの設置運営、物資の搬送、

食事調査と評価、要配慮者への代替食品の手配など、フェーズや被災者の特性に応じた幅広い内容となっています。 

想定される健康・栄養課題は、フェーズで異なります（図２）。初動・緊急対策期は、水分摂取や欠乏症対策を優先

するため、エネルギー源であるおにぎりやパンが中心となり、肉、魚、乳製品及び野菜の提供量が不足する傾向があ

ります。早期に弁当や炊き出しを組み合わせて、栄養バランスのとれた食事を提供するなど、避難所生活の長期化に

伴う健康二次被害を防ぐことが重要です。復旧・復興期は、蓄積された避難生活の疲れや、買い物・調理など食環境の

変化への戸惑いから、簡単な食事で済ませがちとなり、野菜不足、たんぱく質不足に加え、レトルト食品やカップ麺

の利用による脂質過多、塩分過多などの問題が表面化します。 

食料支援は、国からのプッシュ型支援に加え、自治体の備蓄、企業からの支援等により多くの物資が搬送されます。

特殊栄養食品ステーションの設置運営では、支援物資の中から「一般食品」と「特殊栄養食品」を区別し、特殊栄養食

品を中心に管理、JDA-DAT号（緊急災害支援車両：6台を全国各地に分散配備）を機動して、要配慮者へ直接届けて
いきます。 
�

�

�

� �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

  
  
  
  
JJDDAA--DDAATTのの活活動動（（平平時時））  
県栄養士会は支援に必要な基礎知識と技術を習得するスタッフ育成を、日本栄養士会は高度な知識と技術を習得す

るリーダー育成を行い、全国に約4,500名（2022年4月）のJDA-DATメンバーが発災に備えています。平時は防災

フェーズ

フェーズ０ フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３ フェーズ４

初動対策期 緊急対策期 応急対策期 復旧対策期 復興対策期

24時間以内 72時間以内 4日目から
1～2週間

概1~2週間から
1～2ヶ月

概ね2ヶ月以降

状況 ライフライン
寸断

ライフライン
寸断

ライフライン徐々
に復旧

ライフライン
概ね復旧

仮設住宅

想定される
栄養課題

食料確保
飲料水確保

要食配慮者の
食品不足
（乳児用ミルク、
アレルギー食、
嚥下困難者、食
事制限等）

支援物資到着

（物資過不足、
分配の混乱）

水分摂取を控
えるため脱水、
エコノミー症候
群

栄養不足

避難所栄養過多
栄養バランス悪化

便秘、慢性疲労、
体調不良者増加
エコノミー症候群

食生活上の個別
対応が必要な人
の把握

食事の簡便化
栄養バランス悪化
栄養過多

慢性疾患悪化

活動量不足に
よる肥満

自立支援

食事の簡便化
栄養バランス悪化
栄養過多

慢性疾患悪化

活動量不足に
よる肥満

栄養補給 高エネルギー食 たんぱく質、ビタミン、ミネラル不足への対応

食事提供
主食（おにぎ
り・パン等）

水分

炊き出し
弁当

支援活動 避難所アセスメント、巡回栄養相談 健康教育、相談

図２� フェーズごとに想定される健康・栄養課題�
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訓練や防災イベントに参加し、家庭での食料備蓄や災害時に有効な調理法（パッククッキング）の実演等を行い、住

民の防災に関する知識と実践力の向上に寄与しています。 
2022年9月には、災害時の栄養・食生活支援ガイドを公表し、スタッフ育成や県栄養士会での体制整備に活用いた

だいています。ガイドは支援の必要性と JDA-DATの基本事項を示した「総論」、災害時の活動と平時の備えを項目
ごとに区分し、これまでの支援活動の成果や課題を踏まえ、日本栄養士会・県栄養士会・JDA-DATが担うべき役割や
活動時の着眼点を整理した「各論」、行動手順を示したアクションカードや各種様式、啓発資料等をまとめた「資料

編」の3部構成としています。2021年には発災時の人的支援調整の迅速化と活動実績を分析するためのシステムとし
て「DiMS（Dietitian Matching System）」を開発し、全国の県栄養士会へ普及しています。�  
さらに、自治体へは、県栄養士会と支援活動に関する協定締結に向けた働きかけ（2022年11月末、29都府県3

政令市１市１区締結済）や、協定を踏まえた支援要請と応需の手順についても確認するとともに、多職種連携による

合同研修や訓練等も進めています。�

 

DDHHEEAATTととJJDDAA--DDAATTととのの連連携携協協働働��   
平成30年7月豪雨災害で、DHEATとして活動した管理栄養士から報告いただいた「DHEATとJDA-DATの連携事

例」は、①栄養補助食品等の配付システムを構築し、資源情報を一元化することにより、支援ニーズに沿った栄養・

食生活支援が実現し、物資の過剰配給や不足が軽減、②栄養相談依頼システムを構築することより、行政間で避難所

での支援ニーズの把握と共有や、他支援チームからの円滑な支援要望が実現し、重複依頼やフォロー中断が減少、栄

養障害発生リスクが高い避難者への支援継続、③栄養士間ミーティングにより、栄養・食生活に関する全体像を把握

し、課題解決に向けた方針検討や全体調整（対応の優先順位や役割分担）が主なものでした。�

被災地では、他職種の支援チームと協働し、活動する上での課題を共有し、解決に向けての調整を行うことが重要

です。特に、食事に配慮が必要な要配慮者については、DHEAT や保健活動チーム等と連携し、食欲、睡眠、疲労、
排便などの生活状況や食事提供状況を確認するとともに、孤立する被災者へは、「食」をテーマにした集いや食事会

など、食育の視点も踏まえた取組を行うことも重要です。 
最後に、DHEAT は公衆衛生の医師と保健師、事務、薬剤師、管理栄養士等で構成される専門チームであり、平時

から住民及び地域を継続的かつ多面的に捉えるとともに、住民の生活と健康との関連を考察し、予防活動も含めた地

域保健活動を展開していることから、災害時においても、①被災者の健康・栄養課題やニーズ等のアセスメントや要

配慮者の抽出、②栄養・食生活支援活動への方向性の提示、③JDA-DATを含む保健医療活動チーム間での支援ルール
の明確化と役割分担など、住民の生命と健康の被害を最小限にとどめるためのマネジメントに力を発揮していただき

たいです。 
JDA-DATは「誰一人取り残さない災害時の栄養・食生活支援」をキーワードとして、支援活動のエキスパートとし

てその責務を果たせるよう、さらなる人材育成や体制整備に取り組んでいきます。 
�
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日日本本災災害害歯歯科科支支援援チチーームム  

JJaappaann  DDeennttaall  AAlllliiaannccee  TTeeaamm（（JJDDAATT））  

１．活動内容 

 

JDAT とは （JDAT 活動要領 2022 年 10 月 第 1版より引用） 

JDAT（Japan Dental Alliance Team：日本災害歯科支援チーム）は、災害発生後おおむね 72時

間以降に地域歯科保健医療専門職により行われる、緊急災害歯科医療や避難所等における口腔

衛生を中心とした公衆衛生活動を支援することを通じて被災者の健康を守り、地域歯科医療の復

旧を支援すること等を目的としている。 

大規模災害時には、公益社団法人日本歯科医師会が基幹事務局となり組織する日本災害歯

科保健医療連絡協議会として、被災地域の都道府県の派遣要請を踏まえた厚生労働省からの要

請に基づき JDAT を派遣し、被災地域に人的支援や物資の支援等を行う。 

また、大規模災害発生後の迅速な初期対応や、中長期にわたる避難生活者への支援、地域歯

科医療の復旧等に向けた支援等を円滑に行うため、被災地の行政はもとより、厚生労働省、自衛

隊等の災害時対応に係る各機関や、災害派遣医療チーム（DMAT）、災害派遣精神医療チーム

（DPAT）、日本医師会災害医療チーム（JMAT）等の医療関係団体から派遣される医療チームとの

有機的な連携の下、連絡協議会が連携し、状況変化に応じて柔軟に対応することが求められる。 

 

JDAT 活動方針 （JDAT活動要領 2022 年 10 月 第 1 版より引用） 

・歯科医療支援 巡回診療・仮設歯科医療救護所 

・歯科保健支援 巡回口腔ケア・歯科保健啓発活動 

・被災地歯科保健医療専門職支援 

・被災自治体支援 

・情報収集・把握と発信・共有 

・その他、被災地からのニーズにあわせた支援 

 

JDAT 活動内容 

〇 応急歯科診療 

地域歯科医療機関が稼働できない、近隣に歯科医療機関が無い場所に避難所／仮設住

宅などが設置された場合など。初期は主に医療救護所にあわせた歯科医療救護所の設置。

中長期にわたる場合は、仮設歯科診療所・訪問歯科診療車などの設置。 

〇 避難所等における口腔衛生を中心とした歯科保健活動 

⚫ ニーズの把握と課題に対する歯科保健活動体制の確立 

⚫ 要配慮者に対する口腔ケアを含む口腔健康管理、およびその啓発 

⚫ 義歯紛失ないし義歯破損などの医療ニーズに対する応急診療 

⚫ 栄養摂取困難者に対する栄養士と連携した活動 
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⚫ 障がい者に対する関係職種と連携した対応 

⚫ 乳幼児及び保護者に対する対応 

 

 

２．組織体制 

 

〇JDAT 

 厚生労働省からの要請に基づき、日本歯科医師会が基幹事務局をつとめる日本災害歯科保健

医療連絡協議会として、各都道府県の連絡協議会や歯科関連組織から派遣する JDAT。 

〇都道府県 JDAT 

 隣県協定、カウンターパート県の支援や、知事会での支援などにおいて、都道府県と災害時歯

科医療救護協定等を締結している都道府県歯科医師会、もしくは都道府県災害歯科保健医療連

絡協議会として派遣する JDAT（現在、各都道府県における災害歯科保健医療協議会等の設置を

推進中。 

 

 

３．派遣スキーム 

〇1 チームあたりの主な構成員の職種及び人数 

歯科医療救護チームとして：歯科医師２、歯科衛生士 1、歯科技工士 1 

歯科保健支援チームとして：歯科医師２、歯科衛生士２ 

もしくは、歯科医師１、歯科衛生士２～３ 

〇標準的な 1チームの現地活動時間： 

4 日間／1チーム 6－9 時間／1日の活動時間 

 

 

４．DHEAT との連携事例 

 

〇 DHEAT による歯科保健医療活動の連携体制構築により歯科支援チーム（JDAT）の活動体制

が整った事例 

 

平成 30 年の北海道胆振東部地震においては、道内 DHEAT が派遣され、派遣期間 9／11～

10／10のうち、第 1班（9／11～9／14）、第 2班（9／16～9／21）の 2回にわたり、道内DHEATの

一員として近隣の保健所等を加えた歯科専門職が派遣されました。 

 この災害においては、現地の厚真町総合福祉センター内に苫小牧保健所長を本部長とする「東

胆振東部 3町医療救護保健調整本部」が、厚真町、安平町、むかわ町における保健・医療活動に

関する総合調整を行いました。 
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北海道歯科医療救護活動チーム（現在の北海道歯科支援チーム（北海道 JDAT））は、9／8～9

／24 にのべ 170 名が活動しましたが、現地は苫小牧保健所や苫小牧歯科医師会からも 30Km 強

の距離があり、当初は連携が十分とれていませんでした。 

 このため、道内 DHEAT の歯科専門職は、第１班では保健所内において、情報の収集や整理、

関係部局や関係団体との調整を行い、第２班では避難所掲示用リーフレットを作成等し、歯科保

健医療対応について、保健所と市町村及び関係団体（歯科医師会等）と連携を図りながら北海道

歯科支援チーム（北海道 JDAT）が活動する体制をつくることができました。 

 苫小牧保健所にも歯科専門職は配置されていますが、単数配置であることから災害時に機動的

に活動するためには道内DHEATの歯科保健医療の視点を持つ専門的な支援があって、保健所・

自治体・関係団体の連携体制、及び北海道歯科支援チーム（北海道 JDAT）の現地活動体制が構

築できたと思います。 

課題としては、第 1 班においては、初期の被災状況の情報収集や市町村支援等の業務対応等

が多く、歯科保健医療の活動に時間を割くことができなかったことがあります。また、ようやく第 2 班

で連携体制が構築できたところで、災害救助法による北海道歯科支援チーム（北海道 JDAT）の派

遣が終了となり、保健所と苫小牧歯科医師会とで体制を引き継ぐ形となりました。初動対応の遅れ

が、連携体制の構築を含め全ての活動の遅れに繋がることから、被害規模が更に大きい場合には、

早期から継続した、歯科保健医療の視点での連携・調整ができる道内DHEAT体制の構築や災害

を見据えた人材育成等が、北海道歯科支援チーム（北海道 JDAT）と連携して効率的な活動を実

施するために必要と感じます。 

 

※ JDAT（日本災害歯科支援チーム）は令和 3 年 3 月が正式発足であり、当時は JDAT とは呼ばれて

いませんでしたが、令和 4年 7月 22 日の厚生労働省通知「大規模災害時の保健医療福祉活動に係る

体制の整備について」において「保健医療活動チーム」として JDATが表記されたことを受け、本稿にお

いては「JDAT 活動要領」に規定される表現に置き換えて表記しています。 

 

 

５．DHEAT による JDAT を含む歯科保健医療活動の調整の具体的イメージ 

 

■ 保健所や市町村の歯科担当者への「災害時の歯科保健医療活動」（避難所等への口腔ケア

啓発ポスターの貼付、避難所等の口腔衛生用品の確認・補充や口腔ケアの啓発、被災地域

の歯科ニーズ調査・歯科相談の実施など）の説明。 

■ 保健所や市町村の歯科担当者と、県の歯科担当者との連絡・相談体制の構築。 

■ 被災市町村における歯科保健医療活動の連携体制の確立。 

・ 避難所の健康管理をする職員と、県歯科医師会の災害歯科コーディネーター・現地災害

歯科コーディネーターとを繋ぎ、避難所等における歯科支援チーム（JDAT）による歯科保

健活動計画の検討。 

・ 保健所や市町村の歯科担当者と、地域JDAT活動コーディネーター、地域の歯科衛生士
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会等の歯科関係者とで連絡をとりあい、情報共有や相談ができるように調整。 

・ 災害時保健医療福祉調整現地本部会議に、地域 JDAT 活動コーディネーターにも出席

していただくように調整。 

・ 地域 JDAT 活動コーディネーターより、歯科診療所の被災状況の情報を提供いただき、

住民の歯科受療要望への対応を依頼。 

・ ホームページや広報紙などを活用し、歯科診療所の開設状況を地域住民へ周知するた

めの調整。 

・ 歯科支援物資について、県の支援物資要請体制や JDAT の歯科支援物資提供体制な

ども把握して、調整。 

・ 避難所等にて歯科医療ニーズがあるものの、近隣の歯科診療施設での対応が困難であ

る場合等には、避難所の健康管理担当者、市町村の歯科担当者、地域 JDAT 活動コー

ディネーター及び保健所や県の担当者と連携調整を図り、避難所において応急歯科診

療ができる体制構築を支援。被災地域の歯科診療提供体制の回復まで時間を要する場

合は、仮設歯科診療所の設置に向けた調整。 

■ 在宅要支援者に対する口腔衛生の啓発（保健師等と連携） 

・ 在宅高齢者などの要支援者や車中泊の被災者への訪問活動を行う保健師等と連携し、

健康調査と保健指導を実施する際の、口腔ケアの啓発や口腔衛生用品の配布などの歯

科保健活動の実施を調整。 

■ 高齢者福祉施設や障害者施設への歯科ニーズ調査 

・ 調査の必要性を担当課の職員に説明し、施設利用者への支援ができるように市町村の

歯科担当者との連携体制を構築。 

 

 

６．DHEAT にお願いしたいこと  

 

〇 JDAT は、保健医療支援チームの中で行動します。DHEAT には災害発生直後から、歯科保

健医療の観点も含めて地域保健を評価いただき、必要時は JDAT を活用いただけるとありがた

いです。 

〇 JDAT の歯科保健医療活動においては、対象者の医療的背景、居住場所の口腔衛生や「食

べる」に関わる環境、そして、口腔ケアにあたっての介護福祉サポートなど、多くの保健医療・介

護福祉関係者との連携が必要となり、これらの全体をマネジメントする DHEAT との連携が必要

となります。 

〇 このために、DHEAT に歯科専門職を含めていただいたり、DHEAT 研修において歯科保健医

療の評価に関することを含めていただければ、ありがたいです。 

〇 平時より災害に強い地域づくりを行っていく際にも、ぜひ、DHEAT には歯科保健医療の観点

も含めてご指導いただき、災害対応訓練においては JDAT とも連携いただきたくお願いします。 

Ⅵ．保健医療福祉活動チーム



150 151

 
 

�� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

日日本本看看護護協協会会災災害害支支援援ナナーースス��

��

��

日日本本看看護護協協会会��

�

� 日本看護協会では、����（平成 �）年に発生した阪神・淡路大震災において看護ボランテ

ィアの派遣調整を行ったことをきっかけに、組織的な災害時の看護支援活動を展開してい

る。以降、災害時に効果的な看護支援活動を実践するため、都道府県看護協会等との連携

のあり方を明確にし、災害時の支援を実施してきた。����（令和 �）年度より、感染症法及

び医療法の改正に伴い、新たな看護職員の応援派遣の仕組みが構築されることになるが、

本稿では、これまでの災害支援ナースによる看護支援活動について述べる。�

� 災害発生時には、被災県看護協会の要請を受け、「災害支援ナース」として都道府県看護

協会に登録されている看護職を日本看護協会または都道府県看護協会が派遣調整し、被災

地に派遣している。これまでに日本看護協会が広域で災害支援ナースの派遣調整を行った

主なものとして、東日本大震災（���� 年、�� 都道府県看護協会より延べ ����� 人）、平成

�� 年熊本地震（���� 年、�� 都道府県看護協会より延べ ����� 人）、令和元年台風 �� 号（����

年、�県協会より延べ ��� 人）がある。�

� 災害支援ナースの派遣の仕組みは図 �のとおりである。�

�

図 �� 都道府県看護協会と日本看護協会による災害支援ナース派遣の仕組み�

�

�

�
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１１．．災災害害支支援援ナナーーススにによよるる災災害害時時のの看看護護支支援援活活動動��

��））災災害害支支援援ナナーーススととはは��

� 大規模災害時には、多くの被災者が家屋の損傷などにより生活の基盤を失い、長期にわ

たる避難生活を余儀なくされる。特に、災害亜急性期には厳しい避難環境のなかで災害関

連死等が生じ、これらを予防するためには健康課題の早期発見や対策等看護の力が非常に

重要である。また、被災地の看護職のなかには、家族が負傷したり家を失ったりと、自ら

が被災しても職務を離れることができない者が多くいる。あるいは、被災した医療機関か

ら多くの患者が搬送される場合、受入れを行う医療機関では看護職のマンパワーが不足し

た状態となる。�

� そのような状況において災害支援ナースは、看護職能団体の一員として、被災した看護

職の心身の負担を軽減し支えようと努めるとともに、被災者が健康レベルを維持できるよ

うに、被災地で適切な医療・看護を提供する役割を担う。���� 年 � 月末時点で ������ 人

の災害支援ナースが都道府県看護協会に登録されている。�

� 災害支援ナースの活動内容として、下記が報告されている。�

●医療機関での活動（例）�

� ・被災施設の患者の受け入れ�

� ・病院の救急外来等での増大した医療ニーズへの対応�

� ・被災した看護職に対する深夜勤業務の支援�

●避難所での活動（例）�

� ・自宅の片付けで負傷した人への創傷処置�

� ・避難所の環境整備や手洗い指導などの感染症対策�

・服薬に関する相談と助言�

� ・心身の体調不良を抱える者に対する受診支援や医療チームへの橋渡し、救急搬送�

� ・ラジオ体操や運動の推奨などエコノミー症候群の予防�

� ・高齢者や妊産婦、障がい者など要配慮者の個別の対応�

�

��））災災害害支支援援ナナーーススのの要要件件・・条条件件��

� 災害支援ナースに登録するための要件は、原則として、以下のとおりである。�

� ・都道府県看護協会の会員であること�

� ・実務経験年数が �年以上であること�

� ・所属施設がある場合には、登録に関する所属長の承認があること�

� ・災害支援ナース養成のための研修を受講していること�

� � � ※日本看護協会では、災害支援ナース育成に関する研修プログラムの作成や '9' 研

修の実施等を行ってきた。�

� さらに、災害支援ナースとして登録する際に望ましい条件として、以下をあげている。�

� ・定期的（� 年に � 回程度）に日本看護協会または都道府県看護協会で開催する災害看

護研修もしくは合同防災訓練への参加が可能であること�

� ・災害看護支援活動が補償の対象に含まれる賠償責任保険制度に加入していること�

� ・帰還後に都道府県看護協会が主催する報告会・交流会等への参加が可能であること�

� �
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�

��））災災害害支支援援ナナーーススのの派派遣遣基基準準��

� 災害支援ナースの派遣は、発生した災害の規模に従い、表 � のような基準で実施してい

る。�

� 被災県看護協会のみで災害時看護支援活動が可能な場合には、被災県内の災害支援ナー

スが派遣される（レベル１）。しかし、被災県看護協会のみでは活動が困難または不十分で

ある場合には、被災県および近隣県の災害支援ナースが派遣される（レベル２）。被災県看

護協会および近隣県看護協会のみでは活動が困難または不十分であり、活動が長期化する

と見込まれる場合には全国の災害支援ナースが派遣され、災害時の看護支援活動を実施す

る（レベル３）。�

�

表 �� 災害支援ナース派遣の基準�

�

�

��））災災害害支支援援ナナーーススのの活活動動時時期期おおよよびび派派遣遣期期間間��

� 被災地における災害支援ナースの活動時期は、災害発生後 � 日以降から � か月間を目安

としている。また、災害支援ナースのほとんどは所属先があることから、本職の勤務等に

配慮し、個々の災害支援ナースの派遣期間は原則として移動を含めた�泊�日としている。�

�

��））災災害害支支援援ナナーーススのの活活動動場場所所��

� 災害支援ナースが活動する場所は、原則として、被災した医療機関・社会福祉施設、避

難所（福祉避難所を含む）を優先し、被災地の現状とニーズなどから決定する。�

�

��））災災害害支支援援ナナーーススのの活活動動にに必必要要なな経経費費おおよよびび事事故故補補償償��

� 日本看護協会の役割として、表 �におけるレベル �（近隣支援対応）およびレベル �（広

域支援対応）の場合の、災害支援ナースの活動にあたって必要な交通費・宿泊費および日

当を負担する。�

� 同様に、レベル �（近隣支援対応）およびレベル �（広域支援対応）における災害支援ナ

ースの派遣にあたっては、看護支援活動中（出発地と活動場所との移動を含む）の事故等
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に対応するため、天災担保特約付き国内旅行傷害保険に加入している。�

�

��．．日日本本看看護護協協会会ににおおけけるる災災害害看看護護支支援援活活動動ののたためめのの平平時時かかららのの取取組組みみ��

� 災害支援ナースの派遣にあたっては、都道府県看護協会や '+($7 をはじめとする関係機

関等との連携なしには成立しない。そこで、それぞれと平時より緊密に情報共有を行い、

連携の強化に努めてきた。連携強化のための取組みの � つとして、日本看護協会、都道府

県看護協会ならびに災害支援ナースおよびその所属機関との災害支援ナース派遣調整合同

訓練を年 �回実施し、評価と体制の見直しを行ってきた。�

� また、より効果的な災害看護活動を実現するため、災害支援ナースに求められる人材像

や育成により必要な教育内容の検討を行うとともに、学会などを通じて災害支援ナースの

活動や災害看護に対する理解の促進と普及に努めてきた。�

�

� さらに、これまでの災害支援ナースの活動にあたっては、日本看護協会独自の看護職の

派遣の仕組として、個人が休暇を取得して活動していることが多いという実態をふまえ、

国（厚生労働省および内閣府）に対して、大規模災害時における被災地での看護支援体制

の仕組みの整備を求める要望書を提出した。国では、新型コロナウイルス感染拡大時の課

題等から、感染症発生・まん延時における広域的な医療人材派遣の仕組み等を検討し、都

道府県知事の求めに応じて災害・感染症医療業務従事者を派遣する仕組みを法定化するこ

ととした。これらを踏まえ、日本看護協会では、これまでの災害支援ナースの派遣の仕組

みを見直し、新たな看護職の応援派遣体制の構築に向け、検討を進めているところである。�

�

�

�
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災災害害派派遣遣福福祉祉チチーームム��

''LLVVDDVVWWHHUU��::HHOOIIDDUUHH��$$VVVVLLVVWWDDQQFFHH��77HHDDPP（（''::$$77））��

�

�

１．災災害害派派遣遣福福祉祉チチーームムににつついいてて�

� 災害派遣福祉チーム（'LVDVWHU�:HOIDUH�$VVLVWDQFH�7HDP、以下 ':$7）は、

「災害時の福祉支援体制の整備に向けたガイドライン」（平成３０年５月３１日

付�厚生労働省発出）により、主に一般避難所における要配慮者等の二次被害の

防止、また、安定的な日常生活への移行を支えることを目的に、福祉分野の多様

な職種で構成する専門職支援チームとして位置付けられました（図１参照）。�

� その活動内容は、福祉避難所等への誘導や災害時要配慮者へのアセスメント

をはじめ、日常生活上の支援、相談支援、一般避難所内の環境整備等、１０種類

の活動に整理されております（図２参照）。�

�

�

�

�

�

�

�

図１災害時の福祉支援体制の整備に向けたガイドライン� �
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�

�

�

２２．．''::$$77 のの活活動動内内容容��

実際の活動例として、群馬県災害派遣福祉チーム（以下、ぐんま ':$7）の避

難所での活動事例を紹介いたします。�

�

� ■要配慮者へのアセスメント�

� � 保健師や他の専門職チームと一緒に避難者の巡回を行いながら、気になる

人を見つけていく活動。アセスメント過多とならないように、全国保健師長会の

健康相談票を使用した他、保健師チー

ムや -5$7（＝一般社団法人�日本災害

リハビリテーション支援協会の略称）

とも連携・分担する等の工夫をしなが

ら、主に介護・福祉課題や生活環境課

題を中心にその後の関わりを展開し

ていきました（写真①）。�

�

�

図２災害時の福祉支援体制の整備に向けたガイドラインの構成� �

写真① アセスメントの様子�
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� ■日常生活上の支援�

� 避難者の方々がお茶をしたり、おしゃべりをしたり、避難スペース以外の場所

で交流するためのスペースとして開設したサロンのような居場所づくりの活動

の他、ボランティアグループやＮＰＯ等とも連携して子どもの遊び場を設置し

たりしました（写真②）。生活不活発病予防のための介護予防プロジェクトを取

り入れた他、介護福祉士会と連携・協力して、入浴・シャワー介助に関する支援

も行いました（写真③）。�

� � �

�

�

� ■相談支援�

� � 福祉に限定せず、生活全般の困りごと、気になること等、避難者の話を聞き

ながら生活課題に寄り添っていきました（写真④）。また、聴覚障害者の方への

情報サポートとして、筆談による対応も行いました（写真⑤）。�

� �

�

�

�

�

�

�

�

�

写真②�子どもの遊び場� 写真③�生活不活発病予防�

写真④�なんでも相談室� 写真⑤�筆談による対応�
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� ■避難所の環境改善�

避難者の中でも特に配慮が必要となる方々が少し

でも生活しやすくなるように、段差の解消、手すり

の設置等、ＪＲＡＴ、ＰＴ（＝3K\VLFDO�7KHUDSLVW：

理学療法士）、ＯＴ（＝2FFXSDWLRQDO� 7KHUDSLVW：

作業療法士）、ＳＴ（＝6SHHFK� 7KHUDSLVW：言語聴

覚士）等とも連携しながら環境改善に努めていきま

した（写真⑥）。�

�

�

�

��

��

３３．．組組織織体体制制��

� 県行政を中心に、県域の福祉関係団体と構成する「災害福祉支援ネットワーク」

という協議体を構築し、災害時の福祉支援活動の推進について検討をすすめて

おり、':$7 派遣はその１つの機能になります（図３参照）。�

� 群馬県では、ネットワークの主管課となる県健康福祉課をはじめ、福祉施設等

を所管している介護高齢課、障害政策課、私学・子育て支援課、児童福祉・青少

年課、そして防災を所管する危機管理課の６つの課がネットワークに参画し、群

馬県社会福祉協議会を含め、２３の構成団体とネットワーク組織を構築してい

ます（図４参照）。�

� また、':$7 登録員については、ネットワーク構成団体より推薦された社会福

祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、介護支援専門員、保育士等の多様な福祉専

門職で構成されています。�

�

写真⑥�手すりの設置�
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�
�

�

�

図３ぐんま ':$7 派遣� �

図４群馬県災害福祉支援ネットワークの構成� �
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４４．．派派遣遣ススキキーームム��

� ぐんま ':$7では、①先遣隊と②支援隊にチーム構成が分かれており、発災時、

優先的に活動を展開する先遣隊が支援全体の見積等を行います（図５参照）。�

先遣隊は、行政や医療チーム、保健チーム等

と連携の上、一般避難所等で生活を行う要配

慮者の二次被害防止に努め、支援隊に業務を

引き継ぎ、安定的な日常生活への移行を支え

ていきます（写真⑦）。�

�

なお、ぐんま ':$7 では、平成 �� 年西日本豪雨災害における岡山県倉敷市へ

の派遣活動から得られた経験を基に、チームを派遣する際には、保健所や保健･

医療チーム、ボランティア団体等との調整窓口を担うコーディネーター役とな

る「調整班」、避難所で支援活動を展開する「活動班」に分けて、活動を展開で

きるように体制を見直しており、令和元年東日本台風での長野県長野市での活

動においてその機能を発揮しています。�

�

�

� 図５災害時の福祉の動き� �

写真⑦�避難所内での保健・医療・福祉連携の様子�
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５５．．''++(($$77 ととのの連連携携ににつついいてて��

� ぐんま ':$7 では先遣隊発足後、県単位の '+($7 研修に参加の機会をいただい

た他、平成３０年３月の群馬県地域防災計画の改定の際に制定された「群馬県災

害時保健医療福祉活動指針」により、災害時保健医療福祉活動チームの一員とし

て位置づけていただきました。�

� 以来、保健所・保健福祉事務所を対象とした県域の研修や保健所・保健福祉事

務所単位での避難所運営研修等にぐんま ':$7 の参画の機会をいただきながら、

平時からの保健と福祉が連携しての顔の見える関係を構築してきました。�

� このことは、平成３０年西日本豪雨災害、令和元年東日本台風災害での活動の

際、保健分野と連携した取り組みに活かされていきました。�

�

６６．．''++(($$77 にに求求めめるるこことと��

� '+($7 には、保健と医療の活動調整だけでなく、保健と福祉の連携、さらには、

医療と福祉をつなぐ機能が求められていると思います。�

� また、':$7 活動の中ある「安定的な日常生活への移行」を支えていく実践に

は、保健分野との連携は欠かせないものであり、「命を救う医療」の取り組みか

ら「命を支える福祉」の取り組みへの展開には保健分野の伴走が必要です。「平

時にできないことは有事にもできない」との言葉どおり、平時から医療と福祉を

つなぐ役割として、保健・医療・福祉が連携した研修や訓練を一緒に展開してい

ただく他、連携会議等にも福祉を巻き込んでいただけたらと思います。�

�

�
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特特定定非非営営利利活活動動法法人人 7700$$77��

7RNXVKXNDL�0HGLFDO�$VVLVWDQFH�7HDP��

�

【団体概要】�

特定非営利活動法人 70$7 は ���� 年 � 月の阪神淡路大震災に医療法人徳洲会

グループの医師らが中心となり救援活動を行ったことをきっかけに、���� 年に

設立された特定非営利活動法人（7RNXVKXNDL�0HGLFDO�$VVLVWDQFH�7HDP の頭文

字から 70$7 と命名）です。���� 年 � 月までに、国内 �� 回海外 �� 回合計 �� 回

の災害支援活動を実施してまいりました。国内災害においては、地震、津波、水

害等の自然災害において発生する急性期の医療的ニーズへの対応と、避難所に

おける医療支援、巡回診療活動、公衆衛生活動、避難所運営支援等を行うことを

目的としている団体です。�

�
�

【教育研修】�

70$7 では①国内外の災害について実習を交えて学ぶ「災害救護・国際協力ベ

ーシックコース」、②地震、水害、台風など昨今数多く発生している国内災害支

援の対応に特化した「国内災害医療支援トレーニングコース、③自ら所属する病

院が被災した際のマネジメントを学ぶ「病院防災コース」の �つの研修を柱に、

教育研修も開催しています。現在までに、合計で ����� 名を超える受講生を輩

出しています。また、国内での災害支援活動に参加する 70$7 隊員は、①または

②の研修を受講していることを原則としています。�
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�
�

【派遣体制と国内災害での活動内容】�

70$7 は国内で支援を必要とする規模の災害（概ね避難所が設営され、多くの

避難者が発生している災害）が発生した場合、医師・看護師・ロジスティクス担

当を中心とする先遣隊を被災地に派遣します。主に、緊急医療支援に加え、継続

的な保健衛生活動が求められる避難所中心に調査を行い、支援の必要性がある

と判断した場合は70$7隊員に登録したメンバーを中心に公募し、医師、看護師、

薬剤師、ロジスティクス担当者を中心とした�名～��名のチームを派遣します。

避難所に常駐した形（原則 �� 時間体制）を基本に、避難所内での仮設診療所運

営、避難所内を巡回した避難者の健康観察、避難所内における感染対策やその支

援、母子保健や介護を必要とする避難者への対応、避難所を運営する行政職員の

支援など、避難所生活の安心・安全に寄与に努めて活動をしています。また、こ

れらのニーズに合わせて、チームメンバーに小児科医、小児救急看護認定看護師、

感染管理認定看護師、皮膚・排泄ケア認定看護師、保健師、介護福祉士、理学療

法士、作業療法士、管理栄養士などの専門職を派遣した実績もあります。�

� チーム当たりの派遣期間は７日～１０日間、派遣時期は災害発生直後から１

カ月程度をめどに、被災地域や避難所のニーズ、引継ぎすべく地元機関の状況な

どを考慮し、復興の妨げにならないことを前提に被災地域関係者と協議のうえ

撤収時期を決定しています。�

また、70$7 は全国各地で病院を運営する医療法人徳洲会グループ（全国で ��

病院、職員数約 �万人）が連携組織となっているため、各地域に所在する同グル

ープ病院が、車両や物資、その他人材的支援などのバックアップを行っていただ
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いております。�

�
�

【'+($7 との連携】�

70$7 は被災地域で活動する際、現地関係機関や他の支援団体との連携を重要

視しており、被災地域に立ち上がる保健医療調整本部を中心に地元保健所や保

健師と連携した活動を行ってきました。令和 � 年熊本県球磨村を中心に水害被

害発生した令和 � 年熊本県豪雨災害では人吉市や多良木町の避難所で支援活動

を実施し、その際 '+($7 から派遣されていた医師や保健師と連携して避難所支

援や運営を行いました。'+($7 は「行政側」の立場でありながら、「支援団体」

の顔を持つと感じており、我々のような 1*2 を含めた支援団体とは連携が不可

欠です。被災地域全体の支援マネジメントのみならず、各避難所内のマネジメン

ト、保健所との保健衛生に係る調整、地域の医療・保健に係る機能のサポートや

引継ぎなど、様々な保健医療に係る支援団体の調整役など、'+($7 に期待される

役割は非常に大きいと感じています。�

�

【団体所在地と担当者】�

事務局住所：〒���������東京都千代田区九段南�������

東京堂千代田ビルディング���階�

連� 絡� 先：電話（)$;）�7(/��������������� �)$;���������������

メ� ー� ル：�MLPXN\RNX#WPDW�RU�MS�

事務局担当：野口、阪木�
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特特定定非非営営利利活活動動法法人人アアムムダダ（（$$00''$$））��

�

１１．．活活動動目目的的��

�

� 国際医療人道支援活動を通して世界平和を目指すことを目的としています。平

和とは「今日の家族の生活と明日の希望」が実現できる状況です。さらに多様性

の共存を実現し、世界平和に貢献することです。��

相互扶助の精神、尊敬と信頼の念にもとづくパートナーシップ、ローカルイニシ

アティブ（地元主導）、の�� つの基本理念に沿って事業を展開しています。��

$0'$ の人道支援活動は、「人道援助の三原則」にもとづいています。��

（１）誰でも他人の役に立ちたい気持ちがある。��

（２）この気持ちの前には民族、宗教、文化等の壁はない。��

（３）援助を受ける側にもプライドがある。�

�

２２．．活活動動体体制制��

�

� １チーム当たりの主な構成員は、医師、看護師、調整員、鍼灸師、柔道整復師

等です。１チーム当たりの活動時間は、発災直後から復興期のフェーズによって

異なります。�

�

３３．．活活動動内内容容��

��

$0'$ は、���� 年に岡山で設立されました。���� 年に国連経済社会理事会から

「総合協議資格」を取得し、������年には、岡山市の認定ＮＰＯとしての認証を

受けています。緊急医療支援活動では、$0'$ 職員のほか $0'$�緊急救援ネットワ

ーク登録医師、看護師などのボランティアスタッフや世界 �� か国にある $0'$ 支

部や協力機関と連携を取りながら、多国籍医師団を編成し活動にあたります。設

立以来、これまで保健医療を中心とした国際人道支援活動を世界 �� か国で実施

し、特に災害に対しては、���の国と地域で ��� 件の緊急医療支援活動を行いまし

た。（���� 年 � 月末現在）�

� 日本国内においても阪神淡路大震災、

東日本大震災、熊本地震、西日本豪雨災

害、熊本県球磨地方豪雨災害等に対し、

緊急医療支援活動、復興支援活動を地元

自治体、医師会、保健所、外部団体等と

協力しながら実施しました。困ったとき

はお互い様という「相互扶助」の活動理

念の下、地元主導で活動を行うことを大

切にしています。球磨地方豪雨災害の際

には、地元自治体の職員、保健師ととも
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に $0'$ 派遣の医師、調整員が同行し、個別訪問を行い、地元住民の方々の被災状

況、健康状態の把握につとめ、災害対策本部に情報共有しました。�

�

�

【団体概要】�

応援派遣チーム名称：特定非営利活動法人アムダ�

所在地：〒��������� 岡山県岡山市北区伊福町���������

7(/�������������������)$;���������������

メールアドレス：PHPEHU#DPGD�RU�MS�

�
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特　定　非　営　利　活　動　法　人　災　害　人　道�医療支援会 HuMA

++XXPPDDQQLLWWDDUULLDDQQ��00HHGGLLFFDDOO��$$VVVVLLVVWWDDQQFFHH��

�

++XX00$$ ととはは��

災害人道医療支援会（+XPDQLWDULDQ� 0HGLFDO� $VVLVWDQFH�という特定非営利

活動法人です。国内外での大きな災害時に医療チームを派遣したり、災害医療に

かかわる人々の教育研修を行います。�

�

災害人道医療支援会�+X0$�は下記の理念のもとに活動します。�

（１）私たちの活動の目的は大きな災害に遭遇して苦しむ人々の救援であり、

その自立を支援することです。�

（２）国内外の自然災害・人為災害を問わず、あらゆる種類の災害を対象に活

動します。�

（３）災害時の緊急医療支援から復興支援・地域開発をも視野に入れた活動を

行います。�

（４）人種・性別・国籍・宗教的・政治的な理由によって人々の差別をしませ

ん。�

（５）:+2、812&+$、81+&5 などの国際機関や各国政府、他の非政府組織とでき

るかぎり協力、連携して活動します。�

（６）災害医学・医療に関する研究開発につとめ、医療人や一般市民の災害対

応と準備の教育・研修事業を行います。�

�

過過去去のの主主なな災災害害派派遣遣歴歴��

�

活動年� 国・地域� 主な支援内容� 主な協力団体�

����� イラク・ヨルダン国境� イラク機器難民救援医療� 81+&5�%+1�

����� イラン、バム� 地震後保健医療施設再建� 現地市民協議会�&2'(�

����� 新潟県十日町、小千谷� 中越地震後医療資器材等支援� 十日町病院�小千谷病院�

����� スリランカ� インド洋津波災害後医療支援� -07'5�現地ボランティア�

����� パキスタン北西部� 地震後医療支援� -07'5�自衛隊�

����� インドネシア� ジャワ島中部地震後医療支援� タムリン�<&+�聖マリア病院�

����f����� ケニア、ダダーブ� ソマリア難民胃腸支援� 81+&5�*,=�

����� ミャンマー� サイクロン・ナルギス災害医療支援�
ユニセフ、キリスト教青年会

ほか�
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����� フィリピン、ルソン島� 台風ケッツァーナ災害医療支援� マニラ首都圏保健局�

����f����� ミャンマー� ナルギス後保健施設再建、井戸供与� 国際移住機関、現地1*2�

����� チリ� チリ地震津波災害初動調査� � �

����� ベトナム、カンボジア� 3DFLILF�3DUWQHUVKLS 医療支援� 自衛隊、米軍、米1*2�

����� パキスタン� 洪水災害医療支援� 現地1*2�

����� 宮城県三陸町� 東日本大震災医療支援�
志津川病院、日本山岳ガイド

協会ほか�

����� トルコ� トルコ東部地震災害支援初動調査� � �

����f�����
フィリピン・ミンダナ

オ島�
台風ボーファ災害医療支援�

812&+$、軍、フィリピン赤

十字、ボランティアなど�

����f����� 福島県飯館村� ���� 見回り隊・住民健康相談� %+1�

����f����� 岩手県大槌町� ���� 大槌町児童自然体験活動支援�
日本山岳ガイド協会、月山町

ほか�

����f����� フィリピン・レイテ島� 台風ハイアン災害医療支援� 現地保健局ほか�

����� バヌアツ� サイクロン・バム災害医療支援� 現地保健局ほか�

����� ネパール� ネパール地震災害医療支援� ネパール保健人口省�

����� 茨城県常総市� 洪水災害避難所支援� 常総市健康福祉部�

����� 熊本県阿蘇市� 熊本地震災害医療支援� $'52、阿蘇市、阿蘇保健所�

����� 福岡県朝倉郡東峰村� 福岡・大分豪雨災害避難所支援� 医療福祉対策本部�

����� バングラデシュ� ロヒンギャ難民医療支援� '&+7�3:-�

����� 岡山県倉敷市真備町� 西日本豪雨災害医療支援� .XUD'252�3:-�岡山大学ほか�

����� 佐賀県大町町� 九州北部豪雨災害保健福祉支援� 大町町保健センター�

����� 千葉県館山市� 台風 ��号災害保険医療支援�
安房地域医療センター、

3:-、館山市�

����� 長野県長野市� 台風 ��号災害保険医療支援�
長野市、3:-、社会福祉協議

会�

����� 熊本県芦北町� 熊本豪雨災害医療支援�
国保水俣市立総合医療センタ

ーほか�

����f����� 大阪府� 大阪コロナ重症センター� 大阪府�

����� 利尻島� 介護施設支援� 3:-�利尻富士町�

����� 大阪府� 大阪府コロナ入院待機ステーション� 大阪府、<&+�

%+1�%+1 テレコム支援協議会、&2'(�海外災害援助市民センター、3:-�ピースウィンズ・ジ

ャパン、タムリン�7KDPULQ�+HDOWK�&DUH�*URXS（インドネシア）、<&+�淀川キリスト教病院、
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*,=�ドイツ国際協力公社、'&+7�'KDND�&RPPXQLW\�+RVSLWDO�7UXVW（バングラデシュ）、$'52�

阿蘇地区災害保健医療復興連絡会議、.XUD'52�倉敷地域災害保健復興連絡会議�

�

設設立立背背景景ににつついいてて��

+X0$ のルーツは ���� 年秋から ���� 年に起こったカンボジア難民支援にさか

のぼります。これに対し、日本政府が国際緊急援助活動チームを派遣しました。

これは日本国政府として初めての国際緊急援助活動となりましたが、緊急援助

の観点から即応性や資機材選定、医療行為の内容、人材確保などさまざまな課題

が持ち上がりました。これらの反省をもとに日本政府は ���� 年に海外の災害に

対応するため国際緊急医療チーム�-07'5���-DSDQ�0HGLFDO�7HDP�IRU�'LVDVWHU�

5HOLHI�を設立しました。その後、体制整備がすすみ ���� 年に国際緊急援助隊の

派遣に関する法律�-DSDQ�'LVDVWHU�5HOLHI 法：通称 -'5 法�が施行されました。

外務省管轄の政府組織である国際緊急援助隊�-'5�は派遣に際して、被災国政府

の要請が必要であり、国内法や日本国政府の意向などの制約が生じました。また

���� 年には国際平和協力法（いわゆる 3.2 法）により -'5 の活動範囲が自然災

害に限定され、難民問題へは対応できなくなりました。このような状況の中で、

もっと自由に動ける 1*2 が必要という声が上がり始めました。その結果、����

年 � 月に +X0$ が旗揚げされました。�

�

組組織織体体制制��

理事長、副理事長、顧問２名、常任理事７名、理事６名、監事２名�

理事の担当：庶務、財務、広報、研修、緊急ミッション、事業、海外リエゾン�

�

会会員員数数��

��� 名（���� 年 �� 月末現在）�

正会員および登録会員 ��� 名（派遣候補者）�

（医師 �� 名�看護師 ��� 名�他医療職 �� 名�学生 �� 名�その他 �� 名）�

賛助会員 ��� 名�

�

派派遣遣ススキキーームム��

１チームあたりの活動期間については海外では移動を含めて ��日前後が望ま

しいですが、それぞれの状況に応じて柔軟に対応します。国内については数日か

らでも派遣されることもあります。構成メンバーは過去の派遣からは医師 �名、

看護師 � 名、調整員 1−2 名が標準的です。これらの派遣期間やメンバー構成な

どは緊急ミッション担当理事により調整されます。実際の活動に際しては、派遣

メンバーの安全を第一に考えて、紛争の真っ只中や新たな危険が差し迫ってい
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るような状況下にはチームを派遣しません。そして派遣チームリーダーは常に

活動地の安全情報の入手に努めるとともに、緊急ミッション担当理事とはほぼ

毎日連絡を取り合い、被災地の現状や隊員の健康状態を報告しています。�

またミッション終了時にはカウンターパート団体や被災地の保健省や病院等

へ活動報告書を提出し、+X0$ の撤収後に被災者へのケアが途切れることのない

ように配慮しています。�

�

活活動動資資金金��

ホームページ等からの当団体への直接の寄付金および災害時に立ち上がる 

<DKRR�を通じた募金による寄付金および -DSDQ� 3ODWIRUP�-3)�からの助成が活

動資金となります。�

�

特特徴徴とと課課題題��

1*2 として法的な制約が少ないため柔軟な活動が可能な点が大きな特徴です。

また災害医療の発展を支えてきた経験豊富な人材が多いことが最大の強みです。

一方で多くのメンバーが現役の医療従事者であり、さらに '0$7 や -'5 のメンバ 

ーでもあるため大規模災害の際には、これらの派遣と競合する可能性がありま

す。メンバーの確保や資金およびロジスティックスの確保には課題があります。� 

�

''++(($$77 ととのの連連携携事事例例��

���� 年熊本地震の際に阿蘇市にて保健師との協働�$'52��

���� 年西日本豪雨災害にて倉敷市にて .X5$'52 にて活動�

�

''++(($$77 へへのの期期待待��

1*2 も支援者として広くご認識いただけるとありがたいです。また行政の意向

とは別に、専門家集団として被災地に必要な物事や求められることに応じるス

タンスを期待したいです。�
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特特定定非非営営利利活活動動法法人人ジジャャパパンンハハーートト��

�

１１．．活活動動概概要要��

「医療の届かないところに医療を届ける」をミッションとして、東南アジアの

複数の拠点病院で、小児がんなど非感染性疾患を含む無償治療活動等を行って

います。�

国内自然災害時には、人的・物的両面から柔軟な支援活動を実施。チーム単位

ではなく状況に応じて職種毎に派遣を行うことが可能で、看護師が多く所属し

ていることから、特に急性期から亜急性期にかけての避難所における保健業務

の支援を得意としています。現場での活動と共に、活動を通じて得た情報を災害

対策本部等に連携することで、円滑な災害時支援体制の一端を担います。�

�

◆避難所等への医療チーム派遣�

� 避難所内に医師・看護師の医療者および調整員を派遣することで、避難所運営

と保健所業務のサポートを行います。急性期的な医療ニーズが低下した後もメ

ンタルケアを含む「安心」を届ける観点で、数か月にわたり派遣を継続すること

が可能です。�

� また、避難所内での常駐が不要の場合も、感染対策や要配慮者対応における運

営上の相談等に対応するため、スポットでの避難所訪問等も実施しています。�

�

◆在宅避難者に対する健康観察を目的とした巡回�

� 自治体や支援団体が実施する在宅避難者への巡回訪問時に、医師・看護師やコ

メディカル等の必要人員の派遣を行います。専門職 � 名の派遣から、調整員を

含む医療チーム単位での派遣も可能です。�

�

◆災害対策本部への調整員派遣�

� 都道府県・市区町村等が運営する災害対策本部に調整員を派遣することで、情

報整理や人員調整などの運営業務をサポートします。�

�

◆臨時診療施設の開設と運営�

� 亜急性期以降、地域の医療提供体制が復旧するまでの間に、現場ニーズに応じ

て臨時的な診療施設等の開設・運営を中期的に実施することが可能です。�

�

◆要配慮者に対する物的支援�

� 行政や企業等から大規模に提供される支援物資以外に、要配慮者等に向けた

少数の物的支援ニーズが発生した場合、団体のもつ支援ネットワークを用いて
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提供を呼びかけ、支援に繋げることが可能です。（例：高齢者向け介護食、口腔

ケア用品等）�

�

なお、���� 年に熊本県と、���� 年に沖縄県と「災害時等における包括支援協定」

を締結しています。�

�

２２．．支支援援事事例例：：令令和和二二年年七七月月豪豪雨雨災災害害（（�������� 年年 �� 月月 �� 日日～～同同年年 �� 月月 ���� 日日））��

� � 月 � 日発災当初より、特に被害の大きかった熊本県南地域の福祉避難所等に

不足物資の聞き取りを行い、断水による飲料水の不足などの声を受けて運搬物

資の提供を実施。東京本部および現地で入手した情報を手掛かりに、熊本県八代

市坂本町をはじめ近隣の住民約 ��� 人が避難する「八代トヨオカ地建アリーナ

（以下、八代避難所）」での物資・医療ニーズを確認しました。当初、他の支援

団体の活動は人吉・球磨エリアが主となっており八代避難所への支援が手薄で

あったこと、また坂本町住民を中心に避難期間が長期化するとの見立てから、�

月 �日より同避難所で唯一の医療系 132 として活動を開始しました。�

� 派遣に際しては、ジャパンハート災害ボランティア登録者を中心に全国から

人員を招集するため、被災地への到着時間より遡って �� 時間以内の検体で 3&5

検査陰性を確認することを徹底のうえ、可能な限り人員の入れ替えを減らし、活

動期間中の派遣者の行動抑制を行うなどの対応を実施しました。当初、コロナ禍

により熊本県では県外からの支援者受け入れに消極的であり、住民への心理的

負担を軽減する観点からも、陰性証明を携帯するなど支援者として極力配慮に

努める必要がありました。�

� 八代避難所では、八代市保健センターの保健師チームをリーダーとして、熊本

県看護協会が派遣する災害支援ナースと協働のうえ��時間体制の看護師シフト

を組み、救急搬送、発熱・体調不良などの有症者対応にあたりました。発災から

暫くは物資も潤沢にはない中で脱水等の症状も懸念され、持病薬を持参出来な

いケースも多いため、毎日の巡回による健康観察に加えて必要に応じて周辺医

療機関や '0$7 医師に気になる避難者の診察を依頼しました。避難者は体調不良

を我慢したり、病院での受診を遠慮することもあります。実際に尿管結石の高齢

男性が、症状があることを医療者に伝えられず、他の避難者からの声掛けで診察

したところ明らかな状態悪化が確認されたため、説得して近隣病院への搬送に

付き添った結果、緊急手術となったケースもありました。�

また、避難所内の要配慮者の所在確認を円滑にするための区画整備、体育館の

シャワールームで頻発していた転倒を防ぐための滑り止めマットの設置や、コ

ロナ禍であったため熱発者に適切な対応を行うためのゾーニング等の環境整備

を行いました。感染症に対する理解がまだ浸透していない時期においては、「も
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しコロナだったら引っ越さなければならない」と深刻に捉える方もおられるた

め、当該家族や他の避難者にも配慮した隔離と、有症状者へのメンタルケアも重

要となります。加えて、ペット連れの家族のため敷地内の別棟を手配したり、車

中泊の避難者に対する医療者滞在の周知と健康観察も必要です。�

� また、県南地域災害対策本部への参加を通して、「人吉スポーツパレス大アリ

ーナ（以下、人吉避難所）」の医療支援が �月上旬に撤収するとの情報を受け現

地を視察したところ、医療ニーズは低下しているものの未だ約 ��� 人の避難者

が滞在しており、保健師チームが少人数で避難所の保健医療活動にあたってい

たことから、� 月 �� 日より既存支援団体の活動を引き継ぎジャパンハートが同

避難所に対しても並行で看護師チームを派遣することを決定しました。�

� 人吉避難所では、家族を喪った避難者に配慮するエリア分けや、女性の性被害

問題を防止するための対応、子ども達のメンタルケアのため遊び場など、避難者

数や避難者の性質の違いから八代避難所ともまた異なる姿勢と対応が求められ

ました。自治体・保健センター職員も、自身や家族が甚大な被害を受けながら業

務に従事しているケースも多く、「支援者の支援」として現場の負担を軽減する

ため、必要に応じて対策本部等へ情報提供する等の調整業務を担う側面もあり

ました。�

� 最終的に、全避難所合わせてのべ約 �� 名を派遣のうえ、�月 �� 日には �か所

の避難所全てから撤収し、約 � 週間にわたる支援活動を終了しています。一方

で、同支援期間中の �月 �� 日より山鹿市で新型コロナウイルス感染症の施設ク

ラスターが発生したため、熊本県の要請を受けて避難所で活動していた看護師

の一部を派遣し、感染制御の活動を実施しました。�

上記のように、当初想定された活動だけでなく、状況に応じて柔軟かつ迅速に

被災現場のニーズに対応出来る組織体制が、弊団体の強みです。また超急性期か

ら急性期にかけての活動を行う医療系外部支援団体が多い一方、ジャパンハー

トでは亜急性期支援を得意としています。特に保健センター等の保健師チーム

からの現場の声をヒアリングしながら、地域の医療体制が安定するまでの間を

サポートする活動を、今後も継続していきます。�

�

�

�

�
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�

�

�

�

【団体概要】�

応援派遣チーム名称：特定非営利活動法人ジャパンハート�

所在地：〒��������� 東京都台東区寿 �丁目 ��������� ビル �階�

7(/��������������（)$;��������������）�

メールアドレス：L�H�U#MDSDQKHDUW�RUJ�

担当課：地域医療・国際緊急救援事業部�

�

�

写真：八代保健所での医療情報
共有会議の様子�

写真：人吉保健所のジャパンハート
健康相談ブースの様子�
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特定非営利活動法人（認定ＮＰＯ法人）全国災害ボランティア支援団体ネットワークӨ

ＪａｐａｎӨＶｏｌｕｎｔԱｒｙӨ ＯｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎՇӨ ＡｃｔｉｖｅӨ ｉｎӨ ԎԺՇԱՇՈԵՆ（ԕԥԞԋԎ）Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

特定非営利活動法人（認定ＮＰＯ法人）全国災害ボランティア支援団体ネットワークは、略称

ԕԥԞԋԎ（読み：ジェイボアードӨ英語名：ＪａｐａｎӨＶｏｌｕｎｔԱｒｙӨ ＯｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎՇӨ ＡｃｔｉｖｅӨ ｉｎӨ

ԎԺՇԱՇՈԵՆ）は、東日本大震災の対応で課題となった個人ボランティアやԝԟԞ／ԝԑԞ等の支援

団体が行う被災者の「避難生活を支える」「生活再建を支える」ための支援の「もれ・むら」をなく

すことを目指して、２０１６年１１月に設立しました。Ө

東日本大震災では、個人ボランティアだけでなく、非常に多くのＮＰＯやＮＧＯなどの支援団体

も被災地に駆け付けました。しかしながら、事前の連携体制が十分に構築されていなかったため、

「誰が」「どこで」「どのような」活動を展開しているのかが分からなかったため、支援の全体像が把

握できず、現地での調整（コーディネーション）が困難な状況でした。また、政府・行政（省庁・都道

府県・市町村）や企業などとの連携体制の議論に関しても限定的であり、支援活動が有効に機能

したとは言い難い結果となりました。このような課題の解決を目指しています。Ө

Ө

Ө

Ө

・災害時の被災者支援活動が効果的に行われるため、地域、分野、セクターを超えた関係者同Ө

士の連携の促進および支援環境の整備を図る。Ө

・活動を通じて、将来の災害に対する脆弱性を軽減することへの貢献。Ө

Ө

Ө

Ө

Ө Ө 【災害時】Ө Ө

被災者支援の「漏れ・抜け・落ち・ムラ」を防ぎ、地域ニーズに合った支援活動を促進するた

め、被災地域の関係者と協力してニーズや支援に関する情報を集約し、支援活動の調整機能

としての役割を果たします。Ө

◇被災者・住民・地域のニーズと支援状況の全体像を把握。（支援ギャップの把握）Ө

◇支援団体などへの情報共有と支援団体間のコーディネーション。Ө

◇支援を実施するための資金・人材などが効果的に投入されるためのコーディネーション。Ө

◇復旧・復興に向けた支援策の提言および支援全般の検証。Ө

Ө

【平常時】Ө

Ө Ө災害時の活動が効果的に行われるよう、平常時においては以下の取り組みを行います。Ө

◇ＮＰＯ、ボランティアセンターなど市民セクターとの連携強化。Ө

◇産官民などのセクターを超えた支援者間の連携強化。Ө

◇地域との関係構築と連携強化。Ө

◇訓練、勉強会、全国フォーラムなどの実施。Ө

Ө

Ө

Ө

１．設立趣旨、活動内容Ө

設立の背景Ө

設立の目的Ө

活動内容Ө
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Ө

Ө

Ө ＪＶＯＡＤは、被災者支援のリソースとして都道府県域をカバーし、支援の相談ができ、また全国

域で事業を展開されている組織・機関と連携・協働して事業を実施しています。Ө

Ө （下記の組織体制は、２０２３年１月現在です）Ө

Ө

Ө

Ө

代表理事Ө 栗田暢之Ө（震災がつなぐ全国ネットワーク）Ө Ө

Ө Ө Ө Ө理事Ө 大橋正明Ө（国際協力ԝԑԞセンター）Ө

Ө Ө Ө Ө理事Ө 加藤大将Ө（日本青年会議所）Ө

Ө Ө Ө Ө理事Ө 高橋良太Ө（全国社会福祉協議会）Ө

Ө Ө Ө Ө理事Ө 本木時久Ө（日本生活協同組合連合会）Ө

Ө Ө Ө Ө理事Ө 田口努Ө（日本ԨԚԍԋ同盟）Ө

Ө Ө Ө Ө理事Ө 阪本真由美Ө（兵庫県立大学大学院）Ө

Ө Ө Ө Ө理事Ө 安江Ө 一Ө Ө Ө （日本赤十字社）Ө

Ө Ө Ө Ө理事Ө 明城徹也Ө Ө （ԕԥԞԋԎ事務局）Ө Ө Ө

Ө Ө Ө Ө監事Ө 大城聡Ө Ө （弁護士）Ө

Ө Ө Ө Ө監事Ө 鶴町昌司Ө Ө （税理士）Ө

Ө

Ө

Ө

西川徹矢Ө 山崎美貴子Ө 室﨑益輝Ө 平井興宣Ө

Ө

Ө

Ө

全３６団体Ө

Ө

Ө

Ө

種村香奈実Ө（震災がつなぐ全国ネットワーク）Ө

河野幸治Ө Ө （日本青年会議所）Ө

吉田建治Ө Ө Ө （日本ＮＰＯセンター）Ө

楠Ө聖伸Ө Ө Ө Ө （全国社会福祉協議会）Ө

前田昌宏Ө Ө Ө （日本生活協同組合連合会）Ө

阪本真由美Ө（兵庫県立大学大学院）Ө

上島安裕Ө Ө Ө （ジャパン・プラットフォームＮＧＯユニット）Ө

安江Ө一Ө Ө Ө Ө （日本赤十字社）Ө

石橋英樹Ө Ө Ө （日本ＹＭＣＡ同盟）Ө

阿部陽一郎Ө（中央共同募金会）Ө

河内毅Ө Ө Ө Ө Ө （チーム中越）Ө

福田信章Ө Ө Ө （東京災害ボランティアネットワーク）Ө

Ө

Ө

災害時のセクターを超えた支援調整の仕組み構築や支援分野ごとの課題解決のため、平常時

時から専門委員会を設置し、勉強会等を定期的に開催しています。知見の共有やインプット、成

役Ө員Ө

顧Ө問Ө

正会員Ө

運営委員会Ө

２．組織体制Ө
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果物作成のための作業、研修や講習会などの企画運営、その他課題解決に向けた作業、全国フ

ォーラム分科会での成果発表などを実施しています。Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

避難所の運営支援を経験したことがある団体で構成、アドバイザーとして福祉や看護の専門家

も参加しています。専門委員会で考案した『避難所あるある道場ワークショップ』では、避難所で

よく直面した困り事「あるあるӲ課題Ӵ」を題材として、参加者が学び・考えることができ、「知ってい

れば誰にでも配慮できる対処方法」をまとめた事例集も参考にしながら、避難所運営について考

えることができます。また、避難所だけに関わらず、在宅避難等の避難所以外の避難生活につい

ても、支援現場での課題共有や、改善について議論を実施しています。Ө

Ө

Ө

Ө

技術系Ӳ床下、屋根上、重機などӴの支援経験が豊富な団体、連携が必要となる災害ボランティア

センターに精通する人材で構成しています。水害への対応として、被災地での連携や協働などと

合わせて、関係団体が連携して作成している「床下組み立てキット」を活用した講習会や勉強会、

地震への対応として、「高所作業での安全配慮など注意点」や「ブルーシート張りのノウハウ」につ

いても講習会や勉強会を実施しています。Ө

Ө

Ө

Ө

災害支援の現場を複数経験しており、かつ現場の効率的な支援に必要なソリューションの企画・

開発や導入を経験した組織＝「災害支援現場で実働するソリューションの企画や設計ができる組

織」で連携体の組織です。「被災者支援に必要な」現場で支援団体や被災者が利用するツールを

様々な組織と協業しながら開発し、社会に提供することで、災害支援現場をＤＸで改善し、支援の

「もれ・むら」の無い、より早く、より多く、より確かな支援が実現できる状況を目指しています。Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

２０１９年、第４回ＪＶＯＡＤ全国連携フォーラムӨ 分科会「“いざ”という時どうなる？Өあなたの食と

栄養」を契機に立ち上げた、災害時の食と栄養の問題をみんなで解決する官民学連携プロジェク

トです。本来食が豊かで、こだわりもあるはずのこの日本において、何故、災害時の食と栄養の問

題は長年後回しにされてきたのか？栄養学者、防災研究者、専門職団体、災害支援 ԝԟԞ、国連

機関、民間企業などが集まり、複雑な問題の構造化を行い、それぞれの強みを活かして連携しな

がら活動を展開しています。Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

避難生活改善に関する専門委員会Ө

技術系専門委員会Ө

被災者支援ＤＸ専門委員会Ө

食べる支援プロジェクト（たべぷろ）Ө

Ⅵ．保健医療福祉活動チーム



178

Ө

Ө

ＪＶＯＡＤでは、下記の内容で初動対応に備えています。Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

①Ө震度５弱以上が発生した場合Ө

Ө ・全事務局員が連絡Ө（安否、現在地、出勤の可否の確認）Ө

Ө ・その場にて、スタンバイӨ Ө （状況により、②の対応に移行）Ө

Ө ・職員の派遣準備Ө Ө （協力団体への派遣準備要請）Ө

Ө

②Ө震度Ԁ弱以上が発生した場合Ө

Ө Ө①の対応の実施Ө

Ө Ө ・原則として全事務局員が事務所に集合Ө

Ө Ө ・東京からの情報収集開始Ө

Ө Ө ・現地への職員派遣Ө（協力団体からの派遣協力を含む）Ө

Ө Ө ・ԌԍԟӨ （講演などの業務調整）Ө

Ө

Ө

Ө

①Ө災害の危険が高まっている場合Ө Ө

基準：土砂災害警戒情報、氾濫危険情報、Ө Ө警戒レベル４相当Ө「避難指示」Ө

Ө Ө ・全事務局員が連絡Ө（安否、現在地、出勤の可否の確認）Ө

Ө Ө ・スタンバイӨ

Ө Ө ・職員の派遣準備（協力団体への派遣準備要請）Ө

Ө

②Ө特別警報や河川の氾濫・決壊、土砂災害の情報が入った場合Ө

基準：大雨特別警報、氾濫発生情報、Ө警戒レベル５相当Ө「緊急安全確保」Ө

Ө Ө ・①の対応の実施Ө

Ө Ө ・原則として全事務局員が事務所に集合Ө

Ө Ө ・東京からの情報収集開始Ө

Ө Ө ・現地への職員派遣Ө（協力団体からの派遣協力を含む）Ө

Ө Ө ・ԌԍԟӨ （講演などの業務調整）Ө

Ө

Ө

Ө

発災後は、現地の支援関係者と連携し、被災状況や支援状況の全体把握に努め、支援関係者と

の情報共有、発信に努め、課題解決を進めていきたいと思っています。Ө

地震Ө

水害、土砂災害Ө

３．派遣スキームӨ（ԢԞԟ）Ө

災害時の情報共有・配信についてӨ
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Ө

・上記図にあります「災害中間支援組織」は、「被災者のため、自発的かつ組織的に支援を行うＮ

ＰＯ等の活動をサポートし、行政・社協・ＮＰＯ等などのセクター間の連携を進め、課題解決のため

の被災者支援コーディネーションを行う組織」です。Ө

（詳しくは、ＪＶＯＡＤのｗｅｂサイト［ガイドライン］ӨԸՈՈՄՇԄӹӹԻՊՃԱԴӸԻՄӹԷՉԺԴԵՀԺՂԵӹӨに掲載の『被災

者支援コーディネーションガイドライン』に記載）Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

・三者連携Ө

被災された方々の全ての困りごと（ニーズ）は多岐に及びます。行政の支援制度で解決できる

ニーズもあれば、そうでないニーズもあります。これは行政に限ったことではなく、災害ボランティ

アセンターやＮＰＯ等の民間支援団体も同じように自組織の支援だけで解決できなことは多くあ

ります。ですが、行政、災害ボランティアセンター、ＮＰＯ等に寄せられたニーズの中で、自組織で

解決できないことがあっても、三者でその内容を共有し、支援者側が連携し、補完的な支援を行

えば、解決できるニーズは格段に増えていきます。Ө

Ө

４．連携事例Ө
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Ө
Ө

・発災や、被災の恐れがあると、前述「３．派遣スキームӨ Ө災害時の情報共有・配信について」に記

載した通り、多くの関係者と相互に情報共有会議・情報発信を行います。医療関係では、日本赤

十字社から、被災での医療救護、被害やライフラインの状況、救援物資の配布状況などが図や写

真も添付された「災害救護速報」が配信されています。Ө

Ө

Ө

Ө

Ө

【平常時】平常時の備えӨ

発災後まもなくの初動期から被災状況、避難所、支援活動状況、被災者情報等を相互に共有

し、地域のＮＰＯ等が被災者の一番身近な支援者として、避難生活や生活復旧を支えるための被

災者支援活動が行えるよう、平常時から連携できるように顔の見える関係を築くための場を設け

たいと思っています。Ө

Ө

【災害時】Ө

・被災状況、避難所、支援活動状況、被災者情報等を相互に共有し、被災者を中心に地域、分野、

セクターを超えた関係者同士の連携の促進および支援環境の整備により、被災者支援活動が効

果的に行われることを期待します。Ө

Ө

・避難所、在宅避難者への支援として、災害によっては、道路も寸断され、車が浸水するなど移動

手段がなくなることにより、指定避難所以外にも、在宅を含めて様々な場所に避難されることが想

定されます。誰一人取り残されることがないような被災者支援ができるように連携した支援を行

いたいと思います。Ө

Ө

・生活再建に向けては、家屋の再建だけでなく、心身の健康や生活の再建への支援も必要になり

ます。戸別訪問によって挙げられた様々な課題を共有して頂き、連携して多面的な支援を行っ

ていきたいと思います。Ө

５．ＤＨＥＡＴへの期待Ө
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■■平平成成 ���� 年年 �� 月月豪豪雨雨��

��

'+($7 活動の概要と課題� � � 長崎県福祉保健部� 国保・健康増進課� 宗� 陽子�

�

西日本を中心に全国的に広い範囲で記録的な大雨となり、河川の氾濫、浸水被

害、土砂災害等が発生し、死者、行方不明者が多数となった「平成 �� 年 � 月豪

雨」災害に、災害時健康危機管理支援チーム（以下、'+($7）が正式に発足して

以降、初めての '+($7 が派遣されました。�

岡山県から厚生労働省に対して '+($7 の応援要請が行われ、医師・保健師・栄

養士・薬剤師・ロジスティクスの各 � 名で � 班の編成を行うことができた長崎

県チームが、備中保健所に応援派遣されることになりました。岡山県における被

災は、倉敷市真備町の浸水被害が主なものでした。倉敷市には中核市として保健

所が設置されており、岡山県南西部医療圏には県型保健所である備中保健所と、

市型保健所である倉敷市保健所の二つの保健所が設置されています。�

このような状況の中、'0$7 ロジスティクスチームが主体となって立ち上がっ

た倉敷地域災害保健復興連絡会議（以下、.XUD'52）が設置されていました。

.XUD'52 の設置場所は倉敷市保健所内の会議室でしたが、備中保健所長と倉敷市

保健所長を本部長とし、地元災害拠点病院の災害医療コーディネーターを事務

局長とした組織でした。�

長崎県チームの '+($7 活動として、第 � 班は、本部機能を地元保健所に引き

継ぐために .XUD'52 内で活動することになりました。'+($7 リーダーである保健

所長は事務局長補佐となり、'+($7 班員を、医療班活動指揮（ロジスティクス）、

救護所ニーズ調査（保健師、栄養士、薬剤師）の任務に配置しました。'+($7 は、

.XUD'52 の運営を共同して行いながら、保健医療チームの登録と避難所への配置、

避難所活動における日報等情報の収集、整理・分析、共有、そこから挙げられる

課題（熱中症、ＤＶＴ、感染症、生活不活発病、口腔ケア、結膜炎・皮膚炎等）

を専門職チームに繋ぐためのハブ機能を担いました。�

第 �班は、.XUD'52 での活動を引き継ぎ、災害医療中心の対応から保健対策に

移行する時期となったため、.XUD'52 本部機能を備中保健所における県南西部災

害保健医療活動調整本部にスムーズに移行できるよう本部機能業務を行いまし

た。�

第 � 班は、外部支援チームの撤退後、地域で保健医療ニーズに対応するため

の体制整備を行いました。保健活動の中心は倉敷市保健所となるため、倉敷市保

ⅦⅦ����ここれれままででのの災災害害ににおおけけるる ''++(($$77 活活動動��

�
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健所に派遣された '+($7 チームと情報を共有しそれぞれの地元保健所での活動

を支援しました。�

今回の活動を通して、行政が主体となって指揮調整することの重要性を痛感

しました。外部支援チームと地元自治体の間には、課題の捉え方や優先順位の考

え方が乖離することがあり、その乖離を埋めるには、第三者性を活かせる '+($7

の存在が重要であると考えます。�

また、災害時の医療活動と保健活動を繋ぎ最適化する為には、平時より、保健

医療活動チームの指揮、派遣調整等について都道府県の保健医療調整本部や保

健所における体制を整備し、支援受援双方の能力を高めていく必要があります。�

'+($7 の活動理念は、災害時の防ぎえた死と二次的な健康被害を最小化するこ

とです。だからこそ、公衆衛生の実践機関である保健所が、災害時の健康危機管

理における役割を十分に認識し、主体となって果たしていく必要があると思っ

ています。�
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◼ 令令和和元元年年佐佐賀賀豪豪雨雨��
�

『令和元年 �月佐賀豪雨』における '+($7 の活動�

熊本県八代保健所�宇城保健所� 所長� 木脇弘二��

�

（本資料は、令和元年 �� 月 �� 日に佐賀県庁で開催された「令和元年 � 月佐賀豪雨�振り

返りの会」において熊本県 '+($7 として発表したものから抜粋、改変加筆したものである。）�

�

（スライド �）令和元年（����）８月の「佐賀豪雨」では、佐賀県庁に「保健医

療調整本部」が、被災地所管保健所（一箇所）に「現地保健医療調整本部」が設

置された。九州の近隣県 '+($7�� チームが、それぞれ「保健医療調整本部」、「現

地保健医療調整本部」において活動した。熊本県 '+($7 として支援活動を振り

返る。�

�

（スライド �）発災翌日（'$<��）の夜、厚生労働省（健康局健康課地域保健室）

は佐賀県の要請を受けて全国に '+($7 の派遣について照会した。これを受け九

州の近隣県 '+($7�� チームが発災 �日後（'$<��）より、それぞれ県庁本部、現

地（保健所）本部で活動を開始した。�熊本県 '+($7� 班→�班が県庁本部事務局

支援を、大分県 '+($7→長崎県 '+($7 が現地（保健所）本部事務局支援を担った。�

熊本県、大分県、そして長崎県の '+($7（メンバーの公衆衛生医師）は、厚労

省の照会直後より相互に連絡を取り、それぞれのチームがいつから、どれくらい

の期間支援できるか等の情報を共有した。チームの活動場所については、佐賀県

が決定した。全国保健所長会九州ブロックの研修等で日頃より顔の見える関係

が構築されており、チーム間のコミュニケーションの良さが、そのまま県庁と現

地の連携につながった。�

�

（スライド �）佐賀県は、災害対応の保健医療部門の指揮調整機能強化として、

平成����年度に「健康福祉部災害時保健医療活動要領」を定めるなど、外部支援

チームの受援体制を含む指揮調整体制を整備しており、このことにより、迅速に

'+($7 派遣要請が行われ、また、県庁の保健医療調整本部に県外 '+($7 を受け入

れることができた、と言える。�

スライドは、従前に準備され実際に稼働した佐賀県の体制図である。熊本県

'+($7 は、福祉課技術監の指揮下でその業務を補佐した。福祉課技術監の担った

「本部長代行」の役割は、令和 � 年 � 月に一部改正された '+($7 活動要領にお

いて新たに位置付けられた「統括 '+($7」の業務に、ほぼ該当すると思われる。�

�
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（スライド �）実際の活動のタイムラインを要約して示す。�

佐賀県は、発災当日午後には県の災害時保健医療活動要領により、県庁に県保

健医療調整本部を設置、翌日 '$<� 夜に第 �回の調整本部会議を開催、以降この

会議は '$<� まで毎日朝夜の � 回、'$<�� まで毎日夜の１回開催された。'$<��

に、急性期の調整業務がほぼ終了したことから隔日開催とされ、'$<�� の会議で

定期的な開催は終了とされた。現地保健医療調整本部は、'$<� に被災地保健所

に設置され、同日第 �回の現地調整本部会議を開催している。�

初動期の体制立ち上げは、県保健医療調整本部については '$<� に県庁に入っ

た '0$7 ロジチームが、現地保健医療調整本部については、同じく '$<� に入っ

た日赤救護・ロジチームが支援を担った。�

'+($7 については、'$<� には一旦、派遣要請は不要との判断が佐賀県によりな

されたが、被災状況がある程度把握された '$<� になって、必要であるとの判断

となり、同日夜に派遣要請が出された。近隣県である熊本県、大分県、長崎県の

'+($7 関係メンバー（公衆衛生医師）は、派遣要請を受け、可能な限り早い時期

に出動する方針を共有した上で厚労省の照会にそれぞれ回答、厚労省の調整に

より、照会締め切りの翌日（'$<�）より、佐賀県に入り活動を開始した。（スラ

イド２も参照）�

'0$7 ロジチームと日赤救護・ロジチームがそれぞれ担っていた県調整本部、

現地調整本部の事務局機能を、県庁と被災地保健所に入った '+($7 がそれぞれ

で直接引き継いだ形となったが、支援内容は狭義の事務局機能にとどまらず、広

範囲にわたった。�

�

（スライド �）県庁において主に県調整本部支援を担った熊本県 '+($7 の支援活

動内容の概略を、時系列にならべた。グレーは体制に係る支援、イエローは目の

前の課題への対応支援、ライトブルーは、今後の対応に向けてのノウハウ支援を

示す。�

'+($7 の活動開始が、すでに '0$7 や日赤チームの強力な支援により佐賀県の

調整本部体制が構築されたあとであり、第 � 班での体制構築に係る支援のボリ

ュームは小さかったが、調整本部会議の運営維持、さらに上位の会議体への対応

の支援等のボリュームは小さくはなかった。第２班は、'+($7 自身を含む外部支

援チーム等が活動を終了したあとの体制へ向けての支援、調整本部会議の簡略

化や、保健医療調整本部終了後に対応・調整業務が確実に所管課や機関等につな

がるような整理の支援等をおこなった。�

� 避難所の数、被災エリアの広さ等は比較的コンパクトであり、情報の収集整理、

分析等の業務量は大きくはなかったが、広いエリアへの油漏れへの対応等、各論

的な課題への対応等で第 � 班前半の支援業務量は大きくなったが、後半には落
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ち着き、第２班の活動は、前述のように平時の体制にもどすための支援の割合が

大きくなった。�

�

（スライド �）今回の '+($7 活動の時期と体制についての振り返りをスライドに

示した。�

厚労省の照会から出動までに要した時間は � 日半と比較的短かったが、それ

でも初動の体制立ち上げの時期には間に合っていない。隣県の熊本県は、健康福

祉部を含む県各部混成チームを、プッシュ的に（佐賀県の要請等は待たずに）'$<

１に派遣できている。このチームは情報収集を目的に構成されたものではある

が、事前に、地域ブロック内で一定のルールと体制が準備されれば、'+($7 につ

いても、先遣隊的なチームのブロック内派遣を、もう一歩早い時期に行うことは

可能かもしれない。�

�

（スライド �）こちらは、活動の内容の振り返りをまとめたものである。（了）�
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大分県ԎԒԏԋԣӨ 佐賀県豪雨災害への支援活動についてӨ ［概要］Ө

大分県福祉保健部Ө感染症対策課Ө 池邉Ө 淑子Ө

《派遣災害》Ө令和元年佐賀県豪雨災害Ө

Ө

《派遣期間》Ө令和元年８月３１日（土）～９月７日（土）Ө７泊８日Ө

速やかに活動できるように各種の調整を行い、要請の Ӽ日後に現地入りできた。Ө

Ө

《活動場所》Ө佐賀県杵藤保健福祉事務所Ө

当初の依頼は本庁の支援であったが、熊本県と大分県の到着時期やメンバーの災害対応経験から、大分

県は保健所の活動支援が望ましいとの佐賀県の判断により、保健所が活動場所となった。Ө

Ө

《派遣メンバー》Ө ӿ 名：医師、保健師、薬剤師、化学職、事務職Ө

保健所への対応であれば、通常は保健師Ӽ名または栄養士の派遣とするところであったが、油流出事故へ

の対応の必要性を考慮して化学職を選定した。Ө

Ө

《期間中のメンバーの活動概要》Ө

１．個々の職種の専門性を活かした個別の活動Ө

＊医師Ө 保健監のサポート、医療チーム受入の調整、会議運営支援Ө

＊保健師Ө 保健所と市町の保健師の活動支援、応援保健師の受入の調整、通常業務と災害対応の両

立への支援、ロードマップ作成Ө

＊薬剤師Ө 避難所の衛生管理に関する保健所職員の支援Ө

＊化学職Ө 生活環境衛生分野（油漏れ・廃棄物・消毒）に関する保健所職員の支援Ө

＊事務職Ө チームメンバーのサポート、大分県庁との連絡、ロジスティクス業務Ө

２．チームとしての活動Ө

＊現地対策本部会議の運営支援Ө 資料作成、議事録作成、効率的な開催のための助言Ө

＊本庁支援の熊本県ԎԒԏԋԣ との連携、情報共有Ө

＊メンバーの活動を共有し、チームとしての活動方針を検討することで、個別の活動の方向性も調整Ө

Ө

《自身の経験を活かした助言》Ө

○検証会や報告会を意識した資料収集、資料整理Ө

Ө 写真は職員を入れて（職員に焦点を合わせて）撮影するように意識することӨ

Ө できるだけ記録を残すように、簡単なメモでԞԗ、すべてに日時の記載は必須Ө

Ө ５Ｗ１Ｈが重要で、経時的に記録を整理していくӨ

○保健活動の災害モードへの切り替え、通常業務と災害対応の両立、通常業務に戻す時期Ө

Ө 特定の保健師のみが災害対応を担当していたところに災害モードへの切り替えを提案Ө

Ө 災害対応が中心で通常業務の再開に困っていたところにロードマップ作成を提案Ө
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■■令令和和２２年年７７月月豪豪雨雨��

�

令和 �年 �月豪雨災害 '+($7 派遣の記憶�

�

令和 � 年 � 月豪雨災害で水俣保健所に '+($7 第 � 班として活動しました。報

告についてはスライドにまとめていますので、ご参照ください。感じたことをお

話ししたいと思います。�

まず、当時は新型コロナウイルス感染症の懸念から派遣前に 3&5 検査受ける

か受けないかで意見がなかなか決まらなかったり、知事会からは検査を受けて

いけ、いや、受けなくても支援してほしいなどの文書が発出されたり、と大変混

乱しました。結局は検査結果が出ないままに水俣に向けて出発し、道中は覚えも

ないのにヒヤヒヤしたものです。�

�

保健所での申し送り後、芦北町に向かうなか、私のスマホには知らない番号か

ら着信がありました。「先生、今どこにいるの？早く現地本部に来てください」

という '0$7 ロジチームの先生からのお電話でした（もちろん初対面です）。急

ぎ向かったところ、矢継ぎ早に申し送りが始まり、当日より本部の副本部長にな

り、夕方の会議には '+($7 が主体となって議事録の作成をしたり、地元医師会

と協議したり、混乱した状況で様々なことが猛スピードで進められていきまし

た。これが災害支援なんだ、と呆然としました。'0$7 や日赤の方々は我々より

も'+($7のことを理解していて、求められることも大きかったように思います。

既に医療から保健のニーズに移行していたこともあり、医療チームからはたく

さんの宿題を頂き、初日の夜はみんなで途方にくれ、不安だらけでした。加えて、

資機材（特にインターネット環境）などについて医療チームとは大人と子どもく

らいの差があり '+($7 の大きな課題の一つだと思いました。�

�

なんとか皆様の期待に応えるべく毎日、夕食とともにミーティングをし、頭と

心の整理をしました。そうして心を奮い立たせながら、本部を保健所に移行し、

協議を重ね、課題を抽出し、解決策を提案している間に一週間が過ぎ、本部の解

散式を迎えることができました。その際、災害医療コーディネーターの先生が

「最初はどうなることかと不安でしたが、こうやって皆さんに支援を頂いて、通

常の医療を取り戻すことができました。ありがとうございました」と涙混じりに

おっしゃっていたのを聞いたときに自分のことよりもまず住民のために活動し、

元気そうに振る舞っている現地の医療関係者や行政の皆様も被災者であり、皆

さん傷ついているんだと改めて実感し、'+($7 の重要性を再認識しました。毎年

のように大きな災害が起こります。皆様にはこのハンドブックをご一読して頂

き、自分たちの役割、それぞれの立場、様々なチームや様式などの理解、そして

何より被災地に寄り添う気持ちをもって '+($7 として活躍して頂きたいと思い

ます。�

令和 �年 � 月� 宮崎県都城保健所� 上谷� かおり�
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�� 災害時には、効率的に情報収集を行い、関係者と共有し、現状を把握するこ

とで速やかな対策に繋げることが必要になります。効率的な情報収集・情報共

有のためには、統一的な様式を用いることが有効です。ここでは、'+($7 活動

で用いる統一的な様式をご紹介します。�

これらの様式は、誰でもすぐ使うことができるように、平時から準備してお

きましょう。災害時にパソコンやインターネットが使えなくなることも考慮

し、必要部数を印刷しておくなどの方法も有効です。�

�� ��

■ ''++(($$77 活活動動日日報報��
日々の '+($7 活動内容に関する報告様式です。①概要版と②詳細版があり�

ます。①概要版は、このハンドブック初版に掲載されている「'+($7 活動日報

（様式１）」と同じ様式です。班構成や活動場所などの基本情報、１日の活動

内容、現状を踏まえた課題と翌日の活動方針を記録します。②詳細版は、チー

ムとしてあるいは職種ごとに行なった支援活動等について記録する様式です。�

� '+($7 活動日報の報告先として、派遣先自治体および派遣元自治体、また他

の '+($7 チーム等が挙げられます。'+($7 の活動内容と活動から把握した課題

をリアルタイムに共有することで、派遣元自治体や他の '+($7 チームから助言

を得ることができるなどの利点もあります。�

�

'+($7 が行なった活動を確実に記録することは、知見の蓄積につながり、今

後の '+($7 活動に関する貴重な資料となります。そのため、'+($7 活動日報

を、全国 '+($7 協議会や '+($7 事務局など '+($7 体制に関わる関係者と共有す

る仕組みやルール作りが望まれます。�

�

■ 施施設設・・避避難難所所等等ララピピッッドドアアセセススメメンントトシシーートト��
令和４年７月厚生労働省通知「大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制

の整備について」において、保健・医療・福祉分野の関係者が共通して把握し

なければならない事項として例示された、避難所に関するアセスメント調査の

様式です。このラピッドアセスメントシートは、特に発災後急性期に用いら

れ、避難所の基本情報をはじめ、避難者数、食料、飲料水やライフラインの状

ⅧⅧ．．様様式式��

�
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況、衛生環境状況等、避難所に関する必要最小限の項目から構成されているた

め、必要な情報を効率的に収集することができます。このラピッドアセスメン

トシートの情報は、'��+（災害時保健医療福祉活動情報支援システム）をとお

して、被災自治体や保健医療福祉活動チーム等の間でリアルタイムに共有さ

れ、人的支援・物的支援等の迅速なアクションに繋げることができます。�

�

なお、このラピッドアセスメントシートについて、今後更新される可能性が

あります。厚生労働省ホームページにおいて、常に最新の資料が掲載されてい

ますので、使用に際しては同ホームページを確認してください。�

85/�KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�VWI�VHLVDNXQLWVXLWH�EXQ\D������������KWPO�

��

■ 全全国国保保健健師師長長会会��避避難難所所日日報報��
「災害時の保健活動推進マニュアル」（令和元年度�地域保健総合推進事業

「災害時の保健活動推進マニュアルの周知」報告書、日本公衆衛生協会�全国

保健師長会）が掲載する、避難所等の状況を記録するための様式です。被災自

治体又は保健師チーム等の保健医療福祉活動チームが活用するものとされてい

ます。�

�

■ 応応援援受受入入票票��
被災都道府県の保健医療福祉調整本部や保健所等において、保健医療福祉活

動チーム等の外部支援者を受け入れるときに、記入するための様式です。

'+($7 養成研修で活用されています。どのような業務を、どの支援チーム等が

行うのかをとりまとめ、被災地のニーズに応じた効果的な支援チーム等の配置

に役立てることができます。�

��

■ 保保健健医医療療活活動動チチーームム配配置置表表��
被災自治体ごとに保健医療福祉活動チームの配置を管理する様式です。

'+($7 養成研修で活用されています。応援要請を行なった保健医療福祉活動チ

ーム数、そのうち確保できたチーム数、支援チームの活動場所・期間について

一覧できます。支援チームの配置状況と不足するチーム数を可視化すること

で、支援チームの配置調整を最適化することが可能になります。�
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チーム名   （           ）DHEAT  第   班

DHEAT活動日報①
活動年月日   年  月  日 （活動   日目）

記載者 氏名（           ）職種（     ）

構成者氏名

活動場所
□保健医療福祉調整本部（               ）

□保健所       （               ）
□市町村       （               ）

活動区分
（複数可）

□組織立ち上げ・会議運営支援
□総合調整・指揮支援
□受援調整支援
□情報収集・分析・対策立案支援
□リエゾン業務
□広報・渉外
□産業保健活動
□その他（             ）

活動内容
（１日の流れ）

アセスメント
（課題）・

DHEAT対応方
針
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項目 内容 活動内容（支援活動の内容について簡潔に記載）

本部の立ち上げ

情報収集

支援チームの受援調整

対策会議の開催・
運営

応援要請・資源調達

広報・渉外

職員の安全確保・
健康管理

医
療

対
策 医療救護活動等の

連絡調整等

避難所運営支援

二次健康被害予防対策

⻭科保健医療対策

感染症対策

食支援・栄養指導

生活不活発病対策

車中泊・DVT対策

在宅被災者支援

要配慮者支援

こころのケア

衛生環境対策

食品衛生対策

被災動物対策

そ
の
他

生
活
環
境
衛
生
対
策

保
健
予
防
対
策
・
福
祉
支
援

DHEAT活動日報②
指
揮
調
整
業
務
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＃＃支支援援チチーームムのの状状況況：：本本日日、、DDHHEEAATT１１チチーームム追追加加要要請請済済みみ。。明明日日、、保保健健師師チチーームム
（（５５））、、栄栄養養士士チチーームム（（１１））がが活活動動開開始始予予定定。。

活動区分
（複数可）

■組織立ち上げ・会議運営支援
□総合調整・指揮支援
□受援調整支援
■情報収集・分析・対策立案支援
■リエゾン業務
□広報・渉外
□産業保健活動
■その他（ 要要配配慮慮者者支支援援、、衛衛生生環環境境対対策策         ）

活動内容
（１日の流れ）

    88::3300　　保保健健所所ミミーーテティィンンググにに参参加加、、活活動動方方針針確確認認
    99::0000　　班班内内ミミーーテティィンンググ
    99::2200　　◎◎◎◎町町役役場場へへ移移動動、、統統括括保保健健師師かからら情情報報収収集集
1100::0000　　避避難難所所内内のの衛衛生生環環境境等等確確認認、、啓啓発発媒媒体体のの作作成成支支援援ななどど
1133::0000　　保保健健所所帰帰所所、、所所長長へへ◎◎◎◎町町役役場場のの様様子子をを報報告告。。  DDHHEEAATT追追加加派派遣遣のの必必要要性性
                        ににつついいてて助助言言。。そそのの後後、、打打ちち合合わわせせ（（現現地地本本部部運運営営方方針針等等））。。
                        DDHHEEAATTよよりり健健康康課課題題へへのの対対応応体体制制ににつついいてて助助言言、、提提案案。。
1155::0000　　県県庁庁DDHHEEAATTとと打打ちち合合わわせせ
1177::0000　　会会議議資資料料作作成成支支援援、、会会議議室室のの準準備備
1188::0000　　△△△△圏圏域域保保健健医医療療福福祉祉現現地地調調整整本本部部会会議議開開始始（（進進行行支支援援））
1199::0000      会会議議終終了了。。議議事事録録作作成成、、本本庁庁本本部部へへ送送付付。。
2211::3300      作作業業終終了了。。撤撤収収。。

アセスメント
（課題）・

DHEAT対応方
針

＃＃本本部部運運営営支支援援：：所所長長ををトトッッププととししてて指指揮揮命命令令系系統統確確立立済済みみ。。災災害害拠拠点点病病院院((DDMMAATT活活
動動拠拠点点本本部部））、、管管轄轄市市町町村村、、関関係係団団体体ととのの連連携携もも確確立立しし、、昨昨日日かからら対対策策会会議議開開催催。。情情報報
連連携携ととれれてていいるる。。業業務務量量はは多多くく、、継継続続ししたたDDHHEEAATTのの支支援援がが必必要要。。発発災災後後、、職職員員はは１１度度
もも自自宅宅にに帰帰るるここととががででききてていいなないいたためめ、、勤勤務務体体制制のの見見直直ししににつついいてて助助言言。。

＃＃市市町町村村支支援援：：本本日日◎◎◎◎町町へへリリエエゾゾンンととししてて活活動動。。被被災災状状況況がが明明ららかかででなないいななかか支支援援
チチーームムがが続続々々到到着着しし、、統統括括保保健健師師ははじじめめ職職員員のの疲疲弊弊がが大大ききいい。。◎◎◎◎町町ににももDDHHEEAATT支支援援
がが必必要要でであありり追追加加応応援援要要請請ににつついいてて、、県県庁庁DDHHEEAATTへへ報報告告済済みみ。。残残りりのの２２町町へへもも情情報報収収
集集継継続続すするる。。

＃＃避避難難所所情情報報のの把把握握：：ララピピッッドドアアセセススメメンントトシシーートトをを用用いいてて避避難難所所情情報報収収集集中中。。特特にに××
××町町避避難難所所のの入入力力率率がが低低いい。。明明日日、、巡巡回回チチーームムをを増増ややししてて対対応応すするる必必要要あありり。。

＃＃被被災災状状況況のの把把握握：：保保健健所所でではは高高齢齢者者施施設設のの被被災災状状況況がが把把握握ででききてていいなないい。。
      県県庁庁DDHHEEAATTににもも報報告告済済みみ。。情情報報ルルーートトをを再再確確認認しし、、情情報報収収集集継継続続。。

＃＃要要配配慮慮者者支支援援：：在在宅宅酸酸素素療療法法者者３３名名のの処処遇遇調調整整がが必必要要。。明明日日、、DDMMAATTとと連連携携しし調調整整
予予定定。。

＃＃車車中中泊泊対対策策：：DDMMAATTかかららのの情情報報にによよるるとと、、相相当当数数のの車車中中泊泊者者をを確確認認。。実実態態把把握握、、
DDVVTT予予防防のの啓啓発発がが必必要要。。

構成者氏名 危危機機一一郎郎、、広広域域真真子子、、自自然然花花子子、、連連携携次次郎郎、、災災害害太太郎郎

活動場所
□保健医療福祉調整本部（               ）

■保健所       （   　　△△△△保保健健所所      ）
■市町村       （    ◎◎◎◎町町　　       ）

チーム名   （     ●●県   ）DHEAT  第 １１ 班

DHEAT活動日報①（（記記入入例例））
活動年月日 ◯◯  年 ◯ 月 ◯ 日 （活動 ２２　　 日目）

記載者 氏名（ 災災害害　　太太郎郎    ）職種（ 事事務務職職　　  ）
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項目 内容 活動内容（支援活動の内容等について簡潔に記載）

本部の立ち上げ ・・本本部部設設置置済済みみ。。

情報収集 ・・DD2244HHをを用用いいてて避避難難所所情情報報をを整整理理、、対対策策会会議議資資料料ととししてて提提出出。。
      ××××町町のの入入力力率率がが低低いい。。

支援チームの受援調整 ・・◎◎◎◎町町ににおおいいてて、、支支援援チチーームム配配置置表表をを作作成成。。

対策会議の開催・
運営

・・会会議議資資料料、、会会議議室室のの準準備備。。会会議議録録のの作作成成、、送送付付。。

応援要請・資源調達 ・・DDHHEEAATT１１チチーームム応応援援要要請請。。

広報・渉外 ・・ボボラランンテティィアア支支援援のの申申しし出出（（医医師師、、看看護護師師））にに対対応応。。
・・手手指指衛衛生生、、トトイイレレ清清掃掃等等ののチチララシシをを◎◎◎◎役役場場へへ提提供供。。

職員の安全確保・
健康管理

・・交交代代制制勤勤務務ににつついいてて助助言言。。

医
療

対
策 医療救護活動等の

連絡調整等

避難所運営支援

二次健康被害予防対策

⻭科保健医療対策 ・・地地元元歯歯科科医医師師会会がが避避難難所所活活動動開開始始。。

感染症対策 ・・断断水水中中でであありり、、集集団団発発生生のの懸懸念念あありり。。◎◎◎◎町町にに啓啓発発チチララシシをを配配布布。。
・・感感染染症症発発生生時時のの対対応応フフロローー作作成成をを支支援援しし、、会会議議でで共共有有をを行行ななっったた。。

食支援・栄養指導 ・・明明日日、、栄栄養養士士チチーームム（（１１））活活動動開開始始予予定定。。

生活不活発病対策 ・・地地域域JJRRAATT本本部部かかららチチーームム派派遣遣あありり。。明明日日以以降降、、順順次次避避難難所所巡巡回回予予定定。。

車中泊・DVT対策 ・・車車中中泊泊のの状状況況把把握握未未。。

在宅被災者支援 ・・未未着着手手

要配慮者支援 ・・在在宅宅酸酸素素療療法法者者３３名名のの処処遇遇調調整整未未をを確確認認。。要要対対応応。。

こころのケア ・・未未着着手手

衛生環境対策 ・・避避難難所所へへ啓啓発発チチララシシ配配布布。。環環境境チチェェッッククリリスストトをを用用いいたたチチェェッッククをを開開始始すす
      るる必必要要あありり。。

食品衛生対策 ・・避避難難所所へへ啓啓発発チチララシシ配配布布。。食食中中毒毒発発生生時時のの対対応応フフロローーをを作作成成。。

被災動物対策 ・・会会議議ににてて、、ペペッットト受受けけ入入れれ可可避避難難所所のの情情報報共共有有済済みみ。。地地元元獣獣医医師師会会にによよるる
      避避難難所所対対応応開開始始予予定定。。

そ
の
他

DHEAT活動日報②（（記記入入例例））
指
揮
調
整
業
務

保
健
予
防
対
策
・
福
祉
支
援

生
活
環
境
衛
生
対
策
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避避難難所所日日報報　　((避避難難所所状状況況））

 避難所名 避難所コード

指定避難所以外の場合 所在地

電話 FAX

活動日 　　　　年　　月　　日 記載者(所属・職名・職種）

人 夜： 約 人 昼：約　　　　　　　　人

食事提供人数 約 人 車中泊 □無・□有（約　　　　　人　　）

避難所運営組織 □有（組織：□自治組織・□自治体・□学校・□その他（　　　　　　　　　　　　　））・□無

外部支援・ボランティア

救護所設置

巡回診療

　　　　　　　　　　　　　　　現在の状況 　　　　　　　　　　　　　特記事項（課題も含む）

電気 □開通・□不通　 予定：

ガス □開通・□不通　 予定：

水道 □開通・□不通　 予定：

下水道 □開通・□不通　 予定：

飲料水 □充足・□不足　 予定：

固定電話 □開通・□不通　 予定：

携帯電話 □開通・□不通　 予定：

スペース過密度 □適度・□過密

プライバシーの確保 □適・□不適

更衣室 □有・□無

授乳室 □有・□無

トイレ □充足（　　　　基）・□不足

トイレ衛生状態 □良・□不良 　

手洗い場 □有・□無 手指消毒 □有・□無

トイレ照明 □適・□不適 風呂・シャワー □有・□無

冷暖房 □有・□無 洗濯機 □有・□無

喫煙 □禁煙・□分煙・□その他

温度 □適・□不適 換気・湿度 □適・□不適

土足禁止 □有・□無 清掃状況 □良・□不良

ゴミ収積場所 □有・□無

粉塵 □無・□有 生活騒音 □適・□不適

寝具乾燥対策 □適・□不適 ペット対策 □適・□不適

主食提供回数 □3回・□2回・□1回・□無し

おかず提供回数 □3回・□2回・□1回・□無し

特別食提供 □有・□無

炊き出し □該当・□無 残品処理 □適・□不適

調理設備 □有・□無 冷蔵庫 □有・□無

（2020年版） 写真送信の場合は再度記載→ 避難所コード

令和元年度厚生労働行政推進調査事業費「災害発生時の分野横断的かつ長期的なマネジメント
体制構築に資する研究（研究代表者：浜松医科大学　健康社会医学講座　教授　尾島　俊之）」に
おいて改訂

避難者数
（施設内）

施設定員
(指定避難所)

医
療

生
活
環
境

食
事
提
供

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

設
備
状
況
と
衛
生
面

避
難
施
設
基
本
情
報

□有（種類(職種)・人数：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）・□無　

□有（所属：　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）・□無　

□有（所属：　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）・□無　

１１

２２
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避難所日報（避難者状況） 避難所名 避難所コード

活動日 　　　　　　年　　　　月　　　　日 記載者(所属・職名・職種）

◆配慮を要する者◆　

高齢者（65歳以上） 人 人 障害者 人 人 服薬者 人 人

うち75歳以上 人 人 身体障害者 人 人 降圧薬 人 人

要介護認定者 人 人 知的障害者 人 人 糖尿病薬 人 人

妊婦 人 人 精神障害者 人 人 向精神薬 人 人

じょく婦 人 人 難病患者 人 人 他の治療薬 人 人

乳児 人 人 人 人 その他 人 人

幼児・児童 人 人 人 人

人 人 アレルギー疾患 人 人

特記事項

◆対応すべきニーズがある者◆ ＊まだ解決しておらず、速やかに対応しなければならないニーズがある避難者数を記載する。

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

医療ニーズのある者 □無・□有 人

うち医薬品がない者 □無・□有（ 人）

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

保健福祉ニーズのある者 □無・□有 人

高齢者 □無・□有（ 人）

障害者・児 □無・□有（ 人）

その他 □無・□有（ 人）

こころのケアが必要な者 □無・□有（ 人）

◆感染症・食中毒等症状がある者◆

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

総数（実人数） □無・□有 人

発熱 □無・□有（ 人）

咳・痰 □無・□有（ 人）

下痢・嘔吐 □無・□有（ 人）

対応内容・結果

課題/申し送り

（2020年版） 写真送信の場合は再度記載→ 避難所コード

うち障害児・医療的ケア児

うち要継続
支援人数人数

うち要継続
支援人数

透析（腹膜透析含む）

在宅酸素療法・呼吸器療法

人

人数
うち要継続
支援人数

要要継継続続支支援援合合計計
人人数数（（実実人人数数））

人数

３３

４４
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年 月 日

業務名： 担当部局 　 課　担当

自治体職員
□ 自治体内の他所属職員（業務経験の有無 □ 有 □ 問わない）
□ 管轄保健所の職員

その他の保健医療チーム
□ DHEAT □ 保健師チーム □ DPAT
□ JMAT □ 歯科医師チーム □ JDA-DAT
□ JRAT □ その他（ ）

協定の有無
（ 人） □あり（締結先 ）

□なし
その他特記事項：

□ 単独活動（応援者が市町村職員とは別に単独で活動してもよい）
□
□ その他（ ）

指揮命令者、応援受入担当

（正） （副） （正） （副）

情報収集・共有体制
□ 会議・ミーティング
□ 朝礼・終礼

執務スペース
□ 有 □ 無

地図・資料
□ 有 □ 無

その他資機材
□ 有 □ 無

マニュアルの有無
□ / ）
□ 無

応援受入シート

作成・更新日時：

応援者が行う
具体的業務

（その他）

希望する応援者

計画上の必要人員数

応援者に求める具体
的な職種・資格等

応援者の活動体制 複数活動（原則、応援者は市町村職員と一緒に活動し、単独活動は控える）

業務指揮命令者 応援受入担当

（場所）

（内容）

（内容）

有（名称/保管場所：

Ⅷ．様式
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年 月 日

業務名： 担当部局 　 課　担当

自治体職員
□ 自治体内の他所属職員（業務経験の有無 □ 有 □ 問わない）
□ 管轄保健所の職員

その他の保健医療チーム
□ DHEAT □ 保健師チーム □ DPAT
□ JMAT □ 歯科医師チーム □ JDA-DAT
□ JRAT □ その他（ ）

協定の有無
（ 人） □あり（締結先 ）

□なし
その他特記事項：

□ 単独活動（応援者が市町村職員とは別に単独で活動してもよい）
□
□ その他（ ）

指揮命令者、応援受入担当

（正） （副） （正） （副）

情報収集・共有体制
□ 会議・ミーティング
□ 朝礼・終礼

執務スペース
□ 有 □ 無

地図・資料
□ 有 □ 無

その他資機材
□ 有 □ 無

マニュアルの有無
□ / ）
□ 無

応援受入シート

作成・更新日時：

応援者が行う
具体的業務

（その他）

希望する応援者

計画上の必要人員数

応援者に求める具体
的な職種・資格等

応援者の活動体制 複数活動（原則、応援者は市町村職員と一緒に活動し、単独活動は控える）

業務指揮命令者 応援受入担当

（場所）

（内容）

（内容）

有（名称/保管場所：

〇所属チェック用
１．応援要請 ３．応援受入確認
□ 応援要請の必要性を判断 □ 作業手順書の確認
□ 必要な人数、資格等の確認 □ 応援者の受付
□ 応援要請の決定 □ 応援者名簿の作成

２．応援受入準備 ４．応援受入期間中
□ 地図・資料の準備 □ 被災状況・応援内容を先遣隊に伝達
□ その他資機材の準備 □ 引継の実施
□ マニュアルの確認
□ 執務・作業スペースの準備 ５．応援終了
□ 宿舎の準備 □ 応援終了（撤収）の判断
□ 情報通信手段の準備 □ 応援終了の決定・応援受入担当への報告

□ 費用負担の確認

〇業務フロー
業務開始時期
□ 発災後72時間～ □ 発災後1週間～ □ 発災後2週間～
□ その他（ ）

作業手順

集合場所：

6

集合時間：

作業項目 作業詳細 備考

1

2

3

4

5

13

14

15

7

8

9

10

11

12
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自自
治治
体体
名名

　
/
　

/
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/
/
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/
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/
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/
　

/
/

/
/

/
/

　
/
　

/
/

/
/

/
/

要
請

チ
ー
ム
数

記
載
日

保保
健健
医医
療療
活活
動動
チチ
ーー
ムム
配配
置置
表表

　　 　　 保保 健健 所所　　 　　 保保 健健 所所

活
動

開
始
日

活
動
期
間

　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

確
保

チ
ー
ム
数

チ
ー
ム
名

保 健 所
被
災
市
町
村
名

Ⅷ．様式



220 221

��

��

��

◼ 災害時保健医療福祉活動タイムライン�

◼ '+($7 活動チェックリスト�

◼ '+($7 に期待される役割リスト�

◼ 災害業務自己点検簡易チェックシート（被災都道府県保健所用）�

◼ 災害時に必要な情報共有ラインの実例集�

◼ 災害時保健活動中長期計画（ロードマップ）（災害時・通常時）�

◼ 都道府県災害関連マニュアル等一覧�

◼ 合言葉集�

◼ スフィア基準（抜粋）�

◼ 参考資料�

ⅨⅨ．．資資料料��

�
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被被災災都都道道府府県県保保健健医医療療福福祉祉調調整整本本部部のの災災害害時時保保健健医医療療福福祉祉活活動動ﾀﾀｲｲﾑﾑﾗﾗｲｲﾝﾝ及及びび33層層ににおおけけるるDDHHEEAATT活活動動（（例例））　　

フェーズ１：緊急対応期 フェーズ２：応急対応期 フェーズ３：応急対応期

3時間～12時間 12時間～24時間 （概ね発災後72時間以内） （避難所対策が中心の期間） （避難所から仮設住宅入居まで）

1) 保健医療福祉調整本部の立ち上げ
    情報共有ﾗｲﾝ（以下「情報ﾗｲﾝ）」）の
　　構築

2) 情報収集
    情報整理・分析評価・対策の企画立案

3) 受援調整

4) 対策会議の開催（統合指揮調整）

5) 応援要請・資源調達

6) 広報・渉外業務

7) 職員等の安全確保・健康管理

本
庁

各
課

担
当

災
害

対
応

業
務

本庁各課災害対応業務

保
健

所
に

お
け

る
指

揮
調

整
業

務
の

支
援

・保健所へのﾘｴｿﾞﾝ派遣
・保健所本部の立ち上げの支援

・情報共有ﾗｲﾝの構築の支援
・情報収集・情報整理・分析評価・企画立案
　の支援

・応援要請・資源調達の支援

・受援調整の支援

・対策会議の開催（統合指揮調整）の支援

・広報・渉外業務の支援

・職員等の安全確保・
　健康管理の支援

市
町

村
に

お
け

る
指

揮
調

整
業

務
の

支
援

・市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣
・市町村本部の立ち上げの支援

・情報共有ﾗｲﾝの構築の支援
・情報収集・情報整理・分析評価・企画立案
　の支援

・応援要請・資源調達の支援

・受援調整の支援
・対策会議の開催　（統合指揮調整）の支援

・広報・渉外業務の支援

・職員等の安全確保・
　健康管理の支援

想定される主なDHEAT活動（※特に想定されるDHEAT活動についてはﾋﾟﾝｸ色の帯に再掲）　　　　　　　　　　　　　　　　　保健所・市町村におけるDHEAT活動　　　　　　

保
健

医
療

福
祉

調
整

本
部

に
お

け
る

指
揮

調
整

業
務

ﾌｪｰｽﾞ０：初動体制の確立　（概ね発災後24時間以内）
区分 活動項目

発災～3時間

保健医療福祉活動ﾁｰﾑ受援体制の構築（応援調整・受援調整窓口の設置）

統合指揮調整のための対策会議の設置 ・対策会議の開催（会議資料の作成/会議運営/会議録の作成）

受援調整（受付、ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ、担当ｴﾘｱ・業務割振り、連絡調整等） ※保健医療福祉活動ﾁｰﾑに対する指揮調整を含む。

不足する人的物的資源の確保に係る調整（要請・配分等） ・専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整

労務管理体制の確立

職員健康管理体制の確立 ・職員の健康相談/ 健康管理に係る助言・啓発等

応援者の安全確保・健康管理（応援者の健康相談/ 健康管理に係る助言・啓発等）

広報（住民への情報提供） / 相談窓口の設置

ﾒﾃﾞｨｱ・来訪者等への対応 （現地ﾆｰｽﾞと乖離のある支援者への対応）

保健医療福祉調整本部の立ち上げ ・定期的ﾐｰﾃｨﾝｸﾞの開始

県内全域の被災状況（人的・物的被害 / ﾗｲﾌﾗｲﾝ / 道路交通状況等）に関する情報収集

保健医療福祉（介護）の状況に関する情報収集

保健医療福祉活動ﾁｰﾑ等の活動状況に関する情報収集

収集した情報の整理・分析評価（全体を俯瞰した優先課題の抽出） → 対策の企画立案（優先課題への資源の最適配分・不足資源の調達等に係る対策） ・ 次のﾌｪｰｽﾞを見通した対策の企画立案

情報ﾗｲﾝの構築 情報共有に係る連絡・調整

本庁各課・保健所・市町村との情報ﾗｲﾝの構築（連絡窓口の設置、ﾘｴｿﾞﾝ派遣を含む。） ・保健所との情報共有に係る連絡・調整（保健所から収集した情報の伝達 /  保健医療福祉調整本部の情報の保健所への提供）

保健所からの情報収集（被災地域の保健所管内の状況 /  被災地域の保健所の稼働状況 /  人的資源の充足状況等）

国や専門機関の情報（通知・ﾂｰﾙ等）の本庁各課・保健所への伝達 ・専門的支援に係る連絡調整

都道府県内受援体制の構築（保健所間支援 / 職種別支援） ・都道府県内受援調整（保健所間支援 / 職種別支援）

DHEAT受援体制の構築（応援調整・受援調整窓口の設置） DHEATの受援調整・管理
DHEAT

（市町村本部の立ち上げの支援 / 情報ﾗｲﾝの構築の支援）市町村本部の立ち上げ 市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣

市町村の指揮調整業務ﾀｲﾑﾗｲﾝ

（市町村本部の立ち上げの支援 / 情報ﾗｲﾝの構築の支援）市町村本部の立ち上げ

保健医療福祉活動ﾁｰﾑの受援 調整の支援（受付、ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ、担当ｴﾘｱ・業務割振り、連絡調整等） ※保健医療福祉活動ﾁｰﾑに対する指揮調整を含む。

広報・渉外業務の支援

職員等の安全確保・健康管理の支援

保健医療福祉活動ﾁｰﾑ受援体制の構築の支援

情報ﾗｲﾝの構築 情報収集 /   情報共有に係る連絡 ・調整

保健所への報告、不足する人的物的資源の要請・配分調整の支援 ・専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整の支援

情報共有に係る連絡 ・調整の支援

（必要に応じて市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣）

市町村の指揮調整業務ﾀｲﾑﾗｲﾝ

情報収集・情報整理・分析評価 ・ 対策の企画立案の支援 ・市町村の通常業務の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成支援

医療施設のﾗｲﾝﾌﾗｲﾝの復旧・確保に係る調整/ 医薬品・医療用資器材等の確保・供給に係る調整

医療救護活動に係る対応（DMAT・DPAT・医療救護班等派遣調整 / 医療搬送（SCUの設置運営・広域医療搬送を含む。）/ 入院・転院調整/ 救護所の設置運営（支援）等）/  災害ｶﾙﾃ、処方箋、避難所における医薬品の管理体制整備等 ・医療提供体制の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成

避難所等における健康管理活動支援（歯科保健医療対策、感染症対策、食支援・栄養指導、生活不活発病対策、車中泊・DVT対策、要配慮者支援、在宅被災者支援、こころのケア等）

（市町村本部の立ち上げの支援 / 情報ﾗｲﾝの構築の支援）市町村本部の立ち上げ 市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣

市町村の指揮調整業務ﾀｲﾑﾗｲﾝ

（保健所本部の立ち上げの支援 / 情報ﾗｲﾝの構築の支援）保健所本部の立ち上げ

保健医療福祉活動ﾁｰﾑの受援 調整の支援（受付、ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ、担当ｴﾘｱ・業務割振り、連絡調整等） ※保健医療福祉活動ﾁｰﾑに対する指揮調整を含む。

広報・渉外業務の支援

職員等の安全確保・健康管理の支援

保健医療福祉活動ﾁｰﾑ受援体制の構築の支援

情報ﾗｲﾝの構築 情報収集 /   情報共有に係る連絡 ・調整

保健医療福祉調整本部への報告、不足する人的物的資源の要請・配分調整の支援 ・専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整の支援

情報共有に係る連絡 ・調整の支援

（必要に応じて保健所へのﾘｴｿﾞﾝ派遣）

保健所の指揮調整業務ﾀｲﾑﾗｲﾝ

DHEAT

情報収集・情報整理・分析評価 ・ 対策の企画立案の支援 ・保健所の通常業務の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成支援

DHEAT

全庁的な体制の構築

御遺体の取扱いに係る対応（遺体収容所等における業務に係る調整・支援/ 広域火葬体制の構築 等 ）

飲料水の確保 / ﾄｲﾚの確保 / し尿処理に係る調整 ・避難所等における衛生環境対策（衛生指導、防疫活動等） /  食品衛生対策 / 被災動物対策 / 廃棄物対策 ・食品関係営業施設・生活環境衛生関係施設への対応等

食糧・生活必需品の調達・供給に係る対応（県備蓄物資の搬出 等） ・義援金受入れの準備・実施 ・一般ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の支援

避難行動要支援者の安全確保 ・児童福祉・高齢者福祉・障がい者福祉の確保に係る対応（児童福祉施設、高齢者施設、障がい者福祉施設、救護施設入所者等の安全・福祉の確保） / 要配慮者支援に係る対応

毒物劇物事故への緊急対応 ・有害物質漏出・飛散防止対策 / 災害廃棄物対策

統合指揮調整のための対策会議の設置 ・対策会議の開催（会議資料の作成/会議運営/会議録の作成）

統合指揮調整のための対策会議の設置 ・対策会議の開催（会議資料の作成/会議運営/会議録の作成）

DHEAT DHEAT

DHEAT

DHEAT

DHEAT

DHEAT

DHEAT

DHEAT

DHEAT
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被被災災都都道道府府県県保保健健医医療療福福祉祉調調整整本本部部のの災災害害時時保保健健医医療療福福祉祉活活動動ﾀﾀｲｲﾑﾑﾗﾗｲｲﾝﾝ及及びび33層層ににおおけけるるDDHHEEAATT活活動動（（例例））　　

フェーズ１：緊急対応期 フェーズ２：応急対応期 フェーズ３：応急対応期

3時間～12時間 12時間～24時間 （概ね発災後72時間以内） （避難所対策が中心の期間） （避難所から仮設住宅入居まで）

1) 保健医療福祉調整本部の立ち上げ
    情報共有ﾗｲﾝ（以下「情報ﾗｲﾝ）」）の
　　構築

2) 情報収集
    情報整理・分析評価・対策の企画立案

3) 受援調整

4) 対策会議の開催（統合指揮調整）

5) 応援要請・資源調達

6) 広報・渉外業務

7) 職員等の安全確保・健康管理

本
庁

各
課

担
当

災
害

対
応

業
務

本庁各課災害対応業務

保
健

所
に

お
け

る
指

揮
調

整
業

務
の

支
援

・保健所へのﾘｴｿﾞﾝ派遣
・保健所本部の立ち上げの支援

・情報共有ﾗｲﾝの構築の支援
・情報収集・情報整理・分析評価・企画立案
　の支援

・応援要請・資源調達の支援

・受援調整の支援

・対策会議の開催（統合指揮調整）の支援

・広報・渉外業務の支援

・職員等の安全確保・
　健康管理の支援

市
町

村
に

お
け

る
指

揮
調

整
業

務
の

支
援

・市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣
・市町村本部の立ち上げの支援

・情報共有ﾗｲﾝの構築の支援
・情報収集・情報整理・分析評価・企画立案
　の支援

・応援要請・資源調達の支援

・受援調整の支援
・対策会議の開催　（統合指揮調整）の支援

・広報・渉外業務の支援

・職員等の安全確保・
　健康管理の支援

想定される主なDHEAT活動（※特に想定されるDHEAT活動についてはﾋﾟﾝｸ色の帯に再掲）　　　　　　　　　　　　　　　　　保健所・市町村におけるDHEAT活動　　　　　　

保
健

医
療

福
祉

調
整

本
部

に
お

け
る

指
揮

調
整

業
務

ﾌｪｰｽﾞ０：初動体制の確立　（概ね発災後24時間以内）
区分 活動項目

発災～3時間

保健医療福祉活動ﾁｰﾑ受援体制の構築（応援調整・受援調整窓口の設置）

統合指揮調整のための対策会議の設置 ・対策会議の開催（会議資料の作成/会議運営/会議録の作成）

受援調整（受付、ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ、担当ｴﾘｱ・業務割振り、連絡調整等） ※保健医療福祉活動ﾁｰﾑに対する指揮調整を含む。

不足する人的物的資源の確保に係る調整（要請・配分等） ・専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整

労務管理体制の確立

職員健康管理体制の確立 ・職員の健康相談/ 健康管理に係る助言・啓発等

応援者の安全確保・健康管理（応援者の健康相談/ 健康管理に係る助言・啓発等）

広報（住民への情報提供） / 相談窓口の設置

ﾒﾃﾞｨｱ・来訪者等への対応 （現地ﾆｰｽﾞと乖離のある支援者への対応）

保健医療福祉調整本部の立ち上げ ・定期的ﾐｰﾃｨﾝｸﾞの開始

県内全域の被災状況（人的・物的被害 / ﾗｲﾌﾗｲﾝ / 道路交通状況等）に関する情報収集

保健医療福祉（介護）の状況に関する情報収集

保健医療福祉活動ﾁｰﾑ等の活動状況に関する情報収集

収集した情報の整理・分析評価（全体を俯瞰した優先課題の抽出） → 対策の企画立案（優先課題への資源の最適配分・不足資源の調達等に係る対策） ・ 次のﾌｪｰｽﾞを見通した対策の企画立案

情報ﾗｲﾝの構築 情報共有に係る連絡・調整

本庁各課・保健所・市町村との情報ﾗｲﾝの構築（連絡窓口の設置、ﾘｴｿﾞﾝ派遣を含む。） ・保健所との情報共有に係る連絡・調整（保健所から収集した情報の伝達 /  保健医療福祉調整本部の情報の保健所への提供）

保健所からの情報収集（被災地域の保健所管内の状況 /  被災地域の保健所の稼働状況 /  人的資源の充足状況等）

国や専門機関の情報（通知・ﾂｰﾙ等）の本庁各課・保健所への伝達 ・専門的支援に係る連絡調整

都道府県内受援体制の構築（保健所間支援 / 職種別支援） ・都道府県内受援調整（保健所間支援 / 職種別支援）

DHEAT受援体制の構築（応援調整・受援調整窓口の設置） DHEATの受援調整・管理
DHEAT

（市町村本部の立ち上げの支援 / 情報ﾗｲﾝの構築の支援）市町村本部の立ち上げ 市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣

市町村の指揮調整業務ﾀｲﾑﾗｲﾝ

（市町村本部の立ち上げの支援 / 情報ﾗｲﾝの構築の支援）市町村本部の立ち上げ

保健医療福祉活動ﾁｰﾑの受援 調整の支援（受付、ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ、担当ｴﾘｱ・業務割振り、連絡調整等） ※保健医療福祉活動ﾁｰﾑに対する指揮調整を含む。

広報・渉外業務の支援

職員等の安全確保・健康管理の支援

保健医療福祉活動ﾁｰﾑ受援体制の構築の支援

情報ﾗｲﾝの構築 情報収集 /   情報共有に係る連絡 ・調整

保健所への報告、不足する人的物的資源の要請・配分調整の支援 ・専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整の支援

情報共有に係る連絡 ・調整の支援

（必要に応じて市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣）

市町村の指揮調整業務ﾀｲﾑﾗｲﾝ

情報収集・情報整理・分析評価 ・ 対策の企画立案の支援 ・市町村の通常業務の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成支援

医療施設のﾗｲﾝﾌﾗｲﾝの復旧・確保に係る調整/ 医薬品・医療用資器材等の確保・供給に係る調整

医療救護活動に係る対応（DMAT・DPAT・医療救護班等派遣調整 / 医療搬送（SCUの設置運営・広域医療搬送を含む。）/ 入院・転院調整/ 救護所の設置運営（支援）等）/  災害ｶﾙﾃ、処方箋、避難所における医薬品の管理体制整備等 ・医療提供体制の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成

避難所等における健康管理活動支援（歯科保健医療対策、感染症対策、食支援・栄養指導、生活不活発病対策、車中泊・DVT対策、要配慮者支援、在宅被災者支援、こころのケア等）

（市町村本部の立ち上げの支援 / 情報ﾗｲﾝの構築の支援）市町村本部の立ち上げ 市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣

市町村の指揮調整業務ﾀｲﾑﾗｲﾝ

（保健所本部の立ち上げの支援 / 情報ﾗｲﾝの構築の支援）保健所本部の立ち上げ

保健医療福祉活動ﾁｰﾑの受援 調整の支援（受付、ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ、担当ｴﾘｱ・業務割振り、連絡調整等） ※保健医療福祉活動ﾁｰﾑに対する指揮調整を含む。

広報・渉外業務の支援

職員等の安全確保・健康管理の支援

保健医療福祉活動ﾁｰﾑ受援体制の構築の支援

情報ﾗｲﾝの構築 情報収集 /   情報共有に係る連絡 ・調整

保健医療福祉調整本部への報告、不足する人的物的資源の要請・配分調整の支援 ・専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整の支援

情報共有に係る連絡 ・調整の支援

（必要に応じて保健所へのﾘｴｿﾞﾝ派遣）

保健所の指揮調整業務ﾀｲﾑﾗｲﾝ

DHEAT

情報収集・情報整理・分析評価 ・ 対策の企画立案の支援 ・保健所の通常業務の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成支援

DHEAT

全庁的な体制の構築

御遺体の取扱いに係る対応（遺体収容所等における業務に係る調整・支援/ 広域火葬体制の構築 等 ）

飲料水の確保 / ﾄｲﾚの確保 / し尿処理に係る調整 ・避難所等における衛生環境対策（衛生指導、防疫活動等） /  食品衛生対策 / 被災動物対策 / 廃棄物対策 ・食品関係営業施設・生活環境衛生関係施設への対応等

食糧・生活必需品の調達・供給に係る対応（県備蓄物資の搬出 等） ・義援金受入れの準備・実施 ・一般ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の支援

避難行動要支援者の安全確保 ・児童福祉・高齢者福祉・障がい者福祉の確保に係る対応（児童福祉施設、高齢者施設、障がい者福祉施設、救護施設入所者等の安全・福祉の確保） / 要配慮者支援に係る対応

毒物劇物事故への緊急対応 ・有害物質漏出・飛散防止対策 / 災害廃棄物対策

統合指揮調整のための対策会議の設置 ・対策会議の開催（会議資料の作成/会議運営/会議録の作成）

統合指揮調整のための対策会議の設置 ・対策会議の開催（会議資料の作成/会議運営/会議録の作成）

DHEAT DHEAT

DHEAT

DHEAT

DHEAT

DHEAT

DHEAT

DHEAT

DHEAT
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被被災災都都道道府府県県保保健健所所のの災災害害時時保保健健医医療療福福祉祉活活動動ﾀﾀｲｲﾑﾑﾗﾗｲｲﾝﾝ（（例例））　　 DHEATの支援が想定される指揮調整業務

フェーズ１：緊急対応期 フェーズ２：応急対応期 フェーズ３：応急対応期

3時間～12時間 12時間～24時間 （概ね発災後72時間以内） （避難所対策が中心の期間） （避難所から仮設住宅入居まで）

1) 保健所本部の立ち上げ
    情報共有ﾗｲﾝの構築
 　（→ﾀｲﾑﾗｲﾝでは、以下「情報ﾗｲﾝの構築」）

2) 情報収集
    情報整理・分析評価・対策の企画立案

3) 受援調整

4) 対策会議の開催 （統合指揮調整）

5) 応援要請・資源調達

6) 広報　・渉外業務

7) 職員等の安全確保・健康管理

市
町

村
に

お
け

る
指

揮
調

整
業

務
の

支
援

・市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣
・市町村本部の立ち上げの支援

・情報共有ﾗｲﾝの構築の支援
・情報収集・情報整理・分析評価・企画立案
　の支援

・受援調整の支援

・対策会議の設置（統合指揮調整）の支援

・応援要請・資源調達の支援

・広報・渉外業務の支援

・職員等の安全確保・健康管理の支援

医療対策

保健予防対策・福祉支援

 
衛生環境対策

                              ◎活動によっては、概ね都道府県本庁で対応するものがあります。また、災害の状況に応じて各活動の期間は異なります。

ﾌｪｰｽﾞ０：初動体制の確立　（概ね発災後24時間以内）
区分 活動項目

災
害

時
保

健
医

療
福

祉
対

策
　

（
市

町
村

、
関

係
機

関
・
団

体
と

の
連

携
の

も
と

実
施

）

発災～3時間

　地域災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰとの連携

保
健

所
に

お
け

る
指

揮
調

整
業

務

保健所本部の立ち上げ ・定期的ﾐｰﾃｨﾝｸﾞの開始

医療施設の状況に関する情報収集（EMIS代行入力） ・ 医薬品等の確保・供給に係る状況（医薬品取扱業者・調剤薬局の状況等）の情報収集

市町村の状況に関する情報収集 （被災情報、救護所情報、避難所情報等） ※市町村へﾘｴｿﾞﾝが派遣された後は、ﾘｴｿﾞﾝを通じて情報収集

生活環境衛生関係施設等の状況に関する情報収集

DHEAT

保健所が把握する要配慮者の状況把握

保健医療活動ﾁｰﾑ受援体制の構築

統合指揮調整のための対策会議の設置 ・対策会議の開催（会議資料の作成/会議運営/会議録の作成）

受援調整（受付、ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ、担当ｴﾘｱ・業務割振り、連絡調整等） ※保健医療福祉活動ﾁｰﾑに対する指揮調整を含む。

収集した情報の整理・分析評価（全体を俯瞰した優先課題の抽出） → 対策の企画立案（優先課題への資源の最適配分・不足資源の調達等に係る対策） ・ 次のﾌｪｰｽﾞを見通した対策の企画立案

保健医療福祉調整本部への報告、不足する人的物的資源の要請・配分調整 ・専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整

情報ﾗｲﾝの構築 情報共有に係る連絡・調整

労務管理体制の確立 ・保健所の通常業務の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成

職員健康管理体制の確立

応援者の安全確保・健康管理

広報 ・ 相談窓口の設置

ﾒﾃﾞｨｱ・来訪者等への対応 （現地ﾆｰｽﾞと乖離のある支援者への対応）

（市町村本部の立ち上げの支援 / 情報ﾗｲﾝの構築の支援）市町村本部の立ち上げ

保健医療福祉活動ﾁｰﾑの受援 調整の支援（受付、ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ、担当ｴﾘｱ・業務割振り、連絡調整等） ※保健医療福祉活動ﾁｰﾑに対する指揮調整を含む。

広報・渉外業務の支援

統合指揮調整のための対策会議の設置 ・対策会議の開催の支援（会議資料の作成/会議運営/会議録の作成）

職員等の安全確保・健康管理の支援

保健医療福祉活動ﾁｰﾑ受援体制の構築の支援

情報ﾗｲﾝの構築 情報収集 /   情報共有に係る連絡 ・調整

保健所への報告、不足する人的物的資源の要請・配分調整の支援 ・専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整の支援

情報共有に係る連絡 ・調整の支援

市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣

市町村の指揮調整業務ﾀｲﾑﾗｲﾝ

避難所運営支援 / 避難所等における健康管理活動支援の準備・実施 （避難所ｱｾｽﾒﾝﾄを含む。） ・在宅被災者支援

歯科保健医療対策

食支援・栄養指導

環境衛生対策（飲料水の衛生指導・水質検査 / 避難所等における衛生環境に係る指導・助言 等） ・入浴施設等への指導等

【災害廃棄物対策】災害廃棄物処理に係る指導・助言等

被災動物対策（避難所等におけるﾍﾟｯﾄ対策 / 放浪動物の収容・保護・飼い主への返還対応等）

食品衛生対策（避難所等における食品衛生に係る指導・助言 / 食中毒発生時対応等） ・食品（弁当等）製造施設等への巡回指導・助言

感染症対策

要配慮者支援（高齢者、母子、障がい者他）

車中泊・DVT対策

生活不活発病対策

特定動物（危険動物）逸走への対応

【毒物劇物対策】 環境汚染事故への緊急対応 ・有害物質漏出・飛散防止対策（毒物劇物関係施設への指導・助言等）

社会福祉施設の状況に関する情報収集

御遺体の取扱いに係る対応（連絡調整等）

医療施設のﾗｲﾌﾗｲﾝ（電気・ｶﾞｽ・水道等）の復旧・確保に係る連絡調整

医療救護活動に係る連絡調整（医療搬送 / 入院・転院/ 医療救護班の搬送に係る調整）

医薬品・医療用資器材等の確保・供給に係る連絡調整

救護所の運営支援 ・避難所等における要医療者への対応 ・ 医療提供体制の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成

情報収集・情報整理・分析評価・対策の企画立案の支援 ・市町村の通常業務の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成支援

こころのケア

DHEAT

DHEAT

DHEAT
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被被災災都都道道府府県県保保健健所所のの災災害害時時保保健健医医療療福福祉祉活活動動ﾀﾀｲｲﾑﾑﾗﾗｲｲﾝﾝ（（例例））　　 DHEATの支援が想定される指揮調整業務

フェーズ１：緊急対応期 フェーズ２：応急対応期 フェーズ３：応急対応期

3時間～12時間 12時間～24時間 （概ね発災後72時間以内） （避難所対策が中心の期間） （避難所から仮設住宅入居まで）

1) 保健所本部の立ち上げ
    情報共有ﾗｲﾝの構築
 　（→ﾀｲﾑﾗｲﾝでは、以下「情報ﾗｲﾝの構築」）

2) 情報収集
    情報整理・分析評価・対策の企画立案

3) 受援調整

4) 対策会議の開催 （統合指揮調整）

5) 応援要請・資源調達

6) 広報　・渉外業務

7) 職員等の安全確保・健康管理

市
町

村
に

お
け

る
指

揮
調

整
業

務
の

支
援

・市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣
・市町村本部の立ち上げの支援

・情報共有ﾗｲﾝの構築の支援
・情報収集・情報整理・分析評価・企画立案
　の支援

・受援調整の支援

・対策会議の設置（統合指揮調整）の支援

・応援要請・資源調達の支援

・広報・渉外業務の支援

・職員等の安全確保・健康管理の支援

医療対策

保健予防対策・福祉支援

 
衛生環境対策

                              ◎活動によっては、概ね都道府県本庁で対応するものがあります。また、災害の状況に応じて各活動の期間は異なります。

ﾌｪｰｽﾞ０：初動体制の確立　（概ね発災後24時間以内）
区分 活動項目

災
害

時
保

健
医

療
福

祉
対

策
　

（
市

町
村

、
関

係
機

関
・
団

体
と

の
連

携
の

も
と

実
施

）

発災～3時間

　地域災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰとの連携

保
健

所
に

お
け

る
指

揮
調

整
業

務

保健所本部の立ち上げ ・定期的ﾐｰﾃｨﾝｸﾞの開始

医療施設の状況に関する情報収集（EMIS代行入力） ・ 医薬品等の確保・供給に係る状況（医薬品取扱業者・調剤薬局の状況等）の情報収集

市町村の状況に関する情報収集 （被災情報、救護所情報、避難所情報等） ※市町村へﾘｴｿﾞﾝが派遣された後は、ﾘｴｿﾞﾝを通じて情報収集

生活環境衛生関係施設等の状況に関する情報収集

DHEAT

保健所が把握する要配慮者の状況把握

保健医療活動ﾁｰﾑ受援体制の構築

統合指揮調整のための対策会議の設置 ・対策会議の開催（会議資料の作成/会議運営/会議録の作成）

受援調整（受付、ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ、担当ｴﾘｱ・業務割振り、連絡調整等） ※保健医療福祉活動ﾁｰﾑに対する指揮調整を含む。

収集した情報の整理・分析評価（全体を俯瞰した優先課題の抽出） → 対策の企画立案（優先課題への資源の最適配分・不足資源の調達等に係る対策） ・ 次のﾌｪｰｽﾞを見通した対策の企画立案

保健医療福祉調整本部への報告、不足する人的物的資源の要請・配分調整 ・専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整

情報ﾗｲﾝの構築 情報共有に係る連絡・調整

労務管理体制の確立 ・保健所の通常業務の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成

職員健康管理体制の確立

応援者の安全確保・健康管理

広報 ・ 相談窓口の設置

ﾒﾃﾞｨｱ・来訪者等への対応 （現地ﾆｰｽﾞと乖離のある支援者への対応）

（市町村本部の立ち上げの支援 / 情報ﾗｲﾝの構築の支援）市町村本部の立ち上げ

保健医療福祉活動ﾁｰﾑの受援 調整の支援（受付、ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ、担当ｴﾘｱ・業務割振り、連絡調整等） ※保健医療福祉活動ﾁｰﾑに対する指揮調整を含む。

広報・渉外業務の支援

統合指揮調整のための対策会議の設置 ・対策会議の開催の支援（会議資料の作成/会議運営/会議録の作成）

職員等の安全確保・健康管理の支援

保健医療福祉活動ﾁｰﾑ受援体制の構築の支援

情報ﾗｲﾝの構築 情報収集 /   情報共有に係る連絡 ・調整

保健所への報告、不足する人的物的資源の要請・配分調整の支援 ・専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整の支援

情報共有に係る連絡 ・調整の支援

市町村へのﾘｴｿﾞﾝ派遣

市町村の指揮調整業務ﾀｲﾑﾗｲﾝ

避難所運営支援 / 避難所等における健康管理活動支援の準備・実施 （避難所ｱｾｽﾒﾝﾄを含む。） ・在宅被災者支援

歯科保健医療対策

食支援・栄養指導

環境衛生対策（飲料水の衛生指導・水質検査 / 避難所等における衛生環境に係る指導・助言 等） ・入浴施設等への指導等

【災害廃棄物対策】災害廃棄物処理に係る指導・助言等

被災動物対策（避難所等におけるﾍﾟｯﾄ対策 / 放浪動物の収容・保護・飼い主への返還対応等）

食品衛生対策（避難所等における食品衛生に係る指導・助言 / 食中毒発生時対応等） ・食品（弁当等）製造施設等への巡回指導・助言

感染症対策

要配慮者支援（高齢者、母子、障がい者他）

車中泊・DVT対策

生活不活発病対策

特定動物（危険動物）逸走への対応

【毒物劇物対策】 環境汚染事故への緊急対応 ・有害物質漏出・飛散防止対策（毒物劇物関係施設への指導・助言等）

社会福祉施設の状況に関する情報収集

御遺体の取扱いに係る対応（連絡調整等）

医療施設のﾗｲﾌﾗｲﾝ（電気・ｶﾞｽ・水道等）の復旧・確保に係る連絡調整

医療救護活動に係る連絡調整（医療搬送 / 入院・転院/ 医療救護班の搬送に係る調整）

医薬品・医療用資器材等の確保・供給に係る連絡調整

救護所の運営支援 ・避難所等における要医療者への対応 ・ 医療提供体制の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成

情報収集・情報整理・分析評価・対策の企画立案の支援 ・市町村の通常業務の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成支援

こころのケア

DHEAT

DHEAT

DHEAT
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大大規規模模災災害害時時保保健健医医療療福福祉祉活活動動タタイイムムラライインン【【対対策策別別】】（（例例））　　

フェーズ１：緊急対応期 フェーズ２：応急対応期 フェーズ３：応急対応期

発災～3時間 3時間～12時間 12時間～24時間 （概ね発災後72時間以内） （避難所対策が中心の期間） （避難所から仮設住宅入居まで）

医療救護活動に係る調整

医療施設の業務継続に係る調整

医薬品・医療用資器材等の確保・供給に係る調整

救護所の運営・避難所での医療対応

地域医療提供体制の復旧・再開に係る調整

関係団体・支援チーム

避難所の開設

避難所運営体制の確立

避難者の健康管理

避難所環境整備

関係団体・支援チーム

被災情報の収集・分析

歯科物品の調達

歯科診療の実施

口腔ケア支援活動

関係団体・支援チーム

生活環境の整備、基本的な感染対策の周知

情報収集・分析評価（施設・避難所等アセスメント）

サーベイランス

避難所等における患者管理

関係団体・支援チーム

栄養・食支援に係る情報収集・分析・評価

食料の調達（備蓄食・弁当・要配慮者用食品等）

食料の提供・確保（炊き出しに係る調整）

栄養・食支援に係る情報提供
（栄養相談・健康教育・情報提供）

給食施設支援

関係団体・支援チーム

避難所環境の評価、整備

避難所等でのリハビリテーション支援活動

仮設住宅初期改修支援

関係団体・支援チーム

⑥
生

活
不

活
発

病
対

策
                              ◎災害の状況に応じて各活動の期間は異なります。

フェーズ０：初動体制の確立（概ね発災後24時間以内）
活動項目

⑤
食

支
援

・
栄

養
指

導

区分

④
感

染
症

対
策

②
避

難
所

運
営

支
援

①
医

療
対

策
③

歯
科

保
健

医
療

対
策

医療搬送 / 入院・転院/ 医療救護班の搬送に係る調整

医療施設のﾗｲﾌﾗｲﾝ（電気・ｶﾞｽ・水道等）の復旧・確保に係る連絡調整

医薬品・医療用資器材等の確保・供給に係る連絡調整

救護所の運営支援 ・避難所等における要医療者への対応

災
害

医
療

ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

と
の

連
携

・医療提供体制の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成

・備蓄食品や支援物資からの栄養確保 ・適正なｴﾈﾙｷﾞｰ及び栄養量確保のための食糧確保・提供 ・要配慮者の病態に合わせた食事の取り方の啓発

・調理場所の確保、自衛隊やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等への炊き出し依頼、献立作成依頼/献立提供、炊き出しﾙｰﾙの啓発 ・炊き出しﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの受付、提供食の栄養調査・評価 ・要配慮者に対応した食事提供

・食料入手に関する情報発信、提供食の衛生管理に関する啓発 ・食料入手に関する情報提供（要配慮者向け） ・避難所等での提供食の不足栄養量を補足するための協力依頼（弁当業者、飲食店等）

・厨房施設の被災状況の把握、給食提供状況の把握、他施設との連携状況の把握 ・給食提供困難施設への支援調整（食料・調理従事者） ・要配慮者への食事支援の依頼、通院者への栄養指導依頼

・市町村の管理栄養士等の状況、備蓄物資、支援物資の状況把握、避難者数/要配慮者数 ・提供食の食事調査 ・提供食のｴﾈﾙｷﾞｰ、栄養価の算定

・被災情報の収集・分析・共有、歯科医療機関の情報収集・提供

・避難所、施設、在宅等における歯科ﾆｰｽﾞ把握（義歯紛失、外傷等による歯牙欠損等）、歯科保健医療専門職の応援派遣・巡回、必要な歯科診療の提供 ・地域の歯科医療体制への引き継ぎ、移行

・口腔衛生物品の確認、不足物品の支援要請 ・口腔衛生用品の避難所、施設、在宅等への配布

・避難所、施設、在宅等における歯科保健ﾆｰｽﾞ把握、歯科保健医療専門職による口腔ケア支援活動、歯科相談

・都道府県歯科医師会/歯科衛生士会/歯科技工士会 ・日本災害歯科支援ﾁｰﾑ（JDAT）等

・災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、災害派遣医療ﾁｰﾑ(DMAT）、日赤ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、災害派遣精神医療ﾁｰﾑ（ DPAT）、自衛隊、日本医師会災害医療ﾁｰﾑ（JMAT）、知事会救護班、国立病院機構救護班、全日本病院医療支援班（AMAT）、

日本薬剤師会、日本病院薬剤師会、災害支援ﾅｰｽ、TMAT、AMDA、HuMA、国境なき医師団 等

・避難所の被害状況の把握、避難者の受け入れ、食料や水の確保、仮設ﾄｲﾚの設置、必要物品の確認・要請 ・避難者のﾆｰｽﾞ把握 ・避難所解消に向けた準備

・健康管理、感染症の予防、要配慮者の把握と処遇調整 ・こころのケア、健康相談窓口の設置

・運営体制づくり、避難所運営委員会の設置、会議開催（１日１回〜）

・毛布の配布、簡易ﾍﾞｯﾄﾞの設置、暑さ、寒さ対策、害虫対策 ・入浴支援

NPO団体、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等

・安全な飲料水、衛生的なﾄｲﾚの確保、手指消毒等基本的な感染対策の周知

・避難所情報収集、分析評価 ・定期的な避難所環境ﾁｪｯｸ

・臨時的感染症ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽの実施（EBS、症候群ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ）、感染症発生動向の周知啓発

・避難所等における感染者専用ｿﾞｰﾝの確保、健康観察

・都道府県医師会、感染制御医(ICD）・感染管理認定看護師（ICN）、日本環境感染学会災害時感染制御ﾁｰﾑ（DICT）等

・行政栄養士ﾁｰﾑ、自衛隊、食生活改善推進員、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体（炊き出し） ・日本栄養士会災害支援ﾁｰﾑ（JDA-DAT）、弁当業者等

・被災情報収集 ・避難者の生活状況の確認、避難所ｱｾｽﾒﾝﾄ、動きやすい居住環境のアドバイス、応急的環境整備、避難所支援物資の選定・設置

・生活不活発病の周知啓発、体操、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ等の実施

・日本災害リハビリテーション支援協会（JRAT） 等 ・地域リハビリテーション提供機関（病院、診療所、通所リハ、訪問リハ等）

・戸別訪問、初期改修等の支援

Ⅸ．資料
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大大規規模模災災害害時時保保健健医医療療福福祉祉活活動動タタイイムムラライインン【【対対策策別別】】（（例例））　　

フェーズ１：緊急対応期 フェーズ２：応急対応期 フェーズ３：応急対応期

発災～3時間 3時間～12時間 12時間～24時間 （概ね発災後72時間以内） （避難所対策が中心の期間） （避難所から仮設住宅入居まで）

医療救護活動に係る調整

医療施設の業務継続に係る調整

医薬品・医療用資器材等の確保・供給に係る調整

救護所の運営・避難所での医療対応

地域医療提供体制の復旧・再開に係る調整

関係団体・支援チーム

避難所の開設

避難所運営体制の確立

避難者の健康管理

避難所環境整備

関係団体・支援チーム

被災情報の収集・分析

歯科物品の調達

歯科診療の実施

口腔ケア支援活動

関係団体・支援チーム

生活環境の整備、基本的な感染対策の周知

情報収集・分析評価（施設・避難所等アセスメント）

サーベイランス

避難所等における患者管理

関係団体・支援チーム

栄養・食支援に係る情報収集・分析・評価

食料の調達（備蓄食・弁当・要配慮者用食品等）

食料の提供・確保（炊き出しに係る調整）

栄養・食支援に係る情報提供
（栄養相談・健康教育・情報提供）

給食施設支援

関係団体・支援チーム

避難所環境の評価、整備

避難所等でのリハビリテーション支援活動

仮設住宅初期改修支援

関係団体・支援チーム

⑥
生

活
不

活
発

病
対

策

                              ◎災害の状況に応じて各活動の期間は異なります。

フェーズ０：初動体制の確立（概ね発災後24時間以内）
活動項目

⑤
食

支
援

・
栄

養
指

導

区分

④
感

染
症

対
策

②
避

難
所

運
営

支
援

①
医

療
対

策
③

歯
科

保
健

医
療

対
策

医療搬送 / 入院・転院/ 医療救護班の搬送に係る調整

医療施設のﾗｲﾌﾗｲﾝ（電気・ｶﾞｽ・水道等）の復旧・確保に係る連絡調整

医薬品・医療用資器材等の確保・供給に係る連絡調整

救護所の運営支援 ・避難所等における要医療者への対応

災
害

医
療

ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

と
の

連
携

・医療提供体制の再開・復旧に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成

・備蓄食品や支援物資からの栄養確保 ・適正なｴﾈﾙｷﾞｰ及び栄養量確保のための食糧確保・提供 ・要配慮者の病態に合わせた食事の取り方の啓発

・調理場所の確保、自衛隊やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等への炊き出し依頼、献立作成依頼/献立提供、炊き出しﾙｰﾙの啓発 ・炊き出しﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの受付、提供食の栄養調査・評価 ・要配慮者に対応した食事提供

・食料入手に関する情報発信、提供食の衛生管理に関する啓発 ・食料入手に関する情報提供（要配慮者向け） ・避難所等での提供食の不足栄養量を補足するための協力依頼（弁当業者、飲食店等）

・厨房施設の被災状況の把握、給食提供状況の把握、他施設との連携状況の把握 ・給食提供困難施設への支援調整（食料・調理従事者） ・要配慮者への食事支援の依頼、通院者への栄養指導依頼

・市町村の管理栄養士等の状況、備蓄物資、支援物資の状況把握、避難者数/要配慮者数 ・提供食の食事調査 ・提供食のｴﾈﾙｷﾞｰ、栄養価の算定

・被災情報の収集・分析・共有、歯科医療機関の情報収集・提供

・避難所、施設、在宅等における歯科ﾆｰｽﾞ把握（義歯紛失、外傷等による歯牙欠損等）、歯科保健医療専門職の応援派遣・巡回、必要な歯科診療の提供 ・地域の歯科医療体制への引き継ぎ、移行

・口腔衛生物品の確認、不足物品の支援要請 ・口腔衛生用品の避難所、施設、在宅等への配布

・避難所、施設、在宅等における歯科保健ﾆｰｽﾞ把握、歯科保健医療専門職による口腔ケア支援活動、歯科相談

・都道府県歯科医師会/歯科衛生士会/歯科技工士会 ・日本災害歯科支援ﾁｰﾑ（JDAT）等

・災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、災害派遣医療ﾁｰﾑ(DMAT）、日赤ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、災害派遣精神医療ﾁｰﾑ（ DPAT）、自衛隊、日本医師会災害医療ﾁｰﾑ（JMAT）、知事会救護班、国立病院機構救護班、全日本病院医療支援班（AMAT）、

日本薬剤師会、日本病院薬剤師会、災害支援ﾅｰｽ、TMAT、AMDA、HuMA、国境なき医師団 等

・避難所の被害状況の把握、避難者の受け入れ、食料や水の確保、仮設ﾄｲﾚの設置、必要物品の確認・要請 ・避難者のﾆｰｽﾞ把握 ・避難所解消に向けた準備

・健康管理、感染症の予防、要配慮者の把握と処遇調整 ・こころのケア、健康相談窓口の設置

・運営体制づくり、避難所運営委員会の設置、会議開催（１日１回〜）

・毛布の配布、簡易ﾍﾞｯﾄﾞの設置、暑さ、寒さ対策、害虫対策 ・入浴支援

NPO団体、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等

・安全な飲料水、衛生的なﾄｲﾚの確保、手指消毒等基本的な感染対策の周知

・避難所情報収集、分析評価 ・定期的な避難所環境ﾁｪｯｸ

・臨時的感染症ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽの実施（EBS、症候群ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ）、感染症発生動向の周知啓発

・避難所等における感染者専用ｿﾞｰﾝの確保、健康観察

・都道府県医師会、感染制御医(ICD）・感染管理認定看護師（ICN）、日本環境感染学会災害時感染制御ﾁｰﾑ（DICT）等

・行政栄養士ﾁｰﾑ、自衛隊、食生活改善推進員、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体（炊き出し） ・日本栄養士会災害支援ﾁｰﾑ（JDA-DAT）、弁当業者等

・被災情報収集 ・避難者の生活状況の確認、避難所ｱｾｽﾒﾝﾄ、動きやすい居住環境のアドバイス、応急的環境整備、避難所支援物資の選定・設置

・生活不活発病の周知啓発、体操、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ等の実施

・日本災害リハビリテーション支援協会（JRAT） 等 ・地域リハビリテーション提供機関（病院、診療所、通所リハ、訪問リハ等）

・戸別訪問、初期改修等の支援

Ⅸ．資料
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区分 フェーズ３：応急対応期

発災～3時間 3時間～12時間 12時間～24時間 （概ね発災後72時間以内） （避難所から仮設住宅入居まで）

⑪
衛

生
環

境
対

策
 （

避
難

所
等

で
の

衛
生

環
境

対
策

）
⑫

食
品

衛
生

対
策

飲料水の確保・管理

トイレ対策　　                              （ﾄｲﾚの確保）

　　　　　　　（ﾄｲﾚの衛生管理）

　　　　　　　　　（し尿の処理）

ゴミ対策   ねずみ・衛生害虫対策

簡易ベッド・寝具の確保・管理
生活衛生サービスの確保

関係団体、支援チーム

情報収集の収集・分析・評価

避難所等における衛生指導等

食品表示に係る対応

広報・渉外業務

入浴の確保・管理等

フェーズ０：初動体制の確立（概ね発災後24時間以内） フェーズ２：応急対応期

（避難所対策が中心の期間）
活動項目

健康調査の実施

関係団体、支援チーム

区分

生活区域の環境対策

在宅被災者健康調査の企画立案

健康調査の実施

関係団体、支援チーム⑨
要

配
慮

者
支

援
⑧

在
宅

被
災

者
支

援 在宅被災者健康調査の企画立案

⑦
車

中
泊

・
D

V
T

対
策

車中泊者の把握、周知啓発

避難所環境整備、DVT検診

関係団体、支援チーム

給食施設の衛生管理に係る対応

⑩
こ

こ
ろ

の
ケ

ア

情報収集、こころのケア対象者の把握

こころのケア周知啓発

支援者支援

関係団体・支援チーム

関係団体、支援チーム

・飲料水の確保

・ﾄｲﾚ用品・衛生資材・手洗い用水の確保・配置 ﾄｲﾚの衛生的な使用に係るﾙｰﾙの周知（掲示） / ﾄｲﾚの清掃体制の確保・

・使用済み携帯ﾄｲﾚ（以下「便袋」という。）の保管場所の確保回収方法・手段の確保

・ゴミ集積所の設置 ・ゴミ集積所の運営管理（ゴミの分別等のゴミの廃棄に係るﾙｰﾙの周知 / ゴミの保管状況の確認 ） ・ねずみ・衛生害虫等の発生場所周辺の清掃 ・侵入防止対策 / ねずみ・衛生害虫等発生時の防除対策

・土足等の管理 ・清掃体制の確保（清掃方法・ 担当者等の決定・周知）

・暑さ対策（屋内の温度管理 / 脱水症・熱中症予防のための対策 ) / 寒さ対策（毛布・加温資機材等の調達・配付 / 屋内の温度管理 / 屋内の空気環境の管理・（必要に応じて）大型暖房器具等の騒音対策）

・空気環境対策（定期的な換気の実施 / 加湿器等の管理 / 定期的な空気環境測定 / 化学物質過敏症についての周知啓発 / （必要に応じて）化学物質の除去 / （必要に応じて）悪臭対策等）

・公衆浴場等営業状況の把握・周知 / （入浴ができない場合）清拭のための用品の調達・配付・

・仮設ﾄｲﾚ等のし尿回収体制の確保

・防虫・除虫対策の実施（必要に応じた消毒の検討・実施）

・生活環境を整える備品の調達・配置

・簡易ﾍﾞｯﾄﾞ（段ﾎﾞｰﾙﾍﾞｯﾄﾞ等）・寝具等の確保 ・（必要に応じて）寝具のｸﾘｰﾆﾝｸﾞの確保 ・理容美容ｻｰﾋﾞｽの提供（「協定」に基づく生活衛生同業組合への支援要請）・寝具等の衛生的管理

・入浴設備（仮設風呂・ｼｬﾜｰ）の設置 / 入浴ﾙｰﾙの設定・周知 / 入浴設備の清掃 / 浴槽水の衛生管理

・保健医療福祉活動ﾁｰﾑ

・保健医療福祉活動ﾁｰﾑ ・日本食品衛生協会 / 都道府県食品衛生協会（食品衛生監視員）

・避難所等の状況（開設状況/避難者数/衛生状況等）の把握 / 食品検査機関・食品製造施設等の被害状況の把握 ・衛生面が悪化している避難所の把握 / 食品（弁当等）製造施設の衛生管理状況・食品の適正表示の確認等

・避難所の衛生状況に応じた衛生指導の開始 ・避難所への巡回指導の開始【保健所】 ・食品衛生監視員・保健医療福祉活動ﾁｰﾑと連携した巡回指導 / 食中毒発生時の対応 ・共同施設等の衛生管理指導/出前講座等の実施

・炊き出しﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの衛生指導 / 食品（弁当等）製造施設等への巡回指導等

・食品表示の弾力的運用に係る協議【本庁】 / 食品表示に係る指導 （食品製造施設等への巡回指導による配布弁当等の表示確認）

・給食施設の被災状況 / 給食提供状況 / 他施設との連携状況の把握 ・給食施設の再開に向けての衛生管理に係る助言指導

・被災者/避難所運営管理者等への食中毒防止に関する周知啓発の準備・実施（啓発ﾁﾗｼの配布 / ｳｪﾌﾞｻｲﾄ等を活用） ・仮設住宅入居者向けの食中毒防止の啓発

・自衛隊 ・日本ﾍﾟｽﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ協会

・飲料水の衛生管理（飲料水の衛生指導 / 水質検査等）

・避難所等における情報収集、ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ、医療の提供

・精神保健福祉ｾﾝﾀｰ、災害派遣精神医療ﾁｰﾑ（DPAT）、日本赤十字社こころのケア班、臨床心理士会、NPO団体等

・報道機関を活用した広報、避難所等での周知啓発

・交代制の勤務体制の確立、休日の確保 ・研修会の開催、健康調査の実施

・安否確認/避難誘導/処遇調整

・医療ﾆｰｽﾞ把握/医療継続支援 ・健康相談の実施 ・生活再建の支援調整

・災害派遣福祉ﾁｰﾑ（DWAT）、地域包括支援ｾﾝﾀｰ、社会福祉協議会、居宅介護支援事業所、訪問看護、生活支援員、民生児童委員、自主防災組織、NPO団体等

・ﾄｲﾚの不足数の把握・要請

・災害用備蓄ﾄｲﾚ（携帯ﾄｲﾚ、簡易ﾄｲﾚ）の配置 ・要配慮者用ﾄｲﾚの確保・配置

・下水道復旧 / 避難所の集約・閉鎖を踏まえた仮設ﾄｲﾚ等の撤去・仮設ﾄｲﾚ等の不足数の把握・追加・ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚの設置

・健康調査の企画立案（対象者の範囲、実施時期や期間、調査実施者確保の検討）

・健康調査の実施 ・調査結果のまとめ、対応策の検討

・保健医療福祉活動ﾁｰﾑ、地域包括支援ｾﾝﾀｰ、民生児童委員、自主防災組織、NPO団体等

・車中泊者に対し、DVT予防啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄの配布。避難所におけるﾎﾟｽﾀｰ掲示 ・避難所等への移動の呼びかけ

・避難所等における、医師会等によるDVT健診の実施、医療機関への受診勧奨

・医師会、保健医療福祉活動ﾁｰﾑ、消防、警察、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、自主防災組織等

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

・便袋の回収方法・手段の確保

・仮設ﾄｲﾚの確保・設置

Ⅸ．資料
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区分 フェーズ３：応急対応期

発災～3時間 3時間～12時間 12時間～24時間 （概ね発災後72時間以内） （避難所から仮設住宅入居まで）

⑪
衛

生
環

境
対

策
 （

避
難

所
等

で
の

衛
生

環
境

対
策

）
⑫

食
品

衛
生

対
策

飲料水の確保・管理

トイレ対策　　                              （ﾄｲﾚの確保）

　　　　　　　（ﾄｲﾚの衛生管理）

　　　　　　　　　（し尿の処理）

ゴミ対策   ねずみ・衛生害虫対策

簡易ベッド・寝具の確保・管理
生活衛生サービスの確保

関係団体、支援チーム

情報収集の収集・分析・評価

避難所等における衛生指導等

食品表示に係る対応

広報・渉外業務

入浴の確保・管理等

フェーズ０：初動体制の確立（概ね発災後24時間以内） フェーズ２：応急対応期

（避難所対策が中心の期間）
活動項目

健康調査の実施

関係団体、支援チーム

区分

生活区域の環境対策

在宅被災者健康調査の企画立案

健康調査の実施

関係団体、支援チーム⑨
要

配
慮

者
支

援
⑧

在
宅

被
災

者
支

援 在宅被災者健康調査の企画立案

⑦
車

中
泊

・
D

V
T

対
策

車中泊者の把握、周知啓発

避難所環境整備、DVT検診

関係団体、支援チーム

給食施設の衛生管理に係る対応

⑩
こ

こ
ろ

の
ケ

ア

情報収集、こころのケア対象者の把握

こころのケア周知啓発

支援者支援

関係団体・支援チーム

関係団体、支援チーム

・飲料水の確保

・ﾄｲﾚ用品・衛生資材・手洗い用水の確保・配置 ﾄｲﾚの衛生的な使用に係るﾙｰﾙの周知（掲示） / ﾄｲﾚの清掃体制の確保・

・使用済み携帯ﾄｲﾚ（以下「便袋」という。）の保管場所の確保回収方法・手段の確保

・ゴミ集積所の設置 ・ゴミ集積所の運営管理（ゴミの分別等のゴミの廃棄に係るﾙｰﾙの周知 / ゴミの保管状況の確認 ） ・ねずみ・衛生害虫等の発生場所周辺の清掃 ・侵入防止対策 / ねずみ・衛生害虫等発生時の防除対策

・土足等の管理 ・清掃体制の確保（清掃方法・ 担当者等の決定・周知）

・暑さ対策（屋内の温度管理 / 脱水症・熱中症予防のための対策 ) / 寒さ対策（毛布・加温資機材等の調達・配付 / 屋内の温度管理 / 屋内の空気環境の管理・（必要に応じて）大型暖房器具等の騒音対策）

・空気環境対策（定期的な換気の実施 / 加湿器等の管理 / 定期的な空気環境測定 / 化学物質過敏症についての周知啓発 / （必要に応じて）化学物質の除去 / （必要に応じて）悪臭対策等）

・公衆浴場等営業状況の把握・周知 / （入浴ができない場合）清拭のための用品の調達・配付・

・仮設ﾄｲﾚ等のし尿回収体制の確保

・防虫・除虫対策の実施（必要に応じた消毒の検討・実施）

・生活環境を整える備品の調達・配置

・簡易ﾍﾞｯﾄﾞ（段ﾎﾞｰﾙﾍﾞｯﾄﾞ等）・寝具等の確保 ・（必要に応じて）寝具のｸﾘｰﾆﾝｸﾞの確保 ・理容美容ｻｰﾋﾞｽの提供（「協定」に基づく生活衛生同業組合への支援要請）・寝具等の衛生的管理

・入浴設備（仮設風呂・ｼｬﾜｰ）の設置 / 入浴ﾙｰﾙの設定・周知 / 入浴設備の清掃 / 浴槽水の衛生管理

・保健医療福祉活動ﾁｰﾑ

・保健医療福祉活動ﾁｰﾑ ・日本食品衛生協会 / 都道府県食品衛生協会（食品衛生監視員）

・避難所等の状況（開設状況/避難者数/衛生状況等）の把握 / 食品検査機関・食品製造施設等の被害状況の把握 ・衛生面が悪化している避難所の把握 / 食品（弁当等）製造施設の衛生管理状況・食品の適正表示の確認等

・避難所の衛生状況に応じた衛生指導の開始 ・避難所への巡回指導の開始【保健所】 ・食品衛生監視員・保健医療福祉活動ﾁｰﾑと連携した巡回指導 / 食中毒発生時の対応 ・共同施設等の衛生管理指導/出前講座等の実施

・炊き出しﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの衛生指導 / 食品（弁当等）製造施設等への巡回指導等

・食品表示の弾力的運用に係る協議【本庁】 / 食品表示に係る指導 （食品製造施設等への巡回指導による配布弁当等の表示確認）

・給食施設の被災状況 / 給食提供状況 / 他施設との連携状況の把握 ・給食施設の再開に向けての衛生管理に係る助言指導

・被災者/避難所運営管理者等への食中毒防止に関する周知啓発の準備・実施（啓発ﾁﾗｼの配布 / ｳｪﾌﾞｻｲﾄ等を活用） ・仮設住宅入居者向けの食中毒防止の啓発

・自衛隊 ・日本ﾍﾟｽﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ協会

・飲料水の衛生管理（飲料水の衛生指導 / 水質検査等）

・避難所等における情報収集、ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ、医療の提供

・精神保健福祉ｾﾝﾀｰ、災害派遣精神医療ﾁｰﾑ（DPAT）、日本赤十字社こころのケア班、臨床心理士会、NPO団体等

・報道機関を活用した広報、避難所等での周知啓発

・交代制の勤務体制の確立、休日の確保 ・研修会の開催、健康調査の実施

・安否確認/避難誘導/処遇調整

・医療ﾆｰｽﾞ把握/医療継続支援 ・健康相談の実施 ・生活再建の支援調整

・災害派遣福祉ﾁｰﾑ（DWAT）、地域包括支援ｾﾝﾀｰ、社会福祉協議会、居宅介護支援事業所、訪問看護、生活支援員、民生児童委員、自主防災組織、NPO団体等

・ﾄｲﾚの不足数の把握・要請

・災害用備蓄ﾄｲﾚ（携帯ﾄｲﾚ、簡易ﾄｲﾚ）の配置 ・要配慮者用ﾄｲﾚの確保・配置

・下水道復旧 / 避難所の集約・閉鎖を踏まえた仮設ﾄｲﾚ等の撤去・仮設ﾄｲﾚ等の不足数の把握・追加・ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚの設置

・健康調査の企画立案（対象者の範囲、実施時期や期間、調査実施者確保の検討）

・健康調査の実施 ・調査結果のまとめ、対応策の検討

・保健医療福祉活動ﾁｰﾑ、地域包括支援ｾﾝﾀｰ、民生児童委員、自主防災組織、NPO団体等

・車中泊者に対し、DVT予防啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄの配布。避難所におけるﾎﾟｽﾀｰ掲示 ・避難所等への移動の呼びかけ

・避難所等における、医師会等によるDVT健診の実施、医療機関への受診勧奨

・医師会、保健医療福祉活動ﾁｰﾑ、消防、警察、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、自主防災組織等

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

・便袋の回収方法・手段の確保

・仮設ﾄｲﾚの確保・設置

Ⅸ．資料
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フェーズ１：緊急対応期 フェーズ３：応急対応期

発災～3時間 3時間～12時間 12時間～24時間 （概ね発災後72時間以内） （避難所から仮設住宅入居まで）

指揮調整業務

遺体収容所における対応

火葬許可事務

火葬の実施　遺骨等の保管

体制の構築

情報収集・分析評価・
対策の企画立案

広域火葬体制に係る調整

物資調達・業務要員等の
確保に係る調整

火葬に係る特例的取扱いに
係る対応

周知・広報

区分 活動項目
フェーズ０：初動体制の確立（概ね発災後24時間以内） フェーズ２：応急対応期

（避難所対策が中心の期間）

⑭
御
遺
体
の
取
扱
い
に
係
る
対
応
　
（
※
各
対
応
の
期
間
は
イ
メ
ー
ジ
）

⑬
被
災
動
物
対
策

体制の構築
（情報収集・分析評価・対策の企画立案）

情報収集

関係団体、支援チーム

都
道
府
県
等
の
対
応
（
広
域
火
葬
体
制
を
中
心
に
）

関係団体、支援チーム

応援要請・物資調達・義援金事務

広報・渉外業務

避難所等におけるﾍﾟｯﾄ対策

放浪動物への対応

特定動物の逸走に係る対応

市
町
村
等
の
対
応

・初動体制の立ち上げ ・動物救護本部（仮称）「以下「本部」という。」の設置運営・対策会議の開催（統合指揮調整） （→情報収集・分析評価・対策の企画立案・情報発信の一元化）

・動物収容施設の被災状況 / 特定飼養施設の被災状況 ・特定動物等に関する情報の把握 ・避難所等におけるﾍﾟｯﾄ同行避難状況調査 ・応急仮設住宅におけるﾍﾟｯﾄ同行入居状況調査

・関係部局 /  国（環境省） / 他自治体 / 獣医師会等への応援要請 /動物愛護推進員への協力要請 / ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの募集・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの配置調整・管理

・応急仮設住宅へのﾍﾟｯﾄ同行入居者受入れに係る市町村への助言・新たな飼い主への譲渡体制の構築・ﾍﾟｯﾄの避難・救護に係る市町村等への助言・支援 / 避難所等におけるﾍﾟｯﾄ同行避難体制への支援）

・放浪動物の保護・収容 / 負傷動物への獣医療の提供 ・飼い主への返還に向けた対応 ・（必要に応じて）動物救護施設の設置運営 ・新たな飼い主探し / 新たな飼い主への譲渡

・獣医師会・動物病院、災害協定締結関係団体等 ・動物愛護推進員 ・動物愛護団体 ・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

・ﾍﾟｯﾄの一時預かり体制の構築

・避難所等における飼い主への支援（負傷ﾍﾟｯﾄの救護（獣医療の提供） / 定期巡回・相談会等の実施 / 飼い主による自助ｸﾞﾙｰﾌﾟ立ち上げ支援 等

・市町村・火葬場設置者・協定締結関係団体・近隣都道府県等との情報連携体制の構築 ・広域火葬専属組織の設置 / 非被災地火葬場設置者・近隣都道府県等との協力体制の構築

・市町村の死者数・遺体収容所の設置状況/火葬場の被災状況・稼働能力等の把握 ・広域火葬に係る情報の集約・一元管理 / 市町村・関係団体等への提供 / 国への報告

・（市町村の要請を踏まえた）遺体収容所等における必要資材・搬送手段・遺体収容所業務要員等の確保に係る調整 ・（火葬場設置者の要請を踏まえた）火葬に必要な燃料・資機材・火葬要員の確保に係る調整

・広域火葬の応援承諾状況の整理 / 応援火葬場の選定・火葬場の割振りに係る調整 /市町村への通知

・国に対して、近隣都道府県以外の都道府県への応援要請を依頼

・市町村・火葬場設置者・住民等への広域火葬実施 の周知・広報 / 都道府県内の広域的死亡者に関する情報の住民への提供

・ﾍﾟｯﾄに関する相談窓口の設置 ・避難所でのﾍﾟｯﾄの適正飼養等に関する周知 / 飼い主によるﾍﾟｯﾄの迷子情報の掲示に係る支援 / 保護動物に関する情報発信 等

・災害協定締結関係団体等への物資支援要請 / 救援物資の募集 /救援物資供給体制の整備

・義援金事務（義援金受付窓口設置 / 義援金振込先口座の開設 / 義援金募集の告知 / 義援金の収支管理報告・使途の公表など）

・応急仮設住宅におけるﾍﾟｯﾄの適正飼養に係る支援

・火葬許可事務等（死亡届の受理・火葬許可証等の発行等）

・（必要に応じて）御遺体の洗浄・縫合・消毒 / 御遺体の一時保管・安置（腐敗防止対策）

・遺体収容所への御遺体の搬送・搬送調整 ・火葬場への御遺体の搬送・搬送調整

・検視【警察】・検案【医師】の実施

・身元確認（警察・（必要に応じて）地元歯科医師会等との連携） / 遺族等身元引受人への御遺体・遺留品の引渡し

・管内死者数・火葬場の被災状況等の把握 / 都道府県等との連携体制の構築

・遺体収容所の設置・運営（遺体収容所の業務体制の構築） / 検視・検案体制の構築（都道府県・警察・協力医等との連携 ）

・遺体収容所業務要員の確保（必要に応じて都道府県への要請）

・御遺体の保存・葬送・火葬に必要な物資の調達 / 御遺体の搬送手段（搬送用車両）の確保 （必要に応じて都道府県への要請）

・遺体収容所の開設に係る周知 / 死亡者・身元不明御遺体に関する情報提供 / 相談窓口の設置（火葬相談窓口の設置を含む。）

・警察 ・協定締結関係団体 ・警察協力医 / 監察医 / 医療支援ﾁｰﾑ / 地域医師 ・警察協力歯科医 / 地域歯科医師会

（※埋火葬許可事務の迅速な実施が困難な場合、実態に応じた特定的取扱い）

・広域火葬の必要性の判断 ⇒都道府県への応援要請

・広域火葬の必要性の判断・決定 ⇒市町村・関係団体等への周知 ・国への報告（以下「周知・報告」）

（上記の応援のみでは広域火葬の対応が困難な場合）

・市町村等から火葬に係る特例的取扱いに係る協議があった場合、直ちに国への照会等の実施 （⇒結果を市町村等に連絡）（市町村における火葬許可事務の迅速な実施が困難な場合）

・広域火葬に係る日報報告のとりまとめ / 国への報告

・広域火葬終了の判断・決定⇒ 周知・報告

・都道府県内の非被災市町村・火葬場設置者・（必要に応じて）近隣都道府県 への広域火葬の応援依頼（→国への報告）

・[火葬場設置者]火葬要員の確保（必要に応じて都道府県への要請）

・[火葬場設置者]都道府県への火葬実績報告（日報の報告）

・火葬の実施（火葬場設置者との調整）

・動物の逸走に係る対応

・引取者がいない遺骨・遺留品の一時保

・広域火葬終了に係る都道府県への連絡

Ⅸ．資料
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フェーズ１：緊急対応期 フェーズ３：応急対応期

発災～3時間 3時間～12時間 12時間～24時間 （概ね発災後72時間以内） （避難所から仮設住宅入居まで）

指揮調整業務

遺体収容所における対応

火葬許可事務

火葬の実施　遺骨等の保管

体制の構築

情報収集・分析評価・
対策の企画立案

広域火葬体制に係る調整

物資調達・業務要員等の
確保に係る調整

火葬に係る特例的取扱いに
係る対応

周知・広報

区分 活動項目
フェーズ０：初動体制の確立（概ね発災後24時間以内） フェーズ２：応急対応期

（避難所対策が中心の期間）

⑭
御
遺
体
の
取
扱
い
に
係
る
対
応
　
（
※
各
対
応
の
期
間
は
イ
メ
ー
ジ
）

⑬
被
災
動
物
対
策

体制の構築
（情報収集・分析評価・対策の企画立案）

情報収集

関係団体、支援チーム

都
道
府
県
等
の
対
応
（
広
域
火
葬
体
制
を
中
心
に
）

関係団体、支援チーム

応援要請・物資調達・義援金事務

広報・渉外業務

避難所等におけるﾍﾟｯﾄ対策

放浪動物への対応

特定動物の逸走に係る対応

市
町
村
等
の
対
応

・初動体制の立ち上げ ・動物救護本部（仮称）「以下「本部」という。」の設置運営・対策会議の開催（統合指揮調整） （→情報収集・分析評価・対策の企画立案・情報発信の一元化）

・動物収容施設の被災状況 / 特定飼養施設の被災状況 ・特定動物等に関する情報の把握 ・避難所等におけるﾍﾟｯﾄ同行避難状況調査 ・応急仮設住宅におけるﾍﾟｯﾄ同行入居状況調査

・関係部局 /  国（環境省） / 他自治体 / 獣医師会等への応援要請 /動物愛護推進員への協力要請 / ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの募集・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの配置調整・管理

・応急仮設住宅へのﾍﾟｯﾄ同行入居者受入れに係る市町村への助言・新たな飼い主への譲渡体制の構築・ﾍﾟｯﾄの避難・救護に係る市町村等への助言・支援 / 避難所等におけるﾍﾟｯﾄ同行避難体制への支援）

・放浪動物の保護・収容 / 負傷動物への獣医療の提供 ・飼い主への返還に向けた対応 ・（必要に応じて）動物救護施設の設置運営 ・新たな飼い主探し / 新たな飼い主への譲渡

・獣医師会・動物病院、災害協定締結関係団体等 ・動物愛護推進員 ・動物愛護団体 ・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

・ﾍﾟｯﾄの一時預かり体制の構築

・避難所等における飼い主への支援（負傷ﾍﾟｯﾄの救護（獣医療の提供） / 定期巡回・相談会等の実施 / 飼い主による自助ｸﾞﾙｰﾌﾟ立ち上げ支援 等

・市町村・火葬場設置者・協定締結関係団体・近隣都道府県等との情報連携体制の構築 ・広域火葬専属組織の設置 / 非被災地火葬場設置者・近隣都道府県等との協力体制の構築

・市町村の死者数・遺体収容所の設置状況/火葬場の被災状況・稼働能力等の把握 ・広域火葬に係る情報の集約・一元管理 / 市町村・関係団体等への提供 / 国への報告

・（市町村の要請を踏まえた）遺体収容所等における必要資材・搬送手段・遺体収容所業務要員等の確保に係る調整 ・（火葬場設置者の要請を踏まえた）火葬に必要な燃料・資機材・火葬要員の確保に係る調整

・広域火葬の応援承諾状況の整理 / 応援火葬場の選定・火葬場の割振りに係る調整 /市町村への通知

・国に対して、近隣都道府県以外の都道府県への応援要請を依頼

・市町村・火葬場設置者・住民等への広域火葬実施 の周知・広報 / 都道府県内の広域的死亡者に関する情報の住民への提供

・ﾍﾟｯﾄに関する相談窓口の設置 ・避難所でのﾍﾟｯﾄの適正飼養等に関する周知 / 飼い主によるﾍﾟｯﾄの迷子情報の掲示に係る支援 / 保護動物に関する情報発信 等

・災害協定締結関係団体等への物資支援要請 / 救援物資の募集 /救援物資供給体制の整備

・義援金事務（義援金受付窓口設置 / 義援金振込先口座の開設 / 義援金募集の告知 / 義援金の収支管理報告・使途の公表など）

・応急仮設住宅におけるﾍﾟｯﾄの適正飼養に係る支援

・火葬許可事務等（死亡届の受理・火葬許可証等の発行等）

・（必要に応じて）御遺体の洗浄・縫合・消毒 / 御遺体の一時保管・安置（腐敗防止対策）

・遺体収容所への御遺体の搬送・搬送調整 ・火葬場への御遺体の搬送・搬送調整

・検視【警察】・検案【医師】の実施

・身元確認（警察・（必要に応じて）地元歯科医師会等との連携） / 遺族等身元引受人への御遺体・遺留品の引渡し

・管内死者数・火葬場の被災状況等の把握 / 都道府県等との連携体制の構築

・遺体収容所の設置・運営（遺体収容所の業務体制の構築） / 検視・検案体制の構築（都道府県・警察・協力医等との連携 ）

・遺体収容所業務要員の確保（必要に応じて都道府県への要請）

・御遺体の保存・葬送・火葬に必要な物資の調達 / 御遺体の搬送手段（搬送用車両）の確保 （必要に応じて都道府県への要請）

・遺体収容所の開設に係る周知 / 死亡者・身元不明御遺体に関する情報提供 / 相談窓口の設置（火葬相談窓口の設置を含む。）

・警察 ・協定締結関係団体 ・警察協力医 / 監察医 / 医療支援ﾁｰﾑ / 地域医師 ・警察協力歯科医 / 地域歯科医師会

（※埋火葬許可事務の迅速な実施が困難な場合、実態に応じた特定的取扱い）

・広域火葬の必要性の判断 ⇒都道府県への応援要請

・広域火葬の必要性の判断・決定 ⇒市町村・関係団体等への周知 ・国への報告（以下「周知・報告」）

（上記の応援のみでは広域火葬の対応が困難な場合）

・市町村等から火葬に係る特例的取扱いに係る協議があった場合、直ちに国への照会等の実施 （⇒結果を市町村等に連絡）（市町村における火葬許可事務の迅速な実施が困難な場合）

・広域火葬に係る日報報告のとりまとめ / 国への報告

・広域火葬終了の判断・決定⇒ 周知・報告

・都道府県内の非被災市町村・火葬場設置者・（必要に応じて）近隣都道府県 への広域火葬の応援依頼（→国への報告）

・[火葬場設置者]火葬要員の確保（必要に応じて都道府県への要請）

・[火葬場設置者]都道府県への火葬実績報告（日報の報告）

・火葬の実施（火葬場設置者との調整）

・動物の逸走に係る対応

・引取者がいない遺骨・遺留品の一時保

・広域火葬終了に係る都道府県への連絡
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災災害害廃廃棄棄物物対対策策ﾀﾀｲｲﾑﾑﾗﾗｲｲﾝﾝ（（例例））　　

応急対応（前半） 応急対応（後半） 復旧・復興

～３週間程度 ～３ヵ月程度 ～３年程度

避難所ごみ等
生活ごみ

組織体制等

解体・撤去

有害廃棄物・危険物対策

収集運搬

仮置場

分別・処理・再資源化

広報等

※「災害廃棄物対策指針（改訂版） 平成30年3月 環境省環境再生・資源循環局 災害廃棄物対策室」を改変

生
活

ご
み

・
避

難
所

ご
み

・
仮

設
ト

イ
レ

等
の

し
尿

処
理

仮設ﾄｲﾚ等
し尿処理

災
害

廃
棄

物
処

理

発災後数日間
区分

初動期

し尿処理受入れ施設の確保・ 緊急処理受入 ・被災施設の補修体制の整備 ・必要資機材の確保

一般廃棄物処理施設等の被害状況の把握

し尿処理施設・下水道処理施設の被災状況の把握 / し尿処理運搬業者の被災状況の把握

稼働可能炉等の運転・緊急処理の受入 / 補修体制の整備・必要資機材の確保

仮設ﾄｲﾚ等の設置・管理 / し尿の収集運搬処理の実施 ・仮設ﾄｲﾚ等の使用方法・維持管理方法等についての指導・周知啓発処理受入れ ・下水道復旧・避難所閉鎖に伴う撤去処

感染性廃棄物への対策 / 収集運搬・中間処理・最終処分の実施

通行障害等に係る優先撤去（自衛隊・警察・消防等との連携）

有害廃棄物等への配慮 ・有害廃棄物の所在・発生量の把握 / 処理先の確定 / 撤去作業の安全確保 / ＰＣＢ、ＴＣＥ（ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ）、フロン等の優先回収

災害廃棄物の収集運搬体制の確保 / 災害廃棄物の収集運搬の実施（住民・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの情報提供、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとの連携等を含む。） ・広域処理に係る体制の確立

仮置場の確保（候補地の選定 / 受入に係る合意等）

仮置場の環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施（特に、石綿ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞは初動時に実施することが重要） / 悪臭・害虫防止対策

・仮置場の集約

仮設処理施設（選別・粉砕・焼却施設）の必要性の検討

被災自動車、船舶等の移動（道路上等は早期に実施） / 腐敗性廃棄物の優先的処理（１か月以内） ・廃自動車、漁網等の処理先の確保

解体・撤去等、各種相談窓口の設置 ・相談情報の管理

住民への広報・啓発の準備・実施

・倒壊の危険性が高い建物の優先撤去

・土壌調査

仮設ﾄｲﾚ等（簡易ﾄｲﾚを含む。）の確保 / ﾄｲﾚに係る資材の確保 / 仮設ﾄｲﾚ等の必要数の把握 /  し尿の収集運搬体制の確保（し尿収集運搬計画の策定等）し尿の収集運搬体制の確保

・補修・再稼働の実施

避難所ごみ等生活ごみの収集状況の把握 ・保管場所の確保 ・収集運搬・処理体制の確保 / 処理施設の状況に合わせた分別区分の決定

組織体制の整備（専属組織の設置を含む。）

被害状況等の情報の把握

処理主体の決定・事務委託

・解体を要する建物の解体の実施

災害廃棄物処理実行計画の策定 → 処理方針の策定 → 処理フローの作成 → 処理スケジュールの検討

・災害廃棄物発生量の推計の開始 / 災害廃棄物処理の進捗管理・課題抽出・評価の開始

・仮置場の復旧・返却・仮置場の設置・運営管理（火災防止対策 / 飛散・漏水防止対策を含む。）

・仮設処理施設の設置・管理運営 /廃棄物の選別・破砕・焼却 ・ 再資源化の実施 ・仮設処理施設の解体・撤去

広域処理の必要性の検討 ・広域処理の実施

Ⅸ．資料
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災災害害廃廃棄棄物物対対策策ﾀﾀｲｲﾑﾑﾗﾗｲｲﾝﾝ（（例例））　　

応急対応（前半） 応急対応（後半） 復旧・復興

～３週間程度 ～３ヵ月程度 ～３年程度

避難所ごみ等
生活ごみ

組織体制等

解体・撤去

有害廃棄物・危険物対策

収集運搬

仮置場

分別・処理・再資源化

広報等

※「災害廃棄物対策指針（改訂版） 平成30年3月 環境省環境再生・資源循環局 災害廃棄物対策室」を改変

生
活

ご
み

・
避

難
所

ご
み

・
仮

設
ト

イ
レ

等
の

し
尿

処
理

仮設ﾄｲﾚ等
し尿処理

災
害

廃
棄

物
処

理

発災後数日間
区分

初動期

し尿処理受入れ施設の確保・ 緊急処理受入 ・被災施設の補修体制の整備 ・必要資機材の確保

一般廃棄物処理施設等の被害状況の把握

し尿処理施設・下水道処理施設の被災状況の把握 / し尿処理運搬業者の被災状況の把握

稼働可能炉等の運転・緊急処理の受入 / 補修体制の整備・必要資機材の確保

仮設ﾄｲﾚ等の設置・管理 / し尿の収集運搬処理の実施 ・仮設ﾄｲﾚ等の使用方法・維持管理方法等についての指導・周知啓発処理受入れ ・下水道復旧・避難所閉鎖に伴う撤去処

感染性廃棄物への対策 / 収集運搬・中間処理・最終処分の実施

通行障害等に係る優先撤去（自衛隊・警察・消防等との連携）

有害廃棄物等への配慮 ・有害廃棄物の所在・発生量の把握 / 処理先の確定 / 撤去作業の安全確保 / ＰＣＢ、ＴＣＥ（ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ）、フロン等の優先回収

災害廃棄物の収集運搬体制の確保 / 災害廃棄物の収集運搬の実施（住民・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの情報提供、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとの連携等を含む。） ・広域処理に係る体制の確立

仮置場の確保（候補地の選定 / 受入に係る合意等）

仮置場の環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施（特に、石綿ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞは初動時に実施することが重要） / 悪臭・害虫防止対策

・仮置場の集約

仮設処理施設（選別・粉砕・焼却施設）の必要性の検討

被災自動車、船舶等の移動（道路上等は早期に実施） / 腐敗性廃棄物の優先的処理（１か月以内） ・廃自動車、漁網等の処理先の確保

解体・撤去等、各種相談窓口の設置 ・相談情報の管理

住民への広報・啓発の準備・実施

・倒壊の危険性が高い建物の優先撤去

・土壌調査

仮設ﾄｲﾚ等（簡易ﾄｲﾚを含む。）の確保 / ﾄｲﾚに係る資材の確保 / 仮設ﾄｲﾚ等の必要数の把握 /  し尿の収集運搬体制の確保（し尿収集運搬計画の策定等）し尿の収集運搬体制の確保

・補修・再稼働の実施

避難所ごみ等生活ごみの収集状況の把握 ・保管場所の確保 ・収集運搬・処理体制の確保 / 処理施設の状況に合わせた分別区分の決定

組織体制の整備（専属組織の設置を含む。）

被害状況等の情報の把握

処理主体の決定・事務委託

・解体を要する建物の解体の実施

災害廃棄物処理実行計画の策定 → 処理方針の策定 → 処理フローの作成 → 処理スケジュールの検討

・災害廃棄物発生量の推計の開始 / 災害廃棄物処理の進捗管理・課題抽出・評価の開始

・仮置場の復旧・返却・仮置場の設置・運営管理（火災防止対策 / 飛散・漏水防止対策を含む。）

・仮設処理施設の設置・管理運営 /廃棄物の選別・破砕・焼却 ・ 再資源化の実施 ・仮設処理施設の解体・撤去

広域処理の必要性の検討 ・広域処理の実施
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大項目 対応済 自治体対応 ＤＨＥＡＴ（担当者）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

職
員
等
の

安
全
確
保
・

健
康
管
理

労務管理体制の確立
(1)BCPの発動・災害対応モードへの切り替えが行われているか確認する
(2)職員の労務管理（業務量把握、出勤状況）を行う準備ができているか確認・支援する
職員健康管理体制の確立
(1)休息できる場所、食品・簡易ベッド・寝具等が準備できているか確認・支援する
(2)職員の健康状態を把握し、助言対応を行う

広
報

渉
外
業
務

広報・相談窓口の設置
(1)保健・医療・福祉関係の相談窓口を設置、住民に周知されているか確認・支援する
メディア・来訪者への対応
(1)被災自治体の報道体制方針を確認する（窓口の一本化）

*対応が完了している項目については“対応済”にチェックを入れる。
**被災自治体が対応することが決定した項目は“自治体対応”欄にチェックを入れる。
***ＤＥＨＡＴによる対応が必要な項目には“ＤＨＥＡＴ”欄にチェックを入れ、担当者を記載する。

(1)会議の場所、物品の確保、参加者への連絡等が行われているか確認する

【【被被災災都都道道府府県県保保健健医医療療調調整整本本部部ににおおけけるるＤＤＨＨＥＥＡＡＴＴ活活動動チチェェッッククリリスストト】】フフェェーーズズ00（（発発災災2244時時間間以以内内））

発災日時：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）

記録作成：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）

                                                記録者：（　　　　　　　　　　　　　）所属（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【記載のポイント】

保
健
医
療
調
整
本
部
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務

(2)リエゾン職員（各課間・保健所・市町村）派遣の必要性を検討する
(3)情報収集だけでなく、適材適所に情報の伝達・提供ができているか確認する

(1)県内全域の被災状況に関する情報収集が行われているか確認する

業務内容

(1)保健医療調整本部の場所が確保されているか確認する
(2)本部運営のための人員・物品が確保されているか確認する

(6)定期ミーティングが開催（予定）されているか、ミーティング内容が被災地の保健所に伝達されているか確認す

(1)本庁内各課間（横の連携）、保健所・市町村（縦の連携）との連絡手段を確保しているか確認する

(5)本部立ち上げの連絡が本庁内関係各課・保健所・関係機関等に周知されているか確認する

避難所等における健康管理活動

医療対策

(2)医療救護活動に係る連絡・DMAT、DPAT、医療救護班等の派遣調整が円滑に行われているか確認・支援する

(6)避難所における要医療者を把握、対応状況を確認・支援する
(7)入院・転院調整の状況を確認・支援する
(8)救護所等における災害カルテ、処方箋、医薬品等の管理体制整備が考えられているか確認・支援する

(3)都道府県内支援が潤滑にできているかどうか確認する

(5)救護所設置および運営状況を確認、支援する

収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案

(2)県内医療機関の状況、医薬品確保に係る情報収集が行われているか確認する
(3)保健医療福祉（介護）の状況把握が行われているか確認する
(4)保健医療活動チームの活動状況に関する情報収集が行われているか確認する

保健医療活動チーム・DHEAT等受援体制の構築

(3)各メンバー（各課）の業務分担、組織図や運営図を確認する

保健医療調整本部の立ち上げ

(1)オリエンテーション資料、受付名簿など受援体制が整っていることを確認する
統合指揮調整のための対策会議の設置

生活環境衛生対策

(5)保健所からの情報収集（本部設置状況・保健所の被災/稼働状況・管内の状況・受援体制確立状況・対策会
議設置状況・マンパワー不足の有無等）が行われているか確認する。必要に応じ、標準化された情報収集シー
トが使用されているかを確認する。

(1)収集した情報の整理・分析を行い、課題を抽出する。
(2)抽出された課題については優先順位をつけ、対応を検討する。
(3)(2)で抽出したそれぞれの課題・対応について役割分担を行う

(1)避難所（車中泊を含む）での健康支援活動（要支援者支援、こころのケアを含む）の準備が行われている
か、啓発資材配布の準備が行われているか確認、支援する

(2)避難所の保健医療情報収集方針を決定する（標準化された情報収集シートの使用、入力・分析体制の確
立、避難所アセスメント・感染症サーベイランス等）

(3)感染症発生時や深部静脈血栓症対策等の対応フローについて全都道府県的に統一した体制確立が準備さ
れているか確認、支援する

(2)必要な人的支援・物資を関係機関に要請する

情報共有・伝達ラインの構築、情報共有に係る連絡調整

情報収集

(4)連絡窓口が設置されているか確認する

国・他都道府県への応援要請・資源調達/都道府県内支援体制の構築および連絡調整
(1)支援ニーズを分析し、要請に関する必要書類等を準備する

(1)災害医療コーディネーターへの連絡等、医療救護活動調整の指揮系統を確認、支援する

(3)医療施設のライフライン確保（電気・ガス・水道・食料等）に係る連絡調整の状況を確認・支援する

(4)衛生用品・特殊栄養食品（アレルギー食、介護食）、口腔ケア用品等の確保状況を確認、支援する

(2)避難所の食品衛生管理に関する啓発・食中毒発生時の対応体制整備が準備されているか確認・支援する

災
害
時
保
健
医
療
対
策

（
全
都
道
府
県
的
な
対
応
体
制
の
構
築

）

(2)廃棄物対応（仮置き場の準備）の状況の確認・支援を行う

(4)遺体の埋火葬に係る協力（連絡調整等）が要請されているか確認・支援を行う

(1)毒劇物取り扱い施設の被害状況の確認・支援を行う

(3)飲料水の確保対策（水質検査等）体制が準備されているか確認・支援を行う

要配慮者支援対応がされているか確認・支援を行う

(4)医薬品、医療用資機材の確保供給に係る連絡調整を確認・支援する

(1)避難所の衛生管理に必要な物品の確保状況を確認、支援する

生活環境衛生関係施設への対応ほか

(3)被災動物受け入れ態勢が準備されているか確認・支援する
食料・生活必需品の調達・供給に係る対応が順調に進んでいるか確認、支援する

Ⅸ．資料
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大項目 対応済 自治体対応 ＤＨＥＡＴ（担当者）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

職
員
等
の

安
全
確
保
・

健
康
管
理

労務管理体制の確立
(1)BCPの発動・災害対応モードへの切り替えが行われているか確認する
(2)職員の労務管理（業務量把握、出勤状況）を行う準備ができているか確認・支援する
職員健康管理体制の確立
(1)休息できる場所、食品・簡易ベッド・寝具等が準備できているか確認・支援する
(2)職員の健康状態を把握し、助言対応を行う

広
報

渉
外
業
務

広報・相談窓口の設置
(1)保健・医療・福祉関係の相談窓口を設置、住民に周知されているか確認・支援する
メディア・来訪者への対応
(1)被災自治体の報道体制方針を確認する（窓口の一本化）

*対応が完了している項目については“対応済”にチェックを入れる。
**被災自治体が対応することが決定した項目は“自治体対応”欄にチェックを入れる。
***ＤＥＨＡＴによる対応が必要な項目には“ＤＨＥＡＴ”欄にチェックを入れ、担当者を記載する。

(1)会議の場所、物品の確保、参加者への連絡等が行われているか確認する

【【被被災災都都道道府府県県保保健健医医療療調調整整本本部部ににおおけけるるＤＤＨＨＥＥＡＡＴＴ活活動動チチェェッッククリリスストト】】フフェェーーズズ00（（発発災災2244時時間間以以内内））

発災日時：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）

記録作成：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）

                                                記録者：（　　　　　　　　　　　　　）所属（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【記載のポイント】

保
健
医
療
調
整
本
部
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務

(2)リエゾン職員（各課間・保健所・市町村）派遣の必要性を検討する
(3)情報収集だけでなく、適材適所に情報の伝達・提供ができているか確認する

(1)県内全域の被災状況に関する情報収集が行われているか確認する

業務内容

(1)保健医療調整本部の場所が確保されているか確認する
(2)本部運営のための人員・物品が確保されているか確認する

(6)定期ミーティングが開催（予定）されているか、ミーティング内容が被災地の保健所に伝達されているか確認す

(1)本庁内各課間（横の連携）、保健所・市町村（縦の連携）との連絡手段を確保しているか確認する

(5)本部立ち上げの連絡が本庁内関係各課・保健所・関係機関等に周知されているか確認する

避難所等における健康管理活動

医療対策

(2)医療救護活動に係る連絡・DMAT、DPAT、医療救護班等の派遣調整が円滑に行われているか確認・支援する

(6)避難所における要医療者を把握、対応状況を確認・支援する
(7)入院・転院調整の状況を確認・支援する
(8)救護所等における災害カルテ、処方箋、医薬品等の管理体制整備が考えられているか確認・支援する

(3)都道府県内支援が潤滑にできているかどうか確認する

(5)救護所設置および運営状況を確認、支援する

収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案

(2)県内医療機関の状況、医薬品確保に係る情報収集が行われているか確認する
(3)保健医療福祉（介護）の状況把握が行われているか確認する
(4)保健医療活動チームの活動状況に関する情報収集が行われているか確認する

保健医療活動チーム・DHEAT等受援体制の構築

(3)各メンバー（各課）の業務分担、組織図や運営図を確認する

保健医療調整本部の立ち上げ

(1)オリエンテーション資料、受付名簿など受援体制が整っていることを確認する
統合指揮調整のための対策会議の設置

生活環境衛生対策

(5)保健所からの情報収集（本部設置状況・保健所の被災/稼働状況・管内の状況・受援体制確立状況・対策会
議設置状況・マンパワー不足の有無等）が行われているか確認する。必要に応じ、標準化された情報収集シー
トが使用されているかを確認する。

(1)収集した情報の整理・分析を行い、課題を抽出する。
(2)抽出された課題については優先順位をつけ、対応を検討する。
(3)(2)で抽出したそれぞれの課題・対応について役割分担を行う

(1)避難所（車中泊を含む）での健康支援活動（要支援者支援、こころのケアを含む）の準備が行われている
か、啓発資材配布の準備が行われているか確認、支援する

(2)避難所の保健医療情報収集方針を決定する（標準化された情報収集シートの使用、入力・分析体制の確
立、避難所アセスメント・感染症サーベイランス等）

(3)感染症発生時や深部静脈血栓症対策等の対応フローについて全都道府県的に統一した体制確立が準備さ
れているか確認、支援する

(2)必要な人的支援・物資を関係機関に要請する

情報共有・伝達ラインの構築、情報共有に係る連絡調整

情報収集

(4)連絡窓口が設置されているか確認する

国・他都道府県への応援要請・資源調達/都道府県内支援体制の構築および連絡調整
(1)支援ニーズを分析し、要請に関する必要書類等を準備する

(1)災害医療コーディネーターへの連絡等、医療救護活動調整の指揮系統を確認、支援する

(3)医療施設のライフライン確保（電気・ガス・水道・食料等）に係る連絡調整の状況を確認・支援する

(4)衛生用品・特殊栄養食品（アレルギー食、介護食）、口腔ケア用品等の確保状況を確認、支援する

(2)避難所の食品衛生管理に関する啓発・食中毒発生時の対応体制整備が準備されているか確認・支援する

災
害
時
保
健
医
療
対
策

（
全
都
道
府
県
的
な
対
応
体
制
の
構
築

）

(2)廃棄物対応（仮置き場の準備）の状況の確認・支援を行う

(4)遺体の埋火葬に係る協力（連絡調整等）が要請されているか確認・支援を行う

(1)毒劇物取り扱い施設の被害状況の確認・支援を行う

(3)飲料水の確保対策（水質検査等）体制が準備されているか確認・支援を行う

要配慮者支援対応がされているか確認・支援を行う

(4)医薬品、医療用資機材の確保供給に係る連絡調整を確認・支援する

(1)避難所の衛生管理に必要な物品の確保状況を確認、支援する

生活環境衛生関係施設への対応ほか

(3)被災動物受け入れ態勢が準備されているか確認・支援する
食料・生活必需品の調達・供給に係る対応が順調に進んでいるか確認、支援する

大項目 対応済 自治体対応 ＤＨＥＡＴ（担当者）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

災
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療
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策

（
全
都
道
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県
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な
対
応
体
制
の
構
築

）

医療対策

(2)医療救護活動に係る連絡・DMAT、DPAT、医療救護班等の派遣調整が円滑に行われているか
確認・支援する

(5)救護所設置および運営状況を確認、支援する
(6)避難所における要医療者を把握、対応状況を確認・支援する
(7)入院・転院調整の状況を確認・支援する
(8)救護所等における災害カルテ、処方箋、医薬品等の管理体制整備が考えられているか確認・支
避難所等における健康管理活動
(1)避難所（車中泊を含む）での健康支援活動（要支援者支援、こころのケアを含む）が行われてい
るか、啓発資材配布が行われているか確認、支援する

(2)避難所の保健医療情報収集（標準化された情報収集シートの使用、入力・分析体制の確立、避
難所アセスメント・感染症サーベイランス等）状況を確認・支援する

(3)感染症発生時や深部静脈血栓症対策等の対応フローについて全都道府県的に統一した体制
整備が確立されているか確認、支援する

生活環境衛生対策

保
健
医
療
調
整
本
部
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務

(2)保健医療活動チーム/DHEAT等への業務や活動場所の割り振りを行う

(1)避難所の衛生管理に必要な物品の確保状況を確認、支援する

(3)飲料水の確保（水質検査等）体制が整っているか確認・支援を行う

(3)被災動物受け入れ態勢が確立されているか確認・支援する
食料・生活必需品の調達・供給に係る対応が順調に進んでいるか確認、支援する

職
員
等
の

安
全
確
保
・

健
康
管
理

労務管理体制の確立
(1)BCPの発動・災害対応モードへの切り替えが行われているか確認する
(2)職員の労務管理（業務量把握、出勤状況）を行い、応援要請の必要性を確認・支援する
職員健康管理体制の確立
(1)休息できる場所、食品・簡易ベッド・寝具等が準備できているか確認・支援する
(2)職員の健康状態を把握し、助言対応を行う
(3)職員へ情報提供（セルフケア・健康相談窓口等）を行う

(1)災害医療コーディネーターへの連絡等、医療救護活動調整の指揮系統を確認、支援する

(3)医療施設のライフライン確保（電気・ガス・水道・食料等）に係る連絡調整の状況を確認・支援す

広
報

渉
外
業
務

広報・相談窓口の設置
（1）保健・医療・福祉関係の相談窓口を設置、住民に周知されているか確認・支援する
メディア・来訪者への対応
(1)被災自治体の報道体制方針を確認する（窓口の一本化）
(2)外部有識者（行政・議員・研究者等）への対応を行う
(3)報道機関への対応・報道資料の作成を行う

*対応が完了している項目については“対応済”にチェックを入れる。
**被災自治体が対応することが決定した項目は“自治体対応”欄にチェックを入れる。
***ＤＥＨＡＴによる対応が必要な項目には“ＤＨＥＡＴ”欄にチェックを入れ、担当者を記載する。

(1)会議事務局の設置、会議資料の作成を行う

業務内容

(1)定期ミーティングを開催、役割分担の明確化・情報の共有および活動方針を決定する
(2)定期ミーティング議事録を作成する

保健医療調整本部の立ち上げ・定期ミーティングの開始

(4)都道府県内支援が潤滑にできているかどうか確認する

(1)県内全域の被災状況に関する情報収集が行われているか確認する
(2)県内医療機関の状況、医薬品確保に係る情報収集が行われているか確認する
(3)保健医療福祉（介護）の状況把握が行われているか確認する
(4)保健医療活動チームの活動状況に関する情報収集が行われているか確認する

(5)保健所からの情報収集（本部設置状況・保健所の被災/稼働状況・管内の状況・受援体制確立
状況・対策会議設置状況・マンパワー不足の有無等）が行われているか確認する。必要に応じ、標
準化された情報収集シートが使用されているかを確認する。

保健医療活動チーム/DHEAT等受援体制の構築/受援調整
(1)保健医療活動チーム/DHEAT等受援調整（受付・名簿作成・オリエンテーション等）を行う

【【被被災災都都道道府府県県保保健健医医療療調調整整本本部部ににおおけけるるＤＤＨＨＥＥＡＡＴＴ活活動動チチェェッッククリリスストト】】フフェェーーズズ11（（発発災災33日日以以内内））

　　　　　　　　　　　　　　　　発災日時：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）
　　記録作成：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）　発災（　　　　　）日目

                                   記録者：（　　　　　　　　　　　　　）所属（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）ＤＨＥＡＴ
【記載のポイント】

収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案
(1)収集した情報の整理・分析を行い、課題を抽出する。

統合指揮調整のための対策会議の設置/対策会議の開催

(2)対策会議を開催する（情報共有、支援方針の決定）
(3)会議録を作成、保健医療調整本部へ報告する

情報収集・伝達ラインの構築、情報共有に係る連絡調整
(1)本庁各課、保健所・市町村との情報共有体制を確認・支援する
(2)リエゾン職員（保健所・市町村）派遣の必要性を検討し、必要な場合人材を決定し派遣する
(3)情報収集だけでなく、適材適所に情報の伝達・提供ができているか確認する
情報収集

(2)避難所の食品衛生管理に関する啓発・食中毒発生時の対応体制が確立しているか確認・支援

(4)遺体の埋火葬に係る協力（連絡調整等）が要請されているか確認・支援を行う
要配慮者支援対応がされているか確認・支援を行う

(2)抽出された課題については優先順位をつけ、対応を検討する。
(3)(2)で抽出したそれぞれの課題・対応について役割分担を行う

(4)対策会議を踏まえ、以降の具体的な活動内容・業務割り振りを立案する
国・他都道府県への応援要請・資源調達/都道府県内支援体制に係る連絡調整
(1)支援ニーズを分析し、要請に関する必要書類等を準備する
(2)必要な人的支援・物資を関係機関に要請する

(4)衛生用品・特殊栄養食品（アレルギー食、介護食）、口腔ケア用品等の確保状況を確認、支援す
(5)避難所におけるこころのケア（セルフケア・相談窓口・専門職への依頼）の状況を確認、支援する

生活環境衛生関係施設への対応ほか
(1)毒劇物取り扱い施設の被害への対応状況の確認・支援を行う
(2)廃棄物対応（仮置き場の準備）の状況の確認・支援を行う

(4)医薬品、医療用資機材の確保供給に係る連絡調整を確認・支援する

Ⅸ．資料
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大項目 対応済 自治体対応 ＤＨＥＡＴ（担当者）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

生活環境衛生関係施設への対応ほか

(2)廃棄物対応（仮置き場の準備）の状況の確認・支援を行う

生活環境衛生対策
(1)避難所の衛生管理に必要な物品の確保状況を確認、支援する
(2)避難所の食品衛生管理に関する啓発・食中毒発生時の対応体制が確立されているか確認・
支援
する

(9)避難所におけるこころのケア活動の支援を行う
(10)在宅避難者への健康支援方針を確認、支援する

(3)被災動物受け入れ態勢が確立されているか確認・支援する
食料・生活必需品の調達・供給に係る対応が順調に進んでいるか確認、支援する

(2)避難所の保健医療情報収集（標準化された情報収集シートの使用、入力・分析体制の確立、
避難所アセスメント・感染症サーベイランス等）状況を確認・支援する

(3)感染症発生時や深部静脈血栓症対策等の対応フローについて全都道府県的に統一した体
制整備が確立されているか確認、支援する

災
害
時
保
健
医
療
対
策

（
全
都
道
府
県
的
な
対
応
体
制
の
構
築

）

医療対策

(2)医療救護活動に係る連絡・DMAT、DPAT、医療救護班等の派遣調整が円滑に行われている
か確認・支援する

(4)医薬品、医療用資機材の確保供給に係る連絡調整を確認・支援する
(5)救護所設置および運営状況を確認、支援する

(6)生活環境衛生施設（旅館・入浴施設等）への監視指導について確認・支援を行う

(1)毒劇物取り扱い施設への助言指導等（漏出・飛散防止対策）の確認・支援を行う

(5)食品関係営業施設等への監視指導について確認・支援を行う

(3)飲料水の確保対策（水質検査等）が行われる体制が整っているか確認・支援を行う
(4)遺体の埋火葬に係る協力（連絡調整等）が要請されているか確認・支援を行う

要配慮者支援対応がされているか確認・支援を行う

(9)地元医療機関による医療提供体制の再開に向けたロードマップ作成を支援する

(4)避難所における要支援者を把握し、仮設住宅移行等への準備を確認・支援する

(6)避難所での栄養指導・食事提供状況アセスメントに基づく改善案の提案を支援する
(7)避難所での栄養・健康づくりに関する啓発や教育活動を支援する
(8)避難者の口腔ケアの啓発・健康教育活動を支援する

職
員
等
の
安
全
確

保
・
健
康
管
理

労務管理体制の確立
(1)BCPの発動・災害対応モードへの切り替えが行われているか確認する
(2)職員の労務管理（業務量把握、出勤状況）を行い、応援要請を出しているか確認・支援する
(3)保健所の通常業務再開に向けたロードマップ作成を確認・支援する
職員健康管理体制の確立
(1)休息できる場所、食品・簡易ベッド・寝具等が準備できているか確認・支援する
(2)職員の健康状態を把握し、助言対応を行う
(3)職員へ情報提供（セルフケア・健康相談窓口等）を行う
(4)職員の健康相談、ストレスチェックの実施支援を行う

広
報

渉
外
業
務

広報・相談窓口の設置
(1)保健・医療・福祉関係の相談窓口を設置、住民に周知されているか確認・支援する
メディア・来訪者への対応
(1)被災自治体の報道体制方針を確認する（窓口の一本化）
(2)外部有識者（行政・議員・研究者等）への対応を行う
(3)報道機関への対応・報道資料の作成を行う

*対応が完了している項目については“対応済”にチェックを入れる。
**被災自治体が対応することが決定した項目は“自治体対応”欄にチェックを入れる。
***ＤＥＨＡＴによる対応が必要な項目には“ＤＨＥＡＴ”欄にチェックを入れ、担当者を記載する。

(1)保健医療活動チーム受援調整（受付・名簿作成・オリエンテーション等）を行う

(1)会議事務局の設置、会議資料の作成を行う

保健医療活動チーム受援体制の構築/受援調整

(2)保健医療活動チームへの業務や活動場所の割り振りを行う
統合指揮調整のための対策会議の設置/対策会議の開催

(2)リエゾン職員（保健所・市町村）派遣を支援する

業務内容

(1)県内全域の被災状況に関する情報収集が行われているか確認する
(2)県内医療機関の状況、医薬品確保に係る情報収集が行われているか確認する

【【被被災災都都道道府府県県保保健健医医療療調調整整本本部部ににおおけけるるＤＤＨＨＥＥＡＡＴＴ活活動動チチェェッッククリリスストト】】フフェェーーズズ22・・33（（発発災災33日日目目以以降降））

　　　　　　　　　　　　　　　　発災日時：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）

記録作成：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）　発災（　　　　　）日目

                                   記録者：（　　　　　　　　　　　　　）所属（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）ＤＨＥＡＴ

【記載のポイント】

保
健
医
療
調
整
本
部
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務

保健医療調整本部の立ち上げ・定期ミーティングの開始
(1)定期ミーティングを開催、役割分担の明確化・情報の共有および活動方針を決定する
(2)定期ミーティング議事録を作成する
情報共有・伝達ラインの構築、情報共有に係る連絡調整
(1)本庁各課、保健所・市町村との情報共有体制を確認・支援する

(2)対策会議を開催する（情報共有、支援方針の決定）
(3)会議録を作成、保健医療調整本部へ報告する
(4)対策会議を踏まえ、以降の具体的な活動内容・業務割り振りを立案する

(4)保健医療活動チームの活動状況に関する情報収集が行われているか確認する

(5)保健所からの情報収集（本部設置状況・保健所の被災/稼働状況・管内の状況・受援体制確
立状況・対策会議設置状況・マンパワー不足の有無等）が行われているか確認する。必要に応
じ、標準化された情報収集シートが使用されているかを確認する。

収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案
(1)収集した情報の整理・分析を行い、課題を抽出する。

情報収集
(3)情報収集だけでなく、適材適所に情報の伝達・提供ができているか確認する

(3)保健医療福祉（介護）の状況把握が行われているか確認する

(1)災害医療コーディネーターへの連絡等、医療救護活動調整の指揮系統を確認、支援する

(3)医療施設のライフライン確保（電気・ガス・水道・食料等）に係る連絡調整の状況を確認・支援

(5)衛生用品・特殊栄養食品（アレルギー食、介護食）、口腔ケア用品等の確保状況を確認、支

(2)抽出された課題については優先順位をつけ、対応を検討する。
(3)(2)で抽出したそれぞれの課題・対応について役割分担を行う

国・他都道府県への応援要請・資源調達/都道府県内支援体制に係る連絡調整
(1)支援ニーズを分析し、要請に関する必要書類等を準備する
(2)必要な人的支援・物資を関係機関に要請する
(3)都道府県内支援が潤滑にできているかどうか確認する

(6)避難所における要医療者を把握、対応状況を確認・支援する
(7)入院・転院調整の状況を確認・支援する
(8)救護所等における災害カルテ、処方箋、医薬品等の管理体制整備が考えられているか確
認・支援する

避難所等における健康管理活動
(1)避難所（車中泊を含む）での健康支援活動（要支援者支援、こころのケアを含む）が行われて
いるか、啓発資材配布が行われているか確認、支援する

Ⅸ．資料
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大項目 対応済 自治体対応 ＤＨＥＡＴ（担当者）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

生活環境衛生関係施設への対応ほか

(2)廃棄物対応（仮置き場の準備）の状況の確認・支援を行う

生活環境衛生対策
(1)避難所の衛生管理に必要な物品の確保状況を確認、支援する
(2)避難所の食品衛生管理に関する啓発・食中毒発生時の対応体制が確立されているか確認・
支援
する

(9)避難所におけるこころのケア活動の支援を行う
(10)在宅避難者への健康支援方針を確認、支援する

(3)被災動物受け入れ態勢が確立されているか確認・支援する
食料・生活必需品の調達・供給に係る対応が順調に進んでいるか確認、支援する

(2)避難所の保健医療情報収集（標準化された情報収集シートの使用、入力・分析体制の確立、
避難所アセスメント・感染症サーベイランス等）状況を確認・支援する

(3)感染症発生時や深部静脈血栓症対策等の対応フローについて全都道府県的に統一した体
制整備が確立されているか確認、支援する

災
害
時
保
健
医
療
対
策

（
全
都
道
府
県
的
な
対
応
体
制
の
構
築

）

医療対策

(2)医療救護活動に係る連絡・DMAT、DPAT、医療救護班等の派遣調整が円滑に行われている
か確認・支援する

(4)医薬品、医療用資機材の確保供給に係る連絡調整を確認・支援する
(5)救護所設置および運営状況を確認、支援する

(6)生活環境衛生施設（旅館・入浴施設等）への監視指導について確認・支援を行う

(1)毒劇物取り扱い施設への助言指導等（漏出・飛散防止対策）の確認・支援を行う

(5)食品関係営業施設等への監視指導について確認・支援を行う

(3)飲料水の確保対策（水質検査等）が行われる体制が整っているか確認・支援を行う
(4)遺体の埋火葬に係る協力（連絡調整等）が要請されているか確認・支援を行う

要配慮者支援対応がされているか確認・支援を行う

(9)地元医療機関による医療提供体制の再開に向けたロードマップ作成を支援する

(4)避難所における要支援者を把握し、仮設住宅移行等への準備を確認・支援する

(6)避難所での栄養指導・食事提供状況アセスメントに基づく改善案の提案を支援する
(7)避難所での栄養・健康づくりに関する啓発や教育活動を支援する
(8)避難者の口腔ケアの啓発・健康教育活動を支援する

職
員
等
の
安
全
確

保
・
健
康
管
理

労務管理体制の確立
(1)BCPの発動・災害対応モードへの切り替えが行われているか確認する
(2)職員の労務管理（業務量把握、出勤状況）を行い、応援要請を出しているか確認・支援する
(3)保健所の通常業務再開に向けたロードマップ作成を確認・支援する
職員健康管理体制の確立
(1)休息できる場所、食品・簡易ベッド・寝具等が準備できているか確認・支援する
(2)職員の健康状態を把握し、助言対応を行う
(3)職員へ情報提供（セルフケア・健康相談窓口等）を行う
(4)職員の健康相談、ストレスチェックの実施支援を行う

広
報

渉
外
業
務

広報・相談窓口の設置
(1)保健・医療・福祉関係の相談窓口を設置、住民に周知されているか確認・支援する
メディア・来訪者への対応
(1)被災自治体の報道体制方針を確認する（窓口の一本化）
(2)外部有識者（行政・議員・研究者等）への対応を行う
(3)報道機関への対応・報道資料の作成を行う

*対応が完了している項目については“対応済”にチェックを入れる。
**被災自治体が対応することが決定した項目は“自治体対応”欄にチェックを入れる。
***ＤＥＨＡＴによる対応が必要な項目には“ＤＨＥＡＴ”欄にチェックを入れ、担当者を記載する。

(1)保健医療活動チーム受援調整（受付・名簿作成・オリエンテーション等）を行う

(1)会議事務局の設置、会議資料の作成を行う

保健医療活動チーム受援体制の構築/受援調整

(2)保健医療活動チームへの業務や活動場所の割り振りを行う
統合指揮調整のための対策会議の設置/対策会議の開催

(2)リエゾン職員（保健所・市町村）派遣を支援する

業務内容

(1)県内全域の被災状況に関する情報収集が行われているか確認する
(2)県内医療機関の状況、医薬品確保に係る情報収集が行われているか確認する

【【被被災災都都道道府府県県保保健健医医療療調調整整本本部部ににおおけけるるＤＤＨＨＥＥＡＡＴＴ活活動動チチェェッッククリリスストト】】フフェェーーズズ22・・33（（発発災災33日日目目以以降降））

　　　　　　　　　　　　　　　　発災日時：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）

記録作成：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）　発災（　　　　　）日目

                                   記録者：（　　　　　　　　　　　　　）所属（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）ＤＨＥＡＴ

【記載のポイント】

保
健
医
療
調
整
本
部
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務

保健医療調整本部の立ち上げ・定期ミーティングの開始
(1)定期ミーティングを開催、役割分担の明確化・情報の共有および活動方針を決定する
(2)定期ミーティング議事録を作成する
情報共有・伝達ラインの構築、情報共有に係る連絡調整
(1)本庁各課、保健所・市町村との情報共有体制を確認・支援する

(2)対策会議を開催する（情報共有、支援方針の決定）
(3)会議録を作成、保健医療調整本部へ報告する
(4)対策会議を踏まえ、以降の具体的な活動内容・業務割り振りを立案する

(4)保健医療活動チームの活動状況に関する情報収集が行われているか確認する

(5)保健所からの情報収集（本部設置状況・保健所の被災/稼働状況・管内の状況・受援体制確
立状況・対策会議設置状況・マンパワー不足の有無等）が行われているか確認する。必要に応
じ、標準化された情報収集シートが使用されているかを確認する。

収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案
(1)収集した情報の整理・分析を行い、課題を抽出する。

情報収集
(3)情報収集だけでなく、適材適所に情報の伝達・提供ができているか確認する

(3)保健医療福祉（介護）の状況把握が行われているか確認する

(1)災害医療コーディネーターへの連絡等、医療救護活動調整の指揮系統を確認、支援する

(3)医療施設のライフライン確保（電気・ガス・水道・食料等）に係る連絡調整の状況を確認・支援

(5)衛生用品・特殊栄養食品（アレルギー食、介護食）、口腔ケア用品等の確保状況を確認、支

(2)抽出された課題については優先順位をつけ、対応を検討する。
(3)(2)で抽出したそれぞれの課題・対応について役割分担を行う

国・他都道府県への応援要請・資源調達/都道府県内支援体制に係る連絡調整
(1)支援ニーズを分析し、要請に関する必要書類等を準備する
(2)必要な人的支援・物資を関係機関に要請する
(3)都道府県内支援が潤滑にできているかどうか確認する

(6)避難所における要医療者を把握、対応状況を確認・支援する
(7)入院・転院調整の状況を確認・支援する
(8)救護所等における災害カルテ、処方箋、医薬品等の管理体制整備が考えられているか確
認・支援する

避難所等における健康管理活動
(1)避難所（車中泊を含む）での健康支援活動（要支援者支援、こころのケアを含む）が行われて
いるか、啓発資材配布が行われているか確認、支援する

大項目 対応済 自治体対応 ＤＨＥＡＴ（担当者）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

(2)職員の労務管理（業務量把握、出勤状況）を行う準備ができているか確認・支援する
職員健康管理体制の確立
(1)休息できる場所、食品・簡易ベッド・寝具等が準備できているか確認・支援する

保健医療調整本部への応援要請・資源調達/専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整
(1)支援ニーズを分析し、要請に関する必要書類等を準備する
(2)必要な人的支援・物資を保健医療調整本部や専門機関に要請する

保健予防対策

医療対策

(2)医療救護活動に係る連絡調整が行われているか確認・支援する

(4)医薬品、医療用資機材の確保供給に係る連絡調整を確認・支援する
(5)救護所設置および運営状況を確認、支援する
(6)避難所における要医療者を把握、対応状況を確認・支援する

(1)地域災害医療コーディネーターへの連絡等、医療救護活動調整の指揮系統を確認、支援する

(3)医療施設のライフライン確保（電気・ガス・水道・食料等）に係る連絡調整の状況を確認・支援

*対応が完了している項目については“対応済”にチェックを入れる。
**被災自治体が対応することが決定した項目は“自治体対応”欄にチェックを入れる。
***ＤＥＨＡＴによる対応が必要な項目には“ＤＨＥＡＴ”欄にチェックを入れ、担当者を記載する。

(4)保健医療活動チーム受援体制の確認、受援体制構築の支援を行う
(5)統合指揮調整のための対策会議の設置状況を確認、支援を行う

(1)会議の場所、物品の確保、参加者への連絡等が行われているか確認する

市町村へのリエゾン派遣・市町村本部の立ち上げ支援/情報収集・伝達共有ラインの構築支援
(1)市町村本部（災害対策本部・保健医療対策本部）の立ち上げ状況を確認する
(2)管轄市町村から情報収集を行えているか確認する
(3)収集した情報の整理・分析・対策の企画立案の確認、支援を行う

保健医療活動チーム受援体制の構築
(1)オリエンテーション資料、受付名簿など受援体制が整っていることを確認する

広報・相談窓口の設置
(1)保健・医療・福祉関係の相談窓口を設置、住民に周知されているか確認・支援する
メディア・来訪者への対応
(1)被災自治体の報道体制方針を確認する（窓口の一本化）

【【被被災災地地域域のの保保健健所所ににおおけけるるＤＤＨＨＥＥＡＡＴＴ活活動動チチェェッッククリリスストト】】フフェェーーズズ00（（発発災災2244時時間間以以内内））

発災日時：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）

記録作成：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）

                                                記録者：（　　　　　　　　　　　　　）所属（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【記載のポイント】

(4)毒劇物取り扱い施設の被害状況の確認・支援を行う
(5)飲料水の確保対策（水質検査等）が行われる体制が整っているか確認・支援を行う
(6)遺体の埋火葬に係る協力（連絡調整等）が要請されているか確認・支援を行う

生活環境衛生対策
(1)避難所の衛生管理に必要な物品の確保状況を確認、支援する

(3)被災動物受け入れ態勢が準備されているか確認・支援する

業務内容

(1)保健所本部の場所が確保されているか確認する
(2)本部運営のための人員・物品が確保されているか確認する
(3)各メンバーの業務分担、組織図や運営図を確認する

(1)本庁各課、保健医療調整本部との連絡手段を確保しているか確認する

災
害
時
保
健
医
療
対
策

収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案

(1)医療機関の状況、医薬品確保に係る情報収集が行われているか確認する
(2)市町村の被災状況に関する情報収集が行われているか確認する
(3)保健所が把握する要配慮者の状況把握が行われているか確認する
(4)社会福祉施設の状況に関する情報収集が行われているか確認する
(5)生活衛生環境関係施設等の被災状況に関する情報収集が行われているか確認する

統合指揮調整のための対策会議の設置

(1)収集した情報の整理・分析を行い、課題を抽出する。
(2)抽出された課題については優先順位をつけ、対応を検討する。
(3)(2)で抽出したそれぞれの課題・対応について役割分担を行う

(1)避難所（車中泊を含む）での健康支援活動の準備が行われているか確認、支援する
(2)避難所の保健医療情報収集方針を決定する（避難所アセスメント・感染症サーベイランス等）
(3)避難所における要支援者を把握し、必要な各専門職への連絡調整を確認・支援する
(4)衛生用品・特殊栄養食品（アレルギー食、介護食）、口腔ケア用品等の確保状況を確認、支援

(2)避難所の食品衛生管理に関する啓発・食中毒発生時の対応が準備されているか確認・支援

市
町
村
に
お
け
る

指
揮
調
整
業
務
支
援

(3)リエゾン職員（県・市町村）派遣の必要性を検討する

保健所本部の立ち上げ

情報収集・伝達ラインの構築、情報共有に係る連絡調整

情報収集

(4)本部立ち上げの連絡が職員・本庁・関係機関に周知されているか確認する
(5)定期ミーティングが開催（予定）されているか確認する

(2)管轄市町村との連絡手段を確保しているか確認する

(7)広報（相談窓口設置・住民対応）や渉外業務（報道・外部有識者等対応）の状況確認、支援を行
(6)保健所への報告、応援要請・資源調達に係る連絡調整支援を行う

保
健
所
に

お
け
る
広

報
・
渉
外

業
務

保
健
所
職
員
の

安
全
確
保
・
健

康
管
理

(2)職員の健康状態を把握し、助言対応を行う

保
健
所
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務

労務管理体制の確立
(1)BCPの発動・災害対応モードへの切り替えが行われているか確認する

Ⅸ．資料
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大項目 対応済 自治体対応 ＤＨＥＡＴ（担当者）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

(3)医療施設のライフライン確保（電気・ガス・水道・食料等）に係る連絡調整の状況を確認・支援

(4)衛生用品・特殊栄養食品（アレルギー食、介護食）、口腔ケア用品等の確保状況を確認、支援
(5)避難所におけるこころのケア（セルフケア・相談窓口・専門職への依頼）の状況を確認、支援す

(2)避難所の食品衛生管理に関する啓発・食中毒発生時の対応が準備されているか確認・支援

(7)広報（相談窓口設置・住民対応）や渉外業務（報道・外部有識者等対応）の状況確認、支援を

(2)避難所の保健医療情報収集方針を決定する（避難所アセスメント・感染症サーベイランス等）
(3)避難所における要支援者を把握し、必要な各専門職への連絡調整を確認・支援する

(6)避難所における要医療者を把握、対応状況を確認・支援する
保健予防対策
(1)避難所（車中泊を含む）での健康支援活動の準備が行われているか確認、支援する

(2)医療救護活動に係る連絡調整が行われているか確認・支援する

医療対策

保
健
所
職
員
の
安

全
確
保
・
健
康
管

理

保
健
所
に
お
け

る
広
報
・
渉
外

業
務

広報・相談窓口の設置
(1)保健・医療・福祉関係の相談窓口を設置、住民に周知されているか確認・支援する
メディア・来訪者への対応
(1)被災自治体の報道体制方針を確認する（窓口の一本化）
(2)外部有識者（行政・議員・研究者等）への対応を行う
(3)報道機関への対応・報道資料の作成を行う

(2)職員の労務管理（業務量把握、出勤状況）を行い、応援要請の必要性を確認・支援する
職員健康管理体制の確立
(1)休息できる場所、食品・簡易ベッド・寝具等が準備できているか確認・支援する
(2)職員の健康状態を把握し、助言対応を行う
(3)職員へ情報提供（セルフケア・健康相談窓口等）を行う

(2)対策会議を開催する（情報共有、支援方針の決定）
(3)会議録を作成、保健医療調整本部へ報告する
(4)対策会議を踏まえ、以降の具体的な活動内容・業務割り振りを立案する

労務管理体制の確立
(1)BCPの発動・災害対応モードへの切り替えが行われているか確認する

【【被被災災地地域域のの保保健健所所ににおおけけるるＤＤＨＨＥＥＡＡＴＴ活活動動チチェェッッククリリスストト】】フフェェーーズズ11（（発発災災33日日以以内内））

　　　　　　　　　　　　　　　　発災日時：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）
　　記録作成：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）　発災（　　　　　）日目

                                   記録者：（　　　　　　　　　　　　　）所属（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）ＤＨＥＡＴ
【記載のポイント】
*対応が完了している項目については“対応済”にチェックを入れる。
**被災自治体が対応することが決定した項目は“自治体対応”欄にチェックを入れる。
***ＤＥＨＡＴによる対応が必要な項目には“ＤＨＥＡＴ”欄にチェックを入れ、担当者を記載する。

(1)会議事務局の設置、会議資料の作成を行う

業務内容

(1)定期ミーティングを開催、役割分担の明確化・情報の共有および活動方針を決定する
(2)定期ミーティング議事録を作成する

(2)抽出された課題については優先順位をつけ、対応を検討する。
(3)(2)で抽出したそれぞれの課題・対応について役割分担を行う

情報収集・伝達ラインの構築、情報共有に係る連絡調整
(1)本庁各課、保健医療調整本部との情報共有体制を確認・支援する
(2)管轄市町村との情報共有体制を確認・支援する
(3)リエゾン職員（県・市町村）派遣の必要性を検討する

市
町
村
に
お
け
る

指
揮
調
整
業
務
支
援

(4)保健医療活動チーム受援調整支援を行う

(1)市町村本部（災害対策本部・保健医療対策本部）の運営状況を確認・支援を行う
(2)管轄市町村から情報収集を行えているか確認する

(1)地域災害医療コーディネーターへの連絡等、医療救護活動調整の指揮系統を確認、支援する

災
害
時
保
健
医
療
対
策

(5)統合指揮調整のための対策会議の設置状況を確認、支援を行う

生活環境衛生対策
(1)避難所の衛生管理に必要な物品の確保状況を確認、支援する

(3)被災動物受け入れ態勢、ペット同行避難の体制が準備されているか確認・支援する

(4)医薬品、医療用資機材の確保供給に係る連絡調整を確認・支援する

(4)毒劇物取り扱い施設の被害状況の確認・支援を行う
(5)飲料水の確保対策（水質検査等）が行われる体制が整っているか確認・支援を行う
(6)遺体の埋火葬に係る協力（連絡調整等）が要請されているか確認・支援を行う

(5)救護所設置および運営状況を確認、支援する

市町村へのリエゾン派遣・市町村本部の立ち上げ支援/情報収集・伝達共有ラインの構築支援

保
健
所
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務

(6)保健所への報告、応援要請・資源調達に係る連絡調整支援を行う

保健医療調整本部への応援要請・資源調達/専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整
(1)支援ニーズを分析し、要請に関する必要書類等を準備する
(2)必要な人的支援・物資を保健医療調整本部や専門機関に要請する

保健所本部の立ち上げ・定期ミーティングの開始

保健医療活動チーム受援体制の構築/受援調整
(1)保健医療活動チーム受援調整（受付・名簿作成・オリエンテーション等）を行う
(2)保健医療活動チームへの業務や活動場所の割り振りを行う
統合指揮調整のための対策会議の設置/対策会議の開催

情報収集
(1)本庁各課からの情報収集が行われているか確認する
(2)市町村の被災状況に関する情報収集が行われているか確認する
収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案
(1)収集した情報の整理・分析を行い、課題を抽出する。

(3)収集した情報の整理・分析・対策の企画立案の確認、支援を行う

Ⅸ．資料
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大項目 対応済 自治体対応 ＤＨＥＡＴ（担当者）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

(3)医療施設のライフライン確保（電気・ガス・水道・食料等）に係る連絡調整の状況を確認・支援

(4)衛生用品・特殊栄養食品（アレルギー食、介護食）、口腔ケア用品等の確保状況を確認、支援
(5)避難所におけるこころのケア（セルフケア・相談窓口・専門職への依頼）の状況を確認、支援す

(2)避難所の食品衛生管理に関する啓発・食中毒発生時の対応が準備されているか確認・支援

(7)広報（相談窓口設置・住民対応）や渉外業務（報道・外部有識者等対応）の状況確認、支援を

(2)避難所の保健医療情報収集方針を決定する（避難所アセスメント・感染症サーベイランス等）
(3)避難所における要支援者を把握し、必要な各専門職への連絡調整を確認・支援する

(6)避難所における要医療者を把握、対応状況を確認・支援する
保健予防対策
(1)避難所（車中泊を含む）での健康支援活動の準備が行われているか確認、支援する

(2)医療救護活動に係る連絡調整が行われているか確認・支援する

医療対策

保
健
所
職
員
の
安

全
確
保
・
健
康
管

理

保
健
所
に
お
け

る
広
報
・
渉
外

業
務

広報・相談窓口の設置
(1)保健・医療・福祉関係の相談窓口を設置、住民に周知されているか確認・支援する
メディア・来訪者への対応
(1)被災自治体の報道体制方針を確認する（窓口の一本化）
(2)外部有識者（行政・議員・研究者等）への対応を行う
(3)報道機関への対応・報道資料の作成を行う

(2)職員の労務管理（業務量把握、出勤状況）を行い、応援要請の必要性を確認・支援する
職員健康管理体制の確立
(1)休息できる場所、食品・簡易ベッド・寝具等が準備できているか確認・支援する
(2)職員の健康状態を把握し、助言対応を行う
(3)職員へ情報提供（セルフケア・健康相談窓口等）を行う

(2)対策会議を開催する（情報共有、支援方針の決定）
(3)会議録を作成、保健医療調整本部へ報告する
(4)対策会議を踏まえ、以降の具体的な活動内容・業務割り振りを立案する

労務管理体制の確立
(1)BCPの発動・災害対応モードへの切り替えが行われているか確認する

【【被被災災地地域域のの保保健健所所ににおおけけるるＤＤＨＨＥＥＡＡＴＴ活活動動チチェェッッククリリスストト】】フフェェーーズズ11（（発発災災33日日以以内内））

　　　　　　　　　　　　　　　　発災日時：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）
　　記録作成：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）　発災（　　　　　）日目

                                   記録者：（　　　　　　　　　　　　　）所属（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）ＤＨＥＡＴ
【記載のポイント】
*対応が完了している項目については“対応済”にチェックを入れる。
**被災自治体が対応することが決定した項目は“自治体対応”欄にチェックを入れる。
***ＤＥＨＡＴによる対応が必要な項目には“ＤＨＥＡＴ”欄にチェックを入れ、担当者を記載する。

(1)会議事務局の設置、会議資料の作成を行う

業務内容

(1)定期ミーティングを開催、役割分担の明確化・情報の共有および活動方針を決定する
(2)定期ミーティング議事録を作成する

(2)抽出された課題については優先順位をつけ、対応を検討する。
(3)(2)で抽出したそれぞれの課題・対応について役割分担を行う

情報収集・伝達ラインの構築、情報共有に係る連絡調整
(1)本庁各課、保健医療調整本部との情報共有体制を確認・支援する
(2)管轄市町村との情報共有体制を確認・支援する
(3)リエゾン職員（県・市町村）派遣の必要性を検討する

市
町
村
に
お
け
る

指
揮
調
整
業
務
支
援

(4)保健医療活動チーム受援調整支援を行う

(1)市町村本部（災害対策本部・保健医療対策本部）の運営状況を確認・支援を行う
(2)管轄市町村から情報収集を行えているか確認する

(1)地域災害医療コーディネーターへの連絡等、医療救護活動調整の指揮系統を確認、支援する

災
害
時
保
健
医
療
対
策

(5)統合指揮調整のための対策会議の設置状況を確認、支援を行う

生活環境衛生対策
(1)避難所の衛生管理に必要な物品の確保状況を確認、支援する

(3)被災動物受け入れ態勢、ペット同行避難の体制が準備されているか確認・支援する

(4)医薬品、医療用資機材の確保供給に係る連絡調整を確認・支援する

(4)毒劇物取り扱い施設の被害状況の確認・支援を行う
(5)飲料水の確保対策（水質検査等）が行われる体制が整っているか確認・支援を行う
(6)遺体の埋火葬に係る協力（連絡調整等）が要請されているか確認・支援を行う

(5)救護所設置および運営状況を確認、支援する

市町村へのリエゾン派遣・市町村本部の立ち上げ支援/情報収集・伝達共有ラインの構築支援

保
健
所
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務

(6)保健所への報告、応援要請・資源調達に係る連絡調整支援を行う

保健医療調整本部への応援要請・資源調達/専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整
(1)支援ニーズを分析し、要請に関する必要書類等を準備する
(2)必要な人的支援・物資を保健医療調整本部や専門機関に要請する

保健所本部の立ち上げ・定期ミーティングの開始

保健医療活動チーム受援体制の構築/受援調整
(1)保健医療活動チーム受援調整（受付・名簿作成・オリエンテーション等）を行う
(2)保健医療活動チームへの業務や活動場所の割り振りを行う
統合指揮調整のための対策会議の設置/対策会議の開催

情報収集
(1)本庁各課からの情報収集が行われているか確認する
(2)市町村の被災状況に関する情報収集が行われているか確認する
収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案
(1)収集した情報の整理・分析を行い、課題を抽出する。

(3)収集した情報の整理・分析・対策の企画立案の確認、支援を行う

大項目 対応済 自治体対応 ＤＨＥＡＴ（担当者）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）
□ □ □（　　　　　　　　）

（2）避難所の食品衛生管理に関する啓発・食中毒発生時の対応が準備されているか確認・支援

*対応が完了している項目については“対応済”にチェックを入れる。

保
健
所
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務 (1)会議事務局の設置、会議資料の作成を行う

保健医療調整本部への応援要請・資源調達/専門機関への支援要請・専門的支援に係る連絡調整

統合指揮調整のための対策会議の設置/対策会議の開催

業務内容
保健所本部の立ち上げ・定期ミーティングの開始
(1)定期ミーティングを開催、役割分担の明確化・情報の共有および活動方針を決定する
(2)定期ミーティング議事録を作成する
情報収集・伝達ラインの構築、情報共有に係る連絡調整
(1)本庁各課、保健医療調整本部との情報共有体制を確認・支援する
(2)管轄市町村との情報共有体制を確認・支援する
(3)リエゾン職員（県・市町村）派遣を支援する
情報収集
(1)本庁各課からの情報収集が行われているか確認する

【【被被災災地地域域のの保保健健所所ににおおけけるるＤＤＨＨＥＥＡＡＴＴ活活動動チチェェッッククリリスストト】】フフェェーーズズ22・・33（（発発災災33日日目目以以降降））

　　　　　　　　　　　　　　　　発災日時：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）

記録作成：　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　　：　　　　）　発災（　　　　　）日目

                                   記録者：（　　　　　　　　　　　　　）所属（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）ＤＨＥＡＴ

【記載のポイント】

(2)市町村の被災状況に関する情報収集を行われているか確認する
収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案
(1)収集した情報の整理・分析を行い、課題を抽出する。
(2)抽出された課題については優先順位をつけ、対応を検討する。

市
町
村
に
お
け
る

指
揮
調
整
業
務
支
援

市町村へのリエゾン派遣・市町村本部の立ち上げ支援/情報収集・伝達共有ラインの構築支援
（1）市町村本部（災害対策本部・保健医療対策本部）の運営状況を確認・支援を行う
（2）管轄市町村から情報収集を行えているか確認する

（4）保健医療活動チーム受援調整支援を行う
（5）統合指揮調整のための対策会議の設置状況を確認、支援を行う

（7）広報や渉外業務の状況確認、支援を行う
（8）職員の健康管理支援を行う

（6）保健所への報告、応援要請・資源調達に係る連絡調整支援を行う

（3）収集した情報の整理・分析・対策の企画立案・通常業務再開に向けたロードマップ作成支援

保
健
所
に
お
け

る
広
報
・
渉
外

業
務

広報・相談窓口の設置

保
健
所
職
員
の
安
全

確
保
・
健
康
管
理

労務管理体制の確立
(1)BCPの発動・災害対応モードへの切り替えが行われているか確認する
(2)職員の労務管理（業務量把握、出勤状況）を行い、応援要請を出しているか確認・支援する
(3)保健所の通常業務再開に向けたロードマップ作成を確認・支援する
職員健康管理体制の確立
（1）休息できる場所、食品・簡易ベッド・寝具等が準備できているか確認・支援する
（2）職員の健康状態を把握し、助言対応を行う
（3）職員へ情報提供（セルフケア・健康相談窓口等）を行う
（4）職員の健康相談、ストレスチェックの実施支援を行う

**被災自治体が対応することが決定した項目は“自治体対応”欄にチェックを入れる。
***ＤＥＨＡＴによる対応が必要な項目には“ＤＨＥＡＴ”欄にチェックを入れ、担当者を記載する。

（3）報道機関への対応・報道資料の作成を行う

(2)対策会議を開催する（情報共有、支援方針の決定）
(3)会議録を作成、保健医療調整本部へ報告する
(4)対策会議を踏まえ、以降の具体的な活動内容・業務割り振りを立案する

保健医療活動チーム受援体制の構築/受援調整
(1)保健医療活動チーム受援調整（受付・名簿作成・オリエンテーション等）を行う

(1)被災自治体の報道体制方針を確認する（窓口の一本化）
（2）外部有識者（行政・議員・研究者等）への対応を行う

(2)必要な人的支援・物資を保健医療調整本部や専門機関に要請する

(3)(2)で抽出したそれぞれの課題・対応について役割分担を行う

(2)保健医療活動チームへの業務や活動場所の割り振りを行う

(1)支援ニーズを分析し、要請に関する必要書類等を準備する

（1）保健・医療・福祉関係の相談窓口を設置、住民に周知されているか確認・支援する
メディア・来訪者への対応

（3）避難所における要支援者を把握し、仮設住宅移行等への準備を確認・支援する

医療対策
（1）地域災害医療コーディネーターへの連絡等、医療救護活動調整の指揮系統を確認、支援する

（1）避難所の衛生管理に必要な物品の確保状況を確認、支援する

（5）避難所での栄養指導・食事提供状況アセスメントに基づく改善案の提案を支援する

保健予防対策
（1）避難所（車中泊を含む）での健康支援活動が行われているか確認、支援する
（2）避難所の保健医療情報収集状況を確認する（避難所アセスメント・感染症サーベイランス等）

（3）医療施設のライフライン確保（電気・ガス・水道・食料等）に係る連絡調整の状況を確認・支援

（4）衛生用品・特殊栄養食品（アレルギー食、介護食）、口腔ケア用品等のニーズを確認、支援す

（9）在宅避難者への健康支援方針を確認、支援する

（3）被災動物に対する支援態勢、ペット同行避難体制が整っているか確認・支援する

生活環境衛生対策

（8）避難所におけるこころのケア活動の支援を行う

災
害
時
保
健
医
療
対
策

（7）食品関係営業施設等への監視指導について確認・支援を行う

（4）毒劇物取り扱い施設への助言指導等（漏出・飛散防止対策）の確認・支援を行う
（5）飲料水の確保対策（水質検査等）が行われる体制が整っているか確認・支援を行う

（8）生活環境衛生施設（旅館・入浴施設等）への監視指導について確認・支援を行う

（6）遺体の埋火葬に係る協力（連絡調整等）について確認・支援を行う

（2）医療救護活動に係る連絡調整が行われているか確認・支援する

（4）医薬品、医療用資機材の確保供給に係る連絡調整を確認・支援する
（5）救護所設置および運営状況を確認、支援する
（6）地元医療機関による医療提供体制の再開に向けたロードマップ作成を支援する

（6）避難所での栄養・健康づくりに関する啓発や教育活動を支援する
（7）避難者の口腔ケアの啓発・健康教育活動を支援する
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災災害害業業務務自自己己点点検検簡簡易易チチェェッッククシシーートト（（被被災災都都道道府府県県保保健健所所用用））  

  

 本チェックシートは被災地管轄保健所の職員を対象に、職員自ら災害業務の

点検・確認を行い、災害対応をスムーズに漏れなく進めるツールとして作成し

ました。本チェックシートの業務内容は、「被災地管轄保健所の活動タイムライ

ン」の項目をもとに記載しています。 

災害発生後、職員が具体的な活動を行う第一歩としてご活用ください。 

 

（表）本チェックシートの項目および業務内容 

項目 業務内容 

保健所における指揮調整業務 保健所本部の立ち上げ/定期ミーティングの開始 

情報収集・伝達共有ラインの構築 

医療機関の状況に関する情報収集、医薬品等確保に係

る情報収集 

保健所が把握する要配慮者の状況把握 

市町村の状況に関する情報収集 

衛生環境関連施設等の被災状況の情報収集 

市町村における指揮調整業務 市町村へのリエゾン派遣 

情報収集/情報共有に係る連絡調整/収集した情報の

整理・分析評価・対策の企画立案の支援/通常業務再

開支援 

保健医療活動チーム受援体制の構築支援/保健医療活

動チームの受援調整の支援 

統合指揮調整のための連絡会議設置の支援/連絡会議

の開催による統合調整指揮の支援 

保健所への応援要請・資源調達、専門機関への支援調

整・専門的支援に係る連絡調整の支援 

広報・渉外業務の支援 

職員の健康管理の支援 

災害時保健医療 

対策  

医療対策 救命救護活動に係る連絡調整、医療機関のライフライ

ンの復旧・確保に係る連絡調整、医薬品・医療用資機

材等調達に係る連絡調整 

Ⅸ．資料

  救護所の運営支援、避難所等における要医療者への対

応 

医療提供体制の再開・復旧に向けたロードマップ作成 

保健衛生対策 避難所の運営支援・避難所アセスメント 

避難所等における健康管理 

避難所等における要配慮者支援 

避難所等における感染症対策 

避難所等における食支援・栄養指導 

避難所等における歯科保健医療対策 

避難所等におけるこころのケア 

在宅被災者への健康支援 

生活環境衛生対策 環境衛生対策 

廃棄物対策 

食品衛生対策 

動物愛護対策 

環境汚染防止対策 

動物対策（危険動物逸走への対応） 

広報・渉外業務 広報 

メディア・来訪者等への対応 

職員の安全確保・健康管理 労務管理体制の確立、保健所の通常業務再開・復旧に

向けたロードマップの作成 

職員健康管理体制の確立 
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  救護所の運営支援、避難所等における要医療者への対

応 

医療提供体制の再開・復旧に向けたロードマップ作成 

保健衛生対策 避難所の運営支援・避難所アセスメント 

避難所等における健康管理 

避難所等における要配慮者支援 

避難所等における感染症対策 

避難所等における食支援・栄養指導 

避難所等における歯科保健医療対策 

避難所等におけるこころのケア 

在宅被災者への健康支援 

生活環境衛生対策 環境衛生対策 

廃棄物対策 

食品衛生対策 

動物愛護対策 

環境汚染防止対策 

動物対策（危険動物逸走への対応） 

広報・渉外業務 広報 

メディア・来訪者等への対応 

職員の安全確保・健康管理 労務管理体制の確立、保健所の通常業務再開・復旧に

向けたロードマップの作成 

職員健康管理体制の確立 
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災災害害業業務務自自己己点点検検簡簡易易チチェェッッククシシーートト（（被被災災都都道道府府県県保保健健所所用用））

フェーズ０ フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３

1a

1)本部場所を選定し、安全を確保する。 ◎ 全職員 □　

2)本部場所のライフラインを確保する。 本庁等 ◎ 全職員 □　

3)本部場所の連絡手段を確保する。 本庁等 ◎ 全職員 □　

4)職員の安否を確認する。 ◎ 全職員 □　

5)職員の勤務環境（食事、トイレ、睡眠場所等）を確保する。 本庁等 ◎ 全職員 □　

6)本部活動の用意（クロノロ等）を行う。
（ホワイトボードシート、マーカー、地図等）

地元関係機関 ◎ 全職員 □　

7)関係機関との連絡体制（コンタクトリスト）を整備する。 地元関係機関 ◎ 全職員 □　

8)本部の設置場所を、職員、本庁、地元関係機関に周知する。 本庁、地元関係機関 ◎ 全職員 □　

9)定期ミーティング（１日２回程度）を開催し、職員の役割分
担の明確化、情報の共有および活動方針を決定する。

◎ ○ ○ ○ 全職員 □　

10)定期ミーティング議事録を作成する。 ◎ ○ ○ ○ 職員 □　

1b

1)地方災害対策本部から管内の被害情報を収集する。 地方災害対策本部 ◎ ○ ○ ○ 総務 □　

2)都道府県保健医療調整本部と連携をとる。 本庁 ◎ ○ ○ ○ 総務 □　

  ―都道府県保険医療調整本部の活動状況（支援チームの要請
状況等）を確認する。

◎ ○ ○ ○ 総務 □　

　―保健所本部の活動状況等（定期ミーティング内容）を定時
報告する。

◎ ○ ○ ○ 総務 □　

3)市町村へリエゾンを派遣し、情報収集・活動支援を行う。 市町村 ◎ ○ ○ ○ 総務・保健 □　

1c

1)EMISに医療機関情報が入力されていることを確認する。（未
入力の医療機関は保健所が確認し、代行入力する）

EMIS ◎ ○ ○ ○ 総務 □　

2)EMIS等から医療機関の被害状況、稼働状況の情報を収集す
る。

医師会等 ◎ ○ ○ ○ 総務 □　

3)医薬品取扱業者、調剤薬局の被害状況、活動状況の情報を収
集する。

薬剤師会等 ◎ ○ ○ ○ 薬剤師 □　

1)人工呼吸器、吸引器、在宅酸素等を利用している難病患者、
療育児童等の安否確認を行う。

◎ 保健 □　

1)被災状況（人的、物的、道路交通、ライフライン等）の情報
を収集する。

地方災害対策本部
市町村

◎ ○ ○ ○ 総務 □　

2)避難所情報（避難所数、避難者数、避難所の場所）の情報を
収集する。

地方災害対策本部
市町村

◎ ○ ○ ○ 総務 □　

3)社会福祉施設情報（被災状況、稼働・受け入れ状況）の情報
を収集する。

市町村 ◎ ○ ○ ○ 福祉 □　

4)医療救護活動状況（救護所の設置等）の情報を収集する。 市町村、DMAT、EMIS等 ◎ ○ ○ ○ 総務 □　

5)避難所における要配慮者の情報を収集する。
保健医療活動チーム
EMIS等

◎ ○ ○ ○ 保健 □　

6)避難所における有症状者の情報を収集する。
保健医療活動チーム
EMIS等

◎ ○ ○ ○ 保健 □　

7)避難所の環境衛生に関する情報を収集する。
保健医療活動チーム
EMIS等

◎ ○ ○ ○ 保健・環境衛生 □　

1)水道施設等、環境衛生関連施設等の被災状況の情報を収集す
る。

関係機関等 ◎ ○ ○ ○ 環境衛生 □　

※ ◎は実施する期間、○は継続する期間

災害フェーズ

主な担当 チェック業務内容 連携する団体等

保
健
所
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務

○保健所本部の立ち上げ/定期的ミーティングの開始

大項目 項目

○情報収集・情報伝達ラインの構築（関係機関等へのリエゾン派遣）

○医療機関の状況に関する情報収集（EMIS代行入力）、医薬品等確保に係る情報収集

○保健所が把握する要配慮者の状況把握

○市町村の状況に関する情報収集（被災状況、救護所情報、避難所情報等）

○衛生環境関連施設等の被災状況の情報収集
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災災害害業業務務自自己己点点検検簡簡易易チチェェッッククシシーートト（（被被災災都都道道府府県県保保健健所所用用））

フェーズ０ フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３

1a

1)本部場所を選定し、安全を確保する。 ◎ 全職員 □　

2)本部場所のライフラインを確保する。 本庁等 ◎ 全職員 □　

3)本部場所の連絡手段を確保する。 本庁等 ◎ 全職員 □　

4)職員の安否を確認する。 ◎ 全職員 □　

5)職員の勤務環境（食事、トイレ、睡眠場所等）を確保する。 本庁等 ◎ 全職員 □　

6)本部活動の用意（クロノロ等）を行う。
（ホワイトボードシート、マーカー、地図等）

地元関係機関 ◎ 全職員 □　

7)関係機関との連絡体制（コンタクトリスト）を整備する。 地元関係機関 ◎ 全職員 □　

8)本部の設置場所を、職員、本庁、地元関係機関に周知する。 本庁、地元関係機関 ◎ 全職員 □　

9)定期ミーティング（１日２回程度）を開催し、職員の役割分
担の明確化、情報の共有および活動方針を決定する。

◎ ○ ○ ○ 全職員 □　

10)定期ミーティング議事録を作成する。 ◎ ○ ○ ○ 職員 □　

1b

1)地方災害対策本部から管内の被害情報を収集する。 地方災害対策本部 ◎ ○ ○ ○ 総務 □　

2)都道府県保健医療調整本部と連携をとる。 本庁 ◎ ○ ○ ○ 総務 □　

  ―都道府県保険医療調整本部の活動状況（支援チームの要請
状況等）を確認する。

◎ ○ ○ ○ 総務 □　

　―保健所本部の活動状況等（定期ミーティング内容）を定時
報告する。

◎ ○ ○ ○ 総務 □　

3)市町村へリエゾンを派遣し、情報収集・活動支援を行う。 市町村 ◎ ○ ○ ○ 総務・保健 □　

1c

1)EMISに医療機関情報が入力されていることを確認する。（未
入力の医療機関は保健所が確認し、代行入力する）

EMIS ◎ ○ ○ ○ 総務 □　

2)EMIS等から医療機関の被害状況、稼働状況の情報を収集す
る。

医師会等 ◎ ○ ○ ○ 総務 □　

3)医薬品取扱業者、調剤薬局の被害状況、活動状況の情報を収
集する。

薬剤師会等 ◎ ○ ○ ○ 薬剤師 □　

1)人工呼吸器、吸引器、在宅酸素等を利用している難病患者、
療育児童等の安否確認を行う。

◎ 保健 □　

1)被災状況（人的、物的、道路交通、ライフライン等）の情報
を収集する。

地方災害対策本部
市町村

◎ ○ ○ ○ 総務 □　

2)避難所情報（避難所数、避難者数、避難所の場所）の情報を
収集する。

地方災害対策本部
市町村

◎ ○ ○ ○ 総務 □　

3)社会福祉施設情報（被災状況、稼働・受け入れ状況）の情報
を収集する。

市町村 ◎ ○ ○ ○ 福祉 □　

4)医療救護活動状況（救護所の設置等）の情報を収集する。 市町村、DMAT、EMIS等 ◎ ○ ○ ○ 総務 □　

5)避難所における要配慮者の情報を収集する。
保健医療活動チーム
EMIS等

◎ ○ ○ ○ 保健 □　

6)避難所における有症状者の情報を収集する。
保健医療活動チーム
EMIS等

◎ ○ ○ ○ 保健 □　

7)避難所の環境衛生に関する情報を収集する。
保健医療活動チーム
EMIS等

◎ ○ ○ ○ 保健・環境衛生 □　

1)水道施設等、環境衛生関連施設等の被災状況の情報を収集す
る。

関係機関等 ◎ ○ ○ ○ 環境衛生 □　

※ ◎は実施する期間、○は継続する期間

災害フェーズ

主な担当 チェック業務内容 連携する団体等

保
健
所
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務

○保健所本部の立ち上げ/定期的ミーティングの開始

大項目 項目

○情報収集・情報伝達ラインの構築（関係機関等へのリエゾン派遣）

○医療機関の状況に関する情報収集（EMIS代行入力）、医薬品等確保に係る情報収集

○保健所が把握する要配慮者の状況把握

○市町村の状況に関する情報収集（被災状況、救護所情報、避難所情報等）

○衛生環境関連施設等の被災状況の情報収集

フェーズ０
フェーズ
１

フェーズ２ フェーズ３

2

1)市町村保健師リーダーと連携をとる。 ◎ 保健所保健師等 □　

2)保健所保健師等が市町村保健師リーダーのもとに出向き、支
援を行う（①〜⑧）。

◎ 保健所保健師等 □　

①市町村保健師が、保健活動に専念できる。 ◎ 保健所保健師等 □　

②市町村本部の場所を選定し、安全を確保する。 ◎ 保健所保健師等 □　

③市町村本部のライフラインを確保する。 ◎ 保健所保健師等 □　

④市町村本部の連絡手段を確保する。 ◎ 保健所保健師等 □　

⑤市町村本部の活動の用意（クロノロ等）を行う。
（ホワイトボードシート、マーカー、地図等）

◎ 保健所保健師等 □　

⑥関係機関との連絡体制（コンタクトリスト）を整備する。 関係機関 ◎ 保健所保健師等 □　

⑦定期ミーティング（１日２回程度）を開催し、情報の共有お
よび活動方針を決定する。

◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

⑧定期ミーティング議事録を作成する。 ◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

1)市町村災害対策本部から被災情報収集を支援する。（被害状
況、避難所状況、関係施設被害状況、支援状況等）

◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

2)避難所や在宅被災者等の保健医療情報収集を支援する（要支
援者、医療救護活動状況、有症状者等）

地元関係機関
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

3)収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案を支援す
る。

地元関係機関
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

4)市町村の被災状況、避難所状況等について、保健所へ定時報
告する。

◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

5)通常の保健業務災害に向けたロードマップ作成を支援する。
（予防接種、乳幼児健診、特定健診等）

保健医療活動チーム ◎ ○ 保健所保健師等 □　

1)オリエテーション資料（地図、関係施設、被害状況、組織体
制図等）、受付名簿の準備を支援する。

◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

2)保健医療活動チームの受付、名簿の作成を支援する。 ◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

3)保健医療活動チームへのオリエンテーション実施を支援す
る。

◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

4)保健医療活動チームへの業務割振り（活動場所・活動内容）
を支援する。

◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

1)連絡会議開催場所を確認する。 ◎ 保健所保健師等 □　

２）地元関係機関、支援チームへ連絡会議開催案内を支援す
る。

地元関係機関
保健医療活動チーム

◎ 保健所保健師等 □　

3)連絡会議の資料作成を支援する。（被災状況、避難所状況、
医療機関情報、支援チームの状況等）

地元関係機関
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

4)連絡会議の運営（情報共有・活動方針の決定）を支援する。 ◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

　―課題への対応、支援チームの配置 ◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

　―避難所運営への助言 ◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

　―福祉避難所活動への助言 ◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

　―仮設住宅移行への準備
　　（仮設住宅設計、入居者の配置などへの助言）

◎ 保健所保健師等 □　

4)会議録を作成し、保健所本部へ報告する。 ◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

1)必要な支援・物資を保健所や専門機関へ要請する。 専門機関等 ◎ ○ ○ 保健所保健師等 □　

1)相談窓口設置を助言する。 ◎ ○ 保健所保健師等 □　

2)住民へ保健・医療・福祉に関する情報の周知を助言する。 ◎ ○ 保健所保健師等 □　

3)報道対応方針（窓口の１本化）を助言する。 ◎ ○ 保健所保健師等 □　

4)外部有識者や研究者等への対応を支援する。 ◎ ○ 保健所保健師等 □　

1)BCPの発動を助言する。 ◎ ○ 保健所保健師等 □　

2)職員の労務管理（勤務シフト作成、休日の確保等）を助言す
る。

◎ ○ 保健所保健師等 □　

3)職員の業務量の把握および負担が大きな部署・職種について
応援要請を行うよう助言する。

本庁 ◎ ○ 保健所保健師等 □　

4)産業医・DPAT等による職員への健康相談等の実施を助言す
る。

産業医、DPAT等 ◎ ○ 保健所保健師等 □　

主な担当

市
町
村
に
お
け
る
指
揮
調
整
業
務
支
援

○広報・渉外業務の支援

○職員の健康管理の支援

チェック

○市町村へのリエゾン派遣（市町村本部立ち上げ支援/情報収集/伝達共有ラインの構築支援）

○情報収集/情報共有に係る連絡・調整（保健所への報告）/収集した情報の整理・分析評価・対策の企画立案の支援/通常業務再開支援

○保健医療活動チーム受援体制の構築の支援/保健医療活動チームの受援調整の支援（受付、オリエンテーション、担当エリア・業務割振り）

○統合指揮調整のための連絡会議設置の支援/連絡会議の開催による統合調整指揮の支援（企画運営・会議資料・議事録の作成等）

○保健所への応援要請・資源調達、専門機関への支援調整・専門的支援に係る連絡調整の支援

連携する団体等

地元関係機関
保健医療活動チーム

大項目 項目 業務内容

災害フェーズ
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フェーズ０
フェーズ

１
フェーズ２ フェーズ３

3a

1))EMISに医療機関情報が入力されていることを確認する。（未
入力の医療機関は保健所が確認し、代行入力する）

◎ ○ ○ ○ 全職員 □　

2)医療機関支援活動・医療活動状況を把握する。
地域災害医療コーディネーター、
DMAT、医師会、薬剤師会、医療支
援チーム等

◎ ○ ○ ○ 医療担当 □　

3)必要な人的支援・物資について、都道府県保健医療調整本部
へ応援要請する。

地域災害医療コーディネーター、
DMAT、医師会、薬剤師会、医療支
援チーム等

◎ ○ ○ ○ 医療担当 □　

1)避難所等における医療の確保を行う。
地域災害医療コーディネーター、
DMAT、医師会、薬剤師会、医療支
援チーム等

◎ ○ ○ ○ 医療担当 □　

2)必要な人的支援・物資について、都道府県保健医療調整本部
へ応援要請する。

地域災害医療コーディネーター、
DMAT、医師会、薬剤師会、医療支
援チーム等

◎ ○ ○ ○ 医療担当 □　

1)地元医療機関による医療提供体制の再開に向けたロードマッ
プを作成する。

地域災害医療コーディネーター、
医師会、医療支援チーム、本庁等

◎ ○ 医療担当 □　

3b

1)避難所運営ガイドライン（H28.4 内閣府作成）に基づき、避
難所運営体制の支援を行う。

市町村
保健医療活動チーム

◎ 〇 〇 保健師・環境衛生監視員 □　

2)避難所巡回による避難所アセスメントを行う。
市町村
保健医療活動チーム

◎ 〇 〇 保健師・環境衛生監視員 □　

3)避難所アセスメントの情報入力・整理・見える化を行う。
市町村
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ 保健師・環境衛生監視員 □　

4)避難所アセスメント情報の分析評価・対策企画立案を行う。
市町村
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ 保健師・環境衛生監視員 □　

1)避難所巡回による被災者の二次健康被害予防対策（慢性疾患
増悪予防、DVT予防、熱中症対策、生活不活発病予防等）を行
う。

市町村
保健医療活動チーム
地元関係機関等

◎ ○ ○ 保健師 □　

2)車中泊・軒下避難者の実態把握を行い、二次健康被害予防対
策の啓発を行う。

市町村
保健医療活動チーム
地元関係機関等

◎ ○ ○ 保健師 □　

1)医療ニーズの高い要配慮者を把握し、専門的な医療継続・処
置等の調整を図る。

保健医療活動チーム ◎ ○ ○ 保健師 □　

2)市町村が行う要支援者の福祉避難所や介護施設への移動につ
いて、広域的な支援を行う。

市町村、本庁 ◎ ○ ○ ○ 保健師・福祉 □　

3)難病患者、療育児童等の家庭訪問、相談対応を行う。 保健医療活動チーム ◎ ○ 保健師 □　

5)避難所における要支援者数の把握を行い、仮設住宅移行へ向
けて処遇を検討する。

市町村、本庁 ◎ ○ 保健師・福祉 □　

1)避難所を巡回し、感染症予防啓発チラシの掲示、感染症予防
対策（手洗い等）の指導、衛生資材の配布を行う。

市町村、
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

2)感染症サーベイランス体制を整える。
市町村、医療機関
保健医療活動チーム ◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

①疾病サーベイランス（確定例、疑い例）

　―感染症患者発生時には、市町村保健師、医療機関から保健
所本部へ随時、定時報告を行う。

市町村、医療機関
保健医療活動チーム ◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

　―通常の感染症発生動向調査を確認し、地域のベースライン
を把握する。

◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

②症候群サーベイランス

　―避難所アセスメントから有症状者のベースラインを把握
し、アウトブレイクを探知する。

市町村、
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

　―J-SPEEDを確認する。 保健医療活動チーム ◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

③問題探知サーベイランス

　―市町村保健師から、保健所本部へ随時報告する。
市町村、
保健医療活動チーム ◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

　―連絡会議等で探知する。 ◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

1)市町村の栄養・食生活支援体制を確認・支援する。 市町村 ◎ ○ ○ ○ 行政栄養士 □　

2)特殊栄養食品等を確保する。 本庁、栄養士会等 ◎ ○ ○ ○ 行政栄養士 □　

3)避難所巡回等により栄養指導の必要な者の把握・支援を行
う。

市町村、栄養士会
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ 行政栄養士 □　

4)避難所における食事提供状況アセスメントを行い、アセスメ
ント結果に基づく改善案を提案する。

市町村、栄養士会 ◎ ○ 行政栄養士 □　

5)栄養・健康づくりに関する啓発・健康教育を行う。
市町村、栄養士会
保健医療活動チーム

◎ ○ 行政栄養士 □　

1)摂食・嚥下困難者、入れ歯の不具合等で処置が必要な者を把
握し、処置・指導を行う。

歯科医師会、歯科衛生士会、保健
医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 歯科担当 □　

2)虫歯、誤嚥生肺炎予防のため、避難者の口腔ケアの啓発・健
康教育を行う。

歯科医師会、歯科衛生士会、保健
医療活動チーム

◎ ○ ○ 歯科担当 □　

保
健
衛
生
対
策

災
害
時
保
健
医
療
対
策

○避難所等における歯科保健医療対策

大項目 項目 業務内容

災害フェーズ

連携する団体等 チェック主な担当

○救命救護活動に係る連絡調整、医療機関のライフラインの復旧・確保に係る連絡調整、医薬品・医療用資機材等調達に係る連絡調整

○救護所の運営支援、避難所等における要医療者への対応

○医療提供体制の再開・復旧に向けたロードマップ作成

○避難所の運営支援・避難所アセスメント

○避難所等における健康管理（二次健康被害予防対策・車中泊対策を含む）

医
療
対
策

○避難所等における要配慮者支援

〇避難所等における感染症対策

○避難所等における食支援・栄養指導

Ⅸ．資料
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フェーズ０
フェーズ

１
フェーズ２ フェーズ３

3a

1))EMISに医療機関情報が入力されていることを確認する。（未
入力の医療機関は保健所が確認し、代行入力する）

◎ ○ ○ ○ 全職員 □　

2)医療機関支援活動・医療活動状況を把握する。
地域災害医療コーディネーター、
DMAT、医師会、薬剤師会、医療支
援チーム等

◎ ○ ○ ○ 医療担当 □　

3)必要な人的支援・物資について、都道府県保健医療調整本部
へ応援要請する。

地域災害医療コーディネーター、
DMAT、医師会、薬剤師会、医療支
援チーム等

◎ ○ ○ ○ 医療担当 □　

1)避難所等における医療の確保を行う。
地域災害医療コーディネーター、
DMAT、医師会、薬剤師会、医療支
援チーム等

◎ ○ ○ ○ 医療担当 □　

2)必要な人的支援・物資について、都道府県保健医療調整本部
へ応援要請する。

地域災害医療コーディネーター、
DMAT、医師会、薬剤師会、医療支
援チーム等

◎ ○ ○ ○ 医療担当 □　

1)地元医療機関による医療提供体制の再開に向けたロードマッ
プを作成する。

地域災害医療コーディネーター、
医師会、医療支援チーム、本庁等

◎ ○ 医療担当 □　

3b

1)避難所運営ガイドライン（H28.4 内閣府作成）に基づき、避
難所運営体制の支援を行う。

市町村
保健医療活動チーム

◎ 〇 〇 保健師・環境衛生監視員 □　

2)避難所巡回による避難所アセスメントを行う。
市町村
保健医療活動チーム

◎ 〇 〇 保健師・環境衛生監視員 □　

3)避難所アセスメントの情報入力・整理・見える化を行う。
市町村
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ 保健師・環境衛生監視員 □　

4)避難所アセスメント情報の分析評価・対策企画立案を行う。
市町村
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ 保健師・環境衛生監視員 □　

1)避難所巡回による被災者の二次健康被害予防対策（慢性疾患
増悪予防、DVT予防、熱中症対策、生活不活発病予防等）を行
う。

市町村
保健医療活動チーム
地元関係機関等

◎ ○ ○ 保健師 □　

2)車中泊・軒下避難者の実態把握を行い、二次健康被害予防対
策の啓発を行う。

市町村
保健医療活動チーム
地元関係機関等

◎ ○ ○ 保健師 □　

1)医療ニーズの高い要配慮者を把握し、専門的な医療継続・処
置等の調整を図る。

保健医療活動チーム ◎ ○ ○ 保健師 □　

2)市町村が行う要支援者の福祉避難所や介護施設への移動につ
いて、広域的な支援を行う。

市町村、本庁 ◎ ○ ○ ○ 保健師・福祉 □　

3)難病患者、療育児童等の家庭訪問、相談対応を行う。 保健医療活動チーム ◎ ○ 保健師 □　

5)避難所における要支援者数の把握を行い、仮設住宅移行へ向
けて処遇を検討する。

市町村、本庁 ◎ ○ 保健師・福祉 □　

1)避難所を巡回し、感染症予防啓発チラシの掲示、感染症予防
対策（手洗い等）の指導、衛生資材の配布を行う。

市町村、
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

2)感染症サーベイランス体制を整える。
市町村、医療機関
保健医療活動チーム ◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

①疾病サーベイランス（確定例、疑い例）

　―感染症患者発生時には、市町村保健師、医療機関から保健
所本部へ随時、定時報告を行う。

市町村、医療機関
保健医療活動チーム ◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

　―通常の感染症発生動向調査を確認し、地域のベースライン
を把握する。

◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

②症候群サーベイランス

　―避難所アセスメントから有症状者のベースラインを把握
し、アウトブレイクを探知する。

市町村、
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

　―J-SPEEDを確認する。 保健医療活動チーム ◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

③問題探知サーベイランス

　―市町村保健師から、保健所本部へ随時報告する。
市町村、
保健医療活動チーム ◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

　―連絡会議等で探知する。 ◎ ○ ○ ○ 感染症担当・保健師 □　

1)市町村の栄養・食生活支援体制を確認・支援する。 市町村 ◎ ○ ○ ○ 行政栄養士 □　

2)特殊栄養食品等を確保する。 本庁、栄養士会等 ◎ ○ ○ ○ 行政栄養士 □　

3)避難所巡回等により栄養指導の必要な者の把握・支援を行
う。

市町村、栄養士会
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ 行政栄養士 □　

4)避難所における食事提供状況アセスメントを行い、アセスメ
ント結果に基づく改善案を提案する。

市町村、栄養士会 ◎ ○ 行政栄養士 □　

5)栄養・健康づくりに関する啓発・健康教育を行う。
市町村、栄養士会
保健医療活動チーム

◎ ○ 行政栄養士 □　

1)摂食・嚥下困難者、入れ歯の不具合等で処置が必要な者を把
握し、処置・指導を行う。

歯科医師会、歯科衛生士会、保健
医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 歯科担当 □　

2)虫歯、誤嚥生肺炎予防のため、避難者の口腔ケアの啓発・健
康教育を行う。

歯科医師会、歯科衛生士会、保健
医療活動チーム

◎ ○ ○ 歯科担当 □　

保
健
衛
生
対
策

災
害
時
保
健
医
療
対
策

○避難所等における歯科保健医療対策

大項目 項目 業務内容

災害フェーズ

連携する団体等 チェック主な担当

○救命救護活動に係る連絡調整、医療機関のライフラインの復旧・確保に係る連絡調整、医薬品・医療用資機材等調達に係る連絡調整

○救護所の運営支援、避難所等における要医療者への対応

○医療提供体制の再開・復旧に向けたロードマップ作成

○避難所の運営支援・避難所アセスメント

○避難所等における健康管理（二次健康被害予防対策・車中泊対策を含む）

医
療
対
策

○避難所等における要配慮者支援

〇避難所等における感染症対策

○避難所等における食支援・栄養指導

1)避難所巡回によりアウトリーチを行う。 DPAT、保健医療活動チーム ◎ ○ ○ 保健師・精神担当 □　

2)相談窓口、災害時の心的反応プロセス・セルフケアについ
て、チラシ等で周知する。

DPAT、保健医療活動チーム ◎ ○ ○ 保健師・精神担当 □　

1)要支援者の安否確認を行う。
市町村
保健医療活動チーム

◎ 保健師 □　

2)電話や訪問等による健康相談・保健、医療、福祉の情報提供
を行う。

市町村
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ 保健師 □　

3c

1)避難所巡回による環境チェックを行う。
市町村
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 保健師・環境衛生監視員 □　

2)避難所環境衛生情報の収集・分析を行い、衛生環境改善に向
けた指導・対応を行う。

市町村
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 保健師・環境衛生監視員 □　

3)不足する衛生資材を配布する。
市町村
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 保健師・環境衛生監視員 □　

1)一般廃棄物施設、産業廃棄物施設の被害状況の情報収集を行
う。

市町村 ◎ ○ ○ ○ 廃棄物担当 □　

2)災害廃棄物仮置き場設置状況を確認し、適正な分別・管理等
の確認及び助言を行う。

市町村 ◎ ○ ○ 廃棄物担当 □　

3)家屋等解体に伴うアスベスト飛散防止に関する立入調査・指
導を行う。

市町村、県庁
労働基準監督署

◎ ○ 大気汚染担当 □　

1)避難所巡回による食中毒啓発ポスター等の配布・指導を行
う。

市町村
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 食品衛生監視員 □　

2)炊き出しボランティア等への相談対応を行う。 市町村 ◎ ○ ○ ○ 食品衛生監視員 □　

3)避難所巡回による炊き出し場所の衛生状態の確認・指導を行
う。

市町村 ◎ ○ ○ ○ 食品衛生監視員 □　

4)弁当提供業者への立入調査を行う。 市町村 ◎ ○ 食品衛生監視員 □　

5)食中毒発生時の対応（調査・まん延防止対策）を行う。
市町村
保健医療活動チーム

◎ ○ ○ ○ 食品衛生監視員 □　

1)被災動物受け入れ体制（捕獲、相談対応、引き取り、譲渡
等）を整備する。

獣医師会
動物愛護ボランティア団体

◎ ○ ○ ○ 獣医師 □　

2)動物支援物資の受け入れ、避難所等への配布を行う。
市町村、獣医師会
動物愛護ボランティア団体

◎ ○ ○ 獣医師 □　

3)避難所におけるペット同行避難調査・支援・適正飼育方法の
周知を行う。

市町村、獣医師会
動物愛護ボランティア団体

◎ ○ ○ 獣医師 □　

4)仮設住宅入居時におけるペット入居支援を行う。
市町村、獣医師会
動物愛護ボランティア団体

◎ 獣医師 □　

3d

1)毒劇物取扱施設の被害状況の情報収集を行う。 ◎ 担当職員 □　

2)毒劇物取扱施設からの漏出・飛散防止対策を行う。 市町村、本庁 ◎ ○ ○ ○ 担当職員 □　

1)特定動物飼養施設の被害状況の情報収集を行う。 市町村、本庁 ◎ 獣医師 □　

2)特定動物飼養施設からの危険動物逸走対策を行う。 市町村、本庁 ◎ ○ ○ ○ 獣医師 □　

○動物対策（危険動物逸走への対応）

災
害
時
保
健
医
療
対
策

○避難所等におけるこころのケア

○環境衛生対策（衛生管理・生活環境整備・防疫活動）

○廃棄物対策（災害廃棄物に係る指導・助言）

○環境汚染防止対策（毒劇物取扱い施設への対応、漏出・飛散防止対策）

生
活
環
境
衛
生
対
策

生
活
環
境
衛
生
対
策

〇動物愛護対策（被災動物の保護・避難所における動物の保護）

○食品衛生対策（食中毒防止対策）

○在宅被災者への健康支援

Ⅸ．資料
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フェーズ０
フェーズ
１

フェーズ２ フェーズ３

4a

1)相談窓口を設置する。 本庁 ◎ ○ ○ 各課 □　

2)保健・医療・福祉に関する情報を住民へ周知する。 本庁 ◎ ○ ○ 各課 □　

4b

1)都道府県保健医療調整本部と報道対応方針を確認する（窓口
の一本化）。

本庁 ◎ ○ 総務 □　

2)報道機関へ対応する。 ◎ ○ 所長・次長 □　

3)報道資料を作成する。 ◎ ○ 総務 □　

4)行政、議員等へ対応する。 ◎ ○ 所長・次長 □　

5)外部有識者や研究者等へ対応する。 ◎ ○ 所長・次長 □　

フェーズ０
フェーズ
１

フェーズ２ フェーズ３

5a

1)BCPを発動する。 ◎ ○ ○ ○ 所長・次長 □　

2)職員の労務管理（勤務シフト作成、休日の確保等）を行う。 ◎ ○ ○ ○ 総務担当 □　

3)職員の業務量を把握し、負担が大きな部署・職種について応
援要請を行う。

本庁 ◎ ○ ○ ○ 総務担当 □　

4)保健所通常業務再開に向けたロードマップ作成を行う。 ◎ ○ 各課 □　

5b

1)休息できる場所、簡易ベッド・寝具等を準備する。 ◎ ○ ○ ○ 総務担当 □　

2)職員の健康状態を把握し、必要な助言・対応を行う。 ◎ ○ ○ ○ 総務担当 □　

3)職員へ情報提供を行う（セルフケア、健康相談窓口の紹介等）
本庁、産業医
DPAT等

◎ ○ ○ 総務担当 □　

4)職員の健康相談、ストレスチェックを実施する。
本庁、産業医
DPAT等

◎ ○ 総務担当 □　

主な担当 チェック

広
報
・
渉
外
業
務

○広報（住民への情報提供）

広
報

○メディア・来訪者等への対応（現場ニーズと乖離のある支援者への対応）

渉
外

大項目 項目 業務内容 連携する団体等

災害フェーズ

主な担当 チェック

職
員
の
安
全
確
保
・
健
康
管
理

○労務管理体制の確立、保健所の通常業務再開・復旧に向けたロードマップの作成

労
務
管
理
体
制
の
確

立

○職員健康管理体制の確立

健
康
管
理

体
制
の
確
立

大項目 項目 業務内容 連携する団体等

災害フェーズ

Ⅸ．資料
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フェーズ０
フェーズ
１

フェーズ２ フェーズ３

4a

1)相談窓口を設置する。 本庁 ◎ ○ ○ 各課 □　

2)保健・医療・福祉に関する情報を住民へ周知する。 本庁 ◎ ○ ○ 各課 □　

4b

1)都道府県保健医療調整本部と報道対応方針を確認する（窓口
の一本化）。

本庁 ◎ ○ 総務 □　

2)報道機関へ対応する。 ◎ ○ 所長・次長 □　

3)報道資料を作成する。 ◎ ○ 総務 □　

4)行政、議員等へ対応する。 ◎ ○ 所長・次長 □　

5)外部有識者や研究者等へ対応する。 ◎ ○ 所長・次長 □　

フェーズ０
フェーズ
１

フェーズ２ フェーズ３

5a

1)BCPを発動する。 ◎ ○ ○ ○ 所長・次長 □　

2)職員の労務管理（勤務シフト作成、休日の確保等）を行う。 ◎ ○ ○ ○ 総務担当 □　

3)職員の業務量を把握し、負担が大きな部署・職種について応
援要請を行う。

本庁 ◎ ○ ○ ○ 総務担当 □　

4)保健所通常業務再開に向けたロードマップ作成を行う。 ◎ ○ 各課 □　

5b

1)休息できる場所、簡易ベッド・寝具等を準備する。 ◎ ○ ○ ○ 総務担当 □　

2)職員の健康状態を把握し、必要な助言・対応を行う。 ◎ ○ ○ ○ 総務担当 □　

3)職員へ情報提供を行う（セルフケア、健康相談窓口の紹介等）
本庁、産業医
DPAT等

◎ ○ ○ 総務担当 □　

4)職員の健康相談、ストレスチェックを実施する。
本庁、産業医
DPAT等

◎ ○ 総務担当 □　

主な担当 チェック

広
報
・
渉
外
業
務

○広報（住民への情報提供）

広
報

○メディア・来訪者等への対応（現場ニーズと乖離のある支援者への対応）

渉
外

大項目 項目 業務内容 連携する団体等

災害フェーズ

主な担当 チェック

職
員
の
安
全
確
保
・
健
康
管
理

○労務管理体制の確立、保健所の通常業務再開・復旧に向けたロードマップの作成

労
務
管
理
体
制
の
確

立

○職員健康管理体制の確立

健
康
管
理

体
制
の
確
立

大項目 項目 業務内容 連携する団体等

災害フェーズ

�
（※令和５年１月現在、大規模災害時に各都道府県に設置される「保健医療調整本部」は、「保健医療

福祉調整本部」と名称を替えています。） 

【解説】 
 水道法に基づく水道は給水人口に応じて水道用水供給事業、上水道事業、簡易水

道事業に分かれており、経営主体も公営・市営があることから、水道事業体との均衡

を平時から行っておくことが必要である。断水あるいは水質の悪化により給水がなさ

れない段階では、飲料水については、給水車等による応急給水、ペットボトルなどに

より１人１日３リットル以上を確保する必要がある。水洗トイレ、調理、洗濯、手洗い、

入浴などに用いられる生活用水については、応急給水などで賄うことが困難であり、

給水を待つ必要がある。生活用水の利用については、まず、下水道の状況を確認す

る必要がある。下水道処理施設は、国土交通省の管轄であり、汚水管や中間ポンプ

などの破損状況の確認がなされた上で、排水することが可能となる。 
 
【上水道】  
１．東日本大震災の発生や豪雨、 巨大台風による風水害が毎年のように発生し、長
期間、広範囲にわたり断減水の被害をもたらしている。これらの非常事態においても
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者等の連携が非常に重要である。 
 
３．水道の災害時相互応援協定は、公益社団法人日本水道協会の地方支部、県支

部等の広域的なもののほか、大都市水道局間および遠方の地方都市の水道事業者

間や近隣市町の水道事業者間等がある。大規模の災害に対しては、個別の応援協

定では応援の規模等が限られるため、広域的な応援体制が不可欠である。 
 
４．水道から供給される水は、水道法に基づく水質基準（５１項目）に適合するもので

なければならないが、応急給水で供給される水には水道法が適用されない。しかし、

応急給水は水道水を応急給水施設や給水車、仮設水槽等の資機材を活用して給水

することを前提とし、飲用に適した水を供給することが求められる。 
 
【応急給水】 
１．被災都市水道事業体から都道府県に給水車・応急給水隊・応急復旧隊の応援要

請。都道府県からの要請に基づき厚生労働省健康局水道課より日本水道協会（水道

救護対策本部）に応援要請するとともに応援都道府県への情報提供及び応援調整。

応援要請対象事業体より被災都市水道事業体への応援隊派遣。その他、災害相互

応援協定等による派遣。 
２．被災都市水道事業体による給水車の巡回、給水所の開設 
３．市町村災害対策本部から都道府県に自衛隊の派遣要請（給水支援活動）。都道

府県からの要請に基づき防衛大臣の派遣命令として自衛隊部隊派遣（航空自衛隊・

海上自衛隊給水船、等）。 
【物資の配給】 
１．備蓄物資、流通備蓄としての水の配布 
２．災害支援物資としての水の配布 
 
出典：厚生労働省健康局水道課、 「水道の危機管理対策指針策定調査報告書」平
成１９年２月 
公益社団法人日本水道協会、地震緊急時対応の手引き（平成25年3月改訂） 
公益社団法人日本水道協会、震災等の非常時における水質試験法、平成２４年３月 

�
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（※令和５年１月現在、大規模災害時に各都道府県に設置される「保健医療調整本部」は、「保健医療

福祉調整本部」と名称を替えています。） 

【解説】 
病院等の燃料確保の基本的な考え方として次の優先順位で対応する（略語として、
SS:給油所） 
□自助 自ら備蓄をする、複数のSSと提携しておく、災害時に自らSSを当たる 
□共助 提携しているSSから系列SS等紹介してもらう 
□公助 市町村災害対策本部・都道府県災害対策本部に支援要請 
（直接または保健所・都道府県保健医療所管課を経由） 
  
公助による燃料供給の仕組み 
□災害発生時に資源エネルギー庁は、災害時情報収集システムにて、SSから稼働状
況等を情報収集し、各都道府県・市町村災害対策本部に情報提供する 
□医療機関等公共性が高い施設は、燃料不足となった場合には、市町村・都道府県
災害対策本部に支援要請すると、小口配送拠点・中核SS等からの供給が斡旋される 
  
支援要請ライン 
□医療機関が保健所に燃料供給の支援要請を行った場合には、保健所→都道府県
保健医療調整本部→都道府県災害対策本部事務局→都道府県災害対策本部物資
班→小口配送拠点・中核SS等 というラインで要請が行われる 
□その他のラインとして、災害拠点本部等のDMAT活動拠点本部→都道府県DMAT調
整本部→都道府県災害対策本部物資班→小口配送拠点・中核SS というラインもある 
□精神病院、診療所、福祉施設等は、市町村災害対策本部事務局に支援要請する
ラインもある 
□いずれも支援要請から燃料供給まで長いラインになり混乱が予想されるため、医
療機関等は、平常時から複数の災害対応が可能な近隣のSSと調整しておくことが重
要である�

�
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�
（※令和５年１月現在、大規模災害時に各都道府県に設置される「保健医療調整本部」は、「保健医療

福祉調整本部」と名称を替えています。） 

【解説】 
 本ライン図では、食料供給を実施するために必要な情報の流れを明らかにするた

めに、「熊本地震に係る栄養改善・食事支援について〜国の取り組みと今後の課題

（厚生労働省健康局健康課栄養指導室作成）」等を参考とした。 
 
 食料調達における伝達すべき情報を「物資調達」「食数管理」「栄養管理」「衛生管

理」の４項目に整理し、前２項目を扱うプレーヤーを「物資調達班（物流関係者、災害

対策本部関係者）」、残り２項目を扱うプレーヤーを「保健医療部門（保健医療、管理

栄養士）」として整理した。 
 
 「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取り組み方針（内閣府防災：平成

25年8月、同28年4月改定）」に基づき、市町村が求められるきめ細やかな支援に必要
な情報について、中央に配置した行政を中心に、図左側の「物資調達」に係る関係機

関、右側の「栄養・衛生管理」に係る関係機関、図下部の「避難所」等との情報共有の

流れを示している。 
 
 左右のセクションからは、情報と共に支援要員の受け入れが行われ、国ー県におい

ては、対策本部を中心に、左右両セクションが直接情報を共有するルートを設定し

た。また、離乳食やアレルギー食など個別ニーズへの対応に必要な物資を管理・調

整し、避難所等に提供するための「特殊栄養食品ステーション」を図右側に位置づけ

た（熊本地震においては、日本栄養士会が運営）。�

�
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特殊栄養食品
ステーション
【サテライト】

栄養チーム
（支部）

保健医療
調整支部

国国等等

栄養チーム
（支部）

保
健
所

自衛隊

指定公共機関
（流通・物流）

自衛隊

指定公共機関
（流通・物流）

自衛隊

,#は、県の調整の下、
自衛隊や調理を担当する
機関・団体に食材を提供

食料供給に関しては、衛生管理、
栄養管理、物資調達、食数管理
の４項目の情報をやりとり

食料調達班は、物資調達・食数
管理を担当し、保健医療部門は
衛生管理、栄養管理を担当

炊き出し
ボランティア

�
（※令和５年１月現在、大規模災害時に各都道府県に設置される「保健医療調整本部」は、「保健医療

福祉調整本部」と名称を替えています。） 

【解説】 
 大規模災害時には、避難者が避難所等で集団生活をすることになり、停電、断水等

で居住スペースの衛生状態が悪化するなかで感染症が発生しやすい状況にある。こ

のような状況のなかで、支援チームや保健所運営委員会が中心となり、手洗い指導

やトイレ等の衛生管理の指導を行うとともに、毎日、避難者の健康状況の把握を行

い、発熱、咳症状、下痢等有症者のサーベイランスに努める。 
 発熱、咳症状等インフルエンザ様症状の患者が発生した場合は、医療チーム等適

切な医療につなげるとともに、早期に居住スペースから感染症患者療養エリア（別

室）に誘導し、重症患者の場合は、消防本部に救護病院への患者搬送を依頼する。

避難所ではマスクの着用や咳エティケットの啓発やワクチン接種を検討する。衛生物

品については、市町村災害対策本部に配布を要請する。ワクチンについては、県薬

務課を通じて製薬メーカーから支給してもらう。さらに、感染拡大を予防するため、市

町村対策本部の環境部門と連携し、換気、暖房等環境改善を行う。毎日症候群サー

ベイランスを行い、感染が拡大しているかどうか把握する。 
 一方、ノロウイルス等の感染性胃腸炎が発生した場合も同様に手洗いの励行と、環

境部門と連携して、消毒等の徹底と、トイレ等の衛生管理、生活用水の確保、感染性

廃棄物の適性処理を行う。避難所で集団感染が起こった場合は、JMAT等の適切な医
療に繋ぐとともに、重症の場合入院医療機関を紹介する。市町村対策本部から派遣

された保健師班等により、健康状況を把握する。状況報告については、避難所から

市町村災害対策本部を通じて、保健所保健医療調整本部へ連絡が入り、保健所は

�

災害対策支部

本部事務局

国国等等

消防本部

救護病院

医療救護所

避難所運営委員会
集団感染発生： 予防啓発：

患者受診、感染症患者療養エリア設置、疫学 手洗い・消毒、マスク・咳エチケット、換気・暖房
調査、手洗い・環境消毒、感染性廃棄物処理 感染症サーベイランス、予防薬・ワクチン接種
、

感染症患
者療養エ
リア設置

災災害害時時のの情情報報伝伝達達ラライインン図図（（感感染染症症））

傷病者、患者の流れ

情報の流れ（行政）

県保健医療
調整本部

保健医療部門

災対支部 医療支部消防

県県

本本
庁庁��

市市町町村村

人（リエゾン等）の派遣

地地域域振振興興局局

保健所保健医療調整
本部

県県災災害害対対策策本本部部

本部事務局

政府緊急災害対策本部
（緊急現地災害対策本部）

市市町町村村災災害害対対策策本本部部

避難所支援
部門

感染症法第15条の規定
による疫学調査員

厚生労働省結核感染症課

国立感染症研究所
（ICT等）

自衛隊
（衛生班）

保健師班等

大学・病院協会
（ICT等）

感染症法第15条の規定
による疫学調査員
医療チーム・保健師班
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感染症法第15条の規定による疫学調査員を当該避難所に派遣し、疫学調査と終息
に向けての感染拡大防止対策を実施する。  
 大規模なアウトブレイクの場合は、保健所を通じて日赤・病院協会のICT派遣をはじ
め、県対策本部を通じて、厚労省から国立感染症研究所のFETPの派遣を要請する。
避難所では、ICTやFETPの指示の下、感染拡大防止対策を行う。さらに規模により、県
災害対策本部を通じて、自衛隊の給水班や食料班の派遣を要請する。感染症が終

息するまで、当分の間毎日健康観察を継続する。 
 
 
 

 

�

�

Ⅸ．資料



254 255

感染症法第15条の規定による疫学調査員を当該避難所に派遣し、疫学調査と終息
に向けての感染拡大防止対策を実施する。  
 大規模なアウトブレイクの場合は、保健所を通じて日赤・病院協会のICT派遣をはじ
め、県対策本部を通じて、厚労省から国立感染症研究所のFETPの派遣を要請する。
避難所では、ICTやFETPの指示の下、感染拡大防止対策を行う。さらに規模により、県
災害対策本部を通じて、自衛隊の給水班や食料班の派遣を要請する。感染症が終

息するまで、当分の間毎日健康観察を継続する。 
 
 
 

 

�

�

�
（※令和５年１月現在、大規模災害時に各都道府県に設置される「保健医療調整本部」は、「保健医療

福祉調整本部」と名称を替えています。） 

【解説】 
大規模災害時には、多くの避難者が避難所等で集団生活することになり、通常、停

電、断水をはじめ、トイレや居住スペースの衛生環境が悪化するため、食中毒が発生

し易いと考えられる。このことから、保健所から市町村対策本部に食品衛監視員を派

遣するとともに、日頃から避難所運営委員会や保健師班が中心となって、手洗いや

環境衛生について指導する。炊き出し等の調理を行っている場合は、保健所食品衛

生監視員等が衛生調理について巡回指導を行い食中毒予防に努める。 
 食中毒事案が発生した場合は、医療チームが有症者の診療と、重症の場合は病院

への入院紹介を行う。さらに、疫学調査を目的として、保健所から食品衛生監視員を

派遣し、原因食材の究明を行うとともに、市町村本部において、健康調査を行う保健

医療部門と衛生管理を行う環境部門が連携してトイレや環境消毒をはじめ、手洗い

のための生活用水や衛生的な飲料水の確保、給食業者と連携して代替え給食の手

配を行う。大規模な食中毒の場合は、県災害対策本部を通じて自衛隊に給水班、食

料班の支援を要請する。 

�

�

災害対策支部

本部事務局

国国等等

給食宅配業者

救護病院

医療救護所

避難所（避難所運営委員会）
食中毒発生： 予防啓発：
患者受診、原因食材調査、手洗い・消毒指導、代替の給食手配等 手洗い指導、炊き出し・食品衛生指導等

災災害害時時のの情情報報伝伝達達ラライインン図図（（食食中中毒毒））

食中毒患者の流れ

情報の流れ（行政）

県保健医療
調整本部

保健医療部門

災対支部 医療環境支部等

県県

本本庁庁��

市市町町村村

人（リエゾン等）の派遣

地地域域振振興興局局

保健所保健医療調整
本部

県県災災害害対対策策本本部部

本部事務局

政府緊急災害対策本部
（緊急現地災害対策本部）

市市町町村村災災害害対対策策本本部部

避難所支援
部門

食品衛生監視員

食品衛生監視員
医療チーム・保健師班

自衛隊
（給水班・食料班・衛生班）

食品衛生監視員

大学・病院協会
（ICT等）

Ⅸ．資料



256

�
（※令和５年１月現在、大規模災害時に各都道府県に設置される「保健医療調整本部」は、「保健医療

福祉調整本部」と名称を替えています。） 

【解説】 
 福祉避難所の対象となる者としては、①身体障害者（視覚障害者、 聴覚障害者、
肢体不自由者等）、②知的障害者、③精神障害者、④ 高齢者、⑤人工呼吸器、酸素
供給装置等を使用している在宅の難病 患者、⑥妊産婦、乳幼児、病弱者、傷病者
等のうち、避難所で集団生活が困難な者または自宅で介護者がいない人等を対象と

する。平常時から、既存統計等で人数の把握が可能なものについては、その情報を

事前に把握する。また、民生委員・児童委員、身体障害者相談員、 知的障害者相談
員からの情報や、障害者団体からの情報についても活用し、把握に努める。大規模

災害時には、避難所や自宅において、これらの要援護者が停電や断水のインフラが

途絶するなかで、自宅や避難所で生活することになるため、病院、福祉施設、福祉避

難所等、医療・介護の状況に応じた適切な施設に早急に搬送する必要がある。その

ためには、日頃から、保健所や、市町村の保健センター、児童福祉課、障害福祉課、

介護福祉課等と消防機関等とが名簿等について情報共有しておく。 
 災害発生時には、福祉避難所を開設するとともに、予め指定した施設の協力を得

て、要援護者の移送の準備を始める。在宅療養者が多数に上るため、保健師班や

DMAT等医療チームの巡回により、人工呼吸器、在宅酸素、人工透析、障がい者、独
居高齢者等優先順位をつけて支援する。その際、消防本部や福祉タクシー協会の支

援を得て搬送を行う。また、大規模災害時には要援護者も多数にのぼるため、都道

府県対策本部を通じて自衛隊に要請を行う。避難所の介護福祉士の確保や福祉機

器・衛生物品については、市町村対策本部を通じて要請を行う。�

�

自宅

、

避難所

災害対策支部

本部事務局 消防本部

救護病院

医療救護所

指定福
祉避難
所

災災害害時時のの情情報報伝伝達達ラライインン図図（（要要配配慮慮者者支支援援））

要配慮者等の流れ

情報の流れ（行政）

県保健医療
調整本部

保健医療部門

災対支部 保健医療福祉支部消防等

県県

本本庁庁��

市市町町村村

人（リエゾン等）の派遣

地地域域振振興興局局

保健所保健医療
調整本部

県県災災害害対対策策本本部部

本部事務局

市市町町村村災災害害対対策策本本部部

福祉部門

自衛隊

保健師班等
による巡回

福祉タクシー協会

高齢者・障害者・
児童福祉施設等
要援護者施設

社会福祉
協議会

要要配配慮慮者者支支援援チチーームム
要援護者の移送
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�
（※令和５年１月現在、大規模災害時に各都道府県に設置される「保健医療調整本部」は、「保健医療

福祉調整本部」と名称を替えています。） 

【解説】 
 福祉避難所の対象となる者としては、①身体障害者（視覚障害者、 聴覚障害者、
肢体不自由者等）、②知的障害者、③精神障害者、④ 高齢者、⑤人工呼吸器、酸素
供給装置等を使用している在宅の難病 患者、⑥妊産婦、乳幼児、病弱者、傷病者
等のうち、避難所で集団生活が困難な者または自宅で介護者がいない人等を対象と

する。平常時から、既存統計等で人数の把握が可能なものについては、その情報を

事前に把握する。また、民生委員・児童委員、身体障害者相談員、 知的障害者相談
員からの情報や、障害者団体からの情報についても活用し、把握に努める。大規模

災害時には、避難所や自宅において、これらの要援護者が停電や断水のインフラが

途絶するなかで、自宅や避難所で生活することになるため、病院、福祉施設、福祉避

難所等、医療・介護の状況に応じた適切な施設に早急に搬送する必要がある。その

ためには、日頃から、保健所や、市町村の保健センター、児童福祉課、障害福祉課、

介護福祉課等と消防機関等とが名簿等について情報共有しておく。 
 災害発生時には、福祉避難所を開設するとともに、予め指定した施設の協力を得

て、要援護者の移送の準備を始める。在宅療養者が多数に上るため、保健師班や

DMAT等医療チームの巡回により、人工呼吸器、在宅酸素、人工透析、障がい者、独
居高齢者等優先順位をつけて支援する。その際、消防本部や福祉タクシー協会の支

援を得て搬送を行う。また、大規模災害時には要援護者も多数にのぼるため、都道

府県対策本部を通じて自衛隊に要請を行う。避難所の介護福祉士の確保や福祉機

器・衛生物品については、市町村対策本部を通じて要請を行う。�

�
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災災害害時時のの情情報報伝伝達達ラライインン図図（（要要配配慮慮者者支支援援））
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�
（※令和５年１月現在、大規模災害時に各都道府県に設置される「保健医療調整本部」は、「保健医療

福祉調整本部」と名称を替えています。） 

【解説】 
１．DPAT派遣要請：被災都道府県保健医療調整本部は、被災規模や精神障害者の
病状を勘案してDPATの派遣が必要と判断した場合は、管下のDPAT統括者と協議し、
厚生労働省又はDPAT事務局に対し、DPATの派遣調整を要請する。可能であれば、必
要なチーム数、期間、優先される業務についての情報を提供する。 厚生労働省及び
DPAT事務局は、派遣都道府県に対して派遣の調整を行う。派遣都道府県の本庁担
当者は、管下のDPAT統括者と協議し、派遣可能日程を厚生労働省又はDPAT事務局
に回答する。厚生労働省は、派遣都道府県等DPATの派遣先（都道府県）を決定す
る。被災都道府県は、派遣都道府県等DPATの活動地域（市町村）を決定する。 派遣
都道府県等DPATは、活動内容、活動場所、スケジュール等を被災都道府県と協議
し、速やかに支援に入る。 
２．DPATの活動： 被災都道府県の精神科病院の診療支援や、精神科救護所の開設
等の支援を行う。精神科病院の被災の程度が激しいため入院継続や診療が困難と

判断した場合は、転院先病院の調整と精神障害者の移送を行う。指定避難所や自宅

避難者の一次支援は、通常、保健師班や心のケアチームが行い、精神症状や問題

行動等がみられる場合や精神科医療が必要と判断される場合は、DPATの診療に繋
ぐと共に、症状が重篤で鑑定が必要と判断された場合は、保健所、県庁からの精神

保健福祉員の派遣とDPAT等精神保健指定医の診察を行い措置入院や医療保護入
院を行う。�

�

災害対策支部

本部事務局

国国等等

精神科病院（DPAT）
（医療保護・措置入院）

精神科救護所（DPAT）

避難所

精神障害者
（ASD・PTSD・適応障害・精神疾障害者症状増悪）

福祉避難所

大大規規模模災災害害時時のの情情報報伝伝達達ラライインン図図（（メメンンタタルルヘヘルルスス））

傷病者、患者の流れ

情報の流れ（行政）

県保健医療調整本部
（DPAT調整本部）

保健医療部門

精神障害者

医療支援

都都道道府府県県

本本
庁庁��

市市町町村村

人（リエゾン等）の派遣

保保健健所所

地域保健医療調整本部
（DPAT活動拠点本部）

県県災災害害対対策策本本部部

本部事務局

政府緊急災害対策本部
（緊急現地災害対策本部）

市市町町村村災災害害対対策策本本部部

厚生労働省援後局

日本精神科病院協会
（DPAT事務局）

保健師班・こころのケアチーム等巡回相談

非被災都道府県精神科病院協会
（DPAT）

DPAT
精神保健福祉員
（PSW・保健師等）

情報の流れ（他）

都道府県精神保健福祉
センター

被災精神科病院

（入院患者移送）

非非被被災災地地都都道道府府県県
DPAT派派遣遣窓窓口口
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�
（※令和５年１月現在、大規模災害時に各都道府県に設置される「保健医療調整本部」は、「保健医療

福祉調整本部」と名称を替えています。） 

【解説】 
（行政機関が行うペットの対策の目的） 
 災害時に行われる行政支援は、ペットの飼養責任は飼い主にあること、及び人の救

護が優先となることから、実質的に飼い主の「自助」や「共助」への支援が主体とな

る。具体的には、飼い主を含む被災者の救護、公衆衛生及び生活環境保全の観点

から、ペットの適正飼養の支援とともに、ペットを飼養しないまたは動物に対して多様

な価値観を有する被災者にも配慮し、ペットをめぐるトラブルを最小化させ、共に災害

を乗り越えられるように支援する。 
 
（災害の基本：自助・共助・公助に基づく） 
「自助」：「自分の命は自分で守る」という意味で防災の基本。ペットの安全確保や飼

養も飼い主による「自助」が基本である。 
「共助」：地域・コミュニティ等における協力・助け合い。（飼い主同士だけでなく、飼っ

てない人の理解等も含む） 
「公助」：行政による支援活動であり、自助・共助が円滑に行われるための支援が実

質的となる。 
       
（各市町村の役割） 
 一般的にペットの受け入れが課題となるのは、指定避難所である。避難場所を指定

する市町村は、人だけでなくペット等動物も避難してくることを想定し、各避難所での

�

市町村
災害対策本部

災災害害時時ににおおけけるる情情報報伝伝達達ラライインン図図（（愛愛玩玩動動物物））

避難動物の流れ

情報の流れ（行政）

都都道道府府県県

人（リエゾン等）の派遣

動物愛護担当

獣医師会
開業獣医師

動物避難
スペース

（運動場など）

県対策本部事務局

県動物愛護
部局

県県（（本本
庁庁））

避難者・動物
同行避難

獣医療支援
（応急・救護・ワクチンなど）

避難所における
動物の飼育管理は
飼い主責任

避避難難所所

動物市民団体

災害対策支部

保健所等
動物愛護担当課

県県（（出出先先機機関関））

動動物物愛愛護護セセンンタターー

放浪犬猫の収容・一時保管
負傷動物の対応

動物救護本部

放放浪浪犬犬猫猫のの保保護護
特特定定動動物物のの

逸逸走走対対策策

避避難難所所

避避難難所所

動物避難
スペース

動物避難
スペース

民間       

被被災災地地

獣医師会・動物団体等の支援
飼い主同士の助け合い

動物避難スペースの確保
受援の調整
法的コンプライアンスの確認

（学校教育法・都市公園法など）

自
助

共
助

公
助

市市町町村村

飼い主への支援
物資の支援
    ・  等

動物避難スペースの管理は
飼い主による自主運営組織

市市町町村村役役場場
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�
（※令和５年１月現在、大規模災害時に各都道府県に設置される「保健医療調整本部」は、「保健医療

福祉調整本部」と名称を替えています。） 

【解説】 
（行政機関が行うペットの対策の目的） 
 災害時に行われる行政支援は、ペットの飼養責任は飼い主にあること、及び人の救

護が優先となることから、実質的に飼い主の「自助」や「共助」への支援が主体とな

る。具体的には、飼い主を含む被災者の救護、公衆衛生及び生活環境保全の観点

から、ペットの適正飼養の支援とともに、ペットを飼養しないまたは動物に対して多様

な価値観を有する被災者にも配慮し、ペットをめぐるトラブルを最小化させ、共に災害

を乗り越えられるように支援する。 
 
（災害の基本：自助・共助・公助に基づく） 
「自助」：「自分の命は自分で守る」という意味で防災の基本。ペットの安全確保や飼

養も飼い主による「自助」が基本である。 
「共助」：地域・コミュニティ等における協力・助け合い。（飼い主同士だけでなく、飼っ

てない人の理解等も含む） 
「公助」：行政による支援活動であり、自助・共助が円滑に行われるための支援が実

質的となる。 
       
（各市町村の役割） 
 一般的にペットの受け入れが課題となるのは、指定避難所である。避難場所を指定

する市町村は、人だけでなくペット等動物も避難してくることを想定し、各避難所での

�

市町村
災害対策本部

災災害害時時ににおおけけるる情情報報伝伝達達ラライインン図図（（愛愛玩玩動動物物））

避難動物の流れ

情報の流れ（行政）

都都道道府府県県

人（リエゾン等）の派遣

動物愛護担当

獣医師会
開業獣医師

動物避難
スペース

（運動場など）

県対策本部事務局

県動物愛護
部局

県県（（本本
庁庁））

避難者・動物
同行避難

獣医療支援
（応急・救護・ワクチンなど）

避難所における
動物の飼育管理は
飼い主責任

避避難難所所

動物市民団体

災害対策支部

保健所等
動物愛護担当課

県県（（出出先先機機関関））

動動物物愛愛護護セセンンタターー

放浪犬猫の収容・一時保管
負傷動物の対応

動物救護本部

放放浪浪犬犬猫猫のの保保護護
特特定定動動物物のの

逸逸走走対対策策

避避難難所所

避避難難所所

動物避難
スペース

動物避難
スペース

民間       

被被災災地地

獣医師会・動物団体等の支援
飼い主同士の助け合い

動物避難スペースの確保
受援の調整
法的コンプライアンスの確認

（学校教育法・都市公園法など）

自
助

共
助

公
助

市市町町村村

飼い主への支援
物資の支援
    ・  等

動物避難スペースの管理は
飼い主による自主運営組織

市市町町村村役役場場

ペットの受け入れ可否や、避難動物の飼養スペース確保ができるかどうか、平時から

対応策を検討しておく必要がある。さらに、ボランティア支援を活用するためには、各

避難所等におけるコーディネート機能・受援体制の準備も必要である。 
 
（都道府県の役割） 
 災害時の情報は、災害に関連する情報の収集と発信、現地本部立ち上げのための

関係機関等との調整、物資や技術、機能復旧や救援活動のための人員派遣、意思

決定のための蓄積情報や資料の提供、義援金の支援等の多岐にわたる。災害の種

類や規模、起こった季節や地域における動物救護体制の整備状況等によって異な

り、各市町村が取り得る体制は多様なものとなるため、ペット対策は広域的な支援体

制及び受援体制の準備も必要である。各都道府県等の行政獣医師は、放浪動物が

もたらす被災地の環境悪化を防止するため放浪状態になったペットの保護など、公衆

衛生の確保が優先される。保護したペットの一時保護、負傷対応は、動物愛護センタ

ー等が対応する。避難所・自宅待機等のペットに対する獣医療（応急・救護・ワクチン

接種）については獣医師会や、ペットに関する相談・ケア等については民間ボランティ

アなどの各種団体支援が望まれる。 
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テ
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仮仮
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にに
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たた
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情情
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県県 外外 支支 援援 終終 了了  

フ
ェ

ー
ズ

１
 

フ
ェ

ー
ズ

２
㻌

フ
ェ

ー
ズ

３
㻌

フ
ェ

ー
ズ

４
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㻌
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仮
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遣
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（様
式
例
）

資資
料料

⑩⑩
--
11
　　

□□
年年

△△
　　

災災
害害

にに
係係

るる
災災

害害
時時

保保
健健

活活
動動

のの
中中

長長
期期

計計
画画
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ロロ
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ママ
ッッ

ププ
））
((案案

))
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６
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８
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旬
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旬
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旬
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旬
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旬
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旬
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旬
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都道府県災害関連マニュアル等一覧　

包括的指針・ﾏﾆｭｱﾙ等 医療対策 保健衛生対策 福祉対策 避難所運営

北海道
北海道版避難所マニュアル
/福祉避難所運営業務チェッ
クリスト（R2.5）

北海道版避難所マニュアル
/避難所運営業務チェックリ
スト/様式集（R2.5）

青森県
青森県災害対策本部運営マ
ニュアル【健康福祉部編】(本
編、資料編)（R2.2）

原子力災害時における医療
対応マニュアル（R1.6）
青森県災害派遣精神医療
チーム（青森県ＤＰＡＴ）活動
マニュアル（R4.3）

岩手県
市町村避難所運営マニュア
ル作成モデル（R4.6）

宮城県

大規模災害時医療救護活
動マニュアル（R4.4）
災害時薬事関連業務マニュ
アル【第２版】（R4.2）

宮城県災害時公衆衛生活
動 ガイドライン（H25.4）

秋田県
秋田ＤＰＡＴマニュアル
Ver1.0（H31.3）

山形県
山形県災害派遣精神医療
チーム （山形ＤＰＡＴ） 活動
マニュアル（H31.2）

山形県災害派遣福祉チーム
マニュアル

男女共同参画の視点からの
避難所運営等の啓発につい
て(R2.9)

福島県

福島県災害時医薬品等供
給マニュアル（第４版）
（R3.11）
福島県原子力災害医療行
動計画 【第２版】（H30.3）

福島県福祉避難所指定・運
営ガイドライン（R3.12）

避難所運営マニュアル作成
の手引き(R3.3)

茨城県
茨城県保健福祉部災害対
策マニュアル(R4.3)

茨城県災害時保健活動マ
ニュアル（第２版）（H29.1）

市町村避難所運営マニュア
ル基本モデル
（R2.9.）

栃木県

栃木県災害保健医療福祉
活動マニュアル（暫定版）
（R3.3）
栃木県災害時健康危機管
理支援チーム運用マニュア
ル（H31.3）

栃木県災害医療体制運用
マニュアル（H29.4）
災害時透析医療ガイドライン
（H30.8）
栃木県ＤＭＡＴ運用マニュア
ル(H28.7)

栃木県帰宅困難者対策ガイ
ドライン（H31.2）

群馬県
群馬県災害時保健医療福
祉活動指針（H30.3）

災害時における避難の基本
的考え方－群馬県避難ビ
ジョン－ (R3.3)

埼玉県

埼玉県災害時医療救護基
本計画（R2.3）
[さいたま市]災害時歯科対
応マニュアル（R4.2）

福祉避難所設置・運営マ
ニュアル（協定締結法人用・
共通版） (R2.8)

千葉県
千葉県災害医療救護計画
（H27.3）

千葉県災害時保健活動ガイ
ドライン（改訂版）（H30.9）

災害時における避難所運営
の手引き（R4.3）

東京都

災害時医療救護活動ガイド
ライン第2版（H30.3）
災害時歯科保健医療救護ガ
イドライン（H29.12）
災害時薬剤師班活動ガイド
ライン（初版）（H31.3）

[東京都西多摩保健所]
・西多摩圏域市町村災害時
保健活動ガイドライン
（H29.3）
・市町村災害時保健活動支
援ブック（H31.3）

避難所管理運営の指針
（H30.3）

神奈川県
神奈川県保健医療救護計
画（R2.10）

災害時歯科保健医療支援
対応マニュアル（R3.7）

災害時透析患者支援マニュ
アル（透析施設関連情報収
集伝達マニュアル）（R1.6）

大規模災害時における県保
健師活動マニュアル（R1.12）
災害時の保健師活動ハンド
ブック（H31.3）
災害時保健師応援派遣マ
ニュアル（H31.3）

避難所マニュアル策定指針
/避難所マニュアル策定指
針に基づいた避難所マニュ
アル作成モデル（R4.12）

新潟県 
新潟県原子力災害医療マ
ニュアル（Ver.1.1) (H31.3）

[新潟県災害福祉広域支援
ネットワーク協議会]災害福
祉支援チーム活動マニュア
ル（H30.4）

富山県
災害時厚生センター活動マ
ニュアル（H26.3）

災害時における医薬品等の
供給マニュアル（H26.3）

避難所運営マニュアル策定
指針（R4.5）

石川県
石川DPAT活動マニュアル
（R4.4）

石川県災害派遣福祉チーム
活動マニュアルVｅｒ．１
（R1.12）

総論的マニュアル（※医療対策は各論的ﾏﾆｭｱﾙを含む。）

◎概ねH25年度以降の策定で、ｳｪﾌﾞｻｲﾄ上で閲覧可能な資料が対象。各資料の（）の数字は策定/発出又は直近の改定/適用時期を示す。
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都道府県災害関連マニュアル等一覧　

包括的指針・ﾏﾆｭｱﾙ等 医療対策 保健衛生対策 福祉対策 避難所運営

北海道
北海道版避難所マニュアル
/福祉避難所運営業務チェッ
クリスト（R2.5）

北海道版避難所マニュアル
/避難所運営業務チェックリ
スト/様式集（R2.5）

青森県
青森県災害対策本部運営マ
ニュアル【健康福祉部編】(本
編、資料編)（R2.2）

原子力災害時における医療
対応マニュアル（R1.6）
青森県災害派遣精神医療
チーム（青森県ＤＰＡＴ）活動
マニュアル（R4.3）

岩手県
市町村避難所運営マニュア
ル作成モデル（R4.6）

宮城県

大規模災害時医療救護活
動マニュアル（R4.4）
災害時薬事関連業務マニュ
アル【第２版】（R4.2）

宮城県災害時公衆衛生活
動 ガイドライン（H25.4）

秋田県
秋田ＤＰＡＴマニュアル
Ver1.0（H31.3）

山形県
山形県災害派遣精神医療
チーム （山形ＤＰＡＴ） 活動
マニュアル（H31.2）

山形県災害派遣福祉チーム
マニュアル

男女共同参画の視点からの
避難所運営等の啓発につい
て(R2.9)

福島県

福島県災害時医薬品等供
給マニュアル（第４版）
（R3.11）
福島県原子力災害医療行
動計画 【第２版】（H30.3）

福島県福祉避難所指定・運
営ガイドライン（R3.12）

避難所運営マニュアル作成
の手引き(R3.3)

茨城県
茨城県保健福祉部災害対
策マニュアル(R4.3)

茨城県災害時保健活動マ
ニュアル（第２版）（H29.1）

市町村避難所運営マニュア
ル基本モデル
（R2.9.）

栃木県

栃木県災害保健医療福祉
活動マニュアル（暫定版）
（R3.3）
栃木県災害時健康危機管
理支援チーム運用マニュア
ル（H31.3）

栃木県災害医療体制運用
マニュアル（H29.4）
災害時透析医療ガイドライン
（H30.8）
栃木県ＤＭＡＴ運用マニュア
ル(H28.7)

栃木県帰宅困難者対策ガイ
ドライン（H31.2）

群馬県
群馬県災害時保健医療福
祉活動指針（H30.3）

災害時における避難の基本
的考え方－群馬県避難ビ
ジョン－ (R3.3)

埼玉県

埼玉県災害時医療救護基
本計画（R2.3）
[さいたま市]災害時歯科対
応マニュアル（R4.2）

福祉避難所設置・運営マ
ニュアル（協定締結法人用・
共通版） (R2.8)

千葉県
千葉県災害医療救護計画
（H27.3）

千葉県災害時保健活動ガイ
ドライン（改訂版）（H30.9）

災害時における避難所運営
の手引き（R4.3）

東京都

災害時医療救護活動ガイド
ライン第2版（H30.3）
災害時歯科保健医療救護ガ
イドライン（H29.12）
災害時薬剤師班活動ガイド
ライン（初版）（H31.3）

[東京都西多摩保健所]
・西多摩圏域市町村災害時
保健活動ガイドライン
（H29.3）
・市町村災害時保健活動支
援ブック（H31.3）

避難所管理運営の指針
（H30.3）

神奈川県
神奈川県保健医療救護計
画（R2.10）

災害時歯科保健医療支援
対応マニュアル（R3.7）

災害時透析患者支援マニュ
アル（透析施設関連情報収
集伝達マニュアル）（R1.6）

大規模災害時における県保
健師活動マニュアル（R1.12）
災害時の保健師活動ハンド
ブック（H31.3）
災害時保健師応援派遣マ
ニュアル（H31.3）

避難所マニュアル策定指針
/避難所マニュアル策定指
針に基づいた避難所マニュ
アル作成モデル（R4.12）

新潟県 
新潟県原子力災害医療マ
ニュアル（Ver.1.1) (H31.3）

[新潟県災害福祉広域支援
ネットワーク協議会]災害福
祉支援チーム活動マニュア
ル（H30.4）

富山県
災害時厚生センター活動マ
ニュアル（H26.3）

災害時における医薬品等の
供給マニュアル（H26.3）

避難所運営マニュアル策定
指針（R4.5）

石川県
石川DPAT活動マニュアル
（R4.4）

石川県災害派遣福祉チーム
活動マニュアルVｅｒ．１
（R1.12）

総論的マニュアル（※医療対策は各論的ﾏﾆｭｱﾙを含む。）

◎概ねH25年度以降の策定で、ｳｪﾌﾞｻｲﾄ上で閲覧可能な資料が対象。各資料の（）の数字は策定/発出又は直近の改定/適用時期を示す。 包括的指針・ﾏﾆｭｱﾙ等 医療対策 保健衛生対策 福祉対策 避難所運営

総論的マニュアル（※医療対策は各論的ﾏﾆｭｱﾙを含む。）

福井県
福井県災害派遣福祉チーム
（福井ＤＷＡＴ）
活動マニュアル（R4.4）

山梨県
山梨県大規模災害時保健
医療救護マニュアル（H31.4）

避難所運営マニュアル≪基
本モデル≫（H29.3）
山梨県災害時避難対策指
針（H25.3）

岐阜県
岐阜DWAT活動マニュアル/
岐阜DWAT活動マニュアル
（福祉避難所編）（R4.8）

岐阜県避難所運営ガイドラ
イン（R4.12）

静岡県

静岡県医療救護計画（R1.4）
静岡県災害派遣精神医療
チーム（静岡ＤＰＡＴ）活動マ
ニュアル(R1.8)

避難所運営マニュアル（本
編・様式・資料編）（H30.3）
避難生活の手引き（H30.3）

愛知県
災害時における医薬品等供
給マニュアル【暫定版】
（H29.3）

愛知県災害時保健師活動マ
ニュアル（R3.3）

愛知県避難所運営マニュア
ル（本編・資料編）（H30.3）

三重県 三重県版タイムライン（R4.3）

災害時の透析マニュアル改
訂版（H30.3）
災害時等における医薬品等
の確保・供給に関するマニュ
アル（R4.3）

三重県災害福祉支援ネット
ワーク」三重県 DWAT 活動
マニュアル（R2.11）

三重県避難所運営マニュア
ル策定指針 （R2.5）

滋賀県

滋賀県広域災害時における
医療救護活動指針（H29.4）
滋賀県原子力災害医療マ
ニュアル（R4.3）

京都府
京都府版市町村災害時応
急対応業務標準マニュアル
【地震編】（抜粋）（R2.5）

京都府災害時保健師活動マ
ニュアル（H31.3）

大阪府
大阪府災害時医療救護活
動マニュアル（基本編）
（H28.1）

社会福祉施設等における地
震防災対策マニュアル（入
所施設版）（H29.2）

避難所運営マニュアル作成
指針（R4.3）

兵庫県

災害救助の手引き（R4.8）
兵庫県応急対応行動シナリ
オ「南海トラフ地震・津波」
（H29.1）

災害時歯科保健活動指針
（改訂版）（H26.3）
兵庫県こころのケアチーム
「ひょうご DPAT」活動マニュ
アルVer2.0 （R2）

兵庫県福祉避難所運営・訓
練マニュアル（H30.3）

避難所管理運営指針（平成
25年版）

奈良県
奈良県ＤＭＡＴ運用マニュア
ル（R2.3）

奈良県避難所運営マニュア
ル（H29.3）

和歌山県

市町村避難所運営マニュア
ル作成モデル（大規模避難
所版/小規模避難所版）
（R2.5）

鳥取県

鳥取県災害医療活動指針
（H30.11）
鳥取ＤＭＡＴ運用マニュアル
（R2.3）
鳥取県原子力災害医療計
画（H30.3）

鳥取県災害時公衆衛生活
動マニュアル（H30.4）

鳥取県災害派遣福祉チーム
マニュアル（R2.3）

鳥取県避難所運営マニュア
ル作成指針 （R2.5）

島根県
島根県災害時医療救護実
施要綱（風水害等対策・震
災編）（R3.3）

島根県災害時公衆衛生活
動マニュアル（H27.2）

岡山県
災害時救急医薬品等確保・
供給マニュアル（R3.3）

岡山県災害時公衆衛生活
動マニュアル（R3.3）

岡山県福祉避難所設置・運
営マニュアル作成ガイドライ
ン（R3.9）

避難所運営マニュアル（ひな
形）(R2.6)

広島県

災害時医療救護活動マニュ
アル（R4.4）
広島県災害時医薬品等供
給マニュアル（H31.3）

広島県災害時公衆衛生活
動マニュアル（R2.6）

避難所開設・運営マニュア
ル作成ガイドライン（R4.3）
避難所開設・運営マニュア
ルポイント集

山口県
避難所運営マニュアル策定
のための基本指針（R2.10）

徳島県

徳島県戦略的災害医療プロ
ジェクト「基本戦略」（H28.3）
徳島県周産期災害対策マ
ニュアル/アクションカード
（R3.3）

徳島県福祉避難所運営マ
ニュアル作成指針（R3.6）

避難所運営マニュアル作成
指針（H29.3）
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包括的指針・ﾏﾆｭｱﾙ等 医療対策 保健衛生対策 福祉対策 避難所運営

総論的マニュアル（※医療対策は各論的ﾏﾆｭｱﾙを含む。）

香川県
災害時における医薬品等の
供給マニュアル（R1.5）

香川県災害派遣福祉チーム
活動マニュアル（R3.2）

避難所管理運営指針
（H26.3）

愛媛県

医療救護活動要領（H26.11）
【別冊】愛媛県災害時保健
衛生活動マニュアル～歯科
口腔保健編～（H29.12）
愛媛県ＤＰＡＴ活動要領
（H29.1）
愛媛県原子力災害医療活
動実施要領（R3.4）

高知県
高知県南海トラフ地震対策
行動計画（第５期 令和４年
度～令和６年度）（R4.3）

高知県災害時医療救護計
画（R4.9）
高知県南海トラフ地震時重
点継続要医療者支援マニュ
アル（H28.3）
南海トラフ地震発生時医療
救護活動等初動マニュアル
（Ver.4.0）（高知県中央東福
祉保健所：H30.4）

高知県自然災害時保健活
動ガイドライン（一般災害対
策編）（H26.3）

高知県南海トラフ地震時保
健活動ガイドライン(Ver.3)
（R3.12）

高知県福祉避難所設置・
運営に関するガイドライ
ン（R4.1）

避難所運営マニュアル作成
ノウハウ集（H28.8）

福岡県
福岡県災害時医療救護マ
ニュアル（H29.3）
(※福岡県災害時透析メール)

災害時健康管理支援マニュ
アル（H30.3）

福祉避難所の設置・運営に
関するマニュアル（R4.3）

福岡県避難所運営マニュア
ル作成指針・様式集(R3.3)

佐賀県

佐賀県災害時医療救護マ
ニュアル（H31.3）
佐賀県原子力災害医療対
応マニュアル（R4.8）

男女共同参画の視点を取り
入れた災害時避難所運営の
手引き(第４版)（R4.8）

長崎県
保健所における災害時健康
危機管理・公衆衛生活動マ
ニュアル（H27.3）

長崎県原子力災害医療マ
ニュアル（R4.3）
長崎県災害時医薬品・医療
材料・医療ガス等供給マニュ
アル（H29.3）
長崎県DPAT活動マニュア
ル2018（H30.3）

熊本県
災害時医療救護マニュアル
（第2版）（H31.3）

熊本県災害時保健活動マ
ニュアル（H29.10）

福祉避難所運営マニュアル
（H29.8）

避難所運営マニュアル
（H29.8）

大分県
福祉避難所開設・運営マ
ニュアル（改訂版）（H30.3）

避難所運営マニュアル策定
のための基本指針/避難所
運営マニュアル基本モデル
(R3.8)

鹿児島
鹿児島県DPATマニュアル
鹿児島県原子力災害医療
対応マニュアル（H30.3）

避難所管理運営マニュアル
モデル（H29.9）

沖縄県

沖縄県災害医療マニュアル
（H31.3）
沖縄県DPAT活動マニュア
ル（R3.3）

省庁

災害救助法の概要（内閣府
政策統括官（防災担当）：
R4.7）
応急対策職員派遣制度に関
する運用マニュアル＜第４
版＞（総務省）（R3.5）

災害時の福祉支援体制の
整備に向けたガイドライン
（厚生労働省社会・援護局：
H30.5）
福祉避難所の確保・運営ガ
イドライン（内閣府（防災担
当）：R3.5）

避難所運営ガイドライン（内
閣府）（R4.4）

南海トラフ地震応急対応マ
ニュアル（関西広域連合：
R2.11）

自治体の災害時精神保健
医療福祉活動マニュアル
（short version）（R3.3）
厚生労働科学研究費補助金（障害
者政策総合研究事業）「災害派遣
精神医療チーム（DPAT）と地域精
神保健システムの連携手法に関す
る研究」研究班

災害時の保健活動推進マ
ニュアル（日本公衆衛生協
会、全国保健師長会）（R2.3）

DPAT活動マニュアルVer.3.0
（DPAT事務局：R4.4）

災害歯科保健活動 歯科衛
生士実践マニュアル2021
（日本歯科衛生士会）
2018災害支援・歯科保健活
動時の啓発資料集（日本歯
科衛生士会：H30.12）

学会他
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総論的マニュアル（※医療対策は各論的ﾏﾆｭｱﾙを含む。）

香川県
災害時における医薬品等の
供給マニュアル（R1.5）

香川県災害派遣福祉チーム
活動マニュアル（R3.2）

避難所管理運営指針
（H26.3）

愛媛県

医療救護活動要領（H26.11）
【別冊】愛媛県災害時保健
衛生活動マニュアル～歯科
口腔保健編～（H29.12）
愛媛県ＤＰＡＴ活動要領
（H29.1）
愛媛県原子力災害医療活
動実施要領（R3.4）

高知県
高知県南海トラフ地震対策
行動計画（第５期 令和４年
度～令和６年度）（R4.3）

高知県災害時医療救護計
画（R4.9）
高知県南海トラフ地震時重
点継続要医療者支援マニュ
アル（H28.3）
南海トラフ地震発生時医療
救護活動等初動マニュアル
（Ver.4.0）（高知県中央東福
祉保健所：H30.4）

高知県自然災害時保健活
動ガイドライン（一般災害対
策編）（H26.3）

高知県南海トラフ地震時保
健活動ガイドライン(Ver.3)
（R3.12）

高知県福祉避難所設置・
運営に関するガイドライ
ン（R4.1）

避難所運営マニュアル作成
ノウハウ集（H28.8）

福岡県
福岡県災害時医療救護マ
ニュアル（H29.3）
(※福岡県災害時透析メール)

災害時健康管理支援マニュ
アル（H30.3）

福祉避難所の設置・運営に
関するマニュアル（R4.3）

福岡県避難所運営マニュア
ル作成指針・様式集(R3.3)

佐賀県

佐賀県災害時医療救護マ
ニュアル（H31.3）
佐賀県原子力災害医療対
応マニュアル（R4.8）

男女共同参画の視点を取り
入れた災害時避難所運営の
手引き(第４版)（R4.8）

長崎県
保健所における災害時健康
危機管理・公衆衛生活動マ
ニュアル（H27.3）

長崎県原子力災害医療マ
ニュアル（R4.3）
長崎県災害時医薬品・医療
材料・医療ガス等供給マニュ
アル（H29.3）
長崎県DPAT活動マニュア
ル2018（H30.3）

熊本県
災害時医療救護マニュアル
（第2版）（H31.3）

熊本県災害時保健活動マ
ニュアル（H29.10）

福祉避難所運営マニュアル
（H29.8）

避難所運営マニュアル
（H29.8）

大分県
福祉避難所開設・運営マ
ニュアル（改訂版）（H30.3）

避難所運営マニュアル策定
のための基本指針/避難所
運営マニュアル基本モデル
(R3.8)

鹿児島
鹿児島県DPATマニュアル
鹿児島県原子力災害医療
対応マニュアル（H30.3）

避難所管理運営マニュアル
モデル（H29.9）

沖縄県

沖縄県災害医療マニュアル
（H31.3）
沖縄県DPAT活動マニュア
ル（R3.3）

省庁

災害救助法の概要（内閣府
政策統括官（防災担当）：
R4.7）
応急対策職員派遣制度に関
する運用マニュアル＜第４
版＞（総務省）（R3.5）

災害時の福祉支援体制の
整備に向けたガイドライン
（厚生労働省社会・援護局：
H30.5）
福祉避難所の確保・運営ガ
イドライン（内閣府（防災担
当）：R3.5）

避難所運営ガイドライン（内
閣府）（R4.4）

南海トラフ地震応急対応マ
ニュアル（関西広域連合：
R2.11）

自治体の災害時精神保健
医療福祉活動マニュアル
（short version）（R3.3）
厚生労働科学研究費補助金（障害
者政策総合研究事業）「災害派遣
精神医療チーム（DPAT）と地域精
神保健システムの連携手法に関す
る研究」研究班

災害時の保健活動推進マ
ニュアル（日本公衆衛生協
会、全国保健師長会）（R2.3）

DPAT活動マニュアルVer.3.0
（DPAT事務局：R4.4）

災害歯科保健活動 歯科衛
生士実践マニュアル2021
（日本歯科衛生士会）
2018災害支援・歯科保健活
動時の啓発資料集（日本歯
科衛生士会：H30.12）

学会他

要配慮者支援 こころのケア 栄養・食生活対策
感染症・食品衛生・

衛生環境対策
被災動物対策 御遺体に係る対応

北海道
災害時における高齢
者・障がい者等の支援
の手引き（H26.3）

厳冬期における避難所
環境検証結果（R3.2）

青森県
災害時こころのケアガ
イドライン（改訂版）
(H26.3)

新型コロナウイルス感
染症に備えた避難所運
営の手引き(R2.6)

岩手県
岩手県災害時栄養・食
生活支援マニュアル
（R4.7）

新型コロナウイルス感
染症対策に配慮した避
難所運営ガイドライン
（R4.6）

岩手県広域火葬計画
（H30.8）

宮城県
宮城県避難行動要支
援者等に対する支援ガ
イドライン（H25.12）

宮城県広域火葬計画
（H29.4）

秋田県

新型コロナウイルス感
染症対策としての災害
時避難所運営マニュア
ル作成指針（第２版）
(R2.7)

山形県
災害時要配慮者支援
指針(H26.2)

給食施設における「災
害時の食事提供マニュ
アル」作成のための手
引き(H27.3)

山形県避難所における
新型コロナウイルス感
染予防ガイドライン
（R2.8）

福島県
避難行動要支援者の
避難支援対策に関する
手引き（R4.3）

災害時における動物
（ペット）の救護対策マ
ニュアル(H27.7)

茨城県
茨城県避難行動要支
援者対策推進のための
指針(R3.10)

避難所感染症対策の
手引き（H29.12）
新型コロナウイルス感
染症対策を踏まえた避
難所運営マニュアル作
成指針（R3.9）

茨城県広域火葬計画
（H25.4）

栃木県
水害時の感染対策にお
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アル（R2.7）

群馬県
群馬県災害時栄養・食
生活支援ガイドライン
(R4.3)

群馬県における人と
ペットの災害対策ガイド
ライン（市町村編）(R2.3)
群馬県における人と
ペットの災害対策ガイド
ライン（飼い主編）(R4.3)

群馬県広域火葬実施
要領(H27.12)

埼玉県
埼玉県災害時栄養管
理ガイドライン（H26.3）

避難所の運営に関する
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ス感染症に対応したガ
イドライン）(R2.5)
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災害時動物救護活動マ
ニュアル（改正版）
（H30.12）

千葉県広域火葬計画
（H20.4）

東京都

災害時要配慮者への
災害対策推進のための
指針/災害時要配慮者
防災行動マニュアル作
成のための指針（ 区市
町村向け ）（R4.1）

避難所における新型コ
ロナウイルス感染症対
策ガイドライン（東京都
避難所管理運営の指
針別冊）（R2.6）

災害時における動物愛
護管理対応マニュアル
（令和元年度 ）

災害時における遺体の
取扱いに関する共通指
針(検視・検案等活動マ
ニュアル) （H29.8）
[東京都江戸川区]江戸
川区遺体取扱・収容所
開設運営マニュアル
（H27.3）

神奈川県
災害時における要配慮
者支援マニュアル作成
指針（H31.3）

新型コロナウイルス感
染症を踏まえた避難所
運営ガイドライン～ 複
合災害に備えた避難所
へ ～（R4.8　第２版）

神奈川県広域火葬計
画（H29.5）
遺体の取扱いに対する
心得及び遺体適正処理
ガイドライン

新潟県 

市町村・避難所運営者
のためのペット同行避
難所運営マニュアル
（R3.4）

富山県
富山県外国人旅行者
の安全確保に関する ガ
イドライン（R4.3）

富山県動物同行避難
所等運営マニュアル
（H29.12）

富山県広域火葬計画
（R4.3）

各論的マニュアル
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要配慮者支援 こころのケア 栄養・食生活対策
感染症・食品衛生・
衛生環境対策

被災動物対策 御遺体に係る対応

各論的マニュアル

石川県
医療的ケアが必要な子
どもと家族の災害あん
しんマニュアル（R2.4）

避難所における新型コ
ロナウイルス感染症対
策指針【暫定版】（R2.6）

福井県

給食に関する災害時等
対応マニュアル作成の
ための様式集（給食施
設向け）（R1.5）

新型コロナウイルスに
備えた避難所運営の手
引き（改定版）（R2.9）

福井県広域火葬実施
要領（R2.1）

山梨県
山梨県災害時こころの
ケアマニュアル（H31.3）

新型コロナウイルス感
染症に対応した避難所
運営マニュアル作成指
針（R2.6）

長野県
要配慮者防災・避難マ
ニュアル策定指針
（H27.3）

岐阜県
災害時要配慮者支援マ
ニュアル（R4.3）

岐阜県災害時栄養・食
生活支援活動ガイドラ
イン(第3版)（H30.3）
給食施設における災害
時給食提供マニュアル
策定の手引き（H27.3）

岐阜県避難所運営ガイ
ドライン「新型コロナウ
イルス感染症対策編」
（改定）（R3.10）
水害時の感染対策にお
ける衛生・消毒マニュア
ル（R3.1）

岐阜県広域火葬計画
（R5.1）

静岡県
災害時要配慮者支援
の手引き（R3.3）

災害時の心のケア対策
の手引（R1.8）

新型コロナウイルス感
染症を踏まえた避難所
運営ガイドライン（R2.7）
災害時のトイレ対策の
手引き（H27.11）
災害時の仮設トイレ対
応マニュアル（H28.3）

災害時における愛玩動
物対策行動指針
（H27.3）
避難所のペット飼育管
理ガイドライン（H29.3）

愛知県

市町村のための災害時
要配慮者支援体制構
築マニュアル（R4.3）
妊産婦・乳幼児を守る
災害時ｶガイドライン
（H28.3）

愛知県大規模災害時に
おける栄養・食生活支
援活動ガイドライン
（R3.4）

避難所における新型コ
ロナウイルス感染拡大
予防ガイドライン（第1
版）（R2.7）
災害時における生活環
境安全対策マニュア
ル・避難所における衛
生対策について
（H26.3）

三重県
災害時こころのケア活
動マニュアル（改訂版）
（R1.11）

三重県災害時栄養・食
生活支援活動ガイドラ
イン（R2.4）

三重県広域火葬計画
（H28.4）

滋賀県
災害時における要配慮
者の避難支援の手引
（H28.3）

新型コロナウイルス感
染症対策のための避難
所運営ガイドライン【避
難所運営実務者向け】
（Ver.2）（R2.10）

京都府

災害時要配慮者支援
指針(H26.3)
災害時要配慮者避難
支援ガイドブック(H26.3)

災害時等の給食提供に
関するガイドライン（特
定給食施設版）（H31.3）

避難所における食品衛
生確保ガイドライン
（H26.4）

大阪府
災害時等のこころのケ
アのてびき(R4.3)

避難所運営マニュアル
作成指針（新型コロナ
ウイルス感染症対応
編）（R2.6）

大阪府災害時等動物
救護活動ガイドライン/
大阪府災害時等動物
救護活動マニュアル
（R2.3）

大阪府広域火葬計画
（令和4年度版）

兵庫県
兵庫県災害時における
要配慮者支援指針
（R4.3）

災害時における行政栄
養士活動ガイドライン
（R2.3）

新型コロナウイルス感
染症に対応した避難所
運営ガイドライン（R2.6）
避難所等におけるトイ
レ対策の手引き
（H26.4）

奈良県

災害時要援護者避難
支援のための手引き
（市町村向け）（H26.2）
奈良県災害時外国人
支援マニュアル（H30.8）

新型コロナウイルス感
染症に備えた避難所運
営に係るガイドライン
（R2.6）

鳥取県
医療的ケアを必要とす
る方のための災害時対
応ノート（R4.2）

避難所TKB環境向上プロジェクト
（避難所の環境向上に関する実務者検討会中間

報告書：R3.1）
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支援マニュアル（H30.8）

新型コロナウイルス感
染症に備えた避難所運
営に係るガイドライン
（R2.6）

鳥取県
医療的ケアを必要とす
る方のための災害時対
応ノート（R4.2）

避難所TKB環境向上プロジェクト
（避難所の環境向上に関する実務者検討会中間

報告書：R3.1）

要配慮者支援 こころのケア 栄養・食生活対策
感染症・食品衛生・

衛生環境対策
被災動物対策 御遺体に係る対応

各論的マニュアル

島根県

新型コロナウイルス感
染症対策に配慮した避
難所開設・運営訓練ガ
イドライン(第３版)
（R3.6）
原子力災害時の新型コ
ロナウイルス感染症対
策対応マニュアル
（R4.3）

島根県広域火葬計画
（H29.4）

岡山県

災害時における難病患
者等の行動・支援マ
ニュアル（第２次改訂
版）（R2.9）

岡山県災害時動物対
応要綱/岡山県災害時
動物対応マニュアル
（R2.10）

広島県
災害時こころのケア活
動マニュアル（R2.11）

広島県新型コロナウイ
ルス感染症に係る避難
所運営マニュアル
（R2.6）

ペット受け入れのため
の避難所等運営ガイド
ライン（R1.7）

広島県広域火葬計画
（R4.7）

山口県
要配慮者支援マニュア
ル策定ガイドライン
（H30.3）

徳島県
災害時こころのケアマ
ニュアル（R4.1）

徳島県災害時栄養・食
生活支援マニュアル
（H27.3）

避難所運営マニュアル
「新型コロナウイルス感
染症対策編」（R2.9）
徳島県災害時快適ﾄｲﾚ
計画（H29.3）

災害時のペット対策ガ
イドライン（R4.3）

香川県
避難所における新型コ
ロナウイルス感染症対
策指針（R2.6）

ペット受け入れのため
の避難所等運営ガイド
ライン（H26.12）

愛媛県
愛媛県災害時障害者
支援の手引き（H28.2）

新型コロナウイルス感
染拡大防止 のための
避難所運営の留意点
～対策ガイドライン～
（R2.6）

愛媛県災害時動物救
護活動ガイドライン

愛媛県広域火葬計画
（H26.4）

高知県

高知県南海トラフ地震
時重点継続要医療者
支援マニュアル（H28.3）
高知県災害時における
要配慮者の避難支援ガ
イドライン（R4.1）

高知県災害時の心のケ
アマニュアル（第4版）
（R3.4）

高知県南海トラフ地震
時栄養・食生活支援活
動ガイドライン（Ver.2）
（R3.3）

高知県広域火葬計画
（第一版）（H26.6）

福岡県
福岡県ペット救護マニュ
アル(H29.3)

佐賀県

災害時栄養・食生活支
援ハンドブック/災害時
の栄養・食生活支援活
動アクションカード
（R3.4）

佐賀県広域火葬計画
（H24.2）

長崎県

避難所開設・運営にお
ける新型コロナウイル
ス感染症対策チェックリ
スト(手引き版)(R3.6)

長崎県災害時動物救
護ガイドライン（H29.1）
避難所等におけるペッ
ト受入れ対応マニュア
ル（H29.3）

熊本県

難病患者・家族のため
の災害対策ハンドブック
/緊急支援手帳
（H29.12）
障がい者の特性に応じ
た平時・災害時の対応
指針(H30.3）
災害時における要配慮
者等への 宿泊施設提
供事業マニュアル
（R3.3）

熊本県災害時栄養管
理ガイドライン（H30.3）

熊本県災害時の感染
症・食中毒対策ガイドラ
イン（H30.2）

大分県
難病患者のための災害
時準備ガイドブック（第
２版）（R2.8）

災害時の心理的援助に
関するマニュアル
（H28.12）

災害時の避難所におけ
る新型コロナウイルス
感染症への対応につい
て（第３版）（R4.5）

大分県被災動物救護
対策指針（H28.3）

大分県広域火葬計画
（H27.1）

宮崎県
宮崎県災害時行政栄
養士活動マニュアル
（H31.3）

鹿児島
市町村要配慮者の避
難支援モデルプラン
（H26.2）

避難所管理運営マニュ
アルモデル～新型コロ
ナウイルス感染症対策
指針～【第３版】 （R3.8）
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要配慮者支援 こころのケア 栄養・食生活対策
感染症・食品衛生・

衛生環境対策
被災動物対策 御遺体に係る対応

各論的マニュアル

沖縄県
避難所における新型コ
ロナウイルス感染症へ
の対応方針

訪日外国人旅行者の
宿泊時における災害時
初動対応マニュアル
（改訂版）（国土交通省
中国運輸局:R2.3）

避難所における良好な
生活環境の確保に向け
た取組指針（内閣府（防
災担当）：R4.4）

人とペットの災害対策
ガイドライン（環境省：
H30.2）

「広域火葬計画の策定
について」厚生省生活
衛生局長通知（平成9
年11月13日衛企第 162
号）

避難所におけるトイレ
の確保・管理ガイドライ
ン（内閣府（防災担当）：
R4.4）

大規模災害時における
御遺体の埋火葬等の
実施のための基本的指
針（厚生労働省：H26.7）

マンホールトイレ整備・
運用のためのガイドライ
ン（2021年版）（国土交
通省 水管理・国土保全
局 下水道部：R3.3）

災害時妊産婦情報共
有マニュアル（保健/医
療関係者向け）
(平成 27 年度厚生労働科学
研究費補助金（成育疾患克
服等次世代育成基盤研究事
業）「東日本大震災被災地の
小児保健に関する調査研

究」班：H28.3）

自治体の災害時精神
保健医療福祉 活動マ
ニュアル （short
version）
厚生労働科学研究費補助金
（障害者政策総合研究事業）
「災害派遣精神医療チーム
（DPAT）と地域精神保健シス
テムの連携手法に関する研
究」研究班：R3.3)

赤ちゃん防災プロジェク
ト～JAPAN PROTECT
BABY IN DISASTER
PROJECT～災害時に
おける乳幼児の栄養支
援の手引き(公益社団
法人日本栄養士会
日本栄養士会災害支
援チーム：2020.2)

一般家屋における洪
水・浸水など水害時の
衛生対策と消毒方法の
ガイダンス（暫定版）（日
本環境感染学会）

災害時動物救護の地
域活動ガイドライン
（日本獣医師会：H30.6）

災害時の栄養・食生活
支援ガイド（Ver．１）
（日本栄養士会：R4.7）

大規模自然災害の被
災地における感染制御
マネージメントの手引き
（日本環境感染学会：
H26.1）

学会他

省庁
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要配慮者支援 こころのケア 栄養・食生活対策
感染症・食品衛生・

衛生環境対策
被災動物対策 御遺体に係る対応

各論的マニュアル

沖縄県
避難所における新型コ
ロナウイルス感染症へ
の対応方針

訪日外国人旅行者の
宿泊時における災害時
初動対応マニュアル
（改訂版）（国土交通省
中国運輸局:R2.3）

避難所における良好な
生活環境の確保に向け
た取組指針（内閣府（防
災担当）：R4.4）

人とペットの災害対策
ガイドライン（環境省：
H30.2）

「広域火葬計画の策定
について」厚生省生活
衛生局長通知（平成9
年11月13日衛企第 162
号）

避難所におけるトイレ
の確保・管理ガイドライ
ン（内閣府（防災担当）：
R4.4）

大規模災害時における
御遺体の埋火葬等の
実施のための基本的指
針（厚生労働省：H26.7）

マンホールトイレ整備・
運用のためのガイドライ
ン（2021年版）（国土交
通省 水管理・国土保全
局 下水道部：R3.3）

災害時妊産婦情報共
有マニュアル（保健/医
療関係者向け）
(平成 27 年度厚生労働科学
研究費補助金（成育疾患克
服等次世代育成基盤研究事
業）「東日本大震災被災地の
小児保健に関する調査研

究」班：H28.3）

自治体の災害時精神
保健医療福祉 活動マ
ニュアル （short
version）
厚生労働科学研究費補助金
（障害者政策総合研究事業）
「災害派遣精神医療チーム
（DPAT）と地域精神保健シス
テムの連携手法に関する研
究」研究班：R3.3)

赤ちゃん防災プロジェク
ト～JAPAN PROTECT
BABY IN DISASTER
PROJECT～災害時に
おける乳幼児の栄養支
援の手引き(公益社団
法人日本栄養士会
日本栄養士会災害支
援チーム：2020.2)

一般家屋における洪
水・浸水など水害時の
衛生対策と消毒方法の
ガイダンス（暫定版）（日
本環境感染学会）

災害時動物救護の地
域活動ガイドライン
（日本獣医師会：H30.6）

災害時の栄養・食生活
支援ガイド（Ver．１）
（日本栄養士会：R4.7）

大規模自然災害の被
災地における感染制御
マネージメントの手引き
（日本環境感染学会：
H26.1）

学会他

省庁

◼ 合合言言葉葉集集��
��

CCSSCCAA--HHHHHHHH    ((DDHHEEAATT のの合合いい言言葉葉))  

CC  

SS  

CC  

AA  

CCoommmmaanndd  &&  CCoonnttrrooll  

SSaaffeettyy  

CCoommmmuunniiccaattiioonn    

AAsssseessssmmeenntt  

【指揮系統】 指揮命令系統の確立 

【安全】    安全確認 

【連絡】    連絡体制の構築 

【評価】    評価と対応計画 

HH  

HH  

HH  

HH  

HHeellpp  

HHuubb  ffoorr  CCooooppeerraattiioonn  &&  CCoooorrddiinnaattiioonn  

HHeeaalltthh  ccaarree  ssyysstteemm  

HHeeaalltthh  &&  HHyyggiieennee  

保健医療行政によるマネジメントの補佐的支援 

多様な官民資源の“連携・協力”のハブ機能 

急性期～復旧期までの切れ目のない医療提供体制の構築 

避難所等における保健予防活動と生活環境衛生の確保に

よる二次健康被害の防止 

��

CCSSCCAA--TTTTTT    ((DDMMAATT のの合合いい言言葉葉))  

CC  

SS  

CC  

AA  

CCoommmmaanndd  &&  CCoonnttrrooll  

SSaaffeettyy  

CCoommmmuunniiccaattiioonn    

AAsssseessssmmeenntt  

【指揮系統】 指揮命令系統の確立 

【安全】    安全確認 

【連絡】    連絡体制の構築 

【評価】    評価と対応計画 

TT  

TT  

TT  

TTrriiaaggee  

TTrreeaattmmeenntt  

TTrraannssppoorrtt  

トリアージ 

治療 

搬送 

��

MMEETTHHAANNEE  RReeppoorrtt    ((災災害害時時にに収収集集すすべべきき情情報報))  

MM  

EE  

TT  

HH  

AA  

NN  

EE  

MMaajjoorr  iinncciiddeenntt  

EExxaacctt  llooccaattiioonn  

TTyyppee  ooff  iinncciiddeenntt  

HHaazzaarrdd  

AAcccceessss  

NNuummbbeerr  ooff  ccaassuuaallttiieess  

EEmmeerrggeennccyy  sseerrvviicceess  

大事故災害 「待機」または「宣言」 

正確な発生場所  地図の座標 

事故・災害の種類 鉄道事故、化学災害、地震など 

危険性    現状と拡大の可能性 

到達経路  侵入方向 

負傷者数 重症度、外傷分類 

緊急対応すべき機関  

－現状と今後必要となる対応 

（平成 �� 年度災害時健康危機管理支援チーム養成研修（基礎編）資料より）�

��
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≪≪''00$$77 本本部部活活動動ににおおけけるる合合言言葉葉集集≫≫��

��

� � （（１１））立立ちち上上げげ��

HHeeLLPP--SSCCRREEAAMM    （（助助けけててとと叫叫ぶぶ））        本部の立ち上げ（活動開始時)  

HHee  

LL  

PP  

SS  

CC  

RR  

EE  

AA  

MM  

HHeelllloo  

LLooccaattiioonn  

PPaarrtt  

SSaaffeettyy  

CCoommmmuunniiccaattiioonn  

RReeppoorrtt  

EEqquuiippmmeenntt  

AAsssseessssmmeenntt  

MMEETTHHAANNEE  

カウンターパートへの挨拶 

本部の場所の確保 

初期本部人員の役割分担 

安全確認 

連絡手段の確保 

上位本部への立ち上げの連絡 

本部機材の確保 

アセスメント 

状況の評価と情報発信 

�

� � （（２２））活活動動開開始始��

HHeeLLPP--DDMMAATT    （（助助けけてて DDMMAATT））        本部活動（統括の任務）  

HHee  

LL  

PP  

DD  

MM  

AA  

TT  

HHeelllloo  

LLiiaaiissoonn  

PPllaann  

DDiirreeccttiioonn  

MMEETTHHAANNEE  

AAllllooccaattiioonn  

TTrraannsscceeiivveerr  

DMAT の登録 

他機関現地本部との連携 

作戦イメージの共有 

DMAT への指揮系統の指示、役割の付与 

被災情報の把握 

ニーズに応じて資源を再配分 

各部署との連絡体制の確立 

�

� �� （（３３））活活動動中中��

RREEMMEENNBBEERR    （（忘忘れれなないいでで））        活動中に留意すべきこと 

RR  

EE  

MM  

EE  

NN  

BB  

EE  

RR  

RReeppoorrtt  rreegguullaarrllyy  

EEqquuiippmmeenntt  

MMeeddiiccaall  nneeeeddss  

EEffffeecctt  ooff  EExxcchhaannggee  

MMeemmbbeerr  aanndd  MMeeeettiinngg  

BBaallaannccee  

EEnnddiinngg  

RReemmoovvaall  

定期的に報告を「させる、する」 

資機材に不足はないか 

医療需要はどうなっているか 

救援効果判定と適切な交代 

参集 DMAT 数は、会議は、 

各拠点における DMAT のバランスは 

活動終了に向けた Thank you 

撤収 
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（（４４））撤撤収収��

TTHHAANNKK  yyoouu    （（あありりががととうう））        引き継ぎと撤収は初日からはじまる 

TT  

HH  

AA  

NN  

KK  

yy  

TTiimmeellyy  

HHaanndd  oovveerr  

AAppppooiinntt  

NNuummbbeerr  

KKiinndd  ooff  mmeeddiiccaall  nneeeeddss  

yyoouu  

適切な時期に 

引継ぎを 

選任してもらう（都道府県） 

必要な人数（医療班） 

医療ニーズを伝え 

あなたにお願い そしてありがとう 

（'0$7 技能維持研修資料より）�

� �
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◼ ススフフィィアア基基準準�
�

【スフィアハンドブック「人道憲章と人道支援における最低基準」とは】�

� これまでスフィア・プロジェクトとして知られてきたスフィアは、���� 年に人道援助を

行う 1*2 のグループと国際赤十字・赤新月運動によって開始されました。�

スフィアの原理は、①災害や紛争の被災者には尊厳ある生活を営む権利があり、援助を受

ける権利がある、②災害や紛争による苦痛を軽減するために実行可能なあらゆる手段が尽

くされるべきである、という２つの理念に基づいています。この原理に基づき、人道憲章

の枠組みを作り、生命を守るための主要な分野における最低基準を定め、「人道憲章と人道

支援における最低基準」をスフィアハンドブックとしてまとめました。スフィアハンドブ

ックでは、支援を行う者が共通の理解を持ち、人道支援活動の質の向上とともに、活動に

際しては被災者への説明責任が欠かせないとしています。�

�

� スフィアハンドブックには、尊厳ある生活への権利の原則に基づき、どのような危機状

況下でも達成されるべき「最低基準」と、最低基準を達成するための実践的な過程を説明

する「基本行動」、最低基準が達成されているかを示す目安である「基本指標」、そして基

本行動を支える追加情報である「ガイダンスノート」が書かれています。スフィア基準

は、災害や紛争により影響を受けた人々を支援するにあたり、国際的に最も広く認識され

ているものであり、平成２８年内閣府（防災担当）「避難所運営ガイドライン」にも参考に

すべき国際基準として紹介されています。�

�

� なお、スフィアハンドブックにはたくさんの基本指標としての数字の記載があります

が、大切なのは「数値」のことではありません。たとえば、給水の基準は「人びとは公平

かつ良心的な値段で、安全で十分な量の飲料水や家庭用水へアクセスできる。」ことであ

り、そのための基本行動として、必要な水量と供給の仕組みを決めること等が挙げられて

います。この基本行動により最低基準が達成されているかを示す指標として、具体的な水

分量が記載されています。�

基本指標で示されている数値を満たすことに固執するのではなく、地域の特徴や被災状

況、災害のフェーズに応じて、影響を受けた人々の尊厳ある生活を確保するためには何が

必要かという、スフィアの理念に基づいて考え、行動することが大切です。�

�

詳しくは、「スフィアハンドブック� 人道憲章と人道支援における最低基準」���� 年第

４版（KWWSV���VSKHUHVWDQGDUGV�RUJ）をご参照ください。�

�

�

�

�
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○生きていくために最低限必要な水分量�

ニーズ� 量�

（リットル�人�日）�

状況に応じて考慮される事項�

生存に必要な水：水の摂取

量（飲料および食べ物）�
���～��

気候や生理的個人差による�

衛生上の行動� �～�� 社会的および文化的規範による�

基本的な調理�
�～��

食べ物の種類や社会的および文化的

規範による�

基本的な水の総量� ���～��� �

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �
�

○施設における最低限の水供給と衛生環境�

施設� 最低限必要な水供給量�

診療所・病院� ・外来患者 �人あたり �/（�日）�

・入院患者 �人あたり ��～��/（�日）�

・外科的処置および手術１回につき、���/�

学校� ・生徒 �人あたり �/ の水（�日）�

（飲料と手洗い用。トイレ用は含まない。）�

一次避難所� ・�人あたり ��/（�日）（１日以上滞在する場合）�

・�人あたり �/�日中のみ滞在の場合��

公衆トイレ� ・使用者 �人あたり �～�/（�日）（手洗い用）�

・�つのトイレあたり �～�/（�日）（トイレ掃除用）�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � �

�
○公共などで必要最低限のトイレの数�

場所� 短期間の場合� 長期間にわたる場合�

診療所・病院� ・外来患者 �� 人に �基�

・�� 床に �基�

・外来患者 �� 人に �基�

・�� 床に �基�

学校� ・男子 �� 人に �基�

・女子 �� 人に �基�

・男子 �� 人に �基�

・女子 �� 人に �基�

一次避難所� ・�� 人に �基�

・（女性用と男性用の割合）�

�：��

�

事務所� � ・職員 �� 人に１基�

�

� � � � � � � � �

�

�
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○被災者 �人あたり栄養所要量�

栄養素� 最低限の必要量�単位� 栄養素� 最低限の必要量�単位�

エネルギー� ������NFDO� ビタミン %��� ����μJ�

タンパク質� ���J� 葉酸� ���μJ�')(�

脂質� ���J� パントテン酸� ����PJ�

ビタミン $� ����μJ5$(� ビタミン &� �����PJ�

ビタミン '� ����μJ� 鉄� ���PJ�

ビタミン (� ��PJ�DOSKD�7(� ヨード� ���μJ�

ビタミン .� ����μJ� 亜鉛� �����PJ�

ビタミン %�� ����PJ� 銅� ����PJ�

ビタミン %�� ����PJ� セレン�

（セレニウム）�

����μJ�

ビタミン %�� �����PJ1(� カルシウム� ����PJ�

ビタミン %�� ���PJ� マグネシウム� ����PJ�

$OSKD�7(�α�トコフェロール等価物、5$(�レチノール活性等価物等�

')(�食に含まれる葉酸等価物�

� ��������� � � �
（参考資料）「スフィアハンドブック� 人道憲章と人道支援における最低基準」���� 年第４版�
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◼ 参参考考資資料料��

��

【【災災害害関関係係法法令令等等】】��

�� 災害対策基本法�

KWWSV���HODZV�H�JRY�JR�MS�GRFXPHQW"ODZLG ���$&�����������

�� 災害救助事務取扱要領（令和 �年７月）�

KWWSV���ZZZ�ERXVDL�JR�MS�R\DNXGDFKL�SGI�N\XXMRBE��SGI�

�� 内閣府�防災情報（災害救助法関連）�

KWWSV���ZZZ�ERXVDL�JR�MS�R\DNXGDFKL�LQIRBVDLJDLN\XMR�KWPO�

�� 厚生労働省防災業務計画（令和 �年 �月修正）�

KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�FRQWHQW�����������SGI�

�

【【災災害害関関係係ウウェェブブササイイトト】】��

�� 広域災害救急医療情報システム（(0,6）�

KWWSV���ZZZ�ZGV�HPLV�JR�MS�

�� 災害時診療概況報告システム（-�63(('）�

KWWSV���ZZZ�M�VSHHG�RUJ�

�� 防災科研�防災クロスビュー（ERVDL;YLHZ）�

KWWSV���[YLHZ�ERVDL�JR�MS�

�� 地域防災 :HE�

KWWSV���FKLLNL�ERVDL�MS�

�� 全国保健所長会�

KWWS���ZZZ�SKFG�MS����WBERXVDL�LQGH[�KWPO�
�

�

� ''++(($$77 活活動動ハハンンドドブブッックク（（第第２２版版））��������

��

【ⅡⅡ����総総論論】�

・厚生労働省健康局健康課地域保健室�平成 �� 年度災害時健康危機管理支援チ�

ーム養成研修（基礎編）資料�

・厚生労働省大臣官房厚生科学課長��他：大規模災害時の保健医療福祉活動に�

係る体制の整備について（科発 ���� 第 � 号）������ 年 � 月 � 日�

・厚生労働省大臣官房厚生科学課長��他：大規模災害時の保健医療福祉活動に�

係る体制の整備について（科発 ���� 第 � 号）������ 年 � 月 �� 日�
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・厚生労働省健康局健康課長：災害時健康危機管理支援チーム活動要領について

（健健発������第 � 号）．���� 年 � 月 �� 日�

・厚生労働省健康局健康課長：災害時健康危機管理支援チーム活動要領�一部改

正�ならびに災害時における保健所現状報告システムの運用について（健健発�

�����第 � 号）．���� 年 � 月 �� 日�

・令和元年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）

「実践を踏まえた災害時健康危機管理支援チーム（'+($7）の質の向上、構成員、�

受援者の技能維持に向けた研究」運用体制班報告書（研究分担者�武智浩之）�

・令和元年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）

「実践を踏まえた災害時健康危機管理支援チーム（'+($7）の質の向上、構成員、�

受援者の技能維持に向けた研究」受援体制班報告書（研究分担者�池邉淑子）�

・「災害時の保健活動推進マニュアル」日本公衆衛生協会�全国保健師長会� 令和�

元年度地域保健総合推進事業「災害時の保健活動推進マニュアルの周知」� 報�

告書� �

・大規模災害リハビリテーション支援関連団体協議会：災害リハビリテーション�

標準テキスト．医歯薬出版株式会社����� 年�

� � � � � � � �

【ⅤⅤ．．''++(($$77 活活動動のの実実際際】�

��１１．．本本部部運運営営活　動　!��

������本本部部立立ちち上上げげ、、指指揮揮調調整整体体制制・・情情報報共共有有ラライインンのの構構築築��

・平成 �� 年度厚生労働科学研究費補助金�健康安全・危機管理対策総合研究事

業�「広域大規模災害時における地域保健支援・受援体制構築に関する研

究」総括研究報告書（研究代表者�古屋�好美）�

・令和元年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）

「実践を踏まえた災害時健康危機管理支援チーム（'+($7）の質の向上、構成員、�

受援者の技能維持に向けた研究」受援体制班報告書（研究分担者�池邉淑子）�

・令和 �年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事�

業）「実践を踏まえた災害時健康危機管理支援チーム（'+($7）の質の向上、構�

成員、受援者の技能維持に向けた研究」研究報告書�

・「災害時の保健活動推進マニュアル」日本公衆衛生協会�全国保健師長会� 令和�

元年度地域保健総合推進事業「災害時の保健活動推進マニュアルの周知」報�

告書� �

・平成 �� 年度厚生労働科学研究費補助金「広域大規模災害時における地域保健�

支援・受援体制構築に関する研究」（研究代表者�木脇弘二）�

「県型保健所�大規模災害発生時において被災地管轄保健所が行う災害フェ�
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ーズごとの公衆衛生マネジメント業務と '+($7 の役割について」�

・「令和元年度 �月佐賀豪雨災害における杵藤保健医療調整本部活動報告書」令�

和 �年 �月佐賀県杵藤保健医療調整本部（佐賀県杵藤保健福祉事務所）�

・平成 �� 年厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）

「広域大規模災害時における地域保健支援・受援体制構築に関する研究」（研究� � �

代表者� 木脇弘二）分担研究報告書（研究分担者� 永井仁美、他）�

�

������情情報報収収集集、、分分析析評評価価、、対対策策のの企企画画立立案案��

・上田耕蔵：震災関連死におけるインフルエンザ関連死の重大さ��都市問題�

�������������������

・復興庁：震災関連死の関する検討会（第 �回）������ 年 � 月 �� 日�

KWWSV���ZZZ�UHFRQVWUXFWLRQ�JR�MS�WRSLFV��������KWPO�

・熊本県：震災関連死の概況について�������年�月��日�

� � KWWSV���ZZZ�NXPDPRWR�DUFKLYH�MS�SRVW���������MO����IJ��

・芝浦工業大学�市川研究室：「災害時保健医療福祉活動�譲歩支援システム－�

'��+�」�KWWSV���ZZZ�GV�VH�VKLEDXUD�LW�DF�MS�G��K��

・厚生労働省大臣官房厚生科学課長��他：大規模災害時の保健医療福祉活動に�

係る体制の整備について（科発 ���� 第 � 号）������ 年�� 月 �� 日�

・.D]XRPL�.DULR��'LVDVWHU�+\SHUWHQVLRQ�&LUF�-��������������‒������

・日本循環器学会�日本高血圧学会�日本心臓学会合同ガイドライン（����������

�合同研究班報告）：「���� 年版災害時循環器疾患の予防・管理に関するガイド

ライン」�

・0LFKLKLUR�6DWRK�HW�DO��$FXWH�DQG�6XEDFXWH�(IIHFWV�RI�WKH�*UHDW�(DVW��

-DSDQ�(DUWKTXDNH�RQ�+RPH�%ORRG�3UHVVXUH�9DOXHV�+\SHUWHQVLRQ�����������

H����H�����

・7DWVXR�$RNL�HW�DO��7KH�*UHDW�(DVW�-DSDQ�(DUWKTXDNH�'LVDVWHU�DQG��

FDUGLRYDVFXODU�GLVHDVHV��(XURSHDQ�+HDUW�-RXUQDO����������������������

・7DNDVKL�.RPRULWD�HW�DO��&OLQLFDO�)HDWXUHV�RI�3DWLHQWV�:LWK�$FXWH�$RUWLF��

'LVVHFWLRQ�$IWHU�DQ�(DUWKTXDNH��([SHULHQFH�IURP�WKH�.XPDPRWR��

(DUWKTXDNH�������$PHULFDQ�-RXUQDO�RI�+\SHUWHQVLRQ�������0DUFK�������

・+LVD\RVKL�'DLWR�HW�DO��,PSDFW�RI�WKH�7RKRNX�HDUWKTXDNH�DQG�WVXQDPL�RQ��

SQHXPRQLD�KRVSLWDOL]DWLRQV�DQG�PRUWDOLW\�DPRQJ�DGXOWV�LQ�QRUWKHUQ��

0L\DJL�-DSDQ��D�PXOWLFHQWHU�REVHUYDWLRQDO�VWXG\��7KRUD[������������‒�

�����

・<DPDGD�6�HW�DO��7KH�LPSDFW�RI�WKH������*UHDW�(DVW�-DSDQ�(DUWKTXDNH�RQ��

KRVSLWDOL]DWLRQ�IRU�UHVSLUDWRU\�GLVHDVH�LQ�D�UDSLGO\�DJLQJ�VRFLHW\��D��
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UHWURVSHFWLYH�GHVFULSWLYH�DQG�FURVV�VHFWLRQDO�VWXG\�DW�WKH�GLVDVWHU��

EDVH�KRVSLWDO�LQ�,VKLQRPDNL��%0-�2SHQ��������H�������

・石井芳樹「災害と呼吸器疾患」'RNN\R�-RXUQDO�RI�0HGLFDO�6FLHQFHV��

�������������������

・0RWR\XNL�1DNDPXUD�HW�DO��&RPSDULVRQ�RI�WKH�LQFLGHQFH�RI�DFXWH��

GHFRPSHQVDWHG�KHDUW�IDLOXUH�EHIRUH�DQG�DIWHU�WKH�PDMRU�WVXQDPL�LQ��

1RUWKHDVW�-DSDQ��$P�-�&DUGLRO������'HF��������������������

・7��.$:$12�HW�DO��6KHOWHU�FURZGLQJ�DQG�LQFUHDVHG�LQFLGHQFH�RI�DFXWH��

UHVSLUDWRU\�LQIHFWLRQ�LQ�HYDFXHHV�IROORZLQJ�WKH�*UHDW�(DVWHUQ�-DSDQ�

(DUWKTXDNH�DQG�WVXQDPL��(SLGHPLRO�,QIHFW���������������������

・7DNDKLVD�.DZDQR�HW�DO��$VVRFLDWLRQ�EHWZHHQ�VKHOWHU�FURZGLQJ�DQG�

�LQFLGHQFH�RI�VOHHS�GLVWXUEDQFH�DPRQJ�GLVDVWHU�HYDFXHHV���

D�UHWURVSHFWLYH�PHGLFDO�FKDUW�UHYLHZ�VWXG\��%0-�2SHQ��������H��������

・7HWVX\D�$NDLVKL�HW�DO��5HVWRUDWLRQ�RI�FOHDQ�ZDWHU�VXSSO\�DQG�WRLOHW��

K\JLHQH�UHGXFHV�LQIHFWLRXV�GLVHDVHV�LQ�SRVW�GLVDVWHU�HYDFXDWLRQ��

VKHOWHUV��$�PXOWLFHQWHU�REVHUYDWLRQDO�VWXG\��+HOL\RQ����������H�������

・.RLFKL�7RNXGD�HW�DO��$�VXUYH\�FRQGXFWHG�LPPHGLDWHO\�DIWHU�WKH�������

*UHDW�(DVW�-DSDQ�(DUWKTXDNH��HYDOXDWLRQ�LQIHFWLRXV�ULVNV�DVVRFLDWHG��

ZLWK�VDQLWDU\�FRQGLWLRQV�LQ�HYDFXDWLRQ�FHQWHUV��-�,QIHFW�&KHPRWKHU���

�����

�

������対対策策会会議議��

・永田高志、他（監）：,&6�,QFLGHQW�&RPPDQG�6\VWHP�緊急時総合調整システ

ム基本ガイドブック．���� 年 � 月 �� 日発行�公益社団法人�日本医師会�

�

������職職員員のの安安全全確確保保・・健健康康管管理理��

・令和 �年度厚生労働科学研究費補助金�障害者政策総合研究事業�「災害派遣�

精神医療チーム（'3$7）と地域精神保健システムの連携手法に関する研究」（研�

究代表者� 太刀川弘和）�

・松井、他（編）：災害時のおける地方公務員のメンタルヘルス対策マニュア

ル．地方公務員災害補償基金�

�

��２２．．災災害害時時保健医療福祉活動>

������医医療療対対策策��

・令和元年度厚生労働科学研究費補助金�健康安全・危機管理対策総合研究事業��
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「大規模災害時の保健医療活動に係る行政の体制モデルの構築と災害時の情�

報を活用した運用に関する研究」（研究代表者� 市川学）総括研究報告書�

・-�63((' 情報提供サイト� KWWSV���ZZZ�M�VSHHG�RUJ�

�

������避避難難所所運運営営支支援援��

・内閣府（防災担当）：避難所運営ガイドライン����� 年 � 月�

・内閣府（防災担当）：福祉避難所の確保・運営ガイドライン．���� 年 � 月（�����

年 � 月改定）�

�

������歯歯科科保保健健医医療療対対策策��

・公益社団法人日本歯科医師会、日本災害歯科保健医療連絡協議会：-'$7�-DSDQ�

�'HQWDO�$OOLDQFH�7HDP：日本災害歯科支援チーム�活動要領．���� 年 �� 月第�

� 版�

�

������感感染染症症対対策策��

・一般社団法人日本環境感染学会�大規模自然災害の被災地における感染制御マ�

ネージメントの手引き�アドホック委員会�被災地における感染対策に関する�

検討委員会報告�

・押谷仁、他：大規模災害において想定される保健医療福祉の課題�−感染症の観

点から��保健医療科学������9RO����1R���S��������

・國井修、他（編）：災害時の公衆衛生�南山堂����� 年�

・國井修、他（編）�災害時の保健・医療・福祉活動�南山堂����� 年�

・日本小児科学会�予防接種・感染症対策委員会：学校、幼稚園、認定こども園、�

保育所において予防すべき感染症の解説����� 年 � 月改訂版�

�

������食食支支援援・・栄栄養養指指導導��

・平成 �� 年度地域保健総合推進事業�大規模災害における栄養・食生活支援活�
動の連携体制と人材育成に関する研究「大規模災害時の栄養・食生活支援活動�
ガイドライン」（平成 �� 年 � 月�日本公衆衛生協会� 分担事業者� 久保彰子）�
�

������生生活活不不活活発発病病対対策策��

・大規模災害リハビリテーション支援関連団体協議会：災害リハビリテーション�

標準テキスト．医歯薬出版株式会社����� 年�

�

������車車中中泊泊・・深深部部静静脈脈血血栓栓症症（（''9977））対対策策��
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・平成 �� 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

「熊本地震発生後の急性脳・心血管疾患発生数と予後に関する研究」総括報告書

（研究代表者� 掃本誠治）�

・.RML�6DWR�HW�DO��5LVN�)DFWRUV�DQG�3UHYDOHQFH�RI�'HHS�9HLQ�7KURPERVLV�

$IWHU�WKH������.XPDPRWR�(DUWKTXDNHV��&LUF�-�������������–�����
�

������在在宅宅被被災災者者支支援援��

・内閣府：被災者に対する国の支援のあり方に関する検討会� 中間整理．���� 年�

� 月�

�

������要要配配慮慮者者支支援援��

・厚生労働省社会・援護局長：災害時の福祉支援体制の整備について（社援発�

���� 第 � 号）������ 年 � 月 �� 日��

・國井修、他（編）�災害時の保健・医療・福祉活動�南山堂����� 年�

�

��������こここころろののケケアア��

・内閣府：被災者のこころのケア�都道府県対応ガイドライン����� 年 � 月��

・令和 �年度厚生労働科学研究費補助金�障害者政策総合研究事業�「災害派遣�

精神医療チーム（'3$7）と地域精神保健システムの連携手法に関する研究」（研�

究代表者� 太刀川弘和）�

・厚生労働省委託事業 '3$7 事務局：'3$7 活動マニュアル�9HU����．�

・世界保健機関、戦争トラウマ財団、ワールド・ビジョン・インターナショナル�

心理的応急処置（サイコロジカル・ファーストエイド：�3)$�）フィールド・�

ガイド�����）世界保健機関：ジュネーブ��（訳：（独）国立精神・神経医療�

研究センター、ケア・宮城、公益財団法人プラン・ジャパン�����）�

�

��������衛衛生生環環境境対対策策��

・内閣府（防災担当）：避難所運営ガイドライン�避難所におけるトイレの確保・�

管理ガイドライン（令和 �年 �月改定）�

・国土交通省�水管理・国土保全局�下水道部：マンホールトイレ整備・運用の�

ためのガイドライン�平成 �� 年 � 月��

・厚生労働省防災業務計画（令和 �年 �月修正）�

・日本公衆衛生協会�全国保健師長会：令和元年度地域保健総合推進事業「災害�

時の保健活動推進マニュアルの周知」報告書��令和 �年 �月�

・愛知県：災害時のおける生活環境安全対策マニュアル－避難所における衛生�
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対策について－（平成 �� 年 � 月）�

・北海道総務部危機対策局危機対策課：厳冬期における避難所環境検証結果�

（令和 �年 �月）�

・環境省環境再生・資源循環局災害廃棄物対策室：災害廃棄物対策指針（改訂�

版）�平成 �� 年 � 月�

・岩手県：岩手県災害廃棄物対応方針（平成 �� 年 � 月）�

�

��������食食品品衛衛生生対対策策��

・厚生労働省：厚生労働省防災業務計画（令和 �年 �月修正）�

・熊本県：熊本県災害時の感染症・食中毒対策ガイドライン（平成 �� 年 � 月 ���

日）�

�

��������被被災災動動物物対対策策��

・環境省：人とペットの災害対策ガイドライン（平成 �� 年 � 月）�

・東京都：災害時における動物愛護管理対応マニュアル（令和元年度� 改訂）�

・大阪府：大阪府災害時等動物救護活動ガイドライン、大阪府災害時動物救護�

活動マニュアル（令和２年 �月 �� 日改訂）�

・徳島県：災害時のペット対策ガイドライン～人とペットの災害対策～（令和�

� 年 � 月改定）�

�

��������御御遺遺体体のの取取扱扱いいにに係係るる対対応応��

・厚生労働省：「広域火葬計画の策定について」各都道府県知事あて厚生省生�

活衛生局長通知（平成 �年 �� 月 �� 日衛企第 ��� 号）�

・厚生労働省：「大規模災害時における御遺体の埋火葬等の実施のための基本�

的指針の策定について」（平成 �� 年 � 月 �� 日付け健衛発第 �号厚生労働省�

健康局生活衛生課長通知）�

・東京都：災害時における遺体の取扱いに関する共通指針（検視・検案等活動�

マニュアル（平成 �� 年 � 月）�

・東京都江戸川区：江戸川区遺体取扱・収容所開設運営マニュアル（平成 ���

年 � 月）�

�

※本ハンドブックの作成に当たっては、この他の各都道府県等が策定されたガイドライン、�

� マニュアル等を参考にしています。�
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 コロナ禍のなか、DHEAT 活動ハンドブック（第２版）の作成を含め、研究班活動の遂行に

あたり熱心に取り組んでいただきました研究分担者の皆様、ご協力・ご助言いただきました
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員の皆様、DHEAT として活動された皆様に、感謝の意を表します。 

第２版の原稿作成にあたり、ご協力をいただきました保健医療福祉活動チームの皆様に
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長崎県県央保健所 所長 藤田利枝 

前全国保健所長会長 山中朋子 

◯研究協力者 

和歌山県湯浅保健所 所長 池田和功 

北海道感染症対策本部指揮室 医療参事 石井安彦 

宮崎県都城保健所 所長 上谷かおり 
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（研究協力者） 

国立保健医療科学院 健康危機管理研究部上席主任研究官 奥田博子 

浜松医科大学医学部 社会医学講座 教授 尾島俊之 

滋賀県健康医療福祉部 理事 角野文彦 

DPAT 事務局 次長 河嶌譲 

佐賀県佐賀中部保健福祉事務所 保健監 坂本龍彦 

枚方市保健所 所長 白井千香 

長崎県福祉保健部国保・健康増進課 医療監 宗陽子 

DMAT 事務局 災害医療課 主査 千島佳也子 

大阪府富田林保健所 所長 永井仁美 

佐賀県杵藤保健福祉事務所 保健監 兼 県健康福祉政策課技術監 中里栄介 

前橋赤十字病院 高度救命救急センター センター長 中村光伸 

横浜労災病院救命救急センター 災害医療部 部長 中森知毅 

栃木県保健福祉部医療政策課 課長補佐 早川貴裕 

熊本市児童相談所 医療主幹 渕上史 

大阪市健康局健康推進部 保健主幹 松本珠実 

神戸市健康局 担当部長 山崎初美 

奈良県中和保健所 所長 山田全啓 

中央区保健所 所長 渡瀬博俊 

(50 音順、敬称略、下線はハンドブック作成コアメンバー) 

◯保健医療福祉活動チーム

DMAT DMAT 事務局 新興感染症対策課 主査 池田初男 

日赤救護班等 日本赤十字社 事業局 救護・福祉部 救護課長 神長和美 

JMAT 日本医師会 常任理事 細川秀一 

DPAT 
DPAT 事務局 次長 河嶌譲 

DPAT 事務局 次長 五明佐也香 

DICT 

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科  

感染免疫学講座臨床感染症学分野 教授 泉川公一 

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科  

感染免疫学講座臨床感染症学分野 講師 田代将人 
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（研究協力者） 

国立保健医療科学院 健康危機管理研究部上席主任研究官 奥田博子 

浜松医科大学医学部 社会医学講座 教授 尾島俊之 

滋賀県健康医療福祉部 理事 角野文彦 

DPAT 事務局 次長 河嶌譲 

佐賀県佐賀中部保健福祉事務所 保健監 坂本龍彦 

枚方市保健所 所長 白井千香 

長崎県福祉保健部国保・健康増進課 医療監 宗陽子 

DMAT 事務局 災害医療課 主査 千島佳也子 

大阪府富田林保健所 所長 永井仁美 

佐賀県杵藤保健福祉事務所 保健監 兼 県健康福祉政策課技術監 中里栄介 

前橋赤十字病院 高度救命救急センター センター長 中村光伸 

横浜労災病院救命救急センター 災害医療部 部長 中森知毅 

栃木県保健福祉部医療政策課 課長補佐 早川貴裕 

熊本市児童相談所 医療主幹 渕上史 

大阪市健康局健康推進部 保健主幹 松本珠実 

神戸市健康局 担当部長 山崎初美 

奈良県中和保健所 所長 山田全啓 

中央区保健所 所長 渡瀬博俊 

(50 音順、敬称略、下線はハンドブック作成コアメンバー) 

 

◯保健医療福祉活動チーム 

DMAT DMAT 事務局 新興感染症対策課 主査 池田初男 

日赤救護班等 日本赤十字社 事業局 救護・福祉部 救護課長 神長和美 

JMAT 日本医師会 常任理事 細川秀一 

DPAT 
DPAT 事務局 次長 河嶌譲 

DPAT 事務局 次長 五明佐也香 

DICT 

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科  

感染免疫学講座臨床感染症学分野 教授 泉川公一 

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科  

感染免疫学講座臨床感染症学分野 講師 田代将人 

JRAT 

JRAT 事務局 古澤文夫 

熊本 JRAT 事務局 山鹿温泉リハビリテーション病院 佐藤亮 

静岡 JRAT 事務局 常葉大学 村岡健史 

JDA-DAT 日本栄養士会公衆衛生職域担当理事 諸岡歩 

JDAT 
東京医科歯科大学大学院 医歯学総合研究科救急災害医学分野  

非常勤講師（客員教授）中久木康一 

災害支援ナース 日本看護協会 看護開発部 

DWAT 群馬県社会福祉協議会 災害福祉支援センター センター長 鈴木伸明 

TMAT TMAT 事務局 ロジスティック統括 野口幸洋 

AMDA AMDA 理事 難波妙 

HuMA 日本医科大学多摩永山病院救命救急科 講師・副センター長 久野将宗 

ジャパンハート ジャパンハート 地域医療・国際緊急救援部 部長 高橋茉莉子 

JVOAD 
JVOAD 事務局長 明城徹也 

JVOAD 事業部 鈴木淳子 

                               （敬称略） 

 

◯DHEAT 活動ハンドブック初版作成 木脇班 研究分担者・協力者（初版の謝辞より抜粋） 

池邉 淑子  市川 学    犬塚 君雄  宇田 英典   緒方 敬子  奥田 博子   
尾島 俊之  角野 文彦   金谷 泰宏  川内 敦文  島村 通子   白井 千香   
田上 豊資  千島 佳也子 劔 陽子    藤内 修二   永井 仁美   中里 栄介   
中村 泰久  服部 希世子  坂東 淳   撫井 賀代   藤田 利枝   渕上 史     
前田 秀雄   松本 珠実   岬 美穂   宮園 将哉   山崎 初美   山田 全啓 
山中 朋子  若井 聡智 （50 音順、敬称略） 
 

 

令和５年２月１０日  

研究代表者 服部希世子 

 

 

「すべては被災者のために」 
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令和４年度�

厚生労働科学研究費補助金�

（健康安全・危機管理対策総合研究事業）�
�

「「実実践践をを踏踏ままええたた災災害害時時健健康康危危機機管管理理支支援援チチーームム（（&&**''##66））��

�� のの質質のの向向上上、、構構成成員員、、受受援援者者のの技技能能維維持持にに向向けけたた研研究究」」��

研研究究成成果果物物��

��

&&**''##66活活動動ハハンンドドブブッックク（（第第��版版））��
�

令和５年３月�
�

「実践を踏まえた災害時健康危機管理支援チーム（&*'#6）�

� の質の向上、構成員、受援者の技能維持に向けた研究」�
研究代表者� 服部希世子（熊本県人吉保健所）�

�

�

 
 
 

 



令和４年度 厚生労働科学研究費補助金 
（健康安全・危機管理対策総合研究事業）

「実践を踏まえた災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）
の質の向上、構成員、受援者の技能維持に向けた研究」

研究班




